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－ニア・イズ・ベターのさらなる徹底－（区政編） 

【改革の柱１】地域社会における住民自治の拡充 
 

柱1-Ⅰ-ア 人と人とのつながりづくり 

目標の達成状況 

目標指標「身近な地域でのつながりに関して肯定的に感じている区民の割合」 

目標 

29年度 30％ 
30年度各区で目標値を設定 
31年度各区で目標値を設定（29年度比５％増） 

 29年度 
実績 

29年度目標 
の評価 

30年度以降の目標 
（設定・変更等） 

北区 34.9％ 達成 
30年度 37％ 
31年度 40％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目

標を設定する。 

都島区 41.6％ 達成 
30年度 42％ 
31年度 47％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目

標を設定する。 

福島区 46％ 達成 
30年度 48％ 
31年度 51％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目

標を設定する。 

此花区 44.2％ 達成 
30年度 47％ 
31年度 50％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目

標を設定する。 

中央区 34.7％ 達成 
30年度 38％ 
31年度 40％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目

標を設定する。 

西区 35.8％ 達成 
30年度 38％ 
31年度 41％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目

標を設定する。 

港区 49.9％ 達成 
30年度 52％ 
31年度 55％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目

標を設定する。 

大正区 46.7％ 達成 
30年度 49.2％ 
31年度 51.7％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目

標を設定する。 

天王寺区 41.2％ 達成 
30年度 45％ 
31年度 46％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目

標を設定する。 

浪速区 33.3％ 達成 
30年度 36％ 
31年度 39％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目

標を設定する。 

西淀川区 47.4％ 達成 
30年度 50％ 
31年度 55％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目

標を設定する。 
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目標 

29年度 30％ 
30年度各区で目標値を設定 
31年度各区で目標値を設定（29年度比５％増） 

 29年度 
実績 

29年度目標 
の評価 

30年度以降の目標 
（設定・変更等） 

淀川区 42.6％ 達成 
30年度 45％ 
31年度 48％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目

標を設定する。 

東淀川区 47.8％ 達成 
30年度 50％ 
31年度 53％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目

標を設定する。 

東成区 51.6％ 達成 
30年度 53.6％ 
31年度 56.6％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目

標を設定する。 

生野区 50.8％ 達成 
30年度 53％ 
31年度 56％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目

標を設定する。 

旭区 50.7％ 達成 
30年度 54％ 
31年度 56％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目

標を設定する。 

城東区 49.9％ 達成 
30年度 52％ 
31年度 55％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目

標を設定する。 

鶴見区 50.2％ 達成 
30年度 55％ 
31年度 57％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目

標を設定する。 

阿倍野区 46.8％ 達成 
30年度 50％ 
31年度 51.8％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目

標を設定する。 

住之江区 45.4％ 達成 
30年度 48％ 
31年度 51％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目

標を設定する。 

住吉区 45％ 達成 
30年度 50％ 
31年度 55％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目

標を設定する。 

東住吉区 49.8％ 達成 
30年度 51.8％ 
31年度 54.8％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目

標を設定する。 

平野区 45.2％ 達成 
30年度 48.2％ 
31年度 50.2％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目

標を設定する。 

西成区 45.7％ 達成 
30年度 49％ 
31年度 51％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目

標を設定する。 
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柱1-Ⅰ-ア 人と人とのつながりづくり 

取組の実施状況 

取組①「人と人とのつながりづくりのための取組への支援」 

 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

北区 

・ＷＥＢ（ＨＰやＦＢ、イ
ンスタグラムなどのＳ
ＮＳ）やアナログ（広報
紙・掲示板など）の多様
な媒体を活用して全世
代に訴求するように地
域情報を発信し、参加を
呼びかけた。 

・区内転入者に、北区の地
域活動を紹介したリー
フレットにより、地域活
動への参加を呼びかけ
た。 

・これまで防災訓練未実施
であった地域で訓練を
実施できた。これにより
全 19 地域において、定
期的な事業として防災
訓練が定着した。 

・分譲マンション（366棟）
を対象に、防災の出前講
座の開催を案内し、マン
ション内のコミュニテ
ィ形成を支援した。ま
た、次年度に向け、北区
内の全分譲マンション
366棟の管理組合あてに
防災講座等の開催案内
のＤＭを送付し、１割に
あたる 36 の管理組合か
らアンケートの回答を
得た。 

・子育て世代への支援とし
て、「ママ防災講座」の開
催を警察と連携し支援
した。 

・マンション住民
と町会とのつな
がりが希薄であ
り、マンション
住民の地域活動
に関する関心が
低い。 

・ＷＥＢ（ＨＰやＦＢ、インスタグラムな
どのＳＮＳ）やアナログ（広報紙・掲示
板など）の多様な媒体を活用して全世代
に訴求するように地域情報を発信し、参
加を呼びかける。（通年） 

・区民カーニバルなどのイベントの場で、
北区の地域活動を紹介したリーフレッ
トにより情報発信し、参加を呼びかけ
る。（通年） 

・19地域の防災訓練を支援し、自助・共助
の大切さを説明していく。（通年） 

・９割の世帯が共同住宅居住であることを
ふまえ、マンションを対象に、防災講座
の開催をはじめ、防災のワークショップ
運営や防災マニュアルの策定を支援す
ることで、マンション内の住民交流を促
進し、コミュニティ形成へと誘導する。
まずは 29 年度送付したＤＭの回答があ
ったマンションから重点的に働きかけ
を始めていく。（通年） 

都島区 

・防災訓練をはじめ、地域
防災訓練や出前講座で、
地域同士のつながりの
大切さを啓発した。 

・区民まつり事業では、小
中学生ボランティアの
参画や高校生ブース出
展・ステージ出演など、
若い世代の参加を促す
ほか、成人の日のつど
い、生涯学習フェスティ
バルで、人のつながりの
大切さの情報発信を行
った。 

・転入者向け地活協チラシ
を作成・配布した。（２月
～） 

・フェイスブック、ツィッ
ターのＳＮＳ、広報誌、
掲示板などを活用し、自
治会・町会などのつなが
りづくりの活動を発信
した。（随時、通年） 

・区民の防災・減災
に対する意識を
向上させるとと
もに、災害時の
行動の理解・実
践につなげる必
要がある。 

・地域、行政、関係機関と連携した防災訓
練を実施（１回） 

・地域主体の訓練（９回以上、通年） 
・出前講座（年 12回以上、通年）ほか 
・区民まつり、成人の日のつどい、生涯学
習フェスティバルでの啓発など（９月・
１月・３月） 

・様々なツールを活用した情報発信（通年） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

福島区 

・地域のつながりの基礎と
なる自治会・町内会への
加入を促進するため、転
入者に対してチラシを
配布した。 

・地域活動の活性化を図る
ため、転入者に対して地
域活動協議会の活動を
紹介するチラシを配布
した。 

・フェイスブック等を活用
して地域でのイベント
等に関する情報をこま
めに発信することによ
り、人と人とのつながり
の強化に努めた。 

・地域福祉コーディネータ
ーによる地域福祉の推
進。 

・高齢者や障がい者の日常
生活の軽微なニーズに
対し、身近な地域の有償
ボランティアにより支
えることができるよう、
マッチングを行った。 

・地域住民が主体となって
放置自転車の課題を解
決するため、地域と区役
所が連携した取組を行
った。 

― 

防災や福祉といった身近な課題をきっか
けに、日常から顔見知りになりつながって
いることの重要性を認識してもらえるよ
うな事業を展開する。（以下通年） 
・自主防災組織による防災訓練への支援や
中学生被災地訪問事業など、地域力の強
化による防災・減災・安全対策の推進 
・地域福祉コーディネーターの設置など
「福島区地域福祉ビジョン」の取組 
・地域活動協議会のＰＲを行うなど、地域
活動協議会等の自律的な活動の促進 
・自治会・町内会単位のいわゆる「第一層」
の活動への支援など、継続可能な地域活
動の実現 

此花区 

・コミュニティ育成事業を
実施し（区民まつりは中
止）また、区広報紙で 12
月からつながりづくり
に係る記事の掲載を始
めた。 

・地域活動に関心
のない区民に地
域のつながりづ
くりが大切だと
いう啓発が必
要。 

・区民まつり等コミュニティ育成事業など
で地域のつながりづくりが必要だと感
じていただけるような情報を発信して
いく。（通年） 

中央区 

・まちづくりセンターが作
成した地域活動協議会
活動事例集を活用し、事
例の共有や取組内容に
関する情報発信の強化
を図った。 

・地域の防災訓練等の機会
を捉えて啓発を行った。 

・きめ細やかな情
報発信が必要。 

・防災訓練など地域活動の機会を捉えた啓
発を強化する。（通年） 

・区が実施するコミュニティ育成事業（区
民まつり等）を通じた啓発を強化する。
（通年） 

・広報紙や区 Twitterによる情報発信を強
化する。（通年） 

西区 

・子育てや防災をきっかけ
として、マンション内の
コミュニティづくりを
支援するととともにマ
ンション住民と地域を
つなぐ次の支援をおこ
なった。 

・マンションに居住する親
子が集う「にっしー広
場」を 14 回開催し、地
域子育て支援サークル
関係者が 20名参加。 

・「にっしー広場」参加者に
対して情報誌などを活

・参加者が「にっし
ー広場」を通し
て顔見知りにな
り、マンション
内のコミュニテ
ィは広がってき
ている。 
さらに地域の子
育てサークルな
どにつながる働
きかけと新たな
参加者の掘り起
こしが必要であ
る。 

・マンションに出向き、民生委員・主任児
童委員などの地域子育て支援サークル
関係者の協力を得て、マンションに居住
する親子が集う「にっしー広場」を引き
続き開催する。（年間 12回以上） 

・子育て支援情報や地域での様々な取組を
紹介する場を創出し、マンション住民を 
地域の活動につなげる支援を行う。（通
年） 

・マンションの特性に応じた防災対策の講
座（年間５回以上）や訓練を実施し、マ
ンション住民同士の交流の機会をつく
り、隣近所のコミュニティづくりを支援
する。 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

用し、子育てに関する情
報提供を行うとともに、
地域子育て支援サーク
ルなどへの参加を促し
た。 

・マンションへの出前講座
（防災訓練含む）の実施
３回 

・西区子ども子育てプラザ
の講座で子育て世代の
防災への備えの啓発 12
回 

・マンション管理組合と行
政機関との意見交換会
開催１回 

・マンション内の自主防災組織を形成する
ための支援を行うとともに、地域との交
流の機会をつくり、地域とのコミュニテ
ィづくりを支援する。（通年） 

港区 

・広報紙で「日頃の地域と
のつながりの大切さ」を
伝える事例の紹介。 
（９月号特集号、２月号
１面） 

・区民まつり等の多世代が
参画しコミュニティ育
成につながる事業を実
施。 

・各地域に地域見守りコー
ディネーターを配置し
地域住民の相談援助や
関係機関との連絡調整
等の実施。 

・地域防災リーダーの育成 
・全地域において自主的な
避難所開設訓練の実施
を支援。 

 

― 

・防災訓練などの機会を捉えて啓発を行
う。（通年） 

・多様な世代につながりづくりの大切さと
地域活動に興味を持ってもらえる情報
発信を行う。（下期） 

・地域のつながりの基礎となる自治会・町
内会への加入を呼びかける情報発信を
行う。（上期） 

大正区 

・小学校区を単位とした地
域毎で実施する事業等 

・各地域への見守り推進員
の配置による地域住民
の相談援助や関係機関
との連絡調整等の実施。 
・高齢者食事サービス事業
の実施。 
・大正区地域福祉ビジョン
の周知・啓発事業とし
て、ビジョン冊子・概要
版を作成・配布するとと
もに、講演会を開催。 

・地域防災リーダーの育成
（装備品の支給、保険加 
入、訓練等の実施） 

 

― 

・小学校区を単位とした地域毎で実施する
事業等 

・各地域への見守り推進員の配置による地
域住民の相談援助や人と人とのつなが
りづくり、関係機関と顔の見える関係を
作り、効果的な連絡調整等の実施。 

・概ね 65 歳以上のひとり暮らしまたは高
齢者の世帯のみの方への食事サービス
の実施。 

・「地域における要援護者の見守りネット
ワーク強化事業」との連携業務。地域で
得た要援護者の情報を見守り相談室と
共有し、地域での見守りを行う。 

 （以上通年） 
・地域防災リーダーの育成（装備品の支給、
保険加入、訓練等の実施） 

 （６月） 

天王寺区 

・地域資源等を活用したイ
ベントを開催し、いまま
で地域に関わりの少な
かった世代等の地域活
動への参加のきっかけ
づくりとした。 

 

・イベント開催で
は、身近な地域
でのつながりに
役立つ各種活動
紹介をできる参
加者が限られ幅
広い呼びかけ、

・市広報板を活用し、地域の人と人がふれ
あう活動紹介を通して、身近な地域での
つながりの大切さを伝える。年３回（５、
９、１月） 

・区広報紙を活用して地域活動協議会の各
種活動を紹介する。10回（通年） 

・避難行動要支援者名簿に登載されている

6 

 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

 周知が必要であ
る。 

要援護者に対して、地域における平時の
見守りと災害時の避難支援への備えを
強化する。（通年） 

・区職員が地域に出向き、健康に関する出
前講座を実施する。（通年） 

・参加体験型の講座やイベント開催時の即
席講座等、区役所が積極的に地域に出向
く「出前講座」を実施する。出前講座で
は、東日本大震災、熊本地震における被
災地の状況も伝えることとし、災害対策
の意識の向上に取り組む。  
出前講座等の実施 12回以上 
個々のマンションへ啓発ポスターの掲
出依頼 100ヶ所以上（通年） 

・天王寺区はマンション等の集合住宅が非
常に多いという区域特性があることか
ら、専門性をもつ人材の配置により、
個々のマンションにおいて自主防災組
織の構築など防災力向上を図る取組を
スピード感をもって進める。 
マンション防災学習会の開催 １回 
個々のマンションへの個別支援 15 件
以上（通年） 

浪速区 

・マンション世帯に対し、
防災出前講座等の機会
をとらまえた地域活動
参画への機会・契機をつ
くった。 

・転入届出時に、地域活動
への参画を促進する案
内パンフレットを配布
した。 

・マンション世帯
に対する取組
が、住民の地域
活動参画にまで
は結びついてい
ないことが課題
である。 

・住民異動率が高いことから、転入者への
転入時における地域活動参画促進の取
組をさらに強化する。（通年） 

・地域活動への参画を促進する案内パンフ
レットの多言語化を進める。（通年） 

西淀川区 

・若い世代をはじめ多くの
人に、つながりづくりの
大切さと興味を持って
もらえるよう、区民まつ
りやものづくりまつり
など区広報紙やＳＮＳ
等において事例の共有
や取組の情報発信を行
った。 

・地域のつながりの基礎と
なる自治会・町内会への
加入を促進するため、転
入者に対してチラシ等
の配布を行った。 

・各種団体で構成する実行
委員会等を組織して、区
民まつりや駅伝大会等
を開催し、スタッフや参
加者が絆を深めること
で地域コミュニティの
活性化を推進した。 

・区民ゲートボール大会や
区民バレーボール大会
等を開催し、区民の健康
増進や区民同士のコミ
ュニティの活性化を推
進した。 

― 

・若い世代をはじめ多くの人に、つながり
づくりの大切さと興味を持ってもらえ
るよう、広報紙やＳＮＳ等において事例
の共有や取組の情報発信を行う。（通年） 

・地域のつながりの基礎となる自治会・町
内会への加入を促進するため、転入者に
対してチラシ等の配布を行う。（通年） 

・各種団体で構成する実行委員会等を組織
して区民まつりや駅伝大会等を開催し、
スタッフや参加者が絆を深めることで
地域コミュニティの活性化を推進する。
（通年） 

・区民ゲートボール大会や区民バレーボー
ル大会等を開催し、区民の健康増進や区
民同士のコミュニティの活性化を推進
する。（通年） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

淀川区 

・淀川区広報誌や区ＨＰ、
地域の広報誌や地域Ｆ
Ｂ等、多様な広報媒体を
活用し、地域活動の情報
発信を行った。 

・全 18 地域で地域防災訓
練や避難所開設・運営訓
練を支援した。 

・区内の小学校や子供会の
イベントでチラシを配
布した。 

・地区防災計画を活用し
て、地域の防災活動を周
知した。 

・「地域における要援護者
の見守りネットワーク
強化事業」において、見
守り相談室のＣＳＷ増
員、各地域のワークショ
ップにより、地域の実情
に応じた見守り体制づ
くりを支援した。 

・「淀川区地域福祉推進ビ
ジョン」のパネル展示、
リーフレット・グッズ配
布、広報誌への掲載等を
通じて、地域福祉活動へ
の参加促進を図った。 

・「ゆめちゃん☆ハッピー
ルーム」と称した子育て
講座を実施した。（13回
183組の親子が参加） 

・発達が気になる子供を持
つ親子参加型の体験講
座を実施し保護者同士
の意見交換会を行った。
（年５回） 

 

・災害時に備えた
強いまちづくり
を進めるために
は、平時からの
顔の見える関係
づくりが不可欠
である。 

・地域福祉活動に
関心はあるもの
の、実際に活動
に参加している
区民の割合が低
い。 

・引き続き、多様な広報媒体を活用し、地
域活動の情報発信と地域活動参画促進
を行っていく。（随時） 

・全 18 地域で実施する地域防災訓練や避
難所開設・運営訓練を支援する。（通年） 

・地域防災訓練等の防災講座で自助・共助
の重要性を周知。（通年） 

・区内小学校や子供会のイベントでチラシ
を配布する。（通年） 

・「地域における要援護者の見守りネット
ワーク強化事業」において、各地域の見
守り支援員のスキルアップを図り、相談
窓口としての機能を充実させる。活動報
告会により、幅広く活動内容を住民に周
知し、地域の福祉力を高める。（通年） 

・「淀川区地域福祉推進ビジョン」を改定
し、人と人がつながり支え合い、誰もが
住み慣れた地域で安心して暮らせるま
ちづくりを推進していく。（下期） 

・「ゆめちゃん☆ハッピールーム」と称した
子育て講座を実施する。（通年） 

・発達が気になる子供を持つ親子参加型の
体験講座を実施し保護者同士の意見交
換会を行う。（通年） 

東淀川区 

・地域ごとに実施する地域
別保健福祉計画作成の
取組のなかで、福祉や防
災などの地域課題を解
決するためには、日常生
活に密着した身近なつ
ながりづくりが重要で
あることを再確認した。 

 

― 

・地域ごとに実施する地域別保健福祉計画
作成の取組のなかで、福祉や防災などの
地域課題を解決するためには、日常生活
に密着した身近なつながりづくりが重
要であることを再確認していく。（通年） 

東成区 

・広報紙やホームページ、
ＳＮＳなどでの情報発
信を行った。 

・第一層の活動に
ついては情報把
握が困難。 

・第一層の活動内容、ニーズを把握するた
め、地域のイベント等に出向き情報収集
を行い、実現可能な支援を検討する。（通
年） 

生野区 

・紫陽花まつり １回 
・児童・青少年育成事業（い
くのくスプリングコン
サート） １回 

・地域行事ファイルの公開  
毎月 

・新たな地域コミュニティ

― 

・共助による減災に向けた地域自主防災活
動を支援するため、以下を実施する。（通
年） 

 ・地域防災訓練の支援 
・地域防災マップの作製支援 
・地域防災リーダー研修会の実施 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

支援事業としてフェイ
スブック活用 随時 

・地域活動協議会広報ポス
ター、ちらしの作成支援  
約 17,000部発行 

・区役所 1階ロビーでの地
域情報コーナー設置  
通年 

・あっぷ de いくの地域情
報更新  毎月 

・広報・ＨＰでの活動紹介  
随時 

・維持管理にかかる経費補
助を実施 

・区広報紙・区ＨＰ等の広
報媒体を使った情報提
供：６回 

・実行委員会との連携、モ
ニタリング、情報発信に
かかる助言：９回 

 

旭区 

・区民まつりやスポーツフ
ェスティバルなど、コミ
ュニティ事業に資する
各種事業を実施し、人と
人とが出会い、つながる
機会を設けた。 

 

 

・新たな参加者を
呼び込むなど、
もっと多くの区
民が参加するよ
うな企画が必
要。 

・地域活動協議会が取り組む自律的な地域
活動をサポートし、地域社会におけるご
近助のつながりをひろげ、安全・安心で
活力ある地域社会をつくることを積極
的に支援する。（通年） 

・若い世代やマンション住民などこれまで
地域活動への関わりが薄かった人たち
をはじめ、あらゆる世代を対象 として、
地域活動情報をＳＮＳ等を利用して積
極的に発信する。（通年） 

・区民まつりやスポーツフェスティバルな
ど、コミュニティづくりに資する各種事
業を実施し、人と人とが出会い、つなが
る機会をつくる。（８月・11月） 

・地域担当制を通じて、地域のつながりの
基礎となる町内会等とも関係をつくり、
個別の相談にも対応していく。（通年） 

 

城東区 

・区主催行事や地域主催行
事の挨拶や主旨説明等
で、人と人のつながりづ
くりが重要であること
を伝えた。 

・区広報誌、区ホームペー
ジ、区ツイッターで取組
事例等の情報発信を実
施した。 

・子育てサークルやマンシ
ョン住民、訪問看護ステ
ーション等を対象にし
た出前講座を開催した。 

・広報誌に地縁による団体
等への加入呼びかけの
記事を掲載した。 

 

・近年、建設された
マンション住民
や子育て世代住
民の日常的なつ
ながりが希薄で
あることから、
つながりづくり
の大切さや、地
縁による団体等
への加入促進を
支援する必要が
ある。 

・区広報誌の特集面で、地域活動協議会な
ど日頃から地域で活動されている団体
を紹介等する。（上期） 

・「ウエルカム JOTO」（転入者への城東区
に関する情報提供パック）で、地縁団体
等への加入呼びかけビラを配布する。
（通年） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

鶴見区 

・５月～８月、防災をテー
マとした「ツルラボ」開
催：３回 

・11 月～２月、「鶴探～大
人の社会見学～」開催：
４回 

・地域活動協議会の活動を
紹介した転入者向けパ
ンフレットの作成・配布 

・区広報紙による地域活動
協議会の活動の紹介：随
時 

― 

・事業の同日開催等、地域で実施する事業
間の連携を促進させるなど、参加者の交
流を図るとともにつながりづくりを支
援する。（通年） 

阿倍野区 

・まちなか防災訓練・防災
研修会・防災関係会議参
加者への啓発：のべ
14,010人 

・出前講座での啓発：開催
数６ 回/273名 

・地域防災リーダーの訓
練・研修参加者への啓
発：のべ 902人 

・区内すべての地域でまち
なか防災訓練・避難所開
設運営訓練参加者への
啓発：10地域（うち区内
西側３地域と西成区東
側５地域で合同訓練実
施。小中学校との合同訓
練４地域で実施） 

・阿倍野区地域福祉ミーテ
ィングの開催 １回 

・妊婦教室において妊婦と
１・２か月児を育てる母
親との交流会を実施。年
12回（284人） 

・地域ふれあい子育て教室
として子育て中の母親
同士の交流を実施。年 24
回（延 377人） 

・防災教育等実施学校数
15校の内、地域の自主防
災組織が指導者として
の参加：のべ 12校 

・防災ジュニアリーダーの
訓練・研修参加者への啓
発：のべ 79人 

・魅力創造事業実行委員会
による阿倍野区の魅力
をインスタグラム及び
フェイスブックを活用
した情報発信 

・３月 16 日時点のＳＮＳ
運用状況 
【インスタグラム】 
フォロワー数：538 
【フェイスブック】 
フォロワー数：335 

・市民活動に関する相談窓
口を 29 年 10 月に設置
し、区のホームページに
掲載 

― 

・防災に関する出前講座等でつながりの大
切さを啓発する。（通年）また、阿倍野区
地域福祉計画の推進に向けて活動主体
が連携できる仕組みづくりを支援する。
（通年） 

・小・中学校を対象とした防災研修でつな
がりの大切さを啓発する。また、区ホー
ムページなどを活用し、若い世代をはじ
め多くの人につながりの大切さと興味
を持ってもらえるよう啓発する。（通年） 

・地域で活動している団体などが主体的に
阿倍野区の魅力を継続して発信するた
めのツールＳＮＳ(フェイスブック、イン
スタグラム等)を使用したＰＲ事業を行
う。（通年） 

・市民活動に関する相談窓口を設置し、情
報提供等を行う。（通年） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

住之江区 

・区広報紙、ホームページ、
Facebook で、地域活動
や町会加入促進にかか
る情報発信を行った。 

 

 

・広報紙やホーム
ページなど区の
広報媒体だけで
なく、多様な手
法でより広く情
報発信していく
必要がある。 

・地活協が実施するイベント等で、地活協
の活動紹介や町会加入促進にかかる取
組が進むよう、中間支援組織とも連携し
支援を行う。（通年） 

・区広報紙、ホームページ、Facebookで、
地域活動や町会加入促進にかかる情報
発信を行う。（通年） 

住吉区 

・地域見守り支援 
新たに見守り開始：14町
会エリア（計 71/135 町
会開始済） 
新たに個別支援プラン：
747 名作成(合計 979 名
作成済) 

・住吉区防災訓練の実施 
全 135町会で避難訓練、
安否確認訓練を実施 

・マンション住民向け防災
研修会の実施（２回） 

 

・多くの住民の訓
練・研修会の参
加 

・若い世代の地域
活動への参加 

・防災訓練への学
校の参加 

・近所に住む人同士が日常生活の中で顔見
知りになれるよう、引き続き、地域見守
り支援や町会エリアでの防災の取組を
進める。（通年） 

・見守り支援や個別支援プランの作成につ
いては、実施可能な地域を特定して進め
ていく。（通年） 

・若い世代を含むたくさんの住民が参加し
たくなる活動事例の情報提供を地域振
興会議や区ホームページで行う。（通年） 

・マンション住民向け防災研修会を実施（5
回）し、防災を通じて、住民同士のつな
がりづくり、マンションと町会・自治会
等とのつながりづくりを促進する。（通
年） 

東住吉区 

・地域活動に関する意識を
向上させる取組 

・広報紙やホームページな
どでの情報発信 

・町会加入促進チラシなど
の作成・配付 

・様々な催し等での啓発 

― 

・地域活動に関する意識を向上させる取組
（通年） 

・広報紙やホームページなどでの情報発信
（通年） 

・町会加入促進チラシなどの作成・配付 
（随時） 

・様々な催し等での啓発（通年） 

平野区 

・「広報ひらの」８月号で町
会、自治会加入促進の記
事を掲載した。 

・若い世代の活動
参加が少ない。 

・「広報ひらの」以外にも、区ＨＰやＳＮＳ
で町会、自治会の加入促進を行う。（通
年） 

・ＦＢ，ＨＰで地域の活動を掲載。（通年） 

西成区 

・地域住民が参加する防災
訓練 年６回 

・地域住民が参加する防災
出前講座 年８回 

・区内転入者へ町内会など
のチラシ配布による周
知を行った。 

― 

・地域住民が参加する防災訓練や防災出前
講座などを通して、共助の重要性につい
て啓発を実施する。（通年） 

・地域のつながりづくりのために転入者へ
町内会などのチラシを配布し周知を行
う等の支援を行う。（通年） 
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柱1-Ⅱ-ア 地域に根ざした活動の活性化（地縁型団体） 

目標の達成状況 

目標指標①「自治会、町内会単位（第一層）の活動への支援」 

自治会・町内会単位の活動に参加している区民のうち、身自治会・町内会単位の活動に

対する市からの支援が役に立っていると感じている区民の割合」 

目標 

29年度 自治会・町内会単位の活動への支援策の策定、着手可能なものから実施 
30年度 各区において具体的な目標を設定する 
31年度 各区において具体的な目標を設定する 

 29年度実績 29年度目標 
の評価 

30年度以降の目標 
（設定・変更等） 

北区 
・マンション防災講座の開
催：４団体 達成 

30年度 61％ 
31年度 62％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したた

め、30年度以降の目標を設定する。 
（29年度実績 60.4％） 

都島区 ― ― 

30年度 50％ 
31年度 51％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したた

め、30年度以降の目標を設定する。 
（29年度実績 49.6％） 

福島区 ― ― 

30年度 58％ 
31年度 59％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したた

め、30年度以降の目標を設定する。 
（29年度実績 57.6％） 

此花区 ― ― 

30年度 57％ 
31年度 60％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したた

め、30年度以降の目標を設定する。 
（29年度実績 54.8％） 

中央区 

・各地域の防災訓練において
身近な地域でのつながりづ
くりの大切さを啓発。 
25回（全地域） 

達成 

30年度 65％ 
31年度 70％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したた

め、30年度以降の目標を設定する。 
（29年度実績 62.1％） 

西区 ― ― 

30年度 60％ 
31年度 61％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したた

め、30年度以降の目標を設定する。 
（29年度実績 58.2％） 

港区 ― ― 

30年度 62％ 
31年度 63％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したた

め、30年度以降の目標を設定する。 
（29年度実績 61.8％） 

大正区 

・自治会・町内会単位の活動
への支援策として、地域集
会施設の利用促進を図るた
め区ホームページの整理を
行った。 

  達成 

30年度 58％ 
31年度 59％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したた

め、30年度以降の目標を設定する。 
（29年度実績 57.1％） 

天王寺区 ― ― 

30年度 51％ 
31年度 54％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したた

め、30年度以降の目標を設定する。 
（29年度実績 48.3％） 
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目標 

29年度 自治会・町内会単位の活動への支援策の策定、着手可能なものから実施 
30年度 各区において具体的な目標を設定する 
31年度 各区において具体的な目標を設定する 

 29年度実績 29年度目標 
の評価 

30年度以降の目標 
（設定・変更等） 

浪速区 ― ― 

30年度 63％ 
31年度 64％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したた

め、30年度以降の目標を設定する。 
（29年度実績 62.9％） 

西淀川区 ― ― 

30年度 61％ 
31年度 62％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したた

め、30年度以降の目標を設定する。 
（29年度実績 60.3％） 

淀川区 ― ― 

30年度 62％ 
31年度 64％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したた

め、30年度以降の目標を設定する。 
（29年度実績 60.3％） 

東淀川区 

・広報ひがしよどがわ特集号
において、町会単位の取組
の大切さを掲載。 

・各連合振興町会に対して、
区内のイベントや他区事例
の紹介を行った。 

達成 

30年度 65％ 
31年度 68％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したた

め、30年度以降の目標を設定する。 
（29年度実績 63.5％） 

東成区 
・自治会・町内会単位の活動
への支援策を策定した。 達成 

30年度 56% 
31年度 57% 
（理由）基とする 29年度実績が確定したた

め、30年度以降の目標を設定する。 
（29年度実績 55.6％） 

生野区 ― ― 

30年度 60％ 
31年度 62％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したた

め、30年度以降の目標を設定する。 
（29年度実績 58.8％） 

旭区 ― ― 

30年度 59％ 
31年度 62％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したた

め、30年度以降の目標を設定する。 
（29年度実績 58.3％） 

城東区 
・支援策の検討を行うととも  
に、防災出前講座などを実
施した。 

達成 

30年度 60％ 
31年度 63％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したた

め、30年度以降の目標を設定する。 
（29年度実績 57.6％） 

鶴見区 ― ― 

30年度 56％ 
31年度 58％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したた

め、30年度以降の目標を設定する。 
（29年度実績 54.8％） 

阿倍野区 ― ― 

30年度 65％ 
31年度 68％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したた

め、30年度以降の目標を設定する。 
（29年度実績 61.5％） 

住之江区 ― ― 

30年度 60％ 
31年度 63％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したた

め、30年度以降の目標を設定する。 
（29年度実績 56.5％） 
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目標 

29年度 自治会・町内会単位の活動への支援策の策定、着手可能なものから実施 
30年度 各区において具体的な目標を設定する 
31年度 各区において具体的な目標を設定する 

 29年度実績 29年度目標 
の評価 

30年度以降の目標 
（設定・変更等） 

住吉区 

・住吉区総合防災訓練を実施
した（区内全町会で避難訓
練、安否確認訓練）。 

・大規模マンションにおい
て、防災対策構築の支援を
行い、防災を通じてのつな
がりづくり、地域とのつな
がりづくりを促進実施した
（１箇所モデル的に実施）。 

達成 

30年度 60％ 
31年度 65％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したた

め、30年度以降の目標を設定する。 
（29年度実績 58.3％） 

東住吉区 ― ― 

30年度 53％ 
31年度 55％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したた

め、30年度以降の目標を設定する。 
（29年度実績 52.3％） 

平野区 
・自治会・町内会単位の活動
への支援策の策定。 達成 

30年度 55.0％ 
31年度 56.0％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したた

め、30年度以降の目標を設定する。 
（29年度実績 54.4％） 

西成区 ― ― 

30年度 71％ 
31年度 73％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したた

め、30年度以降の目標を設定する。 
（29年度実績 69.0％） 
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柱1-Ⅱ-ア 地域に根ざした活動の活性化（地縁型団体） 

目標の達成状況 

目標指標②「地縁型団体が行う活動に参加している区民の割合」 

目標 

29年度 15％ 
30年度 各区において前年度以上の比率をめざす 
31年度 各区において前年度以上の比率をめざす 

 29年度 
実績 

29年度目標 
の評価 

30年度以降の目標 
（設定・変更等） 

北区 18.6％ 達成 
30年度 20％ 
31年度 23％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目

標を設定する。 

都島区 23.7％ 達成 
30年度 24％ 
31年度 25％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目

標を設定する。 

福島区 24.4％ 達成 
30年度 25％ 
31年度 26％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目

標を設定する。 

此花区 21.9％ 達成 
30年度 23％ 
31年度 25％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目

標を設定する。 

中央区 19.3％ 達成 
30年度 20％ 
31年度 25％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目

標を設定する。 

西区 19.4％ 達成 
30年度 20％ 
31年度 21％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目

標を設定する。 

港区 26.1％ 達成 
30年度 28％ 
31年度 30％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目

標を設定する。 

大正区 21.4％ 達成 
30年度 22％ 
31年度 23％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目

標を設定する。 

天王寺区 23.4％ 達成 
30年度 24％ 
31年度 25％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目

標を設定する。 

浪速区 18％ 達成 
30年度 19％ 
31年度 20％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目

標を設定する。 

西淀川区 25.1％ 達成 
30年度 30％ 
31年度 35％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目

標を設定する。 

淀川区 23.8％ 達成 
30年度 25％ 
31年度 27％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目

標を設定する。 
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目標 

29年度 15％ 
30年度 各区において前年度以上の比率をめざす 
31年度 各区において前年度以上の比率をめざす 

 29年度 
実績 

29年度目標 
の評価 

30年度以降の目標 
（設定・変更等） 

東淀川区 27.5％ 達成 
30年度 31％ 
31年度 34％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目

標を設定する。 

東成区 27.9％ 達成 
30年度 28％ 
31年度 29％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目

標を設定する。 

生野区 27.7％ 達成 
30年度 29％ 
31年度 31％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目

標を設定する。 

旭区 24.4％ 達成 
30年度 25％ 
31年度 28％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目

標を設定する。 

城東区 29.0％ 達成 
30年度 31％ 
31年度 33％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目

標を設定する。 

鶴見区 29.5％ 達成 
30年度 30％ 
31年度 35％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目

標を設定する。 

阿倍野区 23.1％ 達成 
30年度 30％ 
31年度 33％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目

標を設定する。 

住之江区 29.6％ 達成 
30年度 30％ 
31年度 31％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目

標を設定する。 

住吉区 22.5％ 達成 
30年度 25％ 
31年度 30％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目

標を設定する。 

東住吉区 23.3％ 達成 
30年度 24％ 
31年度 25％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目

標を設定する。 

平野区 25.8％ 達成 
30年度 26％ 
31年度 27％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目

標を設定する。 

西成区 18.3％ 達成 
30年度 19％ 
31年度 20％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目

標を設定する。 
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柱1-Ⅱ-ア 地域に根ざした活動の活性化（地縁型団体） 

目標の達成状況 

目標指標③「各団体により地域の特性や課題に応じた活動が進められていると感じている区民の割合」 

目標 

29年度 40％ 
30年度 各区において前年度以上の比率をめざす 
31年度 各区において前年度以上の比率をめざす 

 29年度実績 29年度目標 
の評価 

30年度以降の目標 
（設定・変更等） 

北区 41.5％ 達成 
30年度 45％ 
31年度 48％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降

の目標を設定する。 

都島区 47.6％ 達成 
30年度 48％ 
31年度 49％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降

の目標を設定する。 

福島区 46.1％ 達成 
30年度 47％ 
31年度 48％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降

の目標を設定する。 

此花区 42.2％ 達成 
30年度 45％ 
31年度 48％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降

の目標を設定する。 

中央区 36.5％ 未達成 
30年度 40％ 
31年度 45％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降

の目標を設定する。 

西区 41.7％ 達成 
30年度 42％ 
31年度 43％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降

の目標を設定する。 

港区 51.7％ 達成 
30年度 53％ 
31年度 54％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降

の目標を設定する。 

大正区 47.6％ 達成 
30年度 48％ 
31年度 49％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降

の目標を設定する。 

天王寺区 43.3％ 達成 
30年度 46％ 
31年度 48％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降

の目標を設定する。 

浪速区 31.9％ 未達成 
30年度 40％ 
31年度 41％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降

の目標を設定する。 

西淀川区 50.6％ 達成 
30年度 51％ 
31年度 52％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降

の目標を設定する。 

淀川区 45.8％ 達成 
30年度 48％ 
31年度 50％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降

の目標を設定する。 
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目標 

29年度 40％ 
30年度 各区において前年度以上の比率をめざす 
31年度 各区において前年度以上の比率をめざす 

 29年度実績 29年度目標 
の評価 

30年度以降の目標 
（設定・変更等） 

東淀川区 50.5％ 達成 
30年度 54％ 
31年度 57％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降

の目標を設定する。 

東成区 51.8％ 達成 
30年度 52％ 
31年度 53％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降

の目標を設定する。 

生野区 
47.9％ 

 
達成 

 

30年度 49％ 
31年度 51％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降

の目標を設定する。 

旭区 48.0％ 達成 
30年度 49％ 
31年度 52％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降

の目標を設定する。 

城東区 53.3％ 達成 
30年度 54％ 
31年度 55％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降

の目標を設定する。 

鶴見区 56.6％ 達成 
30年度 60％ 
31年度 65％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降

の目標を設定する。 

阿倍野区 48.1％ 達成 
30年度 50％ 
31年度 53％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降

の目標を設定する。 

住之江区 53.1％ 達成 
30年度 55％ 
31年度 57％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降

の目標を設定する。 

住吉区 41.7％ 達成 
30年度 45％ 
31年度 50％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降

の目標を設定する。 

東住吉区 46.5％ 達成 
30年度 47％ 
31年度 48％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降

の目標を設定する。 

平野区 44.0％ 達成 
30年度 45％ 
31年度 46％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降

の目標を設定する。 

西成区 35.8％ 未達成 
30年度 40％ 
31年度 44％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降

の目標を設定する。 
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柱1-Ⅱ-ア 地域に根ざした活動の活性化（地縁型団体） 

取組の実施状況 

取組①「自治会・町内会単位（第一層）の活動への支援」 

 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

北区 

・区内の分譲マンション
（366棟）に、防災出前講
座の事業案内の送付と防
災意識に関するアンケー
ト調査を行い、１割にあた
る 36棟のマンションから
回答を得た。アンケートに
より防災意識の状況把握
を行い、防災に関心を示さ
れたマンションで、防災出
前講座を４回開催し、参加
されたマンション住民間
での交流を図った。 

・子育て世代の母親グルー
プで取り組む「ママ防災講
座」の開催を警察と連携し
支援した。 

・マンション住民
と町会とのつな
がりが希薄であ
り、マンション
住民の地域活動
に関する関心が
低い。 

・区内の９割の世帯が共同住宅居住であ
ることをふまえ、マンション（366棟）
に、防災講座の事業案内をＤＭ送付す
るとともに、広報紙「わがまち北区」
においても事業案内を掲載し、マンシ
ョンに呼びかける。（通年） 

・29年度のアンケート結果を踏まえ、防
災に関心を示されたマンションには、
積極的にアプローチを行い、防災講座
の開催をはじめ、次にマンション住民
によるワークショップ、さらに防災マ
ニュアルの策定や防災訓練の実施を支
援する。こうした支援を通じて、マン
ション住民間での交流を促進し、コミ
ュニティ形成へと誘導する。（通年） 

都島区 ― ― 

・防災訓練や子ども・要援護者の見守り、
百歳体操、まつりなど、地域活動への
支援を行うとともに、自治会・町内会、
その他各種活動団体への支援を行う。
（通年） 

福島区 ― ― 

・定期的に各地域の代表が集まる会議を
開催し、大阪市の施策やイベント等の
行政情報の提供を行い、各地域活動協
議会の構成団体を通じて地域全体に情
報を届けるなど、つながりづくりの基
盤となる自治会・町内会単位のいわゆ
る「第一層」の活動への支援を年間通
じて行う。（通年） 
また、「第一層」単位で実施する防災訓
練や防犯活動等にも積極的に支援する
ほか、各種の「第一層」単位で様々な
活動ができるような情報提供を年 1回
以上実施する。（通年） 

此花区 ― ― 
・自治会・町内会単位の活動への支援策
を策定する。（下期） 

中央区 

・自治会・町内会単位の活動
への支援を策定し、防災出
前講座や防犯パトロール
グッズの貸出、防犯カメラ
の設置などにより自治会・
町内会単位の活動支援を
実施した。 

・活動の担い手の
固定化と高齢化 

・活動のメリット
や必要性を感じ
てもらいにく
い。 

・市民局において「第一層の活動への支
援の方向性」が取りまとめられたため、
支援の基本的方向性に基づき、現行業
務の延長上で支援を継続・強化する。
（通年） 

西区 ― ― 

・自治会や町内会、子ども会など地縁型
団体の活動状況について、活動主体と
連携して西区広報紙・ＨＰ等を通じて
区民に広報し、活動目的の周知や活動
への参加を呼び掛ける。（年間 15回以
上） 

・広報チラシを作成し、転入者や子育て
層に自治会・町内会活動への参加を呼
び掛ける。（通年） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

港区 ― ― 

・「第一層」単位で実施する防災訓練や防
犯活動等にも積極的に支援を行うため
に、支援に関しての情報提供を行う。
（通年） 

大正区 

・自治会・町内会単位の活動
への支援策として、地域集
会施設の利用促進を図る
ため区ホームページの整
理を行った。 

― 

・自治会・町内会単位の活動への支援策
を実施する。（通年） 

天王寺区 ― ― 
・マンション住民への防災訓練参加呼び
かけ。（通年） 

浪速区 ― ― 

・地域イベント等への参加の呼びかけを
ＩＴの活用等により効果的に行う。（通
年） 

・転入者に対し、地域活動参加を促す案
内パンフレットを交付する。（通年） 

・学生ボランティアとのマッチング等、
担い手の拡大に向けた取組を行う。（通
年） 

・ＣＢ/ＳＢ化、社会的ビジネス化に向け
た支援を行う。（通年） 

西淀川区 ― ― 

・地域のつながりの基礎となる自治会・
町内会への加入を促進するため、転入
者に対してチラシ等の配布を行う。（通
年） 

淀川区 ― ― 

・町内会への加入促進に向けたチラシの
作成を支援する。（通年） 

・防災や防犯等の出前講座により住民間
の交流を図る。（通年） 

・各種団体と、地域でのつながりづくり
についての意見交換を行う。（上期） 

東淀川区 

・広報ひがしよどがわ特集
号・転入者パックに封入の
チラシ等において、町会単
位の取組の大切さを掲載。 

・各連合振興町会に対して、  
区内のイベントや他区事
例の紹介を行った。 

 

 
― 

①地縁型団体活動への支援 
・区の広報紙や転入手続きの際に窓口で
配布している「転入者パック」を活用
して、地域振興会（町会）などの地縁
型団体への加入促進の働きかけを行
う。（通年） 

・マンション建設時に自治会の組織形成
を支援する。（通年） 

・防災訓練等の機会を通じて自助・共助
の意識を高め、町会加入の促進を図る。
（通年） 

②地縁型団体への情報提供など 
・新たな連携が創出されるよう、先行事
例などの情報を地縁型団体に提供し、
連携の呼びかけを行う。（通年） 

東成区 

・来庁する区民に対し、モニ
ター（行政情報広告画面）
を用いて、自治会・町内会
への加入を呼びかけた。 

・自治会・町内会単位の活動
への支援策の作成をした。 

 

・地域ニーズの把
握に努め、目標
の達成に向け、
よりきめ細かい
支援を行う必要
がある。 

・29年度に実施した方法以外に、第一層
の活動内容および活動主体のニーズを
有効かつ負担少なく把握できる方法を
検討する。（通年） 

生野区 ― ― 

・連合振興町会長会議で行政情報の提供
を行う。（通年） 

・自治会・町内会への加入促進チラシの
配布（通年） 

20 

 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

旭区 ― ― 

・自治会・町内会、その他各種グループ
といった活動主体が、自律的かつ円滑
に地域 での活動を行うことができる
よう、活動主体間の連携促進といった
支援を行う。（通年） 

城東区 

・自治会、町内会単位の活動
への支援策の検討を行う
とともに、防災出前講座の
開催、広報紙による町会加
入への呼びかけを行った。 

・各自治会・町内会
の実情に応じた
きめ細やかな支
援策を策定する
必要がある。 

・各地域からの相談内容等に応じた、支
援策を提供する。（通年） 

鶴見区 ― ― 

・町内会単位で実施する防災訓練への支
援を行うとともに、防災を通じて、地
域とのつながりづくりを促進する。（通
年） 

・転入者向けリーフレットを作成し、町
内会等に関する情報の提供を行う。（通
年） 

阿倍野区 ― ― 

・自治会・町内会単位の活動を支援する。
（通年） 

・広報紙やツイッターなどによる周知、
講師として職員派遣、大阪市等の制度
紹介などの支援を行う。（通年） 

住之江区 ― ― 
・区広報紙、ホームページ、Facebookで、
町会加入促進にかかる情報発信を行
う。（通年） 

住吉区 

・地域見守り支援 
新たに見守り開始：14 町
会エリア（計 71/135町会
開始済） 
新たに個別支援プラン：
747名作成(合計 979名作
成済) 

・住吉区防災訓練の実施 
全 135 町会で避難訓練、
安否確認訓練を実施 

・マンション住民向け防災
研修会の実施（２回） 

・布担架・メガホン・ビブス
を全町会へ配備 

・多くの住民の訓
練・研修会の参
加 

・若い世代の地域
活動への参加 

・防災訓練への学
校の参加 

・町会災害対策本部へバール・ジャッキ
等の救助資器材が未配備の所に配備
（下期） 

・携帯用簡易トイレの配備（各町会10個）
（下期） 

・水害時避難ビルへ布担架の配備（下期） 
・マンション住民向け防災研修会を実施
（５回）し、防災を通じて、住民同士
のつながりづくり、マンションと町会・
自治会等とのつながりづくりを促進す
る。（通年） 

東住吉区 ― ― 

・地域活動に関する意識を向上させる取
組（通年） 

・広報紙やホームページなどでの情報発
信（通年） 

・町会加入促進チラシなどの作成・配付
（随時） 

・様々な催し等での啓発（通年） 

平野区 

・地域主催のイベント等に
参加して、自治会、町内会
の情報を収集。 

 

・地域が多く、参加
できる回数が限
られる。 

・収集できた自治会、町内会の情報、課
題の共通事項を分析して支援方策を検
討する。（通年） 

西成区 ― ― 

・転入者へ町内会（第一層）などのチラ
シを配布し周知する等の支援を行う。
（通年） 

・町内会（第一層）などの活動状況等を
ＨＰへ掲載し周知する等の支援を行
う。（通年） 
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柱1-Ⅱ-ア 地域に根ざした活動の活性化（地縁型団体） 

取組の実施状況 

取組②「地域リーダーの活躍促進」 

 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

北区 ― ― 
・活動が形骸化しないよう、活動の場の
提供や場づくりの支援を行う。（通年） 

都島区 ― ― 
・関係部局と連携し、本人の意向に基づ
き活躍の場につなげる。（通年） 

福島区 ― ― 

・関係部局等と連携し、地域リーダーな
どの人材について、本人の意向に基づ
いた活躍の場につなげるよう取り組
む。（通年） 

此花区 ― ― 
・本人の意向に基づき活動の場につなぐ
取組を実施する。（通年） 

中央区 
・地域リーダーのニーズや
意向を把握するためのア
ンケート調査を実施した。 

・「やらされ感」や
「負担感」の解
消 

・地域リーダーがやりがいを感じること
ができるよう、ニーズや意向を踏まえ
た活動支援を行う。（通年） 

西区 ― ― 

・防災リーダーの活躍促進の一環とし
て、情報共有会等の開催を通じ、地域
における防災活動の強化に努める。（年
２回以上開催） 

港区 ― ― 

・地域リーダーの活躍促進に向けて、現
行の活動に関する意見等を把握し、各
人の意向に基づいた活躍の場につなげ
るよう取り組む。（通年） 

大正区 ― ― 

・地域防災リーダーの育成（装備品の支
給、保険加入、訓練・研修会の開催）
（６月） 

・地域活動への参加・参画を促すため、
事業の効果的な実施を支援（通年） 

天王寺区 ― ― 
・本人の意向に基づき活躍の場につなぐ
取組を実施する。（通年） 

浪速区 ― ― 

・役割の理解を深める取組を実施するこ
とにより、動機付けややりがいを創出
し、本人の意向に基づく活躍を促進し
ていく。（通年） 

西淀川区 ― ― 
・地域リーダーの活躍促進にむけて、本
人の意向に基づき活躍の場につなぐ取
組を実施する。（通年） 

淀川区 ― ― 
・関係部局と連携し、本人の意向に基づ
き活躍の場につなぐ取組を実施する。
（通年） 

東淀川区 ― ― 
・地域リーダーの意向に基づき、活躍の
場につなぐ取組を実施する。（通年） 

東成区 ― ― 

・地域リーダーなどの人材を改めて把握
し、本人の意向に基づき活躍の場につ
なげる。（通年） 

・地域防災リーダー訓練時等で、地域防
災力向上に関するアンケートを実施す
る。（下半期） 

生野区 ― ― 
・本人の意向に基づき活躍の場につなぐ
取組を実施する。（通年） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

旭区 ― ― 
・本人の意向に基づき活躍の場につなぐ
取組を実施する。（通年） 

城東区 ― ― 
・本人の意向に基づき活躍の場につなぐ
取組を実施する。（通年） 

鶴見区 ― ― 

・区役所・建設局・グリーンコーディネ
ーターによる意見交換会を実施した
り、区ＨＰや広報紙で活動状況を広報
することにより、活躍の場の創出・拡
充につなげる。（通年） 

阿倍野区 ― ― 
・本人の意向に基づき活躍の場につなぐ
取組を実施する。（通年） 

住之江区 ― ― 
・関係部局等と連携し、本人の意向に基
づき活躍の場につなげるよう取り組
む。（通年） 

住吉区 ― ― 
・地域リーダー活躍促進のため、本人の
意向に基づき活躍の場につなぐ取組を
実施する。（通年） 

東住吉区 ― ― 
・手法の検討にあたり関係部局との連携
が必要（通年） 

平野区 ― ― 

・新任防災リーダーに対し基礎的な防災
力の取得を目的に、座学及び技術訓練
を実施する。（上期） 

・本人の意向に基づき活躍の場につなぐ
目的に、消防署と連携のうえさらに高
い技術の習得を目指した取組を実施す
る。（通年） 

・地域防災リーダーの中から、市大都市
防災教育研究センターの事業への参加
者を募り、高い防災力を身につけても
らう。（通年） 

西成区 ― ― 

・役割の理解を深める取組を実施するこ
とにより、動機付けや遣り甲斐を創出
し、本人の意向に基づく活躍を促進し
ていく。（通年） 
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柱1-Ⅱ-ア 地域に根ざした活動の活性化（地縁型団体） 

取組の実施状況 

取組③「気軽に活動に参加できる機会の提供」 

 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

北区 

・ＷＥＢ（ＨＰやＳＮＳ）や
アナログ（広報紙・リーフ
レット・掲示板）の多様な
媒体を活用して全世代に
訴求するように地域情報
を発信し、参加を呼びか
けた。 

・地域活動協議会が発行す
る広報紙での活動紹介に
より、地域住民の地域活
動への参加を呼びかけ
た。 

・動画を活用して地域情報
を発信する機運を高める
ために１コース全４回の
参加型動画制作講座を開
催した。 

・北区民カーニ
バルを、広く区
民が参加でき、
区民同士がつ
ながる場とな
るイベントに
見直す。 

・ＷＥＢ（ＨＰ、ＦＢ、インスタグラム）
やアナログ（広報紙・リーフレット・掲
示板）の多様な媒体を活用して全世代
に訴求するように地域情報を発信し、
参加を呼びかける。（通年） 

・地域活動協議会が発行する広報紙での
活動紹介により、地域住民の地域活動
への参加を呼びかける。（通年） 

都島区 

・まちづくりセンターや区
のフェイスブックで地域
活動への参加を促す情報
を発信した。 

・ミヤコジマ・マチ・ミライ
交流会を開催し、地域活
動への参加機会を創出し
た。 

― 

・まちづくりセンターと連携し、誰もが
気軽に参加できる地域活動の情報を収
集・発信する。（情報発信 30件）（通年） 

福島区 

・地域のホームページ等を
区役所のホームページと
リンクさせることで、地
域活動の情報をより広く
発信できるように連携し
た⇒９地域 

・区民まつりについて、広報
紙・ホームページで開催
周知および出演・出展の
参加を呼びかけた⇒２件 

― 

・誰もが気軽に参加できるイベント等の
情報など、活動のきっかけとなる情報
を年１回以上収集・発信し、市民活動
への参加を呼びかける。（通年） 

・区広報紙において誰もが気軽に参加で
きる地域活動の情報を年３回発信す
る。（通年） 

此花区 

・地域活動協議会はじめ地
域団体が行う活動につい
て区広報紙で毎月（24件）
まちセンＦＢ(171件)で情
報発信した。 

― 

・地域活動協議会はじめ他の地縁型団体
が行う活動について、区広報紙やＨＰ
等で情報発信していく。（通年） 

中央区 

・地域活動情報を収集し、区
広報紙や区ホームペー
ジ、Twitter等による情報
発信を行った。 

・地域活動に対
する負担感が
大きい。 

・地域活動の認
知度が低い。 

・身近な地域において活動のきっかけと
なる情報を収集・発信し、地域活動へ
の参加を呼びかける。（通年） 

西区 

・まちづくりセンター定期
広報紙発行回数：８回 

・コミュニティ育成事業広
報紙発行回数：４回 

 

 
― 

・自治会や町内会、子ども会など地縁型
団体の活動状況について、活動主体と
連携して西区広報紙・ＨＰ等を通じて
区民に広報し、活動目的の周知や活動
への参加を呼び掛ける。（年 15回以上） 

・地縁型団体の会議等で活動目的を改め
て確認する機会を設け、さらに誰もが
気軽に参加できるようにする仕組みや
工夫に関する情報提供を行う。（年６回
以上） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

港区 

・広報紙やＨＰ等で気軽に
参加できる場や活動の情
報の発信を行った。 

・各地域活動協議会新聞を
区のＨＰで紹介すること
で気軽に参加できる地域
活動として情報発信を行
った。 

・多様な広報ツ
ールを活用し
たきめ細かな
情報発信が必
要。 

・保健福祉課と協働まちづくり推進課、
社協、コミュニティ協会、ならびに各
地域活動協議会等と連携し多様な広報
ツールを活用したきめ細かな市民活動
情報の発信を行う。（通年） 

大正区 

・地域の行事や活動への参
加、地域の担い手へのヒ
アリング等を行うことに
よる地域や地域活動の現
状や課題を把握及び整理 

・区内の若者をはじめとす
る市民ボランティアと協
働で T-1 ライブグランプ
リを開催 

― 

・地域の行事や活動への参加、地域の担
い手へのヒアリング等を行うことによ
る地域や地域活動の現状や課題を把握
及び整理（通年） 

・区内の若者をはじめとする市民ボラン
ティアと協働で T-1 ライブグランプリ
を開催（４月～12月） 

天王寺区 

・地域資源等を活用したイ
ベントを開催し、いまま
で地域に関わりの少なか
った世代等の地域活動へ
の参加のきっかけづくり
とした。 

・イベント開催
での機会提供
では、各種活動
紹介の回数が
限られるため、
幅広い周知が
必要である。 

・地域資源等を活用したイベントの開催
や、気軽に参加し易い各種地域イベン
トを区広報紙等で紹介する事などの検
討を行い実施する事で、いままで地域
に関わりの少なかった世代等の地域活
動への参加のきっかけづくりとする。
（通年） 

浪速区 

・喫茶事業や食事サービス
事業等の各地域での取組
情報を収集・発信し、未実
施の地域が他の地域のノ
ウハウを共有・吸収でき
るような場を設定した。 

・各地域の情報
発信者等の「担
い手の発掘・育
成」が課題であ
る。 

・各地域の資源や情報を収集・発信し未
実施の地域が他の地域のノウハウを共
有・吸収できるような場を拡大する。
（通年） 

西淀川区 

・区民まつりや駅伝大会な
ど誰もが気軽に参加でき
るイベントなどの情報や
活動のきっかけとなる情
報を収集して、区広報紙
やホームページ、ＳＮＳ
等で発信し、地域活動へ
の参加を呼びかけた。 

・区内の「地域公共人材」に
関する情報を収集し、地
域活動に取り組む人を中
心に「地域公共人材」の意
義・役割について地域活
動協議会会長会などで周
知した。 

・地域において
も情報発信が
必要。 

・誰もが気軽に参加できる場の情報や活
動のきっかけとなる情報を収集して、
区広報紙やホームページ、ＳＮＳ等で
発信し、地域活動への参加を呼びかけ
る。（情報発信件数 20件）（通年） 

・地域課題等について参加者が自由に意
見を述べることができる場等を開催
し、地域に関わりの少なかった区民の
地域活動への参加を支援する。（通年） 

・区内の「地域公共人材」に関する情報
を収集し、地域活動に取り組む人を中
心に「地域公共人材」の意義・役割につ
いて周知する。（通年） 

・各地域での活動の内容を幅広く広報す
るため、中間支援組織を活用し、ＳＮ
Ｓ（ソーシャル・ネットワーキング・サ
ービス）による情報発信を各地域で行
えるよう支援する。（通年） 

淀川区 

・区広報誌やＨＰ、ＳＮＳ、
地域の掲示板等、あらゆ
る広報媒体を活用した情
報発信により、身近な地
域や関心のあるテーマへ
の市民活動への参加を呼
びかけた。 

・淀川区内で実施されてい
る「こども食堂」の案内を
行った。 

・活動のきっか
けとなる情報
が行き届いて
いない。 

・区広報誌、ＨＰ、ＳＮＳ,地域の掲示板
等、あらゆる広報媒体を活用した情報
発信により、身近な地域や関心のある
テーマへの市民活動への参加を呼びか
ける。（通年） 

・区役所１階に「地域情報コーナー」と
いう専用の配架棚を設け地域行事等の
チラシを随時配布する。（通年） 



25 

 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

・区役所１階に「地域情報コ
ーナー」という専用の配
架棚を設け地域行事等の
チラシを随時配布した。 

東淀川区 

・高齢者や子どもの居場所
や人がつながる場である
「We Love 東淀川」など、
誰もが気軽に参加できる
場について情報発信。 

・区ホームページや広報紙
を活用し、気楽に参加で
きる場の情報発信を実
施。 

― 

・高齢者や子どもの居場所や人がつなが
る場である「We Love 東淀川」 など、
誰もが気軽に参加できる場について情
報発信する。（通年） 

・区ホームページや広報紙を活用し、気
軽に参加できる場の情報発信を３回以
上実施する。（通年）           

東成区 

・地域を担当する職員が地
域行事等に参加してＳＮ
Ｓ（ツイッター・フェイス
ブック）を活用して地域
情報を発信、市民活動参
加の呼びかけを行った。 

・「地域子育てサークル」の
開催予定を区ホームペー
ジに毎月掲載した。 

・「いきいき百歳体操」につ
いて、区広報紙の９月号
に掲載するとともに、区
ホームページにも掲載し
た。また、健康講座等の修
了者に対し、地域の健康
づくり活動への参加につ
いて勧奨を行った。 

・ＳＮＳ（ツイッ
ター・フェイス
ブック）の周知
が広がらなか
った。 

・地域を担当する職員が地域行事等に参
加してＳＮＳ（ツイッター・フェイス
ブック）を活用して地域情報を発信、
市民活動参加の呼びかけを行っている
ことの周知を拡充する（８月） 

・地域が主体となり各地域で実施してい
る「いきいき百歳体操」や「地域子育て
サークル」などの活動を、区広報紙（ひ
がしなりだより）や区ホームページに
掲載し、区民へ紹介するとともに参加
を呼びかける。（通年） 

・健康講座（保健栄養コース）や健康づ
くりひろげる講座（ともに９月から 11
月にかけて実施予定）の修了者に、地
域の健康づくり活動への参加を促す。 

生野区 

・地域行事ファイルの公開  
毎月 

・新たな地域コミュニティ
支援事業としてフェイス
ブック活用 随時 

・地域活動協議会広報ポス
ター、ちらしの作成支援  
約 17,000部発行 

・区役所１階ロビーでの地
域 情 報コ ー ナ ー 設置  
通年 

・あっぷ deいくの地域情報
更新 毎月 

・広報・ＨＰでの活動紹介  
随時 

― 

・新たな地域コミュニティ支援事業とし
て、誰もが参加できるまちカフェを開
催する。ＳＮＳ等を通じて情報を発信
し、市民活動への参加を呼びかける。
（通年） 

旭区 

・地域活動協議会が取り組
む自律的な地域活動や子
ども食堂等の取組をサポ
ートしつつ、地域活動情
報を広報紙及びＳＮＳ等
を利用して、積極的に発
信した。 

・活動のきっか
けになる情報
など、市民活動
への参加を呼
び掛ける発信
が必要。 

・活動のきっかけとなる情報を含め、活
動への参加を呼びかけるため、ＳＮＳ
等のＩＣＴを活用した情報発信に努め
る。（通年） 

城東区 

・区広報誌、区ホームペー
ジ、区ツイッター等で、誰
でもが気軽に参加できる
場の情報発信を行った。 

 

・区広報誌では、
主に開催後の
報告記事が多
いため、参加促
進に繋がりに
くい。 

・区広報誌への掲載に際しては、限られ
たスペースではあるが、参加促進に繋
がるような記事構成（次回開催日時等）
とする。（通年） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

鶴見区 

・地域で行われる行事など
の情報を収集し、区ＨＰ
や区広報紙などによる情
報発信。 

― 

・地域活動協議会や地縁型団体等の活動
を紹介した転入者向けリーフレットの
作成や区広報紙、ＨＰ等での地域活動
の情報発信を行う。（通年） 

阿倍野区 

・まちなか防災訓練・避難所
開設運営訓練開催につい
て、ＳＮＳ、広報あべの、
チラシ掲出等で情報発
信：10地域/4,875人 

・各小学校下において生涯
学習推進員が中心とな
り、地域住民による自主
的な講習・講座等を実施
し、文化、学習活動の交流
を行っていることを、広
報誌である「広報あべの」
（年１回記事掲載）や「あ
べの生涯学習だより」（月
１回発行）で情報発信し
た。 

・区役所や地域活動協議会
の主な催しについて、区
ホームページやツイッタ
ー、広報紙により情報発
信した。（通年） 

・あべのボランティア活動
センターと連携したニー
ズとのマッチングを行っ
た。（随時） 

・あべのつながりフェスタ
でのボランティア体験会
の実施：１回 

・あべのちょこっとウォー
ク年７回実施（参加者 801
人）の情報発信として「広
報あべの」に年３回掲載。
ホームページへの年間掲
載。 

― 

・地域のまつり（７～10月頃）、まちなか
防災訓練（通年）、ウォーキング（通年）、
生涯学習（通年）など地域活動協議会
をはじめさまざまな団体が実施してい
る取組について情報発信し、市民活動
への参加を呼びかける。（通年） 

住之江区 

・区広報紙、ホームページ、
Facebookで、参加してい
ただきやすい行事を中心
に情報発信を行った。 

 

 

・より気軽に地
域活動に参加
してもらえる
よう、情報発信
の内容を充実
する必要があ
る。 

・区広報紙、ホームページ、Facebookで、
参加していただきやすい行事を中心に
情報発信を行うことで、市民活動への
参加を呼びかける。（通年） 

住吉区 

・子ども食堂 
広報 11月号で情報発信 
周知ビラを全小学校児童
へ配布 

・高齢者が集う場 
広報紙 11月号でふれあい
喫茶の情報発信 
区ホームページで情報発 
信 
ツイッターで情報発信 

・子ども見守り活動 
広報紙４月号・８月号で
紹介 
区ホームページで情報発
信 

・30代～50代の
無関心層への
働きかけ 

・子育てサロン、子ども食堂、ふれあい
喫茶など広報紙で情報発信する。（通
年）  

・地域で行われている様々な活動が、地
域活動協議会によって行われているこ
とを広く知ってもらうための情報発信
を広報版やホームページ、ツイッター
を活用しおこなう。（全 12地域で実施）
（通年） 

・地域特性に応じた取組を積極的に情報
発信する。（通年） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

東住吉区 

・地域活動に関する意識を
向上させる取組 

・広報紙やホームページな
どでの情報発信 

・町会加入促進チラシなど
の作成・配付 

・様々な催し等での啓発 
・「はつらつ脳活性化元気ア
ップ事業」での「認知症区
民フォーラム」「はつらつ
脳活性化元気アップリー
ダー養成講座」「リーダー
が各地域で開催する認知
症予防の健康講座」「若い
リーダーの育成と多世代
交流のための認知症キッ
ズサポーター養成講座」
などを保健師や地域のリ
ーダーが区内の住民にビ
ラを配布したり、区の広
報紙、ホームページで情
報発信を行い、市民への
参加を呼びかけた。 

― 

・地域活動に関する意識を向上させる取
組（通年） 

・広報紙やホームページなどでの情報発
信（通年） 

・町会加入促進チラシなどの作成・配付 
 （随時） 
・様々な催し等での啓発（通年） 
・「はつらつ脳活性化元気アップ事業」で
の「認知症区民フォーラム」「はつらつ
脳活性化元気アップリーダー養成講
座」「リーダーが各地域で開催する認知
症予防の健康講座」「若いリーダーの育
成と多世代交流のための認知症キッズ
サポーター養成講座」などを保健師や
地域のリーダーが区内の住民にビラを
配布したり、区の広報紙、ホームペー
ジで情報発信を行い、市民への参加を
呼びかける。（通年※適宜） 

平野区 

・広報紙・ホームページや平
野区役所の地域情報フェ
イスブックなどで活動情
報の発信を継続的に行っ
た。 

・平野区内で実施されてい
る「こどもの居場所」の開
設・運営支援や情報提供
を行った。連絡会、周知イ
ベント、居場所運営者向
け学習会を開催した。 

・いきいき百歳体操の実施
場所やサポーター養成講
座、交流会の開催などの
情報発信を行った。 

・認知症予防推進事業にお
ける「平野区いきいき脳
活サポートマニュアル」
などの情報発信および取
組団体を発掘した。（25か
所） 

・キッズひらちゃん子育て
応援団への登録団体や個
人ボランティア募集を行
った。（企業 新規１件） 

・情報誌「子育てのＷＡ！情
報」による子育て支援活
動の情報発信を行った。 

・平野区役所フェイスブッ
ク「子育て情報ページ」や
広報紙による子育て支援
活動情報の情報発信を継
続的に行った。 

・新たに活動に
参加してくれ
る人材が少な
い。 

 
・運営中の居場
所の安定運営
や、新規開設に
対する相談支
援、情報提供を
引き続き継続
する必要があ
る。 

・地域における広報紙の作成やＳＮＳの
活用を支援し、それらを平野区役所の
広報紙・ホームページやフェイスブッ
クなどで活動情報を含めて発信を行
う。（通年） 

・平野区内で実施されている「こどもの
居場所」の開設・運営支援や情報提供
行う。（通年）また、連絡会（情報交換
の場）等を開催する。（年５回 通年） 

・いきいき百歳体操の実施場所やサポー
ター養成講座、交流会の開催などの情
報発信を行う。（通年） 

・認知症予防推進事業における「平野区
いきいき脳活サポートマニュアル」な
どの情報発信および取組団体を発掘す
る。（通年） 

・キッズひらちゃん子育て応援団への登
録団体や個人ボランティア募集をす
る。（通年） 

・情報誌「子育てのＷＡ！情報」による
子育て支援活動の情報発信等を行う。
（通年） 

・平野区役所フェイスブック「子育て情
報ページ」や区ホームページによる子
育て支援活動やボランティア養成講座
などの情報発信を行う。（通年） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

西成区 

・区ホームページや広報紙
等による情報発信 ２か
月に１回実施（計４回） 

・地域における
担い手不足の
解消に向けた
取組について
は今後も継続
して行う必要
がある。 

・区ホームページや広報紙等による情報
発信等の取組をより積極的に進めてい
く。（通年） 

・各地域にて開催されるイベントや地域
活動などの情報を広報紙に掲載する等
市民が地域行事に参加しやすいよう情
報提供を行う。（通年） 
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柱1-Ⅱ-ア 地域に根ざした活動の活性化（地縁型団体） 

取組の実施状況 

取組④「ＩＣＴを活用したきっかけづくり」 

 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

北区 
・地域活動連絡会議で、ＦＢ
などに関する情報提供を
行い、ＦＢなどのＳＮＳ
の活用を促進した。 

― 

・地域活動連絡会議で、ＦＢなどに関す
る情報提供を行い、ＦＢなどのＳＮＳ
の活用を促進する。（通年） 

都島区 

・地域やまちづくりセンタ
ーとも連携し、フェイス
ブックなどにより、若い
世代に向けて地域活動へ
の参加を呼びかけた。 

― 

・フェイスブック、ツィッターなどＳＮ
Ｓを活用し、若い世代に向けて地域活
動への参加を呼びかける。（通年） 

福島区 

・各地域活動協議会がホー
ムページを開設できるよ
うにまちづくりセンター
が地域を支援し、９地域
で自主的な情報発信が実
施された。また、それらを
区のホームページとリン
クさせることで効果的な
情報発信に努めた。 

・今年度から区長自ら情報
発信したり、各担当に積
極的に情報発信するよう
促したりするなどフェイ
スブックの活用促進に取
り組んだ。 

― 

・地縁型団体への参加が少ない若い世代
に向けて、活動への参加を呼びかける
ため、他区の取組等に関する情報収集
を行い、ＳＮＳなどのＩＣＴを活用し
た、地域住民への情報発信や対話を進
める取組を進める。（通年） 

此花区 

・此花まちセンのＦＢ(171
件)などで子育て世代のつ
ながりづくりのイベント
などの呼びかけを行っ
た。 

・イベント情報な
どをタイムリー
に紹介すること
が必要。 

・ＳＮＳを活用しイベント等の情報を紹
介し参加を呼びかける。（通年） 

中央区 

・地域活動情報を収集し、区
ホームページや Twitter
等で情報発信を行った。 

・中間支援組織を通じて、各
地域活動協議会に対し、
ホームページやフェイス
ブックなどＩＣＴを活用
した情報発信の促進を支
援した。 

・地域の防犯活動の参考と
なるよう、大阪府警が配
信する「安まちメール」を
基に、中央区ホームペー
ジ内に区内の犯罪発生マ
ップを作成した。 

・魅力的な情報発
信 

・地域活動の担い
手のＩＣＴスキ
ルの向上 

・ＳＮＳなどのＩＣＴを活用した情報発
信を強化する。（通年） 

・地域活動の担い手のＩＣＴスキルの向
上に向け、中間支援組織を通じた支援
を強化する。（通年） 

西区 

・地域団体・市民活動団体な
どの情報を区ホームペー
ジに掲載した。 

― 

・地域団体などの情報をＳＮＳなどを通
じて情報発信する。（随時） 

港区 

・効果的な地域防犯活動が
行えるように、各地域の
犯罪発生状況に加え、犯
罪発生状況を踏まえた地
域防犯の取組案を区ＨＰ
で発信した。 

― 

・地域活動への参加の機会として、「こど
も 110番の家」への協力に向けて、Ｇ
ＩＳを活用して、協力家庭の地図表示
に加え、港区の犯罪発生情報（安まち
メール）を地図上と一覧表に集約して
発信する。 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

大正区 

・ T-1 ライブグランプリの
開催にあたり、区ＨＰ、Ｆ
Ｂ、Twitterに「出演者・
ボランティア募集」「開催
案内・報告」を行った。 

― 

・ T-1 ライブグランプリの開催にあた
り、区ＨＰ、ＦＢ、Twitterに「出演者・
ボランティア募集」「開催案内・報告」
を行う。（３～４月） 

天王寺区 

・各地域活動協議会に向け
た CivicTechの紹介・情報
提供は未実施。 

・ ＩＣＴへのつなぎとし
て、市民活動総合ポータ
ルサイトを紹介した。 

・区役所フェイスブックで
地域行事を紹介した。 

・地域では、ＩＣＴ
活用への関心が
低く、運用面で
の負担感もあ
り、必要性をあ
まり感じていな
い状況がある。 

・運用面での負担感がまだ低いと思われ
る、市民活動総合ポータルサイトへの
登録を各地域に働きかける。（通年） 

・また、情報交換会の場などで、各地域
活動協議会に向けた CivicTech の概要
について紹介・情報提供を行う。（通年） 

浪速区 

・ＳＮＳなどの ＩＣＴ を
活用した地域住民への情
報発信や対話を進める取
組を進め、市民同士また
は市民と行政がつなが
り、様々な地域課題を市
民協働で解決するきっか
けづくりを行った。 

・ＩＣＴを活用した市民と
の対話を促進する取組を
新たに創出した。 

・各地域の情報発
信者等の「担い
手の発掘・育成」
が課題である。 

・催事の告知等を区広報紙、区ＨＰ、区
ＳＮＳや市民活動総合ポータルサイト
といったＩＣＴツール等様々な広聴媒
体を用いて広く周知し、つながりの端
緒、機会を広げる。（通年） 

西淀川区 

・各地域での活動の内容を
幅広く広報するため、中
間支援組織を活用し、Ｓ
ＮＳ（ソーシャル・ネット
ワーキング・サービス）に
よる情報発信を各地域で
行えるよう支援した。 

― 

・各地域での活動の内容を幅広く広報す
るため、中間支援組織を活用し、ＳＮ
Ｓ（ソーシャル・ネットワーキング・
サービス）による情報発信を各地域で
行えるよう支援する。（通年） 

淀川区 

・ＩＣＴを活用した区民と
の対話を促進する取組と
して、ヨドネルキャラク
ター夢さんの LINE スタ
ンプを作成し、販売した。 

 この「ヨドネル：子ども睡
眠習慣改善プロジェク
ト」は厚生労働省子ども
家庭局長賞を受賞した。 

・目標は達成した
が、引き続き、地
縁型団体への参
加が少ない若い
世代に向けて活
動への参加を呼
びかけるために 
ＳＮＳなどのＩ
ＣＴを活用した
取組が必要であ
る。 

・ＳＮＳなどのＩＣＴを活用した、地域
住民への情報発信や対話を進める様々
な取組を進め、区民同士または区民と
行政がつながり、地域課題を市民協働
で解決するきっかけづくりを行うとと
もに、地域活動への新たな担い手の参
画につなぐ。（通年） 

東淀川区 

・ＳＮＳを活用した地域活
動の広報の充実、事前周
知が行われた。 

・区の LINE アカウントを
新たに立ち上げた。 

・区ＨＰのトップページに
各地域活動協議会のＨＰ
やＳＮＳのリンクを集め
たページを設置。 

― 

・フェイスブックやツイッターにより若
い世代への地域行事の参加を呼びかけ
るため、従来のイベント開始直前の発
信だけでなく、事前の開催予定情報な
ども知らせる。（通年） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

東成区 

・新たに「まちの魅力」フェ
イスブックを立ち上げ
た。 

・子育て情報について、随時
フェイスブックやメール
マガジンを活用した情報
発信を行った。 

・各地域福祉活動にかかる、
ＳＮＳを活用した情報発
信を実施し、住民の参加
を促した。（ＳＮＳを活用
した情報発信：10回） 

・住民が地域福祉
活動に参加でき
るきっかけを少
しでも増やすた
めに、さまざま
な世代への情報
発信に優れたＳ
ＮＳを活用して
いく必要があ
る。 

・フェイスブックやホームページを活用
し、「まちの魅力」に関する情報発信を
行っていく。（通年） 

・「地域子育てサークル」活動などの子育
て情報の発信を、フェイスブックやメ
ールマガジンを活用し行っていく。（通
年） 

・ＳＮＳを活用して地域福祉活動の情報
発信を行っていく（６月のほうえいさ
んぽや９月の敬老の集いなど） 

・地域に密着した地域福祉活動の情報を
収集し、地域福祉活動に参加できるき
っかけとなるよう情報発信をしてい
く。（通年） 

生野区 

・新たな地域コミュニティ
支援事業としてまちカフ
ェの開催 

 

 

― 

・新たな地域コミュニティ支援事業とし
て、だれもが参加できるまちカフェを
開催する。ＳＮＳ等を通じて情報を発
信し、市民活動への参加を呼びかける。
（通年） 

旭区 

・地域活動協議会連絡会議
等で、情報発信及び意見
交換を実施しながら、区
民自らがＩＣＴ等の新し
い技術を活用して地域課
題を解決しようとするき
っかけづくりを行った。 

 

・地域課題解決に
取り組む市民や
市民活動団体と
の橋渡しを行う
など、地域活動
への新たな担い
手の参画につな
ぐことが必要。 

・活動への参加を呼びかけるため、ＳＮ
ＳなどのＩＣＴを活用した情報発信を
進める。（通年） 

城東区 

・区ホームページに、各地域
活動協議会のＳＮＳの紹
介を行った。 

 

 

・区ホームページ
では、各地域活
動協議会紹介ペ
ージからのリン
クになっている
ため、全地域の
リンクを一括し
て掲載するペー
ジが必要。 

・区ホームページから、全地域活動協議
会のＳＮＳにリンクしやすいページを
作成する。（４月） 

・区広報誌で地域活動協議会の特集を行
う際に、地域ごとのＳＮＳを紹介する。
（上期） 

鶴見区 

・地域活動協議会の広報部
員を対象にＳＮＳ活用勉
強会の実施 

 

 

・ＳＮＳ等ＩＣＴ
の必要性につい
て理解を深め、
意識を高める必
要がある。 

・各地域活動協議会に Civic Techの理解
を深めてもらうとともに事例紹介を行
う。（通年） 

阿倍野区 

・地域活動フォーラムにお
いてＳＮＳを活用し感想
や意見募集を行った。 

・魅力創造事業実行委員会
によるインスタグラム及
びフェイスブックを活用
した阿倍野区の魅力情報
発信を行った。 

 ・３月 16日時点のＳＮＳ
運用状況 
【インスタグラム】 
フォロワー数：538 

【フェイスブック】 
フォロワー数：335 

 

― 

・地域活動を行っている団体などが、Ｓ
ＮＳを活用して自身の取組や阿倍野区
の魅力を発信するためのプラットホー
ムを構築し、継続して活動していける
組織づくりに取り組む。（通年） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

住之江区 

・ 区 ホ ー ム ペ ー ジ や
Facebookで様々な地域課
題に対応した取組が地域
で行われていることや
「Code for OSAKA」によ
る CivicTech 活動の情報
発信を行った。 

・区ホームページにおいて、
地域活動にかかるアイデ
アを募集した。 

・若い世代に情報
が届くような工
夫を検討する必
要がある。 

・区ホームページや Facebook で様々な
地域課題に対応した取組が地域で行わ
れていることや「Code for OSAKA」に
よる CivicTech 活動の情報発信を行
う。（通年） 

・地活協をＰＲする区民参加型の取組
を、ＩＣＴを活用して実施する。（下期） 

住吉区 

・行政情報だけでなく、子育
て団体・地域団体等の情
報発信を促進するため、
ＳＮＳを積極的に活用す
るための住吉区ＳＮＳ活
用方針を策定した。  

・地縁団体との対
話につながる情
報発信を行う仕
組みの整備が必
要である。  

・Twitter アカウント運用ルール等を見
直し、フォロー等相互交流ができるよ
うにする。（上期） 

東住吉区 

・区の新たな広報媒体
（ LINE 、 Facebook 、
instagramなど）を対象に
応じて活用する。 

・e-sumi なでしこメンバー
と の 対 話 ・ 連 携 を
Facebookを活用して行う
など新たな取組を行っ
た。 

・子育て層に向け
た情報発信とし
て子育て情報を
発信サイト「区
公式 LINE＠」を
立ち上げたが登
録者数の増加が
必要。 

・広報紙やイベント等で LINE＠登録へ
の周知を実施。（通年） 

平野区 

・平野区役所の地域情報フ
ェイスブックなどで活動
情報の発信を継続的に行
った。 

・平野区役所フェイスブッ
ク「子育て情報ページ」や
区ホームページによる子
育て支援活動やボランテ
ィア養成講座などの情報
発信を継続的に行った。 

・新たな担い手に
結びつかない。 

・情報発信の内容を検討（イベントに参
加を促すような内容を発信）。（通年） 

・平野区役所の地域情報フェイスブック
などで活動情報の発信を行う。（通年） 

・平野区役所フェイスブック「子育て情
報ページ」や区ホームページによる子
育て支援活動やボランティア養成講座
などの情報発信を行う。（通年） 

西成区 

・学童向けプログラミング
教室を実施するため、Ｎ
ＰＯ法人の協力を得なが
ら Facebook を利用して
参加を呼びかけた。 

― 

・ＳＮＳなどのＩＣＴを活用し、情報発
信や事業の実施（学童向けプログラミ
ング教室等）を中間支援組織による支
援を活用しながら、市民同士または市
民と行政がつながることを促進する。
（通年） 
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柱1-Ⅱ-ア 地域に根ざした活動の活性化（地縁型団体） 

取組の実施状況 

取組⑤「委嘱制度の再検討」 

 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

北区 ― ― 

・委嘱する市民の方に委嘱の趣旨・目的を
しっかり理解していただくための取組
を進めるとともに、一人に多くの委嘱を
することがないよう配慮する。（通年） 

都島区 ― ― 

・委嘱する市民の方に委嘱の趣旨・目的を
しっかり理解していただくための取組
を進めるとともに、一人に多くの委嘱を
することがないよう配慮する。（通年） 

福島区 ― ― 

・地域活動に関わる区民の負担感軽減を図
るため、関係部局等と連携し、年１回以
上委嘱業務の見直しを検討・実施する。
（通年） 

此花区 ― ― 
・委嘱する市民の方に委嘱の趣旨・目的を
理解していただくための取組を進める。
（通年） 

中央区 

・委嘱による活動内容が地
域実情に即したものとな
るよう再検討し、委嘱す
る市民の方に委嘱の趣
旨・目的をしっかり理解
していただく取組を進め
た。 

・負担感の解消
に向け、一人に
多くの委嘱を
することがな
いよう配慮す
る必要がある。 

・委嘱する市民の方に委嘱の趣旨・目的を
しっかり理解していただくための取組
を進めるとともに、一人に多くの委嘱を
することがないよう配慮する。（通年） 

西区 ― ― 

・受嘱者に対し、委嘱業務の趣旨・目的・
内容等を説明する。 
（理事会等、その都度出席） 
（年 12回以上） 

港区 ― ― 

・委嘱をする委員等に委嘱の趣旨・目的に
ついてしっかり理解していただく取組
を進める。（通年） 

大正区 ― ― 

・委嘱する市民の方に委嘱の趣旨・目的を
しっかり理解していただくための取組
を進めるとともに、一人に多くの委嘱を
することがないよう配慮する。（通年） 

天王寺区 ― ― 

・委嘱する市民の方に委嘱の趣旨・目的を
しっかり理解していただくための取組
を進めるとともに、一人に多くの委嘱を
することがないよう配慮する。（通年） 

浪速区 ― ― 
・委嘱者に対し、委嘱業務の趣旨・目的を
説明する機会を設ける。（１回） 

西淀川区 ― ― 
・委嘱制度について、一人に多くの委嘱を
することがないよう配慮する。（通年） 

淀川区 ― ― 

・関係部局と連携し、委嘱する区民の方に
委嘱の趣旨、目的をしっかり理解してい
ただくための取組を進めるとともに、一
人に多くの委嘱をすることがないよう
に配慮する。（通年） 

東淀川区 ― ― 

・委嘱する区民の方に、活動は画一的に行
う必要はなく地域の実態に合わせて行
っていただくことを周知するための取
組を進めるとともに、一人に多くの委嘱
をすることがないよう配慮する。（通年） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

東成区 ― ― 

・委嘱の際に委嘱の趣旨・目的を改めて説
明し、理解促進を図る。 

・委嘱にあたっては、一人に多くの委嘱を
することがないよう配慮する。（上半期） 

生野区 ― ― 

・委嘱する市民の方に委嘱の趣旨・目的を
しっかり理解していただくための取組
を進めるとともに、一人に多くの委嘱を
することがないよう配慮する。（通年） 

旭区 ― ― 

・委嘱する市民の方に委嘱の趣旨・目的を
しっかり理解していただくための取組
を進めるとともに、一人に多くの委嘱を
することがないよう配慮する。（通年） 

城東区 ― ― 

・委嘱する市民の方に委嘱の趣旨・目的を
しっかり理解していただくための取組
を進めるとともに、一人に多くの委嘱を
することがないよう配慮する。（通年） 

鶴見区 ― ― 

・民生委員・児童委員協議会と連携して制
度の意義や活動内容について広報啓発
し、委員活動を支援する。（通年） 

・青少年指導員、青少年福祉委員の団体と
調整し、年間行事の削減に取り組む。（通
年） 

・青少年指導員、青少年福祉委員の区長委
嘱に関して関係局に働きかけを行う。
（通年） 

阿倍野区 ― ― 

・委嘱する市民の方に委嘱の趣旨・目的を
しっかり理解していただくための取組
を進めるとともに、一人に多くの委嘱を
することがないよう配慮する。（通年） 

住之江区 ― ― 
・地域活動に関わる区民の負担感をできる
だけ解消するため、関係部局等と連携
し、委嘱制度について検討する。（通年） 

住吉区 

・委嘱にあたっては、一人に
多くの委嘱をすることが
ないよう配慮した。 

 

・地域実情に即
した委嘱の趣
旨･目的を理解
することが必
要である。 

・委嘱する区民の方に、委嘱の趣旨・目的
をしっかりと説明する。（通年） 

東住吉区 ― ― 

・委嘱制度の再検討 
・地域活動に関わる区民の負担感をできる
だけ解消するため、関係部局等と連携
し、委嘱制度について検討する。（通年） 

平野区 ― ― 

・24年度より要綱を定め、区長が直接委嘱
する事とし、地域に対し世代や性別を問
わずリーダーの推薦を依頼している。広
く市民の方に防災リーダー制度の趣旨・
目的をしっかり理解していただくため
に、次年度の地域防災リーダー推薦時期
の前に、広報紙、ＨＰ等で防災リーダー
の取組の紹介を実施する。（下半期） 

西成区 ― ― 

・委嘱する市民の方に委嘱の趣旨・目的を
しっかり理解していただくための取組
を進めるとともに、一人に多くの委嘱を
することがないよう配慮する。（通年） 
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柱1-Ⅱ-ア 地域に根ざした活動の活性化（地縁型団体） 

取組の実施状況 

取組⑥「補助金についての理解促進」 

 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

北区 

・各地域に出向いて、補助金
の説明会を 11 回開催し
た。日常的に地域の役員
とのコミュニケーション
を図り、補助金について
の理解促進に努めた。 

・地域活動協議会に対して、
補助金執行と会計事務の
円滑化を図るため、９月、
１月の年２回、中間決算
の提出を求めた。 

・地域にとって会計
事務は負担であ
り、その負担軽減
に向けて、中間決
算に取り組んだ
が、全ての地域が
取り組めてはいな
いので、30年度は
浸透させたい。 

・地域活動連絡会議において、補助金の
説明を時宜に応じて行う。さらに、日
常的に地域の役員とのコミュニケー
ションを図り、補助金についての理解
促進に努める。（通年） 

・地域活動協議会に対して、補助金執行
と会計事務の円滑化を図るため、中間
決算の提出を求める。（下期） 

都島区 
・運営委員会や役員会の機
会に補助金の趣旨を説明
した。（９回 10～12月） 

― 
・運営委員会などの機会に改めて補助
金の趣旨を説明する。（９回 通年） 

福島区 

・11 月中旬から 12 月上旬
にかけて、全地域におい
て予算説明会を実施し、
地域活動協議会の補助金
の趣旨等を周知した。 

― 

・地域活動協議会補助金の趣旨につい
て、地域活動協議会の会議の場などで
説明を行う。（通年） 

此花区 

・リーフレットを作成し、各
地域活動協議会運営委員
会（９地域）で配布し説明
を行った。 

・リーフレットを更
にわかりやすい内
容にする必要があ
る。 

・リーフレットの改善を行い、会計担当
者新規説明会（６月）など機会をとら
えて繰り返し説明していく。（通年） 

中央区 

・地活協会長会、補助金説明
会等で補助金への理解が
促進されるよう説明を行
った。 

・地域担当職員が地活協役
員会や運営委員会等で補
助金への理解が促進され
るよう説明を行った。 

・補助金への理解が
深まるよう工夫が
必要。 

・区地域担当職員や中間支援組織（まち
づくりセンター）を通じ、あらゆる機
会を通じて補助金の性格に関する理
解が促進するよう情報発信を強化す
る。（通年） 

西区 
・地域活動協議会の会議の
場において補助金の趣旨
について説明した。 

― 
・地域活動協議会補助金の趣旨につい
て補助金説明会等にて役員等に説明
する。（年１回予定） 

港区 

・補助金説明会（３回実施）
や各地域への個別説明会
等において、地域実情に
応じた補助金の活用につ
いて説明し理解促進を図
った。 

― 

・補助金の活用及び活動目的に関する
説明等の実施（上・下期各１回） 

大正区 

・地域活動協議会補助金の
趣旨について、地域活動
協議会の会議の場などで
説明を行った回数 ２回
（10月・12月） 

― 

・市や区の制度、事業、予算など、地域
の活動に役立つ情報の提供（通年） 

・地域活動協議会の運営のための支援
の実施（通年） 

天王寺区 
・全地域活動協議会が参加
する補助金説明会を開催
し説明した。 

― 
・全地域活動協議会が参加する補助金
説明会を開催し説明を行う。（１月） 

浪速区 

・地域活動協議会補助金の
趣旨について、地域活動
協議会の会議の場などで
説明を行った。（年３回） 

・地域活動協議会構
成団体全体への趣
旨の浸透が課題。 

・会計事務について、決算時期等機会を
とらまえて広く補助金についての理
解促進を図る。（年２回） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

西淀川区 

・地域活動協議会補助金の
趣旨について、地域活動
協議会の会議や会計処理
検討会等の場などで説明
を行った。 

 

 

― 

・地域活動協議会補助金の趣旨につい
て、地域活動協議会の会議の場などで
説明を行う：３回（上半期１回、下半
期２回） 

・地域活動協議会に対して中間支援組
織とともに予算・決算書の作成方法等
の説明会を行うことで透明性のある
会計処理ができるよう支援する。（通
年） 

淀川区 

・全地域活動協議会に対し、
会計事務説明会を開催し 
補助金に対する理解促進
を図った。（２回） 

・中間支援組織（まちづくり
センター等）が地域に個
別に会計事務の出前講座
を行った。（４回） 

・地域活動協議会に
おける会計事務担
当者のスキル継承 

・中間支援組織（まちづくりセンター
等）と連携し、地域活動協議会補助金
について、地域活動協議会意見交換会
等で説明を行い、理解促進を図る。（通
年） 

東淀川区 

・地域活動協議会補助金の
趣旨について、地域活動
協議会の会議の場などで
説明。 

― 

・地域活動協議会補助金の趣旨につい
て、地域活動協議会の会議の場などで
説明を行う。（通年） 

東成区 

・地域活動協議会の補助金
に関する説明会を２回開
催した。 

・役員改選に伴い会
計担当者等変更が
見込まれスムーズ
な事務引継ぎがな
されていない。 

・新役員等を対象に補助金理解促進を
図るための説明会、交流会を開催す
る。（年度当初） 

生野区 

・勉強会の開催（規約につい
て ２回、広報 ８回） 

・地域のブログの更新支援
（17地域） 

・ブロック毎の事務局会議
の開催（概ね毎月１回） 

・地域活動協議会の補助金
の使途を区ホームページ
にて公表 

・地域活動協議会に
求められている準
行政的機能を認識
していない同協議
会の構成団体が半
数近くある。 

・地域活動協議会に対し、より民主的で
開かれ組織運営と会計の透明性の確
保を中心に、自立した地域運営ができ
るよう中間支援組織と連携して引き
続き支援する。（通年） 

旭区 

・地域活動協議会連絡会議、
意見交換会及び会計説明
会等で説明を継続的に行
うことで理解促進を図っ
た。 

・地域活動協議会の
メンバーに更に理
解促進を図ること
が必要。 

・「地域カルテ」ワークショップを継続
的に実施し、理解促進を図る。（通年） 

城東区 

・11 月に開催した地域活動
協議会補助金説明会等
で、あらためて地域活動
協議会補助金に関する説
明を行い理解促進を図っ
た。 

・地域活動協議会の
役員については、
今後交代が行われ
るので、継続的な
説明が必要であ
る。 

・30 年度は、地域役員が交代する年で
あることから、新たな役員を中心に説
明し、理解促進を図る。（通年） 

鶴見区 

・地域活動協議会の会議等
の場を通して地域活動協
議会補助金の趣旨につい
て説明。 

・役員の交代等によ
り地域活動協議会
補助金の趣旨につ
いて理解がされに
くい場合がある。 

・地域活動協議会の会議等の場を通し
て、新役員を中心に地域活動協議会補
助金の趣旨について説明を行う。（通
年） 

阿倍野区 

・生涯学習ルーム、はぐくみ
ネット、学校体育施設開
放、青少年指導員活動推
進、青少年福祉委員活動
推進、スポーツ推進委員、
校庭等の芝生化事業各１

― 

・各団体の活動や活動目的を情報発信
するなど支援を行う。（通年） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

回開催し、再確認を行っ
た。 

・阿倍野区地域福祉ミーテ
ィングの開催 １回 

・阿倍野区地域福祉ミニミ
ーティングの開催 １回 

・ウォーキングサポーター
へのスキルアップ講座を
実施。年２回（47人） 

・阿倍野区健康づくり推進
協議会（梅の会）との協働
事業として３歳児健診時
の保護者に対する乳がん
予防の啓発・骨量検査の
勧奨を９月より実施（年
７回）。30周年記念誌発行
及び記念式典開催にかか
る支援を行った。 

住之江区 

・地活協向けの運営マニュ
アルに記載し、地活協ご
とに説明を行った。 ― 

・年に最低 1 度補助金に関する説明会
を実施するとともに、地活協会長会、
地活協運営委員会等の機会をとらま
えて、補助金の制度説明を行うことで
理解促進を図る。（通年） 

住吉区 

・会計担当者説明会の実施
（５月 26日） 

・地域ごと会計担当者説明
会の実施（１月） 

 

・会計担当者が変わ
っても引き継がれ
る仕組みが必要 

・地活協全体の収支
決算書の作成 

・会計担当者の負担
軽減 

・地域活動協議会の補助金が、事業間で
流用が可能で、地域課題に応じて有効
活用できること、仮精算を実施するこ
とで、会計担当者の負担が軽減される
ことなどをあらためて説明する。（年
２回） 

東住吉区 

・地域連絡会議や各地域に
おける会議の場などあら
ゆる機会を捉え、理解促
進等を図った。 

― 

・地域連絡会議や各地域における会議
の場などあらゆる機会を捉え、理解促
進等を図る。（通年） 

平野区 
・地活協の会長、会計担当者
に会計の説明会を開催。 

・役員交代時の引継
が課題。 

・新体制の担当者を対象とした説明会
を開催する。（６～９月の間） 

西成区 

・地域活動協議会補助金の
趣旨について、地域活動
協議会の会議の場などで
説明。（３回） 

 

― 

・地域活動協議会に対して行う説明会
等において補助金の趣旨についても
説明を行うことで、地域活動協議会の
メンバーの理解を促す。(７月・12月) 
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柱1-Ⅱ-ア 地域に根ざした活動の活性化（地縁型団体） 

取組の実施状況 

取組⑦「活動の目的の再確認」 

 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

北区 

・地域活動の活性化を目的
に、地域活動連絡会議に
おいて、防災を年間テー
マに各地域の事例共有を
はじめ勉強会を 10回開催
した。 

・日常的に地域の役員との
コミュニケーションを図
り、地域活動の目的につ
いての理解促進に努め
た。 

・今後の地域活動のあり方
を研究・検討するため、ま
ちづくり講演会を９月に
開催した。 

・地域にとって、負担感のあ
った活動後の事業効果を
測定するためアンケート
について、効率的なアン
ケートの取り方の講座を
２回開設し、地域の負担
感の解消を図った。 

・区内（３地域）において、
地域主体によるまちづく
り勉強会を開催した。 

・地域活動連絡会
議での議事内容
を精査し、地域
活動に関する意
見交換を活性化
させる。 

・30 年度は地域コミュニティをテーマ
に、防災、子ども、高齢者など様々な
地域活動のベストプラクティスを題
材に「地域活動連絡会議」を開催す
る。（通年） 

・地域活動連絡会議において、地域活動
の目的を時宜に応じて説明する。さ
らに、日常的に地域の役員とのコミ
ュニケーションを図り、地域活動の
目的についての理解促進に努める。
（通年） 

・区内（５地域）において、地域主体に
よるまちづくり勉強会を開催する。
（通年） 

都島区 

・説明会等の場を活用して、
各団体に対し、活動の趣
旨・目的を説明した。（５
回） 

― 

・改選時期などに応じて、委嘱団体に対
し、活動の趣旨・目的などを説明す
る。（１回 通年） 

福島区 

・11 月中旬から 12 月上旬
にかけて、全地域におい
て予算説明会を実施し、
従来から実施している活
動の目的等を改めて確認
した。 

― 

・各団体に対して、活動が形骸化するこ
とのないよう活動目的を改めて確認
するきっかけとなる機会を年１回以
上作る。（通年） 

此花区 

・補助金申請書の様式を変
更することで活動目的が
認識されやすくし、説明
会(２回開催)で説明した。 

― 

・地域活動協議会運営委員会などで活
動目的を確認できるよう支援する。
（通年） 

中央区 

・地活協会長会、補助金説明
会等で、活動が形骸化す
ることのないよう活動目
的を改めて確認する必要
性について説明を行っ
た。 

・地域担当職員が地活協役
員会や運営委員会等でも
説明を行った。 

・補助金への理解
が深まるよう工
夫が必要。 

・区地域担当職員や中間支援組織を通
じ、活動目的を改めて確認していた
だく機会を提供するなど、活動が形
骸化することのないよう支援する。
（通年） 

西区 

・各団体に対して、活動が形
骸化することのないよう
活動目的を改めて確認す
る機会をもった。14回 

― 

・地縁型団体の会議等において活動目
的を改めて確認する機会を設ける。
（年度内６回以上） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

港区 

・地域活動協議会の構成団
体である各団体に対し
て、活動が形骸化するこ
とのないよう運営委員会
や役員会の場に出向き、
活動目的の説明と確認を
行った。 

― 

・まちづくりセンターと連携し、活動目
的を改めて確認していただく機会を
提供するなど、活動が形骸化するこ
とのないよう支援する。（通年） 

大正区 

・各団体に対して、活動が形
骸化することのないよう
活動目的を改めて確認す
るきっかけとなる機会を
作った回数 22回 

― 

・地域の行事や活動への参加、地域の担
い手へのヒアリング等を行うことに
よる地域や地域活動の現状や課題を
把握及び整理を行う。（通年） 

天王寺区 

・各地域活動協議会の事業
計画・予算及び事業報告・
決算報告・決算を承認す
る運営委員会や役員会の
場に出向き、確認と説明
を行った。 

― 

・各地域活動協議会の事業計画・予算（2
月）及び事業報告・決算報告・決算（6
月）を承認する運営委員会や役員会
の場に出向き、確認と説明を行う。 

浪速区 

・各地域活動団体に対して、
活動が形骸化することの
ないよう活動目的を改め
て確認するきっかけとな
る機会を作った回数（37
回） 

・地域活動協議会
構成団体全体へ
の趣旨の浸透が
課題。 

・予算検討や中間決算、分野別・事業別
会議等の機会をとらまえて、地域課
題や活動内容、企画への助言等をお
こなうことで活動目的の説明を行
う。（通年） 

西淀川区 

・各団体に対して、中間支援
組織を通じて、活動が形
骸化することのないよう
活動目的を改めて確認す
るきっかけとなる機会を
作った。 

・引き続き、実施す
る必要がある。 

・各団体の活動が形骸化することのな
いよう活動目的を改めて確認するき
っかけとなる機会を作る：１回  

淀川区 
・各種団体との意見交換を
通じて活動目的の再確認
を行った。 

・活動目的の認知
度が低い。 

・意見交換の場で、活動目的を改めて確
認する機会を設ける。（通年） 

東淀川区 

・地域ごとに実施する地域
別保健福祉計画作成の取
組のなかで、各団体の活
動目的について確認。 

― 

・地域ごとに実施する地域別保健福祉
計画作成の取組のなかで、各団体の
活動目的について確認していく。（通
年） 

東成区 

・活動の目的の再確認につ
いては交流会を開催して
意見交換会の機会を作っ
た。 

・各地域活動協議
会で活動の振り
返り状況の共有
化が必要。 

・各団体に対して、活動が形骸化するこ
とのないよう活動目的を改めて確認
するきっかけとなる機会を作る（下
半期） 

生野区 

・各団体の総会などで活動
目的を周知する。 

 

 

・各団体の活動が
区民に知られて
いない課題があ
るため、ポータ
ルサイトの活用
をより一層促し
ていく。 

・活動内容をまとめたチラシを作成し、
青少年指導員、青少年副委員への委
嘱伝達式において配付する。（上期） 

旭区 

・地域活動協議会連絡会議、
意見交換会及び取組事例
共有会等で説明を継続的
に行うことで理解促進を
図った。 

・地域活動協議会
のメンバーに更
に理解促進を図
ることが必要。 

・「地域カルテ」ワークショップを継続
的に実施し、活動目的を改めて確認
する機会とする。（通年） 

城東区 

・地域活動協議会、女性会の
会合等で活動目的等を確
認するなどの支援を行っ
た。 

・各団体の役員等
については、今
後、交代してい
くことから、引
き続きの支援が
必要である。 

・引き続き、各団体の会合等で活動目的
等を確認するなどの支援を行う。（通
年） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

鶴見区 

・運営委員会や部会の場な
どを活用し活動目的を改
めて確認する機会を作っ
た。 

・役員の交代等に
より活動目的に
ついて理解がさ
れにくい場合が
ある。 

・運営委員会や部会の場などを活用し、
新役員を中心に活動目的を改めて確
認する機会を作る。（通年） 

阿倍野区 

・生涯学習ルーム、はぐくみ
ネット、学校体育施設開
放、青少年指導員活動推
進、青少年福祉委員活動
推進、スポーツ推進委員、
校庭等の芝生化事業各１
回開催し、再確認を行っ
た。 

・阿倍野区地域福祉ミーテ
ィングの開催 １回 

・阿倍野区地域福祉ミニミ
ーティングの開催 １回 

・ウォーキングサポーター
へのスキルアップ講座を
実施。年２回（47人） 

・阿倍野区健康づくり推進
協議会（梅の会）との協働
事業として３歳児健診時
の保護者に対する乳がん
予防の啓発・骨量検査の
勧奨を９月より実施（年
７回）。30周年記念誌発行
及び記念式典開催にかか
る支援を行った。 

― 

・各団体の活動や活動目的を情報発信
するなど支援を行う。（通年） 

住之江区 

・地活協運営マニュアルに
詳細を記載するととも
に、各地活協で開催した
会計説明会において説明
を行った。 

― 

・地活協会長会、地活協運営委員会など
で、長年継続している活動を見直す
ことの必要性を説明し、中間支援組
織を活用し取組を進める。（通年） 

住吉区 

・民生委員児童委員協議会
との意見交換会を実施
し、課題がないかどうか
など、団体の意見を聞き
ながら確認した。（３月） 

・委嘱にかかる団
体及びリーダー
養成にかかる団
体について、課
題を確認すると
ともに、課題が
ある場合は解決
を図る。 

・活動団体と区長の意見交換会の実施
（通年：年３回）により、活動の目的
の再確認など活動の充実に向けた支
援を行う。 

東住吉区 

・地域連絡会議や各地域に
おける会議の場などあら
ゆる機会を捉え、理解促
進等を図った。 

― 

・地域連絡会議や各地域における会議
の場などあらゆる機会を捉え、理解
促進等を図る（通年） 

平野区 
・各団体代表者へ状況の聞
き取りを実施。 

・代表以外の構成
員の意識が分か
らない。 

・各団体の会議において、意義説明を代
表者に促す。（通年） 

西成区 

・各団体に対して、活動が形
骸化することのないよ
う、運営委員会等で改め
て活動目的の確認を行っ
た（各地域活動協議会に
おいて１回）。 

・地域における負
担感の解消及び
活動の充実に向
けた取組を強化
する必要があ
る。 

・中間支援組織を活用し、各地域活動協
議会の運営委員会等において活動の
趣旨・目的を確認し、統一した認識を
共有することが出来るよう支援を行
う。（通年） 
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柱1-Ⅱ-ア 地域に根ざした活動の活性化（地縁型団体） 

取組の実施状況 

取組⑧「市民活動総合ポータルサイトの充実」 

 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

北区 

・地域での会合において、市
民活動総合ポータルサイ
トの周知を行い、サイト
へ の 登録 を 促 し た。  
３件 

― 

・地域活動連絡会議や地域での会合に
おいて、市民活動総合ポータルサイ
トの周知を行い、サイトへの登録を
促す。（通年） 

都島区 

・市民活動支援情報提供窓
口を開設するとともに、
各団体に市民活動総合ポ
ータルサイトの活用を促
した。 

― 

・市民活動支援情報窓口において、区内
の各団体に「市民活動総合ポータル
サイト」の活用を促す。（通年） 

福島区 

・11 月中旬から 12 月上旬
にかけて、全地域におい
て予算説明会を実施し、
その機会を活用して全地
域に市民活動総合ポータ
ルサイトの活用等を周知
した。 

・12 月のざこばの朝市実行
委員会会議において、市
民活動総合ポータルサイ
トへの登録を依頼。現在
公開中。 
【登録１件】 

― 

・身近な地域課題に取り組む団体など
の運営に関する情報を一元的に発信
する「市民活動総合ポータルサイト」
に、各団体の登録及び積極的な活用
を年１回以上促す。（通年） 

此花区 

・リーフレットを作成し地
域活動協議会運営委員会
で（９地域）紹介した。 

・ ＨＰから情報を
入手することに
ついての働きか
けが不足。 

・地域活動協議会運営委員会などで「市
民活動ポータルサイト」を周知する。
（通年） 

中央区 

・地活協会長会や地活協活
性化セミナーの場などで
市民活動総合ポータルサ
イトの紹介を行うととも
に、各団体の登録と積極
的な活用を促した。 

・市民活動総合ポ
ータルサイトの
有効性・有益性
に対する理解が
深まるよう工夫
が必要。 

・引き続き様々な機会を捉え、市民活動
総合ポータルサイトの有益性につい
て説明するとともに各団体の登録及
びその積極的な活用を促す。（通年） 

西区 

・地縁型団体に対してサイ
トに掲載されている取組
の紹介を行った。 

 

 

・ポータルサイト
への団体登録に
至らず、ポータ
ルサイトの内
容、活用意義を
丁寧に説明する
必要がある。 

・地縁型団体の会議や、まちづくりセン
ターの支援時において、ポータルサ
イトの紹介、活用について説明する。
（通年） 

港区 

・市民活動総合ポータルサ
イトの周知およびサイト
への登録について、広報
紙等を通じて周知や地縁
団体にサイトについての
説明を行い、登録の働き
かけを行った。 

・有効な情報が得
られる魅力ある
サイトにしてい
く必要がある。 

・地縁系団体等へポータルサイトへの
登録を働きかける。（通年） 

大正区 

・各団体へ情報提供を行っ
た。 

 

 

・情報提供を行っ
たが、登録まで
には至らなかっ
た。 

 

・市民活動総合ポータルサイトへの登
録については、有効性について各地
域まちづくり実行委員会の運営委員
会において周知を行う。（通年） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

天王寺区 

・まちづくりセンターの活
用や意見交換の場などで
「市民活動総合ポータル
サイト」を紹介した。 

 

 

・地域では、ＩＣＴ
活用への関心が
低く、運用面で
の負担感もあ
り、必要性を感
じていない。 

・まちづくりセンターの活用や意見交
換の場などで運用面の負担感が比較
的少ない状況を説明し「市民活動総
合ポータルサイト」を紹介していく。 
（通年） 

浪速区 

・全地域活動協議会を市民
活動ポータルサイトに登
録した。（11地域） 

 

 

・活動目的・内容の
周知の不足と、
地域コミュニテ
ィ参画の端緒づ
くりが課題。 

・催事（防災訓練等）実施の告知及び成
果・報告を、市民活動ポータルサイト
に掲載し、つながりの端緒、機会を広
げる。（通年） 

西淀川区 

・各団体に対して、「市民活
動総合ポータルサイト」
への登録及び積極的な活
用を促し、１件の登録が
あった。 

・ポータルサイト
の認知度が低
い。 

・「市民活動総合ポータルサイト」への
登録及び積極的な活用を促し、１件
以上登録する。（通年） 

淀川区 

・市民活動総合ポータルサ
イトの利用啓発および団
体登録促進を行った。（年
３回） 

・市民活動総合ポ
ータルサイトの
登録率が低い。 

・市民活動総合ポータルサイトの利用
呼びかけや団体登録の周知をする。 

（通年） 

東淀川区 

・市民活動総合ポータルサ
イトへの各団体の登録を
増やすよう、地域活動協
議会連絡会議等で働きか
けた。 

― 

・市民活動総合ポータルサイトへの各
団体の登録を増やすよう、地域活動
協議会連絡会議等で働きかける。（通
年） 

東成区 

・地域活動協議会の説明会
で市民活動総合ポータル
サイトの活用を促した。 

 

・サイトの活用に
よるメリットが
わかりにくいた
めか、登録件数
の増加につなが
らない。 

・広報紙での地域活動協議会の取組特
集号発行時に、ポータルサイトの活
用方法について掲載し、登録件数の
増加につなげる。（８月） 

生野区 

・各団体に対して自主的に
活動をＰＲするよう促進
し、ポータルサイトの活
用を促す。 

 

 

・各団体の活動が
区民に知られて
いない課題があ
るため、ポータ
ルサイトの活用
をより一層促し
ていく。 

・青少年指導員協議会連絡会などの活
動団体の理事会において、市民活動
総合ポータルサイトを紹介し、各団
体に登録、活用を促す。（通年） 

旭区 

・地活協向けポータルサイ
ト登録の手引きの配布や
地域活動協議会連絡会議
等で継続的に情報発信を
行うことで、登録及び積
極的な活用を促した。 

・各団体の登録及
び積極的な活用
を促すことが必
要。 

・地域活動協議会連絡会議等で継続的
に情報発信を行うことで、登録及び
積極的な活用を促していく。（通年） 

城東区 

・地域活動協議会の会議等
でポータルサイトについ
ての周知を行った。 

 

 

・区内の地域活動
協議会の登録
は、1地域のみで
あることから、
引き続き周知を
行う必要があ
る。 

・引き続き、ポータルサイトの活用及び
登録について周知を行う。（通年） 

鶴見区 

・区ＨＰに市民活動総合ポ
ータルサイトの情報を掲
載。 

 

・ＨＰの掲載のみ
では周知不足。 

・鶴見区地域活動協議会連絡会や地域
活動協議会の会議の場において、市
民活動総合ポータルサイトを紹介す
るとともに登録の促進を行う。（通
年） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

阿倍野区 

・市民活動に関する相談窓
口を 29年 10月に設置し、
区のホームページに掲載
した。 

・「市民活動総合ポータルサ
イト」の活用促進のため
地域活動協議会役員等に
情報提供した。（年２回） 

― 

・市民活動総合ポータルサイトを積極
的に周知し、各団体の登録及び積極
的な活動を促進する。（通年） 

住之江区 

・ポータルサイトの意義や
活用方法を説明し、全地
活協がポータルサイトへ
登録した。 

― 

・地活協会長会、地活協運営委員会など
で、ポータルサイトの効果的な活用
方法等を周知し、積極的な活用を促
す。（通年） 

住吉区 

・地域活動協議会会長会の
場で「市民活動総合ポー
タルサイト」を紹介し登
録を促した。（３月） 

・山之内スマイル協議会・山
之内子ども食堂運営委員
会・苅田北ほほえみ協議
会・墨江地域活動協議会
登録済 

・ネット環境がな
い地域への対応
が必要。 

・身近な地域課題に取り組む団体の情
報を一元的に発信する「市民活動総
合ポータルサイト」を紹介し、登録を
促進する。（新規登録件数３件）（通
年） 

東住吉区 

・地域連絡会議や各地域に
おける会議の場などあら
ゆる機会を捉え、理解促
進等を図った。 

― 

・地域連絡会議や各地域における会議
の場などあらゆる機会を捉え、理解
促進等を図る（通年） 

平野区 

・地活協の役員等へポータ
ルサイトを紹介。 

 

・ポータルサイト
の登録が進んで
いない。 

・チラシ等により、運営委員会等の場で
周知する。（通年） 

西成区 

・補助金説明会において、
「市民活動総合ポータル
サイト」についての情報
提供を行った。 

 

・「市民活動総合ポ
ータルサイト」
についての情報
提供をより積極
的に行っていく
必要がある。 

・「市民活動総合ポータルサイト」につ
いての情報提供を行い、各団体の登
録及び活用への支援を行う。（通年） 
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柱1-Ⅱ-ア 地域に根ざした活動の活性化（地縁型団体） 

取組の実施状況 

取組⑨「活動への参加促進」 

 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

北区 

・区のＨＰ、ＦＢや広報紙な
ど広報媒体を駆使して地
域活動を紹介し、広く区
民が参加できる情報提供
を行った。 

・地域と企業・学校などとの
交流イベント「異次元交
流ライブ」を３回開催し、
地域活動の参加を呼びか
けた。 

・異次元交流ライ
ブの参加者が、
地域活動に日常
的に参加される
ボランティア層
が少ない。 

・区のＨＰ、ＦＢ、インスタグラムや広
報紙など広報媒体を駆使して地域活
動を紹介し、広く区民が参加できる
情報提供を行う。（通年） 

・地域と企業・学校などとの交流イベン
ト「異次元交流ライブ」を開催し、地
域活動の参加を呼びかける。（下期） 

都島区 

・区ホームページに地縁型
団体を掲載し、活動への
参加を促した。 

・フェイスブック、ツイッタ
ーで参加を促す情報を発
信した。 

― 

・まちづくりセンターと連携し、周知方
法の工夫など、誰もが気軽に参加で
きる情報発信を支援する。（通年） 

福島区 

・各地域活動協議会がホー
ムページを開設できるよ
うにまちづくりセンター
が地域を支援し、９地域
で自主的な情報発信が実
施された。また、それらを
区のホームページとリン
クさせることで効果的に
活動への参加を促進し
た。 

・新たなかたちで
地域活動へ参加
する制度を構築
するには、従来
の地域活動の在
り方を見直す必
要があり、改善
検討に時間を要
する。 

・各団体の活動が持続的なものとなる
よう、誰もが気軽に参加（短時間や短
期間だけ活動に参加）できるための
仕組みや工夫に関する情報を年１回
以上提供するなどの支援を行う。（通
年） 

此花区 

・区広報紙で、地域清掃・ふ
れあい喫茶・子どもの見
守りなど気軽に参加でき
る事業を紹介し参加を呼
びかけた。（毎月） 

・具体的な仕組み
作りに着手する
必要がある。 

・誰もが気軽に参加できるための仕組
みや工夫に関する情報を提供する。
（通年） 

中央区 

・まちづくりセンターが作
成した地域活動協議会活
動事例集を活用し、事例
の共有や取組内容に関す
る情報発信の強化を図っ
た。 

・地活協会長会で事例を情
報提供し、取組強化を促
した。 

・活動の担い手の
固定化と高齢化 

・地域活動に対す
る負担感 

・誰もが気軽に参加できるイベントの
情報など、身近な地域において活動
のきっかけとなる情報を収集・発信
し、地域活動への参加を呼びかける。
（通年） 

・若い世代に地域活動への参加を呼び
かけるため、ＳＮＳなどのＩＣＴを
活用した情報発信に取り組む。（通
年） 

西区 

・各団体に対し、短時間や短
期間だけ活動に参加でき
るなど、誰もが気軽に活
動に参加できるための仕
組みや工夫に関する情報
を提供した（５回） 

― 

・誰もが気軽に地域活動に参加できる
ようにする仕組みや工夫に関する情
報提供を行う。（６回以上） 

港区 

・区の広報紙、ＨＰ、各地域
発行の新聞等で、活動情
報の周知を行った。 

 

 

・気軽に地域活動
に参加できる仕
組みづくりや工
夫についての助
言や支援を行う
とともに情報発
信が必要。 

・各団体に対し、短時間や短期間だけ活
動に参加できるなど、誰もが気軽に
活動に参加できるための仕組みや工
夫に関する事例を収集し情報提供を
行う。（通年） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

大正区 

・各団体に対し、短時間や短
期間だけ活動に参加でき
るなど、誰もが気軽に活
動に参加できるための仕
組みや工夫に関する情報
を提供する回数 22回 

― 

・各団体へ各種情報提供を行う。（通年） 

天王寺区 

・地域からの情報収集、ニー
ズ把握を行い、活動への
参加促進につながる広報
支援を行った。 

― 

・地域からの情報収集、ニーズ把握を行
い、活動への参加促進につながる広
報支援を行う。（７月） 

浪速区 

・短時間や短期間だけ活動
に参加できるなど誰もが
気軽に活動に参加できる
ための仕組みや工夫に関
する情報を提供した。（13
回） 

・各地域の情報発
信者等の「担い
手の発掘・育成」
が課題である。 

・活動目的・内容の
周知の不足と、
地域コミュニテ
ィ参画の端緒づ
くりが課題。 

・「分野別部会制度」等の好事例を他地
域にても展開することにより、「負担
の分散・軽減」を図り「担い手の発掘・
育成」につなげる。（通年） 

・催事（防災訓練等）実施の告知及び成
果・報告を、広報紙や区ホームペー
ジ、ＳＮＳや市民活動ポータルサイ
トといったＩＣＴツール等様々な広
報媒体を用いて広く周知し、つなが
りの端緒、機会を広げる。（通年） 

西淀川区 

・短時間や短期間だけ活動
に参加できるなど、誰も
が気軽に活動に参加でき
る事業について、広く参
加を呼びかけた。 

・気軽に参加でき
る仕組みづくり
や工夫点につい
て情報発信が必
要。 

・短時間や短期間だけ活動に参加でき
るなど、誰もが気軽に活動に参加で
きるための仕組みや工夫に関する情
報を提供する：１回 

淀川区 

・中間支援組織（まちづくり
センター等）と連携し、先
行事例の情報提供等の活
動支援を行った。（18地域
及び各種団体に対し年９
回） 

・ツイッターを用いて地域
防災訓練を事前周知し
た。 

・区役所１階に「地域情報コ
ーナー」という専用の配
架棚を設け地域行事等の
チラシを随時配布した。 

・誰もが気軽に活
動に参加できる
ための仕組みや
工夫についての
助言・支援を継
続する必要があ
る。 

・中間支援組織（まちづくりセンター
等）と連携し、先行事例の情報提供等
の活動支援を行う。（通年） 

・区役所１階に「地域情報コーナー」と
いう専用の配架棚を設け地域行事等
のチラシを随時配布する。（通年） 

東淀川区 

・各団体に対し、短時間や短
期間だけ活動に参加でき
るなど、誰もが気軽に活
動に参加できるための仕
組みや工夫に関する事例
を収集し広報勉強会で情
報提供。 

― 

・各団体に対し、短時間や短期間だけ活
動に参加できるなど、誰もが気軽に
活動に参加できるための仕組みや工
夫に関する事例を収集し情報提供す
る。（通年） 

東成区 

・広報紙に地域活動協議会
の参加しやすい取組事例
等を紹介するなど情報発
信を行った。 

 

・新たな担い手が
広がらなかっ
た。 

・各団体に対し、短時間や短期間だけ活
動に参加できるなど、誰もが気軽に
活動に参加できるための仕組みや工
夫に関する情報を提供する。（広報紙
での特集号の発行：８月） 

 

生野区 

・勉強会の開催（規約につい
て ２回、広報 ８回） 

・地域のブログの更新支援
（17地域） 

・ブロック毎の事務局会議
の開催（概ね毎月１回） 

・地域活動協議会
に求められてい
る準行政的機能
を認識していな
い同協議会の構
成団体が半数近
くある。 

・市民活動総合ポータルサイトを区ホ
ームページなどで紹介し、広く周知
する。（通年） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

・地域活動協議会の補助金
の使途を区ホームページ
にて公表 

 

旭区 

・地域活動協議会連絡会議、
意見交換会及び取組事例
共有会等で説明を継続的
に行うことで、他区や他
地域の仕組みや工夫に関
する情報を提供するなど
の支援を行った。 

 

・活動のきっかけ
になる情報な
ど、市民活動へ
の参加を呼び掛
ける発信が必
要。 

・活動への参加を呼びかけるため、ＳＮ
Ｓなどを活用した情報発信を進める
と共に、各地域の先行的な取組事例
及び他区の取組事例を共有する場を
提供していく。（通年） 

城東区 

・地域団体が必要としてい
る担い手とボランティア
とのマッチングには至っ
ていないが、地域貢献活
動に意欲的な企業等と地
域とのマッチングを行う
ため３月に「企業・ＮＰ
Ｏ・学校・地域交流会」を
開催した。 

・「城東区ボランティア・市
民活動センター」との連
携により、「健康麻雀体験
講座」「ＳＮＳ入門講座」
を開催し、新たなきっか
けづくりを行った。 

 

・「城東区ボランテ
ィア・市民活動
センター」と地
域との情報交換
が不十分であ
り、ボランティ
アについては具
体のマッチング
にまで至ってい
ない。 

・地域が必要としている担い手と、ボラ
ンティアとして地域で活動したとい
った情報の交換を行う。（通年） 

鶴見区 

・５月～８月、防災をテーマ
に「ツルラボ」を開催：３
回 

・各地域のベストプラクテ
ィスの共有 

 

― 

・中間支援組織とも連携し、地域活動に
気軽に参加できる取組事例について
発表する機会を設け、各地域での活
動の参考にしてもらうとともに情報
交換する場の提供を行う。（通年） 

阿倍野区 

・市民活動に関する相談窓
口を 29年 10月に設置し、
区のホームページに掲載
した。 

・各小学校下において生涯
学習推進員が中心とな
り、地域住民による自主
的な講習・講座等を実施
し、文化、学習活動の交流
を行っていることを、広
報誌である「広報あべの」
（年１回記事掲載）や「あ
べの生涯学習だより」（月
１回発行）で情報発信し
た。 

・区役所や地域活動協議会
の主な催しについて、区
ホームページやツイッタ
ー、広報紙により情報発
信を行った。（通年） 

・ウォーキングサポーター
養成講座を開催。年１回
（８人） 

― 

・各団体の活動に誰もが気軽に参加で
きるよう、周知方法の工夫など情報
提供を行い支援する。（通年） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

・健康づくり展げる講座を
開催し、梅の会・いきいき
百歳体操などリーダーと
しての参加を促進。年１
回（26人） 

住之江区 

・地活協会長会において、効
果的なボランティア募集
の事例紹介や募集時の注
意点などを説明した。 

― 

・地活協会長会、地活協運営委員会など
で、効果的なボランティア募集方法
の事例紹介や募集する際の注意点を
周知する。（通年） 

住吉区 

・地域活動協議会会長会の
場で、新たな人材の発掘
や、地域活動に気軽に参
加できる取組事例につい
て発表 
５月：見守り支援（山之

内・遠里小野） 
７月：防災訓練（墨江・

南住吉） 
９月：ＣＢ（苅田南・依

羅・東粉浜） 

・地域格差がある。 
・30代～50代の無
関心層への働き
かけ。 

・子育てサロンや食事サービス、ふれあ
い喫茶などの参加者が増えた事例を
地域活動協議会会長会で共有する。
（年３回） 

・活動の参加を呼びかける区ホームペ
ージを作成する。（通年） 

東住吉区 

・地域連絡会議や各地域に
おける会議の場などあら
ゆる機会を捉え、理解促
進等を図った。 

― 

・地域連絡会議や各地域における会議
の場などあらゆる機会を捉え、理解
促進等を図る。（通年） 

平野区 
・各団体の代表への状況の
聞き取りの際に、助言を
行った。 

・新たな参加者増
となっていな
い。 

・新たな参加を促す呼びかけの具体的
な方法を検討する。（通年） 

西成区 

・各団体に対し、短時間や短
期間だけ活動に参加でき
るなど、誰もが気軽に活
動に参加できるための仕
組みや工夫に関する情報
の提供の機会として地域
活動に関する相談会を実
施した。（２回） 

 

 

・各団体に対し、短
時間や短期間だ
け活動に参加で
きるなど、誰も
が気軽に活動に
参加できるため
の仕組みや工夫
に関する情報提
供などの取組を
より積極的に進
めていく必要が
ある。 

・中間支援組織を活用し、地域活動に関
する相談会を実施する等各団体への
情報提供を行える機会を設け支援を
行う。（通年） 
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柱1-Ⅱ-イ 地域を限定しない活動の活性化（テーマ型団体） 

目標の達成状況 

目標指標「各区の市民活動支援情報提供窓口への問合せ件数」 

目標 

29年度 各区における窓口の設置 
30年度 29年度の窓口への問合せ件数（平年度化したもの）の 10％増 
31年度 30年度の窓口への問合せ件数の 10％増 

 29年度 
実績 

29年度目標 
の評価 

30年度以降の目標 
（設定・変更等） 

北区 
設置した 
（12月） 達成 

30年度 ４件 
31年度 ５件 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の目

標を設定する。（29年度実績３件（平年度化したもの）） 

都島区 
設置した 
（11月） 達成 

30年度 ６件 
31年度 ７件 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の目

標を設定する。（29年度実績 4.8件（平年度化したもの）） 

福島区 
設置した 
（10月） 達成 

30年度 ３件 
31年度 ４件 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の目

標を設定する。（29年度実績２件（平年度化したもの）） 

此花区 
設置した 
（10月） 達成 

30年度 １件 
31年度 ２件 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の目

標を設定する。（29年度実績０件（平年度化したもの）） 

中央区 
設置した 
（11月） 達成 

30年度 ３件 
31年度 ４件 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の目

標を設定する。（29年度実績 2.4件（平年度化したもの）） 

西区 
設置した 
（10月） 達成 

30年度 ７件 
31年度 ８件 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の目

標を設定する。（29年度実績６件（平年度化したもの）） 

港区 
設置した 
（11月） 

達成 
 

30年度 13件 
31年度 15件 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の目

標を設定する。（29年度実績 9.6件（平年度化したもの）） 

大正区 
設置した 
（12月） 達成 

30年度 １件 
31年度 ２件 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の目

標を設定する。（29年度実績０件（平年度化したもの）） 

天王寺区 
設置した
  
（11月） 

達成 
30年度 ８件 
31年度 ９件 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の目

標を設定する。（29年度実績 7.2件（平年度化したもの）） 

浪速区 
設置した 
（10月） 達成 

30年度 ２件 
31年度 ３件 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の目

標を設定する。（29年度実績０件（平年度化したもの）） 

西淀川区 
設置した 
（10月） 達成 

30年度 １件 
31年度 ２件 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の目

標を設定する。（29年度実績０件（平年度化したもの）） 

淀川区 
設置した 
（10月） 達成 

30年度 ７件 
31年度 ８件 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の目

標を設定する。（29年度実績６件（平年度化したもの）） 



49 

目標 

29年度 各区における窓口の設置 
30年度 29年度の窓口への問合せ件数（平年度化したもの）の 10％増 
31年度 30年度の窓口への問合せ件数の 10％増 

 29年度 
実績 

29年度目標 
の評価 

30年度以降の目標 
（設定・変更等） 

東淀川区 
設置した 
（11月） 達成 

30年度 24件 
31年度 27件 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の目

標を設定する。（29年度実績 21.6件（平年度化したもの）） 

東成区 
設置した 
（10月） 達成 

30年度 10件 
31年度 11件 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の目

標を設定する。（29年度実績６件（平年度化したもの）） 

生野区 
設置した 
（10月） 達成 

30年度 ３件 
31年度 ４件 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の目

標を設定する。（29年度実績２件（平年度化したもの）） 

旭区 
設置した 
（10月） 達成 

30年度 ３件 
31年度 ５件 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の目

標を設定する。（29年度実績０件（平年度化したもの）） 

城東区 
設置した 
（11月） 達成 

30年度 ６件 
31年度 ７件 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の目

標を設定する。（29年度実績 4.8件（平年度化したもの）） 

鶴見区 
設置した 
（11月） 達成 

30年度 ８件 
31年度 ９件 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の目

標を設定する。（29年度実績 7.2件（平年度化したもの）） 

阿倍野区 
設置した 
（10月） 達成 

30年度 ３件 
31年度 ４件 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の目

標を設定する。（29年度実績２件（平年度化したもの）） 

住之江区 
設置した 
（10月） 達成 

30年度 ３件 
31年度 ４件 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の目

標を設定する。（29年度実績２件（平年度化したもの）） 

住吉区 
設置した 
（10月） 達成 

30年度 ３件 
31年度 ４件 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の目

標を設定する。（29年度実績２件（平年度化したもの）） 

東住吉区 
設置した 
（11月） 

達成 
 

30年度 １件 
31年度 ２件 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の目

標を設定する。（29年度実績０件（平年度化したもの）） 

平野区 
設置した 
（12月） 達成 

30年度 １件 
31年度 ２件 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の目

標を設定する。（29年度実績０件（平年度化したもの）） 

西成区 
設置した 
（10月） 達成 

30年度 ３件 
31年度 ４件 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の目

標を設定する。（29年度実績２件（平年度化したもの）） 
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柱1-Ⅱ-イ 地域を限定しない活動の活性化（テーマ型団体） 

取組の実施状況 

取組①「各区におけるテーマ型団体への支援窓口の設置」 

 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

北区 
・支援窓口の設置とその広報 ・相談件数僅少 ・窓口設置にかかるＨＰ、ＳＮＳ等によ

る継続した周知活動（通年） 

都島区 
・市民活動支援情報提供窓口
を 11月に設置し、支援情報
を提供した。 

― 
・市民活動総合ポータルサイトを活用
した講座や助成金など支援メニュー
情報を提供する。（通年） 

福島区 

・10月末においてテーマ型団
体への支援窓口を設置した
(相談実績は１件)。 

 ― 

・活動圏域を限定せず、地域社会の課題
に取り組むテーマ型団体に対して
は、「市民活動総合ポータルサイト」
の活用など支援メニューの情報を年
１回以上提供することで、活動の活
性化の支援を行う。（通年） 

此花区 
・支援窓口を設置 ・窓口設置のＰＲ ・窓口設置についてのＰＲを行う。(通

年) 

中央区 

・テーマ型団体への支援窓口
を設置した。 

 

 

・テーマ型団体と
のつながりづく
りが必要。 

・多様な活動主体間の交流の場への参
画などにより、テーマ型団体とのつ
ながりをつくるとともに、「市民活動
総合ポータルサイト」の活用などに
より、テーマ型団体も対象とした支
援情報の提供に取り組む。（通年） 

西区 

・テーマ型団体への支援窓口
の設置（29年 10月） 

 

 

・支援窓口の認知
度を高めるた
め、積極的な広
報に努める必要
がある。 

・相談内容に応じ、市民活動団体の情報
や市民活動に役立つ支援メニュー等
の情報を提供する「大阪市市民活動
総合ポータルサイト」を案内するな
ど、活動の活性化の支援を行うため
の窓口を継続して設置し、認知度を
高めるため引き続き周知を行う。（通
年） 

港区 

・市民活動支援情報提供窓口
を設置 

 

・窓口の周知が必
要。 

・市民活動支援情報提供窓口について、
ＳＮＳなどのＩＣＴを活用し、区Ｈ
Ｐ、フェイスブックなどにより周知
する（通年） 

大正区 
・テーマ型団体への支援窓口
を設置した。 ― 

・支援窓口の活用を推進する。（通年） 

天王寺区 
・支援窓口を設置し、支援情
報の提供を行った。 ― 

・支援窓口を設置し、支援情報の提供を
行う。（通年） 

浪速区 

・テーマ型団体への支援窓口
を設置した。 

・支援窓口の存在、
目的や内容とい
った支援情報を
広く周知するこ
とが課題。 

・支援窓口を区ホームページやＳＮＳ、
市民活動総合ポータルサイトといっ
たＩＣＴツール等様々な広報媒体を
用いて、広く支援情報の提供を行う。
（通年） 

西淀川区 

・大阪市の総合相談窓口と連
携し、「市民活動総合ポータ
ルサイト」を活用するなど
支援メニュー情報の提供が
できる窓口を設置した。 

― 

・大阪市の総合相談窓口と連携し、「市
民活動総合ポータルサイト」を活用
するなど支援メニュー情報を提供す
る。（通年） 

淀川区 

・中間支援組織（まちづくり
センター等）と連携し、テ
ーマ型団体同士の交流会を
開催（年２回） 

・市民活動支援情報提供窓口
を設置した。 

・支援窓口を通じて「地域課

・市民活動総合ポ
ータルサイトの
活用促進 

・地域活動協議会意見交換会等を活用
した、市民活動総合ポータルサイト
の広報を行い、活用を促進する。（通
年） 

・支援窓口を通じて「地域課題すっきり
解決活動支援事業補助金」の案内を
行う。（上期） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

題すっきり解決活動支援事
業補助金」の案内を行い、
地域との連携強化につなげ
た。（４件） 

・「市民活動総合ポータルサ
イト」を活用した助成金情
報や講座情報の情報発信を
行った。（年２回） 

東淀川区 

・市民活動に関する相談窓口
を 29年 11月設置済み。 

 

 
― 

・市民活動に関する支援窓口におい
て、支援情報を提供する。（通年） 

・地域活動協議会連絡会議において周
知を行う。（通年） 

・異次元交流ライブ等のイベントにお
いて周知を行う。（通年） 

東成区 
・市民相談窓口を設置した 
・テーマ型団体からの相談に
応じた。 

・相談窓口の認知
度が低い。 

・新たな地域コミュニティ支援事業に
合わせて総合的に相談事業を実施す
る。（通年） 

生野区 

・テーマ型団体への支援窓口
を設置 

・まちカフェの開催（原則、
毎月） 

― 

・区広報誌、ＨＰやＳＮＳを活用した支
援窓口の周知（通年） 

旭区 
・テーマ型団体への支援窓口
の設置。 

・テーマ型団体と
つながりをつく
ることが必要。 

・多様な活動主体間の交流の場への参
画を促していく。（通年） 

城東区 
・29年 11月１日窓口設置 
広報誌、ＨＰで区民周知 

・周知を強化する
必要がある。 

・定期的な広報の実施。（通年） 

鶴見区 
・区役所内に支援情報の提供
ができる窓口の設置 ― 

・テーマ型団体への支援窓口の周知及
び支援情報の提供を行う。（通年） 

阿倍野区 

・市民活動に関する相談窓口
を 29年 10月に設置した。 

 

 
― 

・テーマ型団体も対象とした支援情報
の提供ができる窓口を設置し、多様
な活動主体間の交流の場への参画な
どにより、テーマ型団体とのつなが
りをつくるとともに、「市民活動総合
ポータルサイト」の活用などにより
支援を行う。（通年） 

住之江区 
・窓口を設置し、区広報紙及
び区ホームページで周知を
行った。 

― 
・区広報紙や区ホームページで利用方
法や相談事例を紹介し、窓口の利用
促進を図る。（通年） 

住吉区 

・市民活動相談窓口の設置
（10月） 

・相談件数１件 
 

 

・相談件数が少な
い。 

・企業やＮＰＯなどの団体を対象に、区
内地域活動協議会や各種地縁型団体
などとの連携や情報収集にかかる相
談を受け付け、団体間の橋渡しをお
こなう。（通年） 

・相談窓口設置の周知を広報紙（年１
回）やツイッターを活用して行う。
（通年） 

東住吉区 
・窓口の設置 
 

・現状問い合わせ 
がない。 

・需要の有無から確認を行っていく。
（上期） 

平野区 
・29年度設置済 
 

・相談件数が少な
い。 

・ＦＢ、ツイッターでも周知する。 
（通年） 

西成区 

・29 年 10 月 25 日にテーマ
型団体への支援窓口を設置 

 

 
― 

・テーマ型団体との連携を希望する地
域団体に対し中間支援組織も活用し
ながら、連携に向けた支援を実施す
る。また、「市民活動総合ポータルサ
イト」の周知を行い、テーマ型団体と
の連携にかかる地域団体の関心・理
解を促進する。（通年） 
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柱1-Ⅱ-イ 地域を限定しない活動の活性化（テーマ型団体） 

取組の実施状況 

取組②「ＩＣＴ利活用による市民協働のきっかけづくり（Ⅱ-アの取組④の再掲）」 

 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

北区 
・地域活動連絡会議で、ＦＢ
などに関する情報提供を
行い、ＦＢなどのＳＮＳ
の活用を促進した。 

― 

・地域活動連絡会議で、ＦＢなどに関す
る情報提供を行い、ＦＢなどのＳＮＳ
の活用を促進する。（通年） 

都島区 

・地域やまちづくりセンタ
ーとも連携し、フェイス
ブックなどにより、若い
世代に向けて地域活動へ
の参加を呼びかけた。 

― 

・フェイスブック、ツィッターなどＳＮ
Ｓを活用し、若い世代に向けて地域活
動への参加を呼びかける。（通年） 

福島区 

・各地域活動協議会がホー
ムページを開設できるよ
うにまちづくりセンター
が地域を支援し、９地域
で自主的な情報発信が実
施された。また、それらを
区のホームページとリン
クさせることで効果的な
情報発信に努めた。 

・今年度から区長自ら情報
発信したり、各担当に積
極的に情報発信するよう
促したりするなどフェイ
スブックの活用促進に取
り組んだ。 

― 

・地縁型団体への参加が少ない若い世代
に向けて、活動への参加を呼びかける
ため、他区の取組等に関する情報収集
を行い、ＳＮＳなどのＩＣＴを活用し
た、地域住民への情報発信や対話を進
める取組を進める。（通年） 

此花区 

・此花まちセンのＦＢ(171
件)などで子育て世代のつ
ながりづくりのイベント
などの呼びかけを行っ
た。 

・イベント情報な
どをタイムリー
に紹介すること
が必要。 

・ＳＮＳを活用しイベント等の情報を紹
介し参加を呼びかける。（通年） 

中央区 

・地域活動情報を収集し、区
ホームページや Twitter
等で情報発信を行った。 

・中間支援組織を通じて、各
地域活動協議会に対し、
ホームページやフェイス
ブックなどＩＣＴを活用
した情報発信の促進を支
援した。 

・地域の防犯活動の参考と
なるよう、大阪府警が配
信する「安まちメール」を
基に、中央区ホームペー
ジ内に区内の犯罪発生マ
ップを作成した。 

・魅力的な情報発
信 

・地域活動の担い
手のＩＣＴスキ
ルの向上 

・ＳＮＳなどのＩＣＴを活用した情報発
信を強化する。（通年） 

・地域活動の担い手のＩＣＴスキルの向
上に向け、中間支援組織を通じた支援
を強化する。（通年） 

西区 
・地域団体・市民活動団体な
どの情報を区ホームペー
ジに掲載した。 

― 
・地域団体などの情報をＳＮＳなどを通
じて情報発信する。（随時） 

港区 

・効果的な地域防犯活動が
行えるように、各地域の
犯罪発生状況に加え、犯
罪発生状況を踏まえた地
域防犯の取組案を区ＨＰ
で発信した。 

― 

・地域活動への参加の機会として、「こど
も 110番の家」への協力に向けて、Ｇ
ＩＳを活用して、協力家庭の地図表示
に加え、港区の犯罪発生情報（安まち
メール）を地図上と一覧表に集約して
発信する。 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

大正区 

・ ＩＣＴを活用した市民と
の対話を促進する取組が
新たに創出された件数  
１件 

― 

・ T-1 ライブグランプリの開催にあた
り、区ＨＰ、ＦＢ、Twitter に「出演
者・ボランティア募集」「開催案内・報
告」を行う。（３～４月） 

天王寺区 

・各地域活動協議会に向け
た CivicTechの紹介・情報
提供は未実施。 

・  ＩＣＴへのつなぎとし
て、市民活動総合ポータ
ルサイトを紹介した。 

・区役所フェイスブックで
地域行事を紹介した。 

・地域では、ＩＣＴ
活用への関心が
低く、運用面で
の負担感もあ
り、必要性をあ
まり感じられて
いない。 

・運用面での負担感がまだ低いと思わ
れる、市民活動総合ポータルサイト
への登録を各地域に働きかける。（通
年） 

・また、情報交換会の場などで、各地域
活動協議会に向けたCivicTechの概要
について紹介・情報提供を行う。（通
年） 

浪速区 

・ＳＮＳなどのＩＣＴを活
用した地域住民への情報
発信や対話を進める取組
を進め、市民同士または
市民と行政がつながり、
様々な地域課題を市民協
働で解決するきっかけづ
くりを行った。 

・ＩＣＴを活用した市民と
の対話を促進する取組を
新たに創出した。 

・各地域の情報発
信者等の「担い
手の発掘・育成」
が課題である。 

・催事の告知等を区広報紙、区ＨＰ、区
ＳＮＳや市民活動総合ポータルサイ
トといったＩＣＴツール等様々な広
聴媒体を用いて広く周知し、つながり
の端緒、機会を広げる。（通年） 

西淀川区 

・各地域での活動の内容を
幅広く広報するため、中
間支援組織を活用し、Ｓ
ＮＳ（ソーシャル・ネット
ワーキング・サービス）に
よる情報発信を各地域で
行えるよう支援した。 

 

 

― 

・各地域での活動の内容を幅広く広報す
るため、中間支援組織を活用し、ＳＮ
Ｓ（ソーシャル・ネットワーキング・
サービス）による情報発信を各地域で
行えるよう支援する。（通年） 

・ＩＣＴを活用して地域課題解決に取り
組む「Code for OSAKA」による
CivicTech 活動と、地域課題解決に取
り組む区民や地域活動団体との橋渡
しを行うなど、地域活動への新たな担
い手の参画につなぐ。（通年） 

淀川区 

・ ＩＣＴを活用した区民と
の対話を促進する取組と
して、ヨドネルキャラク
ター夢さんの LINE スタ
ンプを作成し、販売した。 

 この「ヨドネル：子ども睡
眠習慣改善プロジェク
ト」は厚生労働省子ども
家庭局長賞を受賞した。 

・目標は達成した
が、引き続き、地
縁型団体への参
加が少ない若い
世代に向けて活
動への参加を呼
びかけるために 
ＳＮＳなどのＩ
ＣＴを活用した
取組が必要であ
る。 

・ＳＮＳなどのＩＣＴを活用した、地域
住民への情報発信や対話を進める
様々な取組を進め、区民同士または区
民と行政がつながり、地域課題を市民
協働で解決するきっかけづくりを行
うとともに、地域活動への新たな担い
手の参画につなぐ。（通年） 

東淀川区 

・ＳＮＳを活用した地域活
動の広報の充実、事前周
知が行われた。 

・区の LINE アカウントを
新たに立ち上げた。 

・区ＨＰのトップページに
各地域活動協議会のＨＰ
やＳＮＳのリンクを集め
たページを設置。 

 

 

― 

・フェイスブックやツイッターにより若
い世代への地域行事の参加を呼びか
けるため、従来のイベント開始直前の
発信だけでなく、事前の開催予定情報
なども知らせる。（通年） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

東成区 

・新たに「まちの魅力」フェ
イスブックを立ち上げ
た。 

・子育て情報について、随時
フェイスブックやメール
マガジンを活用した情報
発信を行った。 

・各地域福祉活動にかかる、
ＳＮＳを活用した情報発
信を実施し、住民の参加
を促した。（ＳＮＳを活用
した情報発信：10回） 

 

 

・住民が地域福祉
活動に参加でき
るきっかけを少
しでも増やすた
めに、さまざま
な世代への情報
発信に優れたＳ
ＮＳを活用して
いく必要があ
る。 

・フェイスブックやホームページを活用
し、「まちの魅力」に関する情報発信を
行っていく。（通年） 

・「地域子育てサークル」活動などの子育
て情報の発信を、フェイスブックやメ
ールマガジンを活用し行っていく。
（通年） 

・ＳＮＳを活用して地域福祉活動の情報
発信を行っていく（６月のほうえいさ
んぽや９月の敬老の集いなど） 

・地域に密着した地域福祉活動の情報を
収集し、地域福祉活動に参加できるき
っかけとなるよう情報発信をしてい
く。（通年） 

生野区 

・テーマ型団体への支援窓
口を設置 

・まちカフェの開催（原則、
毎月） 

― 

・新たな地域コミュニティ支援事業とし
て、まちカフェの開催（随時）（通年） 

旭区 

・地域活動協議会連絡会議
等で、情報発信及び意見
交換を実施しながら、区
民自らがＩＣＴ等の新し
い技術を活用して地域課
題を解決しようとするき
っかけづくりを行った。 

・地域課題解決に
取り組む市民や
市民活動団体と
の橋渡しを行う
など、地域活動
への新たな担い
手の参画につな
ぐことが必要。 

・活動への参加を呼びかけるため、ＳＮ
ＳなどのＩＣＴを活用した情報発信
を進める。（通年） 

城東区 

・区ホームページに、各地域
活動協議会のＳＮＳの紹
介を行った。 

 

 

・区ホームページ
では、各地域活
動協議会紹介ペ
ージからのリン
クになっている
ため、全地域の
リンクを一括し
て掲載するペー
ジが必要。 

・区ホームページから、全地域活動協議
会のＳＮＳにリンクしやすいページ
を作成する。（4月） 

・区広報誌で地域活動協議会の特集を行
う際に、地域ごとのＳＮＳを紹介す
る。（上期） 

鶴見区 

・地域活動協議会の広報部
員等を対象にＳＮＳ活用
勉強会の実施。 

 

・ＳＮＳ等ＩＴの
必要性について
理解を深め、意
識を高める必要
がある。 

・各地域活動協議会に Civic Techの理解
を深めてもらうとともに事例紹介を
行う。（通年） 

阿倍野区 

・魅力創造事業実行委員会
によるインスタグラム及
びフェイスブックを活用
した阿倍野区の魅力情報
発信を行った。 

 
 ・３月 16日時点のＳＮＳ

運用状況 
【インスタグラム】 
フォロワー数：538 

【フェイスブック】 
フォロワー数：335 

 

 

― 

・地域活動を行っている団体などが、Ｓ
ＮＳを活用して自身の取組や阿倍野
区の魅力を発信するためのプラット
ホームを構築し、継続して活動してい
ける組織づくりに取り組む。（通年） 



55 

 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

住之江区 

・ 区 ホ ー ム ペ ー ジ や
Facebookで様々な地域課
題に対応した取組が地域
で行われていることや
「Code for OSAKA」によ
る CivicTech 活動の情報
発信を行った。 

・区ホームページにおいて、
地域活動にかかるアイデ
アを募集した。 

・若い世代に情報
が届くような工
夫を検討する必
要がある。 

・区ホームページや Facebookで様々な
地域課題に対応した取組が地域で行
われていることや「Code for OSAKA」
によるCivicTech活動の情報発信を行
う。（通年） 

・地活協をＰＲする区民参加型の取組
を、ＩＣＴを活用して実施する。（下
期） 

住吉区 

・行政情報だけでなく、子育
て団体・地域団体等の情
報発信を促進するため、
ＳＮＳを積極的に活用す
るための住吉区ＳＮＳ活
用方針を策定した。 

・テーマ型団体と
の対話につなが
る情報発信を行
う仕組みの整備
が必要である。 

・ Twitterアカウント運用ルール等を見
直し、フォロー等相互交流ができるよ
うにする。（上期） 

東住吉区 

・区の新たな広報媒体
（ LINE 、 Facebook 、
instagramなど）を対象に
応じて活用する。 

・e-sumi なでしこメンバー
と の 対 話 ・ 連 携 を
Facebookを活用して行う
など新たな取組を行っ
た。 

・子育て層に向け
た情報発信とし
て子育て情報を
発信サイト「区
公式 LINE＠」を
立ち上げたが登
録者数の増加が
必要。 

・広報紙やイベント等で LINE＠登録へ
の周知を実施。（通年） 

平野区 
・区役所による地域情報

Facebookなどで活動情報
の発信を行っている。 

・新たな担い手に
結びつかない。 

・情報発信の内容を検討。（イベントに参
加を促すような内容を発信）（通年） 

西成区 

・学童向けプログラミング
教室を実施するため、Ｎ
ＰＯ法人の協力を得なが
ら Facebook を利用して
参加を呼びかけた。 

― 

・ＳＮＳなどのＩＣＴを活用し、情報発
信や事業の実施（学童向けプログラミ
ング教室等）を中間支援組織による支
援を活用しながら、市民同士または市
民と行政がつながることを促進する。
（通年） 
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柱1-Ⅲ-ア 地域活動協議会への支援 

① 活動の活性化に向けた支援 

目標の達成状況 

目標指標①「地域活動協議会の構成団体が自分の地域に即した支援を受けることができていると感

じた割合」 

目標 

29年度 80％ 
30年度 各区において前年度以上の比率をめざす 
31年度 各区において前年度以上の比率をめざす 

 29年度 
実績 

29年度目標 
の評価 

30年度以降の目標 
（設定・変更等） 

北区 90.1％ 達成 
30年度 91％ 
31年度 92％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の

目標を設定する。 

都島区 80.5％ 達成 
30年度 81％ 
31年度 82％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の

目標を設定する。 

福島区 93.8％ 達成 
30年度 94％ 
31年度 95％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の

目標を設定する。 

此花区 92.3％ 達成 
30年度 94％ 
31年度 95％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の

目標を設定する。 

中央区 91.5％ 達成 
30年度 93％ 
31年度 95％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の

目標を設定する。 

西区 69.9％ 未達成 
30年度 80％ 
31年度 81％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の

目標を設定する。 

港区 89％ 達成 
30年度 90％ 
31年度 91％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の

目標を設定する。 

大正区 82.9％ 達成 
30年度 83％ 
31年度 84％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の

目標を設定する。 

天王寺区 83.1％ 達成 
30年度 84％ 
31年度 85％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の

目標を設定する。 

浪速区 85.2％ 達成 
30年度 86％ 
31年度 87％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の

目標を設定する。 

西淀川区 59.5％ 未達成 
30年度 80％ 
31年度 81％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の

目標を設定する。 



57 

目標 

29年度 80％ 
30年度 各区において前年度以上の比率をめざす 
31年度 各区において前年度以上の比率をめざす 

 29年度 
実績 

29年度目標 
の評価 

30年度以降の目標 
（設定・変更等） 

淀川区 84.9％ 達成 
30年度 87％ 
31年度 89％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の

目標を設定する。 

東淀川区 64.7％ 未達成 
30年度 72％ 
31年度 80％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の

目標を設定する。 

東成区 84.3％ 達成 
30年度 85％ 
31年度 86％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の

目標を設定する。 

生野区 75.9％ 未達成 
30年度 80％ 
31年度 83％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の

目標を設定する。 

旭区 62.6％ 未達成 
30年度 80％ 
31年度 83％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の

目標を設定する。 

城東区 63.1％ 未達成 
30年度 80％ 
31年度 82％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の

目標を設定する。 

鶴見区 81.3％ 達成 
30年度 82％ 
31年度 85％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の

目標を設定する。 

阿倍野区 81.4％ 達成 
30年度 85％ 
31年度 88％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の

目標を設定する。 

住之江区 86.0％ 達成 
30年度 88％ 
31年度 90％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の

目標を設定する。 

住吉区 78.9％ 未達成 
30年度 80％ 
31年度 85％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の

目標を設定する。 

東住吉区 42.2％ 未達成 
30年度 80％ 
31年度 81％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の

目標を設定する。 

平野区 81.7％ 達成 
30年度 82％ 
31年度 83％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の

目標を設定する。 

西成区 89.2％ 達成 
30年度 90％ 
31年度 91％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の

目標を設定する。 
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柱1-Ⅲ-ア 地域活動協議会への支援 

① 活動の活性化に向けた支援 

目標の達成状況 

目標指標②「地域活動協議会を知っている区民の割合」 

目標 

29年度 30％ 
30年度 35％ 
31年度 40％ 

 29年度 
実績 

29年度目標 
の評価 

30年度以降の目標 
（設定・変更等） 

北区 18.1％ 未達成 
変更なし 
（理由）29 年度目標には到達していないが、30 年度目標に  

向けて引き続き取り組んでいくため。 

都島区 19.0％ 未達成 
変更なし 
（理由）29 年度目標には到達していないが、30 年度目標に  

向けて引き続き取り組んでいくため。 

福島区 16.9％ 未達成 
変更なし 
（理由）29 年度目標には到達していないが、30 年度目標に  

向けて引き続き取り組んでいくため。 

此花区 18.8％ 未達成 
変更なし 
（理由）29 年度目標には到達していないが、30 年度目標に  

向けて引き続き取り組んでいくため。 

中央区 14.4％ 未達成 
変更なし 
（理由）29 年度目標には到達していないが、30 年度目標に  

向けて引き続き取り組んでいくため。 

西区 17.9％ 未達成 
変更なし 
（理由）29 年度目標には到達していないが、30 年度目標に  

向けて引き続き取り組んでいくため。 

港区 24.4％ 未達成 
変更なし 
（理由）29 年度目標には到達していないが、30 年度目標に  

向けて引き続き取り組んでいくため。 

大正区 19.1％ 未達成 
変更なし 
（理由）29 年度目標には到達していないが、30 年度目標に  

向けて引き続き取り組んでいくため。 

天王寺区 16.2％ 未達成 
変更なし 
（理由）29 年度目標には到達していないが、30 年度目標に  

向けて引き続き取り組んでいくため。 

浪速区 12.4％ 未達成 
変更なし 
（理由）29 年度目標には到達していないが、30 年度目標に  

向けて引き続き取り組んでいくため。 

西淀川区 21.4％ 未達成 
変更なし 
（理由）29 年度目標には到達していないが、30 年度目標に  

向けて引き続き取り組んでいくため。 

淀川区 21.2％ 未達成 
変更なし 
（理由）29 年度目標には到達していないが、30 年度目標に  

向けて引き続き取り組んでいくため。 

東淀川区 23.4％ 未達成 
変更なし 
（理由）29 年度目標には到達していないが、30 年度目標に  

向けて引き続き取り組んでいくため。 

東成区 24.4％ 未達成 
変更なし 
（理由）29 年度目標には到達していないが、30 年度目標に  

向けて引き続き取り組んでいくため。 
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目標 

29年度 30％ 
30年度 35％ 
31年度 40％ 

生野区 20.4％ 未達成 
変更なし 
（理由）29 年度目標には到達していないが、30 年度目標に  

向けて引き続き取り組んでいくため。 

旭区 19.7％ 未達成 
変更なし 
（理由）29 年度目標には到達していないが、30 年度目標に  

向けて引き続き取り組んでいくため。 

城東区 22.4％ 未達成 
変更なし 
（理由）29 年度目標には到達していないが、30 年度目標に  

向けて引き続き取り組んでいくため。 

鶴見区 25.5％ 未達成 
変更なし 
（理由）29 年度目標には到達していないが、30 年度目標に  

向けて引き続き取り組んでいくため。 

阿倍野区 18.0％ 未達成 
変更なし 
（理由）29 年度目標には到達していないが、30 年度目標に  

向けて引き続き取り組んでいくため。 

住之江区 23.3％ 未達成 
変更なし 
（理由）29 年度目標には到達していないが、30 年度目標に  

向けて引き続き取り組んでいくため。 

住吉区 19.3％ 未達成 
変更なし 
（理由）29 年度目標には到達していないが、30 年度目標に  

向けて引き続き取り組んでいくため。 

東住吉区 20.4％ 未達成 
変更なし 
（理由）29 年度目標には到達していないが、30 年度目標に  

向けて引き続き取り組んでいくため。 

平野区 21.4％ 未達成 
変更なし 
（理由）29 年度目標には到達していないが、30 年度目標に  

向けて引き続き取り組んでいくため。 

西成区 17.1％ 未達成 
変更なし 
（理由）29 年度目標には到達していないが、30 年度目標に  

向けて引き続き取り組んでいくため。 
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柱1-Ⅲ-ア 地域活動協議会への支援 

① 活動の活性化に向けた支援 

目標の達成状況 

目標指標③「地域活動協議会の構成団体が、地域活動協議会に求められている準行政的機能を認識

している割合」 

目標 

29年度 80％ 
30年度 各区において前年度以上の比率をめざす 
31年度 各区において前年度以上の比率をめざす 

 29年度 
実績 

29年度目標 
の評価 

30年度以降の目標 
（設定・変更等） 

北区 67.5％ 未達成 
30年度 80％ 
31年度 81％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

都島区 80.9％ 達成 
30年度 81％ 
31年度 82％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

福島区 48.6％ 未達成 
30年度 80％ 
31年度 81％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

此花区 58.2％ 未達成 
30年度 80％ 
31年度 81％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

中央区 95.1％ 達成 
30年度 96％ 
31年度 97％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

西区 59.1％ 未達成 
30年度 80％ 
31年度 81％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

港区 75.9％ 未達成 
30年度 80％ 
31年度 81％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

大正区 58.3％ 未達成 
30年度 70％ 
31年度 80％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

天王寺区 61.5％ 未達成 
30年度 80％ 
31年度 81％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

浪速区 62.8％ 未達成 
30年度 80％ 
31年度 81％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

西淀川区 42.6％ 未達成 
30年度 80％ 
31年度 81％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 
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目標 

29年度 80％ 
30年度 各区において前年度以上の比率をめざす 
31年度 各区において前年度以上の比率をめざす 

 29年度 
実績 

29年度目標 
の評価 

30年度以降の目標 
（設定・変更等） 

淀川区 56.5％ 未達成 
30年度 80％ 
31年度 81％  
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

東淀川区 68.9％ 未達成 
30年度 75％ 
31年度 80％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

東成区 87.6％ 達成 
30年度 88％ 
31年度 89％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

生野区 55.4％ 未達成 
30年度 65％ 
31年度 80％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

旭区 37.9％ 未達成 
30年度 80％ 
31年度 83％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

城東区 44.3％ 未達成 
30年度 80％ 
31年度 82％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

鶴見区 55.3％ 未達成 
30年度 60％ 
31年度 80％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

阿倍野区 65.0％ 未達成 
30年度 80％ 
31年度 83％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

住之江区 53.9％ 未達成 
30年度 80％ 
31年度 82％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

住吉区 54.4％ 未達成 
30年度 80％ 
31年度 85％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

東住吉区 39.5％ 未達成 
30年度 80％ 
31年度 81％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

平野区 62.0％ 未達成 
30年度 80％ 
31年度 83％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

西成区 51.3％ 未達成 
30年度 65％ 
31年度 80％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 
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柱1-Ⅲ-ア 地域活動協議会への支援 

① 活動の活性化に向けた支援 

取組の実施状況 

取組①「地域実情に応じたきめ細かな支援」 

 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

北区 

・区役所組織を横断した「情
報共有会議」での会議内
容を記録し、区役所内で
の情報共有を図りなが
ら、地域特性に応じた支
援に取り組んだ。 

― 

・区役所組織を横断した「情報共有会議」
での会議内容を記録し、区役所内での
情報共有を図りながら、地域特性に応
じた支援に取り組む。（通年） 

都島区 

・地域特性の基になる地域
資源や団体情報のほか、
統計データ等を活用し、
地域カルテの作成を支援
した。 

― 

・地域状況や課題を共有し、地域活動協
議会が必要とする支援に繋げる。（通
年） 

福島区 

・地域ごとに地域特性や地
域課題、地域活動協議会
の活動状況や運営上の課
題などについて客観化・
明確化するための「地域
カルテ」の作成を支援し、
更新作業の必要性等を周
知した。 

・まちづくりセンターを活
用し、地域が活動に際し
て必要としている支援内
容に留意して効果的な支
援を行うとともに、各地
域活動協議会に期待する
支援内容や支援内容の満
足度をアンケートで確認
するなど、その評価を受
け、改善につなげた。 

― 

・地域活動協議会に対し、地域ごとの特
性や地域課題を把握したうえで、地域
実情に応じ、活動の活性化に向けて支
援を実施する。具体的な取組としては、
地域が活動に際して必要としている支
援内容に留意して効果的な支援を行う
とともに、アンケートにより年 1回以
上その評価を受け、改善につなげる。
（通年） 

此花区 

・各地域の地域特性・活動概
要などをまとめた基礎デ
ータ集を作成し各地域で
課題についての意見交換
を実施して地域と行政で
情報共有し、地域カルテ
を作成した。（３月） 

・継続して更新が
必要。 

・地域カルテを充実させ、地域活動協議
会と認識共有する。（通年） 

中央区 

・地域ごとに地域特性や地
域課題、地域活動協議会
の活動状況や運営上の課
題などについて客観化・
明確化するための「地域
カルテ」の作成を支援し
た。 

・一括補助金の交付、まちづ
くりセンターによる中間
支援などにより、地域活
動協議会の自律的な活動
と運営を支援した。 

・地域課題と地域
ニーズの的確な
把握と効果的な
支援の実施。 

・年度前半にはカルテを完成させ各地域
と地域課題の共有を行う。（上期） 

・共有後は、定期的に共有情報の更新に
取り組む。（下期） 

・一括補助金の交付、まちづくりセンタ
ーによる中間支援などにより、地域活
動協議会の自律的な活動と運営を支援
する。（通年） 

西区 

・地域担当制の区役所職員
が地域の実情やニーズ、
課題を把握し、各関係機
関等と連携を図りながら
地域活動を支援した。 

・地域活動の負担
感や活動の透明
性確保について
課題を感じてい
る地域があり、

・地域活動協議会の認知度を測定し、各
地域、まちづくりセンターと連携して
課題を抽出して地域カルテを更新す
る。（通年） 

・ＮＰＯ、企業等との連携促進に向けた
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

 

 

また、地域によ
って課題にも違
いがあるため、 
地域の課題を共
有し、地域の実
情や特性に応じ
て支援する必要
がある。 

支援策の提供を進めるとともに、地域
の実情や特性に応じた支援を実施す
る。（通年） 

港区 

・まちづくりセンターと連
携し、地域特性や地域課
題、地域活動協議会の活
動状況や運営上の課題な
どについて、客観化・明確
化するための「地域レポ
ート」作成を支援した。 

・全地域活動協議会に地域
課題についてのヒアリン
グを実施するとともに準
行政的機能、総意形成機
能についての理解促進に
むけた説明を行った。 

・自己財源の確保のためや
情報発信強化のための研
修会を実施。 

・作成した地域レ
ポートの活用が
必要。 

・地域レポートを活用して地域特性や地
域課題、地域活動協議会の活動状況や
運営上の課題などについて、客観化・
明確化し、地域ごとの支援計画を策定
する。（上期） 

大正区 

・地域団体間の連携・協働に
向けた支援や、開かれた
組織運営、会計等の透明
性確保に向けた助言・指
導 
・自主財源の獲得に向けた
情報提供や申請等手続き
の助言・指導 

・地域が抱える課題や問題
についてオフィシャルな
協議・議論の場をしなが
ら、地域の課題解決やま
ちづくりを推進した。 

・各地域まちづくり実行委
員会が取り組んでいる好
事例を紹介することで、
他の地域まちづくり実行
委員会の活動が活発にな
るよう促した。 

 
 

 

― 

・地域活動協議会の自律運営にかかる積
極的支援 

・地域団体間の連携・協働に向けた支援
や、開かれた組織運営、会計等の透明
性確保に向けた助言・指導  

・地域における担い手確保や人材育成等
への助言・指導 

・幅広い世代の住民の地域活動への参
加・参画を促すため、事業の効果的な
実施を支援 

・多様な地域活動との連携・協働に向け
たネットワークづくりへの助言・指導 

・自主財源の獲得に向けた情報提供や申
請等手続きの助言・指導   

・地域の行事や活動への参加、地域の担
い手へのヒアリング等を行うことによ
る地域や地域活動の現状や課題を把握
及び整理 
・市や区の制度、事業、予算など、地域
の活動に役立つ情報の提供 

・地域の主体的な連携・協働の取組に必
要な支援の実施 

・地域活動協議会の運営のための支援の
実施 

・地域だけでは解決できない課題につい
て、その課題解決に向けての地域と協
働した取組 

・各地域担当間、各課を横断した情報共
有及び課題解決方策の検討を行うため
の地域情報連絡会の開催 

（以上通年） 

天王寺区 

・まちづくりセンターを活
用して、各地域活動協議
会の地域カルテの作成を
支援した。 

― 

・まちづくりセンターを活用して地域カ
ルテの更新を支援し、地域の実情に応
じたきめ細かな支援を行う。（通年） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

浪速区 

・区役所・まちづくりセンタ
ー主体により、全地域活
動協議会において「地域
カルテ」を作成した。 

・「地域カルテ」の
充実と活用、検
証といった実効
化が課題。 

・「地域カルテ」を活用し、地域課題に即
した支援を行うとともに、地域よりの
評価を得ながら効果測定する。（通年） 

西淀川区 

・統計データも活用して、地
域ごとに、人口動態など
の地域特性や地域課題、
地域活動協議会の活動状
況や運営上の課題などに
ついて、客観化・明確化す
るための「地域カルテ」の
ベースを作成した。（「地
域カルテ」の作成：14 地
域） 

・14 地域の代表と区役所、
中間支援組織が月１回会
合を持ち、地域情報や課
題を共有し地域の横のつ
ながりを広げるなど、問
題解決のため区役所が支
援した。 

・各地域活動協議会が独自
性を発揮して活動できる
よう、地域の実情に応じ
た補助金を交付した。 

・地域活動協議会がコミュ
ニティの活性化を推進す
るための新たな事業等に
チャレンジできるよう支
援した。 

・地域に対して中間支援組
織とともに予算・決算書
の作成方法等の説明会や
会計処理検討会を開催
し、透明性のある会計処
理ができるよう支援し
た。 

・さらに統計デー
タや各種課題を
盛り込み、カル
テを充実させる
必要がある。 

・統計データも活用して、地域ごとに、
人口動態などの地域特性や地域課題、
地域活動協議会の活動状況や運営上の
課題などについて、客観化・明確化す
るための「地域カルテ」の作成を支援
し、各地域活動協議会との間で認識共
有する。（「地域カルテ」の作成：14地
域）（通年） 

淀川区 

・中間支援組織（まちづくり
センター等）と連携し地
域カルテの作成支援を行
った。（全 18地域） 

・地活協ブロック会議にて、
地域と企業等の連携事例
や、活動のきっかけ・つな
がりづくりについて意見
交換会を行った。（６回） 

・地域課題に応じ
た支援の継続 

・中間支援組織（まちづくりセンター等）
や区社協と連携し、地域の活動に役立
つ情報の収集と提供を行う。（通年） 

・地域カルテの内容充実と更新支援を行
う。（通年） 

東淀川区 

（地域活動協議会を中心と
した地域活動への支援） 

・地域活動協議会連絡会議
による組織運営情報共有
（12回） 

・各地域ＨＰやツイッター
による情報発信・広報紙
による地域活動協議会活
動紹介（17地域＋特集号） 

・地域づくりアドバイザー
による地域へのサポート 

 
（地域担当制による協働の

・目標数値につい
て、市平均を上
回ったものの、
達成できなかっ
た。ＣＢ/ＳＢ起
業件数について
は、ボランティ
ア活動とビジネ
スが結びつかな
い認識が強いと
思われる。 

（地域活動協議会を中心とした地域活動
への支援） 

・地域活動協議会を中心とした各種の地
域活動に対しての財政的支援と、民主
性・透明性を確保し自律した運営が行
えるよう支援する。（通年） 

・地域別保健福祉計画の説明などの際、
統計データの分析を行い、各地域活動
協議会に分析結果を伝える。（通年） 

・地域活動協議会の機能や役割(総意形成
機能等）の周知普及を補助金の趣旨説
明の際に実施する。（通年） 

・地域づくりアドバイザーによる支援
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

まちづくり） 
・地域担当連絡会議（12回） 
・地域活動協議会連絡会議
の内容の職員間共有（庁
内ポータル等） 

・地域担当職員による地域
版保健福祉計画の策定支
援 

・地域情報の整備（地域カル
テ等） 

 

 

が、地域活動協議会の自立運営に向け
た支援へと転換していくよう、支援内
容の見直しを検討し、地域の実情に即
した支援を行う。（講座や研修、ＣＢ/Ｓ
Ｂ化、社会的ビジネス化の助言・指導、
ＮＰＯ等法人化に向けた申請手続の助
言など）（通年） 

 
（地域担当制による協働のまちづくり） 
・東淀川区地域保健福祉計画を指針とし
た地域での取組について、地域担当職
員が地域活動協議会を中心とした地域
住民と協働して自助・共助を意識した
より良い地域づくりに必要な具体的取
組を進める。（通年） 

・「地域カルテ」を作成し、各地域活動協
議会との間で認識共有する。（通年） 

・各地域で得た課題や情報の共有化を図
るため地域担当連絡会議を毎月開催
し、意見交換を行うことで、地域力の
向上に繋がる情報を発信する。（通年） 

東成区 

・地域カルテの作成支援を
行った。 

・各地域ニーズに
応じた地域カル
テの充実を図る
必要がある。 

・地域ニーズの把握による地域カルテ項
目精査の支援を行う。（通年） 

生野区 

・情報共有会 概ね毎月１
回開催 

・ブロック事務連絡会議へ
の出席 概ね毎月１回 

・各地域活動協議
会の課題に即し
た支援を引き続
き行っていく必
要がある。 

 

・職員による地域担当制を設け、地域活
動に関する情報や行政が行う支援情報
などを区役所内で共有し、各地域に応
じた対応策を検討し支援を行う。（通
年） 

旭区 

・全地域との意見交換会を
開催した。 

・自己財源の確保に取り組
んだ。 

・取組事例共有会の開催。 
・ホームページ・かわら版作
成支援等による広報活動
を促進（通年）しながら、
「広報が担う役割、必要
性」を再度認識してもら
えるよう支援した。 

・地域公共人材等の活用を
通じて、様々な活動主体
との連携・協働の実現に
取り組んだ。 

・「地域カルテ」作成支援の
ためのワークショップの
開催。 

・様々な意見が反映される
ような会議等の開催支
援、会計ソフトの提供等
による会計担当者への支
援、ホームページの運営
支援やかわら版の作成支
援により、民主的で開か
れた組織運営と会計の透
明性が継続して確保され
るよう支援した。 

 

・地域活動協議会
や自律的な地域
運営の意義につ
いては、より一
層の理解の浸透
を図る必要があ
る。 

・地域課題やニー
ズに対応した活
動を実施しよう
とする動きが広
がっていること
から、そこから
具体的な形を作
り出していく必
要がある。 

・他の活動主体同
士の連携・協働
【外部との連
携・協働】が進む
ような具体的な
取組が必要。 

・課題認識を踏まえ、各地域の先行的な
取組事例及び他区の取組事例を共有す
る場を提供し、地域課題やニーズに対
応した活動が、地域自らの企画の中で
実施できるよう支援する。（通年） 

・「地域カルテ」作成支援のためのワーク
ショップを継続的に開催する中で、他
の活動主体同士の連携・協働【外部と
の連携・協働】が進むような具体的な
取組が生まれるよう支援する。（通年） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

城東区 

・市民局において作成され
た「地域カルテ」のひな形
に基づいて、各地域の編
集に着手した。 

・「地域カルテ」作
成後は、「地域カ
ルテ」をもとに
した、地域実情
に応じた対応策
等の検討が必
要。 

・「地域カルテ」を作成完了させ、地域と
の間で、情報や認識の共有を図り、地
域実情に応じた対応策等の検討を行
う。（通年） 

・引き続き「地域カルテ」のブラッシュ
アップを行う。（通年） 

鶴見区 

・地域カルテの作成 
・区役所、鶴見区まちづくり
センターと情報共有 

・きめ細やかな支援の実施 
― 

・前年度の地域カルテを基に、地域・区
役所・中間支援組織が課題等を共有す
る場を設け、地域カルテの内容を更新
するとともに地域の実情に応じたきめ
細やかな支援を行う。（通年） 

阿倍野区 

・地域カルテについて各地
域活動協議会に客観的デ
ータの提供を行い各地域
と認識を共有し、地域に
おいて 30年度に向け内容
の充実を検討した。 

― 

・各地域活動協議会が地域カルテを作成
できるよう支援し、各地域活動協議会
と認識共有し、各地域活動協議会の実
情に応じたきめ細やかな支援を行う。
（通年） 

住之江区 

・既存の地域カルテをベー
スに、中間支援組織と連
携し、各地活協の地域カ
ルテ作成支援を行った。 

・地域の実情に応
じた支援に向け
て、地域カルテ
の活用方法につ
いて工夫する必
要がある。 

・作成した地域カルテの内容を、区と地
活協との間で共有し、中間支援組織と
連携しながら地域実情に応じた支援を
行っていく。（通年） 

住吉区 

・地活協構成団体へアンケ
ートの実施 

・地域カルテの作成（未完
成） 

・地域分析をしっ
かり行い地域ご
との支援計画の
検討・実施が必
要。 

・地域カルテの作成（全 12地域）（通年） 
・地域ごとの支援計画の作成・実施（通
年） 

東住吉区 

・各地域への訪問・ヒアリン
グによる「地域カルテ」の
作成を支援及び認識の共
有化を図った。 

 

 

・全 14地域活動協
議会を回り、地
域ごとに、人口
動態などの地域
特性や地域の課
題、地域活動協
議会の活動状況
や運営上の課題
を自ら洗い出せ
るよう地域分析
シートを提示
し、地域のデー
タの共有を図っ
たが、地活協の
各構成団体にま
で特性や課題の
共有ができてい
ない。 

・各構成団体が地域に即した支援を受け
ることができていると感じるよう、実
情に応じた支援等を行う。（通年） 

平野区 

・運営委員会に出席し、地域
状況や課題の認識を共有
し、支援した。 

 

・地活協役員の改
選で 30年度の運
営委員の変更が
ある。 

・新たな役員に向けて、地活協の意義な
どの説明を行い、課題解決の必要性を
説明する。（通年） 

西成区 

・「地域カルテ」の作成に取
組、基本的なデータの整
備などの支援を行った。 

 

 

・現在の「地域カル
テ」におけるデ
ータについて、
どのデータをど
こに活用するの
か等、地域の実
情・必要に応じ、
有効に活用され
るよう検討して
いく必要があ
る。 

・地域毎の「地域カルテ」の作成に向け
た取組を進め、各地域活動協議会が必
要としている支援につなげる。（通年） 
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柱1-Ⅲ-ア 地域活動協議会への支援 

① 地域の活性化に向けた支援 

取組の実施状況 

取組②「地域活動協議会の認知度向上に向けた支援」 

 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

北区 

・通年、区のＨＰやＦＢをは
じめ、広報紙や地域活動
紹介したリーフレットな
どの広報媒体を駆使し
て、地域活動の紹介を行
った。 

・地域活動協議会の広報板
に、地域活動を紹介した
チラシ・ポスターを掲示
し、地域情報を発信した。 

・分譲マンション（366棟）
を対象に、防災の出前講
座の開催を案内し、マン
ション内のコミュニティ
形成を誘導した。 

・地域活動への認
知度が低く、活
動への新たな参
加者が得られ
ず、活動を担う
個人や団体が固
定化されてい
る。 

・通年、区のＨＰやＦＢをはじめ、広報
紙や地域活動紹介したリーフレット
などの広報媒体を駆使して、地域活
動の紹介を行う。（通年） 

・地域活動協議会の広報板に、地域活動
を紹介したチラシ・ポスターを掲示
し、地域情報を発信する。（通年） 

・9割の世帯が共同住宅居住であること
をふまえ、マンションを対象に、防災
講座の開催をはじめ、防災のワーク
ショップ運営や防災マニュアルの策
定を支援することで、マンション内
の住民交流を促進し、コミュニティ
形成へと誘導するとともに、地域活
動協議会を紹介する。（通年） 

都島区 

・区広報誌の「わがまち都
島」にて地活協をはじめ
地域活動を連載し、情報
発信した。 

・まちづくりセンターとも
連携して、フェイスブッ
ク･ツィッター、掲示板に
よる地域活動協議会情報
を発信した。 

・周知内容の改善、
地域からの発信
促進が必要。 

・ホームページ、ＳＮＳ、広報誌、掲示
板など様々なツールで、地域活動協
議会の活動を情報発信する。（通年） 

・まちづくりセンターと連携し、地活協
の認知度向上に効果的な発信に取り
組む。（通年） 

福島区 

・地域活動協議会の認知度
向上等を図るため、広報
紙や区のホームページに
おいて活動のＰＲを実施
したほか、地域が自発的
に情報発信できるように
ホームページ開設等を進
めた。 

・マンションに住
む単身世帯な
ど、そもそも地
域活動に関心が
薄い住民が一定
数いるため、効
果的な広報活動
を検討する必要
がある。 

・マンションに住む単身世帯などの住
民にも「地域活動協議会」の認知度向
上を図るため、区のホームページや
広報紙で年２回以上ＰＲを行う。（通
年） 

此花区 

・区広報紙において 12月よ
り地域活動協議会事業紹
介の連載をスタートさせ
た。また、各地域の広報紙
発行の支援をした。 

・認知度向上につ
いて引き続き検
討する必要があ
る。 

・地域活動協議会の活動を広報紙で紹
介し認知度向上につなげる。（通年） 

中央区 

・地域活動情報を収集し、区
広報紙や区ホームペー
ジ、Twitter等で情報発信
を行った。 

・地域で作成している地域
活動協議会紹介パンフレ
ットの各種地域行事での
配布や、ホームページや
フェイスブックなどＩＣ
Ｔを活用した情報発信の
取組について、まちづく
りセンターを通じて各地
域活動協議会に働きかけ
た。 

 

・「地域活動協議
会」という名称
の情報発信不足 

・地域活動情報を収集し、「地域活動協
議会」という名称を前面に出した形
で区広報紙や区ホームページ、
Twitter等で情報発信を行う。（通年） 

・地域で作成している地域活動協議会
紹介パンフレットの各地域行事での
配布や、ホームページやフェイスブ
ックなどＩＣＴを活用した情報発信
について、まちづくりセンターを通
じて引き続き各地域活動協議会に対
し助言する。（通年） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

西区 

・各地域活動協議会に対し
て、広報紙作成等の支援
を実施した。 

・まちづくりセンターと連
携し課題を抽出、地域カ
ルテに反映し効果的な支
援を実施している。 

 

 

・区民モニターア
ンケート結果で
は 53％の認知度
（知っている
29.5％、聞いた
こ と が あ る
23.5％）となっ
ているが、市政
モニターアンケ
ート結果では
17.9％となって
おり、まだまだ
認知度が低いこ
とから、区の広
報媒体も活用し
た広報をあわせ
て行う必要があ
る。 

・地域活動協議会の認知度を測定し、各
地域、まちづくりセンターと連携し
て課題を抽出して地域カルテを更新
していく。（通年） 

・地域活動協議会の認知度が低い原因
を分析し、地域広報紙の作成、電子媒
体の活用等広報活動への支援を行う
など、区広報媒体と並行して認知度
向上を図る。（通年） 

港区 

・各地域の地域課題等につ
いてヒアリングを実施
し、地域活動協議会の認
知度向上に向けて地域実
情にあった広報活動の実
施を働きかけ、その方策
について地域レポートに
まとめるよう支援を行っ
た。 

・地域活動情報を収集し、区
広報紙や区ホームペー
ジ、Twitter等で情報発信
を行った。 

・地域が作成した地域活動
協議会新聞を区役所での
配架や区のＨＰでの紹介
を行った。 

 

・地域活動協議会
の認知度を高め
るため、より
様々な手法によ
り広報を行う必
要がある。 

・まちづくりセンターと連携し、各地活
協広報部会の意見交換、広報研修会
を開催し、広報の重要性の理解促進
を図り地活協紹介リーフレットを作
成する。（前期） 

大正区 

・幅広い世代の住民の地域
活動への参加・参画を促
すため、事業の効果的な
実施を支援 

・多様な地域活動との連携・
協働に向けたネットワー
クづくりへの助言・指導 

 

 

・地域活動協議会
の活動が、多く
の地域の住民に
とって、開かれ
たものとなって
いない。 

 

・地域活動協議会の自律運営にかかる
積極的支援 

・地域団体間の連携・協働に向けた支援
や、開かれた組織運営、会計等の透明
性確保に向けた助言・指導  

・地域における担い手確保や人材育成
等への助言・指導 

・幅広い世代の住民の地域活動への参
加・参画を促すため、事業の効果的な
実施を支援 

・多様な地域活動との連携・協働に向け
たネットワークづくりへの助言・指
導 

（以上通年） 

天王寺区 

・市広報板等を活用した地
域活動協議会紹介ポスタ
ーの掲示や区広報紙によ
る地域活動協議会紹介を
行なうとともに、地域に
対して効果的な広報方法
を支援した。 

 

・地域活動協議会
の認知度を高め
るため、より
様々な手法によ
り広報を行う必
要がある。 

・区広報紙を活用して地域活動協議会
の各種活動を紹介する。 10 回（通
年） 

・区ホームページに、地域活動協議会に
交付する公金の使途を掲載する。 
公金の使途公表１回（７月） 

・概ね小学校前に設置されているまち
かど情報板での地域活動協議会事業
の掲示が促進されるよう働きかけ
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

 る。（通年） 
・地域活動協議会が実施する事業につ
いて小学校を通じた周知が行われる
よう働きかける。（通年） 

・地域活動協議会において、より一層民
主的で開かれた組織運営と会計の透
明性が確保されるよう、まちづくり
センターを活用した啓発・支援を行
う。（通年）会計説明会（１月）１回 

・地域活動協議会が独自で行う情報発
信の取組を、まちづくりセンターを
活用して支援する。（通年）  

 情報発信支援 ９地域 

浪速区 

・催事（防災訓練等）実施の
告知及び成果・報告を広
報紙やホームページ等
様々な広報媒体を用いて
広く周知した。 

・活動目的・内容の
周知の不足と、
地域コミュニテ
ィ参画の端緒づ
くりが課題。 

・広報媒体を有効に活用するとともに、
対象を転入者に絞り込む等、効率的・
効果的な周知の仕組み作りと、コミ
ュニティ参画へつながる仕掛け作り
を検討し（上期）、実行（中下期）す
る。 

西淀川区 

・認知度向上に向けて、各種
広報やＳＮＳ等の立ち上
げなど効果的な支援を行
った。 

 

 

・さらに、地域活動
協議会の認知度
が低い原因を分
析したうえで課
題を抽出し、地
域カルテに記録
していく必要が
ある。 

・地域活動協議会の認知度が低い原因
を分析したうえで課題を抽出し、地
域カルテに記録するとともに、認知
度向上に向けてＳＮＳ等の立ち上げ
など効果的な支援を行う。（通年） 

淀川区 

・中間支援組織（まちづくり
センター等）と連携し、淀
川区役所ＨＰ、ＳＮＳ、地
域の掲示板、まちセン通
信等あらゆる広報媒体を
活用して、地域活動協議
会の認知度向上に資する
情報発信を行った。（18地
域） 

・区役所１階に「地域情報コ
ーナー」という専用の配
架棚を設け地域行事等の
チラシを随時配布した。 

・地域活動協議会
に対する区民の
認知度が低い。 

・区民だより「よどマガ！」や区役所Ｈ
Ｐ、ＳＮＳ、地域の掲示板等、あらゆ
る広報媒体を活用し、情報発信を行
うことにより、身近な地域で行われ
ている地域活動への参加を呼びかけ
るとともに理解促進を図る。（通年） 

・区役所１階に「地域情報コーナー」と
いう専用の配架棚を設け地域行事等
のチラシを随時配布する。（通年） 

東淀川区 

・地域活動協議会の活動を
各種媒体により広報し、
地域活動協議会の活動に
参加していない住民や団
体、区外からの転入者に
対し、活動の参加を呼び
かけた。（広報紙、区ＨＰ
トップページと地域活動
協議会ＨＰのリンク、フ
ェイスブック、地域活動
協議会パンフレットの転
入者パック封入等） 

・認知度向上に有効な手法
分析のためのアンケート
の実施 

 

 

・地域活動への関
心が薄れている
ことから、効果
的な広報活動を
検討する必要が
ある。 

・身近な繋がりづくりも地域活動であ
ることや、もたらされるメリットを
これまで以上にわかりやすく伝えて
いく。（通年） 

・地域活動協議会の活動を各種媒体に
より広報し、地域活動協議会の活動
に参加していない住民や団体、区外
からの転入者に対し、活動の参加を
呼びかける。（広報紙、区ＨＰトップ
ページと地域活動協議会ＨＰのリン
ク、フェイスブック、地域活動協議会
パンフレットの転入者パック封入
等）（通年） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

東成区 

・地域活動協議会の認知度
向上に向けて、様々な広
報媒体を利用し活動内容
を情報発信した。 

 

 

・地域活動協議会
の認知度向上に
は、地域が自ら
情報発信する必
要がある。 

・地域活動協議会の認知度向上に向け
て、広報媒体を利用し情報発信する。
また各地域自ら情報発信する支援を
行う。（通年） 

生野区 

・まちづくりセンターの
Facebookを通じて、各地
域活動協議会の取組の紹
介等 

 

 

・地域活動協議会
の活動に関する
情報が地域に届
いていない。 

・ホームページやＳＮＳにより効果的
に情報発信する。（通年） 

・まちづくりセンターと連携して、各地
域活動協議会において広報に関する
勉強会を開催するなど地域活動協議
会の認知度向上に向け情報発信力を
強化していく。（通年） 

 

旭区 

・若い世代やマンション住
民などこれまで地域活動
への関わりが薄かった人
たちをはじめ、あらゆる
世代を対象として、地域
活動協議会の活動情報
を、ＳＮＳ等を利用して
積極的に発信した。 

・取組事例共有会を通じて、
課題を共有し、効果的な
支援を行った。 

・地域活動協議会
の認知度が低
い。 

・広報紙特集号の活用など、積極的に情
報発信を行う。（11月） 

・区内官公署施設を活用し、区民の方の
目に触れる場所に情報発信コーナー
等を設置する。（通年） 

・区内広報板なども活用する。（通年） 

城東区 

・区広報誌やホームページ、
区ツイッターで、地域活
動協議会の活動状況等の
情報発信を行った。 

・地域活動協議会の活動状
況や認知度の向上を図る
ため、各地域活動協議会
の広報誌の作成支援を行
うとともに、区役所庁舎
内に広報誌を配架し、誰
でもが活動状況が分かる
よう支援を行った。 

 

・地域の側におい
ても、認知度向
上に向けた積極
的な対応が必
要。 

・「地域カルテ」の作成過程において、
地域ごとの認知度が低い原因等を分
析し、認知度向上に繋がるよう情報
交換等を行う。（通年） 

鶴見区 

・地域活動協議会の認知度
向上に向け TSURUMIC 
AWARD～広報紙デザイ
ン賞～の開催：１回 

 

・アンケート結果
により地域活動
協議会の認知度
が低く、向上に
向けた取組が必
要である。 

・地域が行うイベントに出向き、地域活
動協議会の活動紹介（通年） 

・TSURUMIC AWARD の開催（下半
期） 

阿倍野区 

・地域カルテに地域活動協
議会の認知度について記
載を行い、地域において
認知度向上に向けた対策
を検討してもらうよう取
り組んだ。 

・区広報紙や区ホームペー
ジによる情報発信を行う
とともに、地域活動協議
会に向けてＩＣＴの活用
にかかる勉強会（２回）を
実施した。 

 

・地域活動協議会
を知らない区民
が多く、認知度
向上に向け、区
広報紙や区ホー
ムページのほ
か、まちづくり
センターによる
紙媒体、ＳＮＳ
を活用し周知活
動を行う必要が
ある。 

 

・地域活動協議会の認知度向上に向け
た支援（通年） 

・地域活動協議会の認知度向上に向け、
区が原因分析及び課題抽出を行い地
域カルテに記録し、地域と情報共有
を行いう。（通年） 

・各地域の課題に応じ、区広報紙や区ホ
ームページによる情報発信を行う。
また、地域活動協議会に向けてＩＣ
Ｔの活用にかかる勉強会を実施し、
効果的に周知活動が実施できるよう
支援する。（通年） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

住之江区 

・区広報紙、ホームページ、
Facebookにおいて、地活
協の活動内容等を周知し
た。 

・各地活協において、中間支
援組織を活用し、ホーム
ページ、Facebookの開設
支援を行った。 

 

 

・地活協の認知度
は低い状況にあ
るため、より効
果的な方法で地
活協の認知度向
上にむけた取組
を行う必要があ
る。 

・区広報紙、ホームページ、Facebook、
ポスター等で、地域活動協議会の活
動内容を周知し知名度向上に向けた
取組を行う。（通年） 

・各地域活動協議会でホームページ、
Facebookの開設などＩＣＴを活用し
た取組が進むよう、中間支援組織を
活用した支援を行う。（通年） 

・地活協が実施するイベント等で、中間
支援組織と連携し地活協の活動紹介
を実施する。（通年） 

住吉区 

・広報紙において地域活動
協議会の紹介（毎月） 

・吉本芸人を活用した認知
度向上のためのポスター
を町会掲示板に掲示 

・区ホームページに地域活
動協議会のページを作成 

・ツイッターにより地域の
イベントを情報発信 

・各地域の地活協
の名前に「○○
地域活動協議
会」と入ってい
ない地域の対応
が必要。 

・地域活動協議会の認知度向上に向け、
「広報すみよし」において、各地域活
動協議会の紹介を掲載する。（毎月）
また、広報版や区のホームページ、ツ
イッターを活用し、各地域活動協議
会の活動を情報発信する。（各地域月
１回） 

東住吉区 

・各地域への訪問・ヒアリン
グによる「地域カルテ」の
作成を支援及び認識の共
有化を図った。 

 

 

・「地域活動協議
会」を知ってい
ると回答した区
民は 20.4％であ
り、認知度は低
い。地域活動へ
の関心が低く、
あまり関わるこ
とが少ない区民
への地域活動の
発信に加えて、
地活協の認知度
向上の取組が必
要。 

・区広報紙、ＨＰなどで、活動の紹介等
は行ってきたが、行事の開催案内も
含め発信し、地活協の活動ごとの広
報支援を打っていくなどの工夫が必
要である。（通年） 

平野区 

・広報紙において「地活協ニ
ュース」として、地域の活
動を毎月掲載した。 

・区役所 Facebookの地域情
報ページで活動の紹介を
行った。 

・地域内部での多
様な広報手法を
実施いただく必
要がある。 

・まちづくりセンターの支援において、
広報研修の実施や手法の提案を行
い、地域による広報の充実を図る。
（通年） 

西成区 

・地域活動協議会の取組に
ついて、区の広報紙やホ
ームページにおいて紹介
した。 

 

 

・地域活動協議会
の理解の深化を
図り、より広く
周知するための
取組を進める必
要がある。 

・地域活動協議会の取組を周知する機
会を増やし、ＳＮＳ等のＩＣＴの活
用についても、中間支援組織を活用
しながら支援を実施する。（通年） 

・地域活動協議会の取組について、区の
広報紙やホームページ等において紹
介するなど、区民の目に触れる機会
を増やす。（通年） 
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柱1-Ⅲ-ア 地域活動協議会への支援 

① 地域の活性化に向けた支援 

取組の実施状況 

取組③「地域活動協議会に期待する準行政的機能の趣旨についての理解度向上」 

 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

北区 

・地域を担当する職員 11名
全員が、ｅラーニングを
受講し、理解度向上に努
めた。 

・今後の地域活動のあり方
を研究・検討するため、ま
ちづくり講演会を９月に
開催した。 

・地域の実情に応
じた地域活動を
自主的に検討
し、実施すると
いったことがで
きていない地域
がある。 

・各地域活動協議会とのミーティング
や会議の場を通して、求められる役
割について説明し、活動の自立を促
していく。（通年） 

・地域を担当する職員全員が、ｅラーニ
ングを受講する。（下期） 

都島区 

・地域を担当する職員 26名
全員を対象に地域活動協
議会についてのｅラーニ
ングを実施した。（６、１
月） 

・運営委員会の場において、
趣旨について説明を行っ
た。 

・フェイスブック･ツィッタ
ーによる情報発信を行う
とともに、広報誌による
地域活動協議会の役割に
ついて情報発信した。（通
年） 

― 

・地域を担当する職員全員が、地域活動
協議会についてのｅラーニングを受
講する。（年１回） 

・ホームページ、ＳＮＳ、広報誌、掲示
板など様々なツールで地域活動協議
会の役割について情報発信する。（通
年） 

福島区 

・地域を担当する職員全員
がｅラーニングを受講し
た。 

・地域活動協議会構成団体
の準行政的機能への認識
が向上するよう、全地域
の予算説明会において周
知を行った。 

・「準行政的機能」
の理解度が地域
活動の実施に直
接影響を与えな
いため、地域が
理解を深める動
機づけが困難で
ある。 

・地域を担当する職員全員が、地域活動
協議会に期待される「準行政機能」の
理解を深めるため、年１回以上ｅラ
ーニングを受講する。（通年） 

・今後も会計説明会等の機会を活用し、
粘り強く周知に努める。（通年） 

此花区 

・地域を担当する職員全員
がｅラーニングを受講し
た。 

・周知用リーフレットを作
成し各地域活動協議会運
営委員会で配布し説明し
た。（９地域） 

・理解してもらう
ために工夫が必
要。 

・地域活動協議会運営委員会で準行政
的機能について説明する。（通年） 

・地域活動協議会に期待されている準
行政的機能について区広報紙やＨＰ
で周知していく。（通年） 

中央区 

・地活協会長会や地活協活
性化セミナー等の場でも
説明を行った。 

・地域を担当する職員全員
がｅラーニングを実施
し、地活協役員会や運営
委員会等の場で準行政的
機能の趣旨について説明
を行った。 

・地域住民への理
解が深まるよう
工夫が必要 

・地域を担当する
職員への準行政
的機能の趣旨に
ついての認識不
足。 

・地域活動協議会に期待する準行政的
機能について、地域活動協議会の役
員や構成団体の方をはじめ地域住民
の理解が深まるよう引き続き機会あ
るごとに積極的に発信する。（通年） 

・地域を担当する職員全員に準行政的
機能の趣旨についてのｅラーニング
を実施するなど、改めて職員の理解
を促進する。（通年） 

西区 

・地域を担当する職員全員
がｅラーニングを受講し
た。 

・地域活動協議会に期待す
る準行政的機能につい
て、地域活動協議会会長
連絡会等を通じて発信し
た。 

・準行政的機能の
意味理解の促進
を図っていく必
要がある。 

・地域活動協議会の準行政的機能や要
件について、地域担当職員にｅラー
ニングを実施する。（上期） 

・地域活動協議会に期待する準行政的
機能について、地域活動協議会会長
連絡会の場で説明する。（上期、下期
１回ずつ） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

港区 

・地域を担当する職員全員
が、ｅラーニングを受験
することで地域活動協議
会の目的等についての理
解を深めた。 
受験率 100％かつ理解
度全員 95点以上 

・全地域活動協議会に出向
き役員や運営委員等に準
行政的機能に関する説明
を行った。 

 

・新たに地域を担
当する職員の地
域活動協議会の
目的等について
の理解 

・地域を担当する職員が地域レポート
を活用して地域への理解を深めると
ともに  ｅラーニングを受験し理解
度を高める。（95点以上）（前期） 

大正区 

・地域を担当する職員全員
が、ｅラーニングを受講
した。 

 

 

― 

・地域の行事や活動への参加、地域の担
い手へのヒアリング等を行うことに
よる地域や地域活動の現状や課題を
把握及び整理（通年） 

・地域活動協議会の運営のための支援
の実施（通年） 

・大正区地域まちづくり実行委員会委
員長会設置運営要綱を基に位置づけ
を明確にしたうえで、区施策への意
見等や、地域が抱える課題や問題に
ついてオフィシャルな協議・議論の
場をしながら、地域の課題解決やま
ちづくりを推進していく。地域まち
づくり実行委員会委員長会で審議・
協議を行う中で、各地域まちづくり
実行委員会が取り組んでいる好事例
を紹介することで、他の地域まちづ
くり実行委員会の活動が活発になる
よう促していく。（５・９・12・３月） 

天王寺区 

・職員全員を対象に、ｅラ
ーニングを実施した。 

・各地域活動協議会の事業
計画・予算及び事業報告・
決算を承認する運営委員
会や役員会に出向き、「準
行政的機能」が求められ
ることについて説明を行
った。 

・準行政的機能を
認識している割
合を高めるた
め、地域がより
理解しやすい説
明が必要であ
る。 

・地域を担当する職員全員を対象に 
ｅラーニングを実施し、職員の理解
を促進する。（下期）１回 

・全地域活動協議会を対象に「準行政的
機能」が求められることの理解が得
られるよう説明の場を設ける。（６
月、２月）随時 

・まちづくりセンターも活用し、「準行
政的機能」が求められることの説明
を行う。（通年）随時 

浪速区 

・職員及び地域活動協議会
の役員や構成団体の方の
理解の深化を図った。 

・地域を担当する職員全員
が ｅラーニングを受講。
（年１回） 

・準行政的機能の
趣旨について理
解度の深化が課
題。 

・地域を担当する職員への理解度の深
化に努める。（通年） 

・とりわけ地域の方に対しては、具体例
を示した理解が深まるような説明に
努めるなど、きめ細やかな働きかけ
を行う。（通年） 

西淀川区 

・地域活動協議会に期待す
る準行政的機能につい
て、地域を担当する職員
全員を対象にｅラーニン
グを実施した。 

・また、地域活動協議会の役
員や構成団体、地域住民
の理解が深まるよう地域
活動協議会会長会などを
活用し、説明した。 

 

・さらに、地域の理
解度が向上する
よう、積極的に
発信する必要が
ある。 

・地域活動協議会会長会や各種団体の
会合、広報紙等を活用し積極的に発
信（通年） 

・地域活動協議会へのヒアリングを実
施（通年） 

・地域を担当する職員全員を対象に 
ｅラーニングを実施（下半期） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

淀川区 

・地域担当職員全員がｅラ
ーニングを受講した。 
（年１回） 

・地域活動協議会意見交換
会等を活用し、準行政的
機能について周知した。 
（年２回） 

・地域活動協議会
の準行政的機能
に対する認知度
が低い。 

・地域活動協議会意見交換会等様々な
機会を活用し、地活協の構成団体に
対して解かりやすく説明しながら理
解度が向上するよう情報発信する。
（通年） 

東淀川区 

・地域を担当する職員全員
が、ｅラーニングを受講 

・地域活動協議会に対して
は、補助金の趣旨説明の
際に実施 

・地域活動協議会
に求められてい
る準行政的機能
に対する認知度
が低い。 

・地域担当連絡会議、地域活動協議会
意見交換会等、様々な機会を活用
し、具体的な事例を交えて解かりや
すく説明しながら理解度が向上する
よう情報発信する。           
（下期） 

東成区 

・地域担当職員で、情報交
換・意見交換等を行う会
議を実施した。（月２回） 

 
・地域を担当する職員の 
ｅラーニング受験率及び
理解度：  
受験率 100％ 
（39名中 39名） 
理解度 79.5％ 
（39名中 31名） 

・受験者のうち約
２割の職員の理
解が不十分であ
る。 

・地域担当職員が、毎月開催される地域
活動協議会等の会議に出席し、理解
度向上に努めるとともに、担当職員
同士での情報共有を行い、理解度促
進につなげる。（通年） 

生野区 

・勉強会の開催（規約につい
て ２回、広報 ８回） 

・地域のブログの更新支援
（17地域） 

・ブロック毎の事務局会議
の開催（概ね毎月１回） 

・地域活動協議会の補助金
の使途を区ホームページ
にて公表 

・地域を担当する職員のｅ
ラーニング受験率及び理
解度：全員受験、理解度平
均 93.4点 

 

・地域活動協議会
に求められてい
る準行政的機能
を認識していな
い同協議会の構
成団体が半数近
くある。 

・地域を担当する職員全員が、ｅラーニ
ングを受講する。（通年） 

・ｅラーニングの受講等を通じて、地域
を担当する職員全員が地域活動協議
会の持つ準行政的機能の趣意およ
び、期待される総意形成機能の趣意
についての理解を深める。（通年） 

旭区 

・地域を担当する職員全員
が、ｅラーニングを受講
した。 

・地域活動協議会連絡会議、
意見交換会及び取組事例
共有会等で説明を継続的
に行うことで理解促進を
図った。 

・準行政的機能の
趣旨についての
理解度が低い。 

・地域活動協議会連絡会議、意見交換会
及び取組事例共有会等で説明を継続
的に行うことで理解促進を図る。（通
年） 

城東区 

・地域担当職員全員による、
ｅラーニングを受講。 

 

 

・職員については、
人事異動等で地
域担当が代わる
ので、引き続き
の取組が必要。 

・職員だけでなく、
地域活動協議会
の役員や構成団
体、地域住民が
認識することが
必要。 

・職員については、引き続き取組を行
う。（通年） 

・地域活動協議会の行事や会議等で準
行政的機能の理解が深まるよう機会
あるごとに積極的に発信する。（通
年） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

鶴見区 

・補助金説明会の場におい
て、理解の促進を図るた
め、準行政的機能の趣旨
について説明を実施。 

 

・アンケートの結
果、準行政的機
能を認識されて
いる割合が低
い。 

・各種会議において準行政的機能の理
解促進を図るためチラシを作成し、
周知する。（通年） 

阿倍野区 

・地域活動協会議に期待す
る準行政的機能につい
て、地域を担当する職員
全員が、理解を深めるた
め、ｅラーニングを受講
した。 

・地域活動協議会補助金説
明会等において、地域活
動協議会に期待される準
行政的機能について説明
を行った。（２回） 

 

 

・地域を担当する
職員の理解度が
目標を下回って
おり、地域活動
協議会に期待す
る準行政的機能
について、情報
提供を行い、さ
らに理解を深め
られるよう取組
を進める。 

・地域活動協会議
の構成団体に対
しても、地域活
動協議会に期待
される準行政的
機能について、
理解が深まるよ
う機会あるごと
に積極的に発信
し、認識しても
らえるよう取り
組む。 

・地域活動協会議に期待する準行政的
機能について、地域を担当する職員
全員が、ｅラーニングを受講し、理解
を深める。（下期） 

・地域活動協会議補助金説明会等の機
会に、準行政機能について役員や構
成団体の方をはじめとする地域住民
の理解を深めるよう積極的に情報発
信する。（年２回） 

住之江区 

・地域担当職員全員がｅラ
ーニングを受講し、全員
が 100点であった。 

・地活協運営マニュアルに
詳細を記載するととも
に、各地活協で開催した
会計説明会において説明
を行った。 

・地活協構成団体
などの準行政的
機能の趣旨につ
いての理解度を
向上させる必要
がある。 

・地域担当職員全員がｅラーニングを
受講する。（下期） 

・地活協会長会、地活協運営委員会など
で、準行政的機能について説明し、地
域住民の理解度向上を図る。（通年） 

住吉区 

・補助金説明会時に準行政
的機能についての説明を
合わせて実施（各地域１
回） 

・地域を担当する職員を対
象にｅラーニングの実施 

 

 

・構成団体の長へ
の説明が必要。 

・地域を担当する
職員への説明が
必要。 

・地域活動協議会の準行政的機能・総意
形成機能についての説明を補助金説
明会と合わせて実施する。（年２回） 

・青少年指導員やＰＴＡなどの会議の
場において説明する。（通年） 

・地域活動協議会に期待する準行政的
機能・総意形成機能についてのｅラ
ーニングを地域を担当する職員に実
施する。（受験率 100％かつ理解度全
員 95点以上）（上期） 

・地域を担当する職員へ準行政的機能・
総意形成機能について説明を行う。
（上期） 

東住吉区 

・地域を担当する職員全員
が、ｅラーニングを受講
した。 

・地域連絡会議や各地域に
おける会議の場などあら
ゆる機会を捉え、理解促
進等を図った。 

 

・地活協の各構成
団体にまで特性
や課題の共有お
らず。認識も十
分ではない、準
行政的機能を認
識している割合
も十分ではな
い。 

・各構成団体が地域に即した支援を受
けることができていると感じるよ
う、実情に応じた支援等を行う。（通
年） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

平野区 

・地域を担当する職員がｅ
ラーニングを実施。 

 

 

・役員変更に伴う
新役員への周知
を行う必要があ
る。 

・地活協運営委員会等の機会に地活協
の意義・趣旨の説明を行う。 
（通年） 

西成区 

・地域を担当する職員全員
が、ｅラーニングを受講
した。 

・地域活動協議会の役員や
構成団体の方をはじめ地
域住民が出席する地域活
動協議会運営委員会や区
役所が実施する説明会等
において、準行政的機能
に関する説明を行った。 

 

・地域における活
動の活性化に向
けた支援（準行
政的機能の趣旨
についての理解
度向上）の取組
を強化する必要
がある。 

・地域を担当する職員全員が、ｅラーニ
ングを受講する。（下期） 

・地域活動協議会の役員や構成団体の
方をはじめ地域住民が出席する地域
活動協議会運営委員会や区役所が実
施する説明会等において、準行政的
機能に関する説明を行うなど、より
理解を得やすい説明を行う等の取組
を進めていく。（年２回） 
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柱1-Ⅲ-ア 地域活動協議会への支援 

       ② 総意形成機能の充実 

目標の達成状況 

目標指標「総意形成機能を認識している地域活動協議会の構成団体の割合」 

目標 

29年度 各地域活動協議会からの推薦を受けた区政会議の委員を選定している区の数 20区（28年度実績 17区）  
30年度 各区において、総意形成機能を認識している団体の割合について前年度以上の比率をめざす 
31年度 各区において、総意形成機能を認識している団体の割合について前年度以上の比率をめざす 

 29年度 
実績 

29年度目標 
の評価 

30年度以降の目標 
（設定・変更等） 

北区 選定している 達成 
30年度 67％ 
31年度 68％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降

の目標を設定する。（29年度実績 66.7％） 

都島区 選定している 達成 
30年度 71％ 
31年度 72％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降

の目標を設定する。（29年度実績 70.9％） 

福島区 選定している 達成 
30年度 48％ 
31年度 49％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降

の目標を設定する。（29年度実績 47.2％） 

此花区 選定している 達成 
30年度 57％ 
31年度 60％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降

の目標を設定する。（29年度実績 53.1％） 

中央区 選定している 達成 
30年度 60％ 
31年度 65％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降

の目標を設定する。（29年度実績 55.7％） 

西区 選定している 達成 
30年度 80％ 
31年度 81％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降

の目標を設定する。（29年度実績 60.1％） 

港区 選定している 達成 
30年度 78％ 
31年度 79％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降

の目標を設定する。（29年度実績 77.5％） 

大正区 
選定している 
 達成 

30年度 61％ 
31年度 62％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降

の目標を設定する。（29年度実績 60.0％） 

天王寺区 選定している 達成 
30年度 57％ 
31年度 60％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降

の目標を設定する。（29年度実績 53.9％） 

浪速区 選定している 達成 
30年度 72％ 
31年度 73％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降

の目標を設定する。（29年度実績 71.7％） 

西淀川区 
選定している 
 

達成 
 

30年度 70％ 
31年度 71％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降

の目標を設定する。（29年度実績 37.4％） 

淀川区 選定している 達成 
30年度 60％ 
31年度 62％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降

の目標を設定する。（29年度実績 58.9％） 
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目標 

29年度 各地域活動協議会からの推薦を受けた区政会議の委員を選定している区の数 20区（28年度実績 17区）  
30年度 各区において、総意形成機能を認識している団体の割合について前年度以上の比率をめざす 
31年度 各区において、総意形成機能を認識している団体の割合について前年度以上の比率をめざす 

 29年度 
実績 

29年度目標 
の評価 

30年度以降の目標 
（設定・変更等） 

東淀川区 選定している 達成 
30年度 68％ 
31年度 71％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降

の目標を設定する。（29年度実績 64.8％） 

東成区 
選定している 

 
達成 

 

30年度 80％ 
31年度 81％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降

の目標を設定する。（29年度実績 79.3％） 

生野区 選定している 達成 
30年度 56％ 
31年度 57％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降

の目標を設定する。（29年度実績 55.8％） 

旭区 選定している 達成 
30年度 50％ 
31年度 60％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降

の目標を設定する。（29年度実績 36.0％） 

城東区 
選定している 
  達成 

30年度 55％ 
31年度 60％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降

の目標を設定する。（29年度実績 48.0％） 

鶴見区 選定している 達成 
30年度 55％ 
31年度 60％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降

の目標を設定する。（29年度実績 52.0％） 

阿倍野区 選定している 達成 
30年度 65％ 
31年度 68％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降

の目標を設定する。（29年度実績 63.1％） 

住之江区 選定している 達成 
 

30年度 65％ 
31年度 68％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降

の目標を設定する。（29年度実績 59.6％） 

住吉区 選定している 達成 
30年度 80％ 
31年度 85％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降

の目標を設定する。（29年度実績 59.1％） 

東住吉区 選定している 達成 
30年度 50％ 
31年度 60％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降

の目標を設定する。（29年度実績 39.5％） 

平野区 選定している 達成 
30年度 63％ 
31年度 64％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降

の目標を設定する。（29年度実績 62.9％） 

西成区 選定している 達成 
30年度 57％ 
31年度 58％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降

の目標を設定する。（29年度実績 55.8％） 
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柱1-Ⅲ-ア 地域活動協議会への支援 

       ② 総意形成機能の充実 

取組の実施状況 

取組①「地域活動協議会の認知度向上に向けた支援（Ⅲ-ア-①（取組②）の再掲）」 

 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

北区 

・通年、区のＨＰやＦＢをは
じめ、広報紙や地域活動
紹介したリーフレットな
どの広報媒体を駆使し
て、地域活動の紹介を行
った。 

・地域活動協議会の広報板
に、地域活動を紹介した
チラシ・ポスターを掲示
し、地域情報を発信した。 

・分譲マンション（366棟）
を対象に、防災の出前講
座の開催を案内し、マン
ション内のコミュニティ
形成を誘導した。 

・地域活動への認
知度が低く、活
動への新たな参
加者が得られ
ず、活動を担う
個人や団体が固
定化されてい
る。 

・通年、区のＨＰやＦＢをはじめ、広報
紙や地域活動紹介したリーフレット
などの広報媒体を駆使して、地域活
動の紹介を行う。（通年） 

・地域活動協議会の広報板に、地域活動
を紹介したチラシ・ポスターを掲示
し、地域情報を発信する。（通年） 

・９割の世帯が共同住宅居住であるこ
とをふまえ、マンションを対象に、防
災講座の開催をはじめ、防災のワー
クショップ運営や防災マニュアルの
策定を支援することで、マンション
内の住民交流を促進し、コミュニテ
ィ形成へと誘導するとともに、地域
活動協議会を紹介する。（通年） 

都島区 

・区広報誌の「わがまち都
島」にて地活協をはじめ
地域活動を連載し、情報
発信した。 

・まちづくりセンターとも
連携して、フェイスブッ
ク･ツィッター、掲示板に
よる地域活動協議会情報
を発信した。 

・周知内容の改善、
地域からの発信
促進が必要。 

・ホームページ、ＳＮＳ、広報誌、掲示
板など様々なツールで、地域活動協
議会の活動を情報発信する。（通年） 

・まちづくりセンターと連携し、地活協
の認知度向上に効果的な発信に取り
組む。（通年） 

福島区 

・地域活動協議会の認知度
向上等を図るため、広報
紙や区のホームページに
おいて活動のＰＲを実施
したほか、地域が自発的
に情報発信できるように
ホームページ開設等を進
める。 

・マンションに住
む単身世帯な
ど、そもそも地
域活動に関心が
薄い住民が一定
数いるため、効
果的な広報活動
を検討する必要
がある。 

・マンションに住む単身世帯などの住
民にも「地域活動協議会」の認知度向
上を図るため、区のホームページや
広報紙で年２回以上ＰＲを行う。（通
年） 

此花区 

・区広報紙において 12月よ
り地域活動協議会事業紹
介の連載をスタートさせ
た。また、各地域の広報紙
発行の支援をした。 

・認知度向上につ
いて引き続き検
討する必要があ
る。 

・地域活動協議会の活動を広報紙で紹
介し認知度向上につなげる。（通年） 

中央区 

・地域活動情報を収集し、区
広報紙や区ホームペー
ジ、Twitter等で情報発信
を行った。 

・地域で作成している地域
活動協議会紹介パンフレ
ットの各種地域行事での
配布や、ホームページや
フェイスブックなどＩＣ
Ｔを活用した情報発信の
取組について、まちづく
りセンターを通じて各地
域活動協議会に働きかけ
た。 

・「地域活動協議
会」という名称
の情報発信不足 

・地域活動情報を収集し、「地域活動協
議会」という名称を前面に出した形
で区広報紙や区ホームページ、
Twitter等で情報発信を行う。（通年） 

・地域で作成している地域活動協議会
紹介パンフレットの各地域行事での
配布や、ホームページやフェイスブ
ックなどＩＣＴを活用した情報発信
について、まちづくりセンターを通
じて引き続き各地域活動協議会に対
し助言する。（通年） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

西区 

・各地域活動協議会の推薦
を受けた区政会議の委員
を選定した。28名 

・地域活動協議会に対して
広報紙作成等の支援を実
施。 

・各地域活動協議会の認知
度を測定し各地域・まち
づくりセンターと連携し
課題を抽出し地域カルテ
に反映し効果的な支援を
行った。 

 

 

・区民モニターア
ンケート結果で
は 53％の認知度
（知っている
29.5％、聞いた
こ と が あ る
23.5％）となっ
ているが、市政
モニターアンケ
ート結果では
17.9％となって
おり、まだまだ
認知度が低いこ
とから、引き続
き、区の広報媒
体等をかつよう
して周知を図る
必要がある。 

・地域活動協議会の認知度を測定し、各
地域、まちづくりセンターと連携し
て課題を抽出して地域カルテを更新
していく。（通年） 

港区 

・各地域の地域課題等につ
いてヒアリングを実施
し、地域活動協議会の認
知度向上に向けて地域実
情にあった広報活動の実
施を働きかけ、その方策
について地域レポートに
まとめるよう支援を行っ
た。 

・地域活動情報を収集し、区
広報紙や区ホームペー
ジ、Twitter等で情報発信
を行った。 

・地域が作成した地域活動
協議会新聞を区役所での
配架や区のＨＰでの紹介
を行った。 

― 

・まちづくりセンターと連携し、地域活
動協議会の認知度が低い原因を分析
したうえで、地域実情にあった手法
を検討し、認知度向上のための方策
を支援する。（通年） 

大正区 

・幅広い世代の住民の地域
活動への参加・参画を促
すため、事業の効果的な
実施を支援 

・多様な地域活動との連携・
協働に向けたネットワー
クづくりへの助言・指導 

 

 

― 

・地域活動協議会の自律運営にかかる
積極的支援 

・地域団体間の連携・協働に向けた支援
や、開かれた組織運営、会計等の透明
性確保に向けた助言・指導  

・地域における担い手確保や人材育成
等への助言・指導 

・幅広い世代の住民の地域活動への参
加・参画を促すため、事業の効果的な
実施を支援 

・多様な地域活動との連携・協働に向け
たネットワークづくりへの助言・指
導 

（以上通年） 

天王寺区 

・各地域において、地域活動
協議会が認知されるよう
市広報板等を活用した地
域活動協議会紹介ポスタ
ーの掲示や区広報紙によ
る地域活動協議会紹介を
行なうとともに、地域に
対して効果的な広報方法
を支援した。 

 

・地域活動協議会
の認知度を高め
るため、より
様々な手法によ
り広報を行う必
要がある。 

・区広報紙を活用して地域活動協議会
の各種活動を紹介する。10回（通年） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

浪速区 

・催事（防災訓練等）実施の
告知及び成果・報告を広
報紙やホームページ等
様々な広報媒体を用いて
広く周知した。 

・活動目的・内容の
周知の不足と、
地域コミュニテ
ィ参画の端緒づ
くりが課題。 

・広報媒体を有効に活用するとともに、
対象を転入者に絞り込む等、効率的・
効果的な周知の仕組み作りと、コミ
ュニティ参画へつながる仕掛け作り
を検討し（上期）、実行（中下期）す
る。 

西淀川区 

・認知度向上に向けて、各種
広報やＳＮＳ等の立ち上
げなど効果的な支援を行
った。 

 

・さらに、地域活動
協議会の認知度
が低い原因を分
析したうえで課
題を抽出し、地
域カルテに記録
していく必要が
ある。 

・地域活動協議会の認知度が低い原因
を分析したうえで課題を抽出し、地
域カルテに記録するとともに、認知
度向上に向けてＳＮＳ等の立ち上げ
など効果的な支援を行う。（通年） 

淀川区 

・中間支援組織（まちづくり
センター等）と連携し、淀
川区役所ＨＰ、ＳＮＳ、地
域の掲示板、まちセン通
信等あらゆる広報媒体を
活用して、地域活動協議
会の認知度向上に資する
情報発信を行った。（18地
域） 

・区役所１階に「地域情報コ
ーナー」という専用の配
架棚を設け地域行事等の
チラシを随時配布した。 

 

・地域活動協議会
に対する区民の
認知度が低い。  

・地域活動協議会の意義や活動内容に
ついて、区広報誌やＨＰ、地域の広報
紙や地域ＦＢ等、多様な広報媒体を
活用し、情報発信を行う。（通年） 

・区役所１階に「地域情報コーナー」と
いう専用の配架棚を設け地域行事等
のチラシを随時配布する。（通年）   

東淀川区 

・地域活動協議会の活動を
各種媒体により広報し、
地域活動協議会の活動に
参加していない住民や団
体、区外からの転入者に
対し、活動の参加を呼び
かけた。（広報紙、区ＨＰ
トップページと地域活動
協議会ＨＰのリンク、フ
ェイスブック、地域活動
協議会パンフレットの転
入者パック封入等） 

・認知度向上に有効な手法
分 析のためのアンケー
トの実施 

 

― 

・地域活動協議会の活動を各種媒体に
より広報し、地域活動協議会の活動
に参加していない住民や団体、区外
からの転入者に対し、活動の参加を
呼びかける。（広報紙、区ＨＰトップ
ページと地域活動協議会ＨＰのリン
ク、フェイスブック、地域活動協議会
パンフレットの転入者パック封入
等）（通年） 

・認知度向上に有効な手法分析のため
のアンケートの実施（通年） 

東成区 

・地域活動協議会の認知度
向上に向けて、様々な広
報媒体を利用し活動内容
を情報発信した。 

 

 

・地域活動協議会
の認知度向上に
は、地域が自ら
情報発信する必
要がある。 

・各地域自らが情報発信できるよう支
援を行う。（通年） 

生野区 

・まちづくりセンターの
Facebookを通じて、各地
域活動協議会の取組の紹
介等 

 

― 

・ホームページやＳＮＳにより効果的
に情報発信する。（通年） 

旭区 
・若い世代やマンション住
民などこれまで地域活動
への関わりが薄かった人

・地域活動協議会
の認知度が低
い。 

・広報紙特集号の活用など、積極的に情
報発信を行う。（11月） 

・区内官公署施設を活用し、区民の方の
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

たちをはじめ、あらゆる
世代を対象として、地域
活動協議会の活動情報
を、ＳＮＳ等を利用して
積極的に発信した。 

・取組事例共有会を通じて、 
課題を共有し、効果的な
支援を行った。 

 

目に触れる場所に情報発信コーナー
等を設置する。（通年） 

・区内広報板なども活用する。（通年） 

城東区 

・区広報誌やホームページ、
区ツイッターで、地域活
動協議会の活動状況等の
情報発信を行った。 

・地域活動協議会の活動状
況や認知度の向上を図る
ため、各地域活動協議会
の広報誌の作成支援を行
うとともに、区役所庁舎
内に広報誌を配架し、誰
でもが活動状況が分かる
よう支援を行った。 

 

・地域の側におい
ても、認知度向
上に向けた積極
的な対応が必
要。 

・「地域カルテ」の作成過程において、
地域ごとの認知度が低い原因等を分
析し、認知度向上に繋がるよう情報
交換等を行う。（通年） 

鶴見区 

・ 地域活動協議会の認知度
向上に向け TSURUMIC 
AWARD～広報紙デザイ
ン賞～開催：１回 

・アンケート結果
により地域活動
協議会の認知度
が低く、向上に
向けた取組が必
要である。 

・地域が行うイベントに出向き、地域活
動協議会の活動紹介（通年） 

・TSURUMIC AWARD の開催（下半
期） 

阿倍野区 

・地域カルテに地域活動協
議会の認知度について記
載を行い、地域において
認知度向上に向けた対策
を検討してもらうよう取
り組んだ。 

・区広報紙や区ホームペー
ジによる情報発信を行う
とともに、地域活動協議
会に向けてＩＣＴの活用
にかかる勉強会（２回）を
実施した。（地域） 

 

 

・地域活動協議会
を知らない区民
が多く、認知度
向上に向け、区
広報紙や区ホー
ムページのほ
か、まちづくり
センターによる
紙媒体、ＳＮＳ
を活用し周知活
動を行う必要が
ある。 

・地域活動協議会の認知度向上に向け
た支援（通年） 

・地域活動協議会の認知度向上に向け、
区が原因分析及び課題抽出を行い地
域カルテに記録し、地域と情報共有
を行う。（通年） 

・各地域の課題に応じ、区広報紙や区ホ
ームページによる情報発信を行う。
また、地域活動協議会に向けてＩＣ
Ｔの活用にかかる勉強会を実施し、
効果的に周知活動が実施できるよう
支援する。（通年） 

住之江区 

・区広報紙、ホームページ、
Facebookにおいて、地活
協の活動内容等を周知し
た。 

・各地活協において、中間支
援組織を活用し、ホーム
ページ、Facebookの開設
支援を行った。 

 

 

・地活協の認知度
は低い状況にあ
るため、より効
果的な方法で地
活協の認知度向
上にむけた取組
を行う必要があ
る。 

・区広報紙、ホームページ、Facebook、
ポスター等で、地域活動協議会の活
動内容を周知し知名度向上に向けた
取組を行う。（通年） 

・各地域活動協議会でホームページ、
Facebookの開設などＩＣＴを活用し
た取組が進むよう、中間支援組織を
活用した支援を行う。（通年） 

・地活協が実施するイベント等で、中間
支援組織と連携し地活協の活動紹介
を実施する。（通年） 

住吉区 

・広報紙において地域活動
協議会の紹介（毎月） 

・吉本芸人を活用した認知
度向上のためのポスター
を町会掲示板に掲示 

・各地域の地活協
の名前に「○○
地域活動協議
会」と入ってい
ない地域の対応

・地域活動協議会の認知度向上に向け、
「広報すみよし」において、各地域活
動協議会の紹介を掲載する。(毎月)ま
た、広報版や区のホームページ、ツイ
ッターを活用し、各地域活動協議会
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

・区ホームページに地域活
動協議会のページを作成 

・ツイッターにより地域の
イベントを情報発信 

 

が必要。 の活動を情報発信する。（各地域月１
回） 

東住吉区 

・各地域への訪問・ヒアリン
グによる「地域カルテ」の
作成を支援及び認識の共
有化を図った。 

 

 

・認知度は低い。地
域活動への関心
が低く、あまり
関わることが少
ない区民への地
域活動の発信に
加えて、地活協
の認知度向上の
取組が必要。 

・区広報紙、ＨＰなどで、活動の紹介等
は行ってきたが、行事の開催案内も
含め発信し、地活協の活動ごとの広
報支援を打っていくなどの工夫が必
要である。（通年）※適宜 

平野区 

・広報紙において「地活協ニ
ュース」として、地域の活
動を毎月掲載した。 

・区役所 Facebookの地域情
報ページで活動の紹介を
行った。 

 

・地域内部での多
様な広報手法を
実施いただく必
要がある。 

・まちづくりセンターの支援において、
広報研修の実施や手法の提案を行
い、地域による広報の充実を図る。
（通年） 

西成区 

・地域活動協議会の取組に
ついて、区の広報紙やホ
ームページ等において周
知を行った。 

 

 

・地域における活
動の活性化に向
けた支援の取組
を強化する必要
がある。 

・地域活動協議会の取組を周知する機
会を増やし、ＳＮＳ等のＩＣＴの活
用についても、中間支援組織を活用
しながら支援を実施する。（通年） 

・地域活動協議会の取組について、区の
広報紙やホームページ等において紹
介するなど、区民の目に触れる機会
を増やす。（通年） 
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柱1-Ⅲ-ア 地域活動協議会への支援 

② 総意形成機能の充実 

取組の実施状況 

取組②「地域活動協議会に期待する総意形成機能の趣旨についての理解度向上」 

 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

北区 

・地域活動協議会に期待す
る総意形成機能の趣旨に
ついての理解度向上に向
け、携わる職員 11名の資
質向上のためｅラーニン
グ実施した。 

・地域課内でのミーティン
グの回数を増やすこと
で、課内連携を強化し、職
員の理解度を高めた。 

― 

・地域活動協議会に期待する総意形成
機能の趣旨についての理解度向上に
向け、携わる職員の資質向上のため
ｅラーニング実施する。（下期） 

・地域課内でのミーティングの回数を
増やすことで、課内連携を強化し、職
員の理解度を高める。（通年） 

都島区 

・地域活動協議会の総意形
成機能や要件について、
地域を担当する職員を対
象にｅラーニングを実施
した。 

・まちづくりセンターとも
連携して、フェイスブッ
ク･ツィッター、掲示板に
よる地域活動協議会情報
を発信した。 

― 

・地域活動協議会の総意形成機能や要
件について、地域担当職員にｅラー
ニングを実施する。（年１回） 

・ホームページ、ＳＮＳ、広報誌、掲示
板など様々なツールで、地域住民に
情報発信する。（通年） 

福島区 

・地域を担当する職員全員
が、ｅラーニングを受講
した。 

・地域活動協議会に期待す
る総意形成機能につい
て、地域に情報発信した。 

― 

地域活動協議会に期待する総意形成機
能の趣旨についての理解度向上等のた
め、以下について取り組む。（以下通年） 
・地域を担当する職員全員が、年１回以
上ｅラーニングを受講する。 

・地域活動協議会に期待する総意形成
機能について、年１回以上地域に情
報発信する。 

 

此花区 

・周知用リーフレットを作
成し各地域活動協議会運
営委員会で配布し説明し
た。(９地域) 

・理解してもらう
ために工夫が必
要。 

・地域活動協議会運営委員会で総意形
成機能について説明する。（通年） 

・地域活動協議会に期待されている準
行政的機能について区広報紙やＨＰ
で周知していく。（通年） 

 

中央区 

・地域を担当する職員全員
がｅラーニングを実施
し、地活協役員会や運営
委員会等の場で総意形成
機能の趣旨について説明
を行った。 

・地活協会長会や地活協活
性化セミナー等の場でも
説明を行った。 

 

・地域住民への理
解が深まるよう
工夫が必要。 

・地域を担当する
職員への準行政
的機能の趣旨に
ついての認識不
足。 

・地域活動協議会に期待する総意形成
機能について、地域活動協議会の役
員や構成団体の方をはじめ地域住民
の理解が深まるよう引き続き機会あ
るごとに積極的に発信する。（通年） 

・地域を担当する職員全員に準行政的
機能の趣旨についてのｅラーニング
を実施するなど、改めて職員の理解
を促進する。（通年） 

西区 

・地域を担当する職員全員
がｅラーニングを受講し
た。 

・地域活動協議会に期待す
る総意形成機能につい
て、地域活動協議会会長
連絡会等を通じて発信し
た。 

・総意形成機能の
意味理解の促進
を図っていく必
要がある。 

・地域活動協議会の総意形成機能や要
件について、地域担当職員にｅラー
ニングを実施する。（上期） 

・地域活動協議会に期待する総意形成
機能について、地域活動協議会会長
連絡会の場で説明する。（上期、下期
１回ずつ） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

港区 

・地域を担当する職員全員
が、ｅラーニングを受講
することで地域活動協議
会の目的等についての理
解を深めた。 
受験率 100％かつ理解

度全員 95点以上 
・全地域活動協議会に出向
き役員や運営委員等に総
意形成機能に関する説明
を行った。 

 

・新たに地域を担
当する職員の地
域活動協議会の
目的等について
の理解。 

・地域を担当する職員が地域レポート
を活用して地域への理解を深めると
ともに  ｅラーニングを受験し理解
度を高める。（95点以上）（前期） 

大正区 

・地域の行事や活動への 
参加 

・地域の主体的な連携・協働
の取組に必要な支援の実
施 

 

 
― 

・地域の行事や活動への参加、地域の担
い手へのヒアリング等を行うことに
よる地域や地域活動の現状や課題を
把握及び整理 

・地域の主体的な連携・協働の取組に必
要な支援の実施 

・地域活動協議会の運営のための支援
の実施 

・地域だけでは解決できない課題につ
いて、その課題解決に向けての地域
と協働した取組 

（以上通年） 
 

天王寺区 

・地域を担当する職員全員
を対象にｅラーニングの
実施などにより改めて職
員の理解を促進した。 

・全地域活動協議会を対象
にした補助金説明会や各
地域活動協議会の運営委
員会や役員会の場に出向
き総意形成機能の理解が
深まるよう説明を行なっ
た。 

 

・「総意形成機能」
という言葉の意
味が理解され難
く、解り易く伝
える必要があ
る。 

・地域を担当する職員全員を対象にｅ
ラーニングを実施し、職員の理解を
促進する。（下期）１回 

・全地域活動協議会を対象に「総意形成
機能」が期待されていることの理解
が得られるよう説明の場を設ける。
（６月、12月）随時 

・まちづくりセンターも活用し、「総意
形成機能」が期待されていることの
説明を行う。（通年）随時 

浪速区 

・各地域活動協議会から推
薦を受けた区政会議の委
員を選定した。 

・地域を担当する職員全員
が ｅラーニングを受講。
（年１回） 

 

・総意形成機能の
趣旨について理
解度の深化が課
題。 

・地域活動協議会の役員や構成団体の
方をはじめ地域住民の理解が深まる
よう機会をとらまえて積極的に情報
発信する。（通年） 

・地域を担当する職員全員を対象に ｅ
ラーニングを実施。（年１回） 

西淀川区 

・地域活動協議会が総意形
成機能を期待されている
ことや、そのために必要
な要件について、地域を
担当する職員全員を対象
にｅラーニングの実施な
どにより改めて職員の理
解を促進した。 

・地域活動協議会の役員や
構成団体、地域住民の理
解が深まるよう地域活動
協議会会長会などを活用
し、説明した。 

 

・さらに、地域の理
解度が向上する
よう、積極的に
発信する必要が
ある。 

・地域活動協議会会長会や各種団体の
会合、広報紙等を活用し積極的に発
信（通年） 

・地域活動協議会へのヒアリングを実
施（通年） 

・地域を担当する職員全員を対象にｅ
ラーニングを実施（下半期） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

淀川区 

・地域担当職員全員がｅラ
ーニングを受講した。 

・地域事業や地活協意見交
換会などの機会を活用
し、役員をはじめ地域住
民の理解が深まるよう、
積極的に情報発信した。 

 

― 

・地域担当職員全員がｅラーニングを
受講する。（通年） 

・地域事業や地活協意見交換会などの
機会を活用し、役員をはじめ地域住
民の理解が深まるよう、積極的に情
報発信する。（通年） 

東淀川区 

（地域活動協議会を中心と
した地域活動への支援） 

・地域活動協議会の機能や
役割(総意形成機能等）の
周知普及を補助金の趣旨
説明の際に実施。 

 
（地域担当制による協働の
まちづくり） 

・地域を担当する職員全員
が、地域活動協議会の機
能・役割(総意形成機能
等）についてのｅラーニ
ングを受講するほか、地
域担当連絡会議の際にも
趣旨を説明し、理解を促
進。 

 

― 

（地域活動協議会を中心とした地域活
動への支援） 

・地域活動協議会の機能や役割(総意形
成機能等）の周知普及を補助金の趣
旨説明の際に実施する。（通年） 

 
（地域担当制による協働のまちづく
り） 

・地域を担当する職員全員が、地域活動
協議会の機能・役割(総意形成機能等）
についてのｅラーニングを受講する
ほか、地域担当連絡会議の際にも趣
旨を説明し、理解を促進する。 

 （下半期） 

東成区 

・地域を担当する職員が毎
月開催される地域活動協
議会等の会議に出席し、
理解度向上に努めた。 

 
○地域を担当する職員の 
ｅラーニング受験率及び
理解度：受験率 100％ 

（39名中 39名） 
理解度 82.1％ 
（39名中 32名） 

 

・受験者のうち約
２割弱の職員の
理解が不十分で
ある。 

・地域を担当する職員で、情報共有を行
い、理解度促進につなげる。（通年） 

生野区 

・地域を担当する職員の 
ｅラーニング受験率及び
理解度：全員受験、理解度
平均 93.4点 

 

 

・人事異動などに
より、キャリア
が短い職員がい
る。日常の業務
で、あまり地域
活動協議会と接
触する機会がな
い。 

 

・地域を担当する職員全員がｅラーニ
ングを受講する。（下期） 

・ｅラーニングの受講等を通じて、地域
を担当する職員全員が、地域活動協
議会の持つ準行政的機能の趣意およ
び期待される総意形成機能の趣意に
ついての理解を深める。（通年） 

旭区 

・地域を担当する職員全員
が、ｅラーニングを受講
した。 

・地域活動協議会連絡会議、
意見交換会及び取組事例
共有会等で説明を継続的
に行い、理解促進を図っ
た。 

 
 

・総意形成機能の
趣旨についての
理解度が低い。 

・地域活動協議会連絡会議、意見交換会
及び取組事例共有会等で説明を継続
的に行うことで理解促進を図る。（通
年） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

城東区 

・地域担当職員全員による、
ｅラーニングを受講。 

 

 

・職員については、
人事異動等で地
域担当が代わる
ので、引き続き
の取組が必要。 

・職員だけでなく、
地域活動協議会
の役員や構成団
体、地域住民が
認識することが
必要。 

 

・職員については、引き続き取組を行
う。（通年） 

・地域活動協議会の行事や会議等で総
意形成機能の理解が深まるよう機会
あるごとに積極的に発信する。（通
年） 

鶴見区 

・理解の促進を図るため、総
意形成機能の趣旨の説明
を実施：１回（補助金説明
会の場） 

・アンケートの結
果、総意形成機
能を認識されて
いる割合が低
い。 

 

・各種会議において総意形成機能の理
解促進を図るためチラシを作成し、
周知する。（通年） 

阿倍野区 

・地域活動協会議に期待す
る総意形成機能につい
て、地域を担当する職員
全員が理解を深めるた
め、ｅラーニングを受講
した。 

・地域活動協議会補助金説
明会等において、地域活
動協議会に期待される総
意形成機能について説明
を行った。（１回） 

 

 

・地域を担当する
職員の理解度が
目標を下回って
おり、地域活動
協議会の総意形
成機能につい
て、情報提供を
行い、さらに理
解を深められる
よう取組を進め
る。 

・地域活動協会議
の構成団体に対
しても、地域活
動協議会の総意
形成機能につい
て、理解が深ま
るよう機会ある
ごとに積極的に
発信し、理解を
深めてもらえる
よう取り組む。 

 

・地域活動協会議に期待する総意形成
機能について、地域を担当する職員
全員が、ｅラーニングを受講し、理解
を深める。（下期） 

・地域活動協会議補助金説明会等の機
会に、総意形成機能の趣旨について
役員や構成団体の方をはじめとする
地域住民の理解を深めるよう積極的
に情報発信する。（通年） 

住之江区 

・地域担当職員全員がｅラ
ーニングを受講し、全員
が 100点であった。 

・地活協運営マニュアルに
詳細を記載するととも
に、各地活協で開催した
会計説明会において説明
を行った。 

 

・地活協構成団体
などの総意形成
機能の趣旨につ
いての理解度を
向上させる必要
がある。 

・地域担当職員全員がｅラーニングを
受講する。（下期） 

・地活協会長会、地活協運営委員会など
で、総意形成機能について説明し、地
域住民の理解度向上を図る。（通年） 

住吉区 

・地域を担当する職員を対
象にｅラーニングの実施 

 

 

・地域を担当する
職員への説明が
必要。 

・地域活動協議会に期待する準行政的
機能・総意形成機能についてのｅラ
ーニングを地域を担当する職員に実
施する。（受験率 100％かつ理解度全
員 95点以上）（上期） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

東住吉区 

・地域を担当する職員全員
が、ｅラーニングを受講
する。 

・地域連絡会議や各地域に
おける会議の場などあら
ゆる機会を捉え、理解促
進等を図った。 

― 

・地域を担当する職員全員が、ｅラーニ
ングを受講する。（下期） 

・地域連絡会議や各地域における会議
の場などあらゆる機会を捉え、理解
促進等を図る。（通年） 

平野区 

・地域を担当する職員が 
ｅラーニングを実施。 

 

 

・役員変更に伴う
新役員への周知
を行う必要があ
る。 

・地活協運営委員会等の機会に地活協
の意義・趣旨の説明を行う。（通年） 

西成区 

・地域活動協議会への総意
形成機能についての理解
度を向上させるため、説
明会等において周知を行
った。 

・地域を担当する職員全員
が、ｅラーニングを受講
した。 

 

・地域における総
意形成機能の充
実の取組を強化
する必要があ
る。 

・地域活動協議会への総意形成機能に
ついての理解度を向上させるため、
説明会等においてより理解を得やす
い説明を行う。（年２回） 

・地域を担当する職員全員が、ｅラーニ
ングを受講する。（下期） 
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柱1-Ⅲ-ア 地域活動協議会への支援 

② 総意形成機能の充実 

取組の実施状況 

取組③「総意形成機能を発揮するために備えておくべき要件の確認など」 

 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

北区 
・補助金要綱を見直し、改正
を行った。 

 
― 

・地活協認定要綱や補助金要綱を定期的
に見直し、必要に応じて改正を行う。
（下期） 

都島区 

・地域活動協議会運営委員
会にて確認や説明を行う
とともに、アンケート実
施に応じて助言を行っ
た。 

― 

・地域活動協議会運営委員会などにおい
て、用件を満たしているかの確認を定
期的に行うとともに、必要に応じて助
言・指導を行う。（９地域）（通年） 

福島区 

・地域活動協議会構成団体
の総意形成機能への認識
が向上するよう、予算説
明会において周知を行っ
た。 

― 

・地域活動協議会が総意形成機能を発揮
するために備えておくべき要件につい
て年１回以上確認する。（通年） 

此花区 

・周知用リーフレットを作
成し各地域活動協議会運
営委員会で配布し説明し
た。(９地域) 

・理解してもらう
ために工夫が必
要。 

・地域活動協議会運営委員会で総意形成
機能について説明する。（通年） 

・地域活動協議会に期待されている準行
政的機能について区広報紙やＨＰで周
知していく。（通年） 

中央区 

・各地域活動協議会が総意
形成機能を発揮するため
に備えておくべき要件を
満たしているか、補助金
申請時や実績報告時等に
確認を行った。 

 

・総意形成機能を
発揮するために
備えておくべき
要件について、
地活協役員の認
識向上に向けた
取組が必要。 

・必要な要件について、各地活協役員会
や運営委員会、地活協会長会や補助金
説明会等の機会を通じて周知徹底を図
り、補助金申請時や実績報告時等に確
認を行う。（通年） 

西区 

・地域を担当する職員全員
がｅラーニングを受講し
た。 

・地域活動協議会に期待す
る総意形成機能につい
て、地域活動協議会会長
連絡会等を通じて発信し
た。 

・総意形成機能の
意味理解の促進
を図っていく必
要がある。 

・地域を担当する職員全員がｅラーニン
グを受講する。（上期） 

・地域活動協議会に期待する総意形成機
能について、地域活動協議会会長連絡
会等を通じて発信する。（上期、下期１
回ずつ） 

港区 

・全地域活動協議会に対し
て総意形成機能を発揮す
るために備えておくべき
要件の確認を実施 

― 

・地域を担当する職員が、地域活動協議
会の役員や構成団体に総意形成機能を
期待されていることの説明を行い、そ
の機能を発揮するために備えておくべ
き要件の確認を行う。（通年） 

大正区 

・地域活動協議会の運営の
ための支援を実施した。 

・地域だけでは解決できな
い課題について、その課
題解決に向けての地域と
協働した取組を行った。 

・各地域担当間、各課を横断
した情報共有及び課題解
決方策の検討を行うため
の地域情報連絡会を定期
的に開催した。併せて、地
域の意見集約の機会や地
域への情報提供の頻度に
ついても確認を行った。 

 

― 

・市や区の制度、事業、予算など、地域の
活動に役立つ情報の提供 

・地域の主体的な連携・協働の取組に必
要な支援の実施 

・地域活動協議会の運営のための支援の
実施 

・地域だけでは解決できない課題につい
て、その課題解決に向けての地域と協
働した取組 

・各地域担当間、各課を横断した情報共
有及び課題解決方策の検討を行うため
の地域情報連絡会を定期的に開催す
る。併せて、地域の意見集約の機会や
地域への情報提供の頻度についても確
認を行う。 

（以上通年） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

天王寺区 

・各地域活動協議会の事業
計画・予算を承認する運
営委員会に出席し、総意
形成機能を発揮するため
の要件が備えられている
か確認を行なった。 

― 

・総意形成機能を発揮するために備えて
おくべき要件を満たしているか確認を
行う。（６月、２月） 

浪速区 

・各地域活動協議会から推
薦を受けた区政会議の委
員を選定した。 

・全地域活動協議会におい
て「地域カルテ」を作成し
た。 

 

・備えておくべき
要件の定期的な
確認・検証が課
題。 

・各地域活動協議会が、総意形成機能を
発揮するために備えておくべき要件を
満たしているかを「地域カルテ」等を
用いて定期的に確認・検証し、必要に
応じて関係規定の整備などを行う。（通
年） 

西淀川区 

・総意形成機能を発揮する
ため地域活動協議会にお
いて、総意形成機能を発
揮するために備えておく
べき要件を満たしている
かについては、中間支援
組織を通じて、運営委員
会等の場で確認を行っ
た。 

 

・ヒアリングを実
施するなど、個
別に、確認する
必要がある。 

・地域活動協議会へのヒアリングを実
施。（通年） 

淀川区 

・地域会議で住民同士が意
見を調整し、総意として
意思決定が行われ、決定
内容が責任をもって周知
されているか、地域担当
が情報収集を行った。 

 

・備えておくべき
要件が満たされ
るよう、地域活
動協議会への支
援を継続する必
要がある。 

・地域会議で住民同士が意見を調整し、
総意として意思決定が行われ、決定内
容が責任をもって周知されているか、
地域担当が情報収集を継続して行う。
（通年） 

東淀川区 

・地域活動協議会が開催す
る運営委員会などに職員
が参加し、備えておくべ
き要件について確認。 

 

― 

・地域活動協議会が開催する運営委員会
などに職員が参加し、備えておくべき
要件について確認する。（通年） 

東成区 

・地域を担当する職員が、毎
月開催される地域活動協
議会等の会議に出席し内
容の確認を行った。 

・地域担当職員に
より住民への情
報発信にばらつ
きがある。 

・地域担当職員の住民への情報発信力を
高めることができるよう、地域担当職
員への定期的な情報提供を行う。（毎
月） 

生野区 

・勉強会の開催（規約につい
て ２回、広報 ８回） 

・地域のブログの更新支援
（17地域） 

・ブロック毎の事務局会議
の開催（概ね毎月１回） 

・地域活動協議会の補助金
の使途を区ホームページ
にて公表 

 

・地域活動協議会
に求められてい
る準行政的機能
を認識していな
い同協議会の構
成団体が半数近
くある。 

・地域活動協議会に対し、より民主的に
開かれた組織運営と会計の透明性の確
保を中心に、自立した地域運営ができ
るよう中間支援組織と連携して引き続
き支援する。（通年） 

旭区 

・地域活動協議会連絡会議、
意見交換会及び取組事例
共有会等で説明を継続的
に行うことで理解促進を
図った。 

 

 

・総意形成機能を
発揮するために
備えておくべき
要件についての
理解度が低い。 

・必要な要件について理解促進が図れる
よう、地域活動協議会連絡会議、意見
交換会及び取組事例共有会等で説明を
継続的に行う。（通年） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

城東区 

・地域活動協議会の総会等
に地域担当職員が出席
し、開催状況の確認を行
うとともに、あらためて
認定要件等の確認を行っ
た。 

 

・役員の交代等に
より、理解の相
違が生じること
のないような対
応が必要。 

・引き続き、認定要件等について確認を
行い、理解の相違が生じないような対
応を行う。（通年） 

鶴見区 

・運営委員会において、定期
的に確認をし、必要に応
じて助言・指導を実施。 

 

・定期的に確認を
行っているもの
の、地域の総意
形成機能につい
ての理解度は低
い。 

・各種会議において要件の確認の重要性
の理解促進を図るためチラシを作成
し、周知する。（通年） 

阿倍野区 

・地域活動協議会補助金説
明会等において、備えて
おくべき要件やその確認
を行うための書類等につ
いて、情報提供を行った。
（１回） 

 

― 

・各地域活動協議会に対して要件の確認
を行う。（下期） 

・関係規定の整備など必要に応じて支援
を行う。（通年） 

住之江区 

・地活協が備えておくべき
要件について、規約、活動
状況、運営委員会の運営
方法や議事録により、一
部を除き満たしているこ
とを確認した。 

 

・地活協が意思決
定した内容を、
地域住民に説明
するための支援
を行う必要があ
る。 

・地活協認定要件確認時に合わせて、総
意形成機能を発揮するために備えてお
くべき要件を満たしているか確認す
る。（上期） 

・また、地活協が意思決定した内容・経
緯等について、地活協の広報紙・ホー
ムページ、市民活動ポータルサイトな
どで公開できるよう、中間支援組織と
連携し支援を行う。（通年） 

住吉区 

・補助金説明会時に総意形
成機能を発揮するために
備えておくべき要件につ
いて説明。（全 12地域） 

 

・構成団体の長が
改選等で変わる
ので毎年説明が
必要。 

・地域活動協議会の準行政的機能・総意
形成機能、備えておくべき要件につい
ての説明を補助金説明会と合わせて実
施する。（年２回） 

東住吉区 

・各地域への訪問・ヒアリン
グによる「地域カルテ」の
作成支援及び認識共有化 

 
― 

・各地域への訪問・ヒアリングによる「地
域カルテ」の作成支援及び認識共有化
（通年） 

平野区 

・運営委員会への参加等を
通じて、状況の確認を行
った。 

 

・役員改選により、
新役員へ趣旨説
明等を改めてす
る必要がある。 

・引き続き運営委員会への参加等により
状況確認を行いながら、要件などの周
知を行う。（通年） 

西成区 

・各地域活動協議会の規約
に基づき、運営委員会等
において総意形成を行っ
ているかを行政として議
事録等により確認を行
い、必要に応じて、各地域
活動協議会へ支援を行っ
た。 

 

― 

・各地域活動協議会の規約に基づき、運
営委員会等において総意形成を行って
いるかを行政として議事録等により確
認を行い、必要に応じて、各地域活動
協議会へ支援を行う。（通年） 
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柱1-Ⅲ-イ 多様な主体のネットワーク拡充への支援 

目標の達成状況 

目標指標「各区において、新たに地域活動協議会とＮＰＯ及び企業等とが連携した取組を行った件数」  

目標 

29年度 各区５件 
30年度 各区５件 
31年度 各区５件 

 29年度 
実績 

29年度目標 
の評価 

30年度以降の目標 
（設定・変更等） 

北区 16件 達成 変更なし 
（理由）予定通りに取組が進捗しているため。 

都島区 13件 達成 変更なし 
（理由）予定通りに取組が進捗しているため。 

福島区 10件 達成 変更なし 
（理由）予定通りに取組が進捗しているため。 

此花区 ７件 達成 変更なし 
（理由）予定通りに取組が進捗しているため。 

中央区 ８件 達成 変更なし 
（理由）予定通りに取組が進捗しているため。 

西区 ０件 未達成 
変更なし 
（理由）29年度目標には到達していないが、30年度目標に向けて引

き続き取り組んでいくため。 

港区 ８件 達成 変更なし 
（理由）予定通りに取組が進捗しているため。 

大正区 ５件 達成 変更なし 
（理由）予定通りに取組が進捗しているため。 

天王寺区 ５件 達成 変更なし 
（理由）予定通りに取組が進捗しているため。 

浪速区 ５件 達成 変更なし 
（理由）予定通りに取組が進捗しているため。 

西淀川区 ５件 達成 変更なし 
（理由）予定通りに取組が進捗しているため。 

淀川区 11件 達成 変更なし 
（理由）予定通りに取組が進捗しているため。 

東淀川区 ５件 達成 変更なし 
（理由）予定通りに取組が進捗しているため。 

東成区 ９件 達成 変更なし 
（理由）予定通りに取組が進捗しているため。 

生野区 ７件 達成 変更なし 
（理由）予定通りに取組が進捗しているため。 



93 

目標 

29年度 各区５件 
30年度 各区５件 
31年度 各区５件 

 29年度 
実績 

29年度目標 
の評価 

30年度以降の目標 
（設定・変更等） 

旭区 ５件 達成 変更なし 
（理由）予定通りに取組が進捗しているため。 

城東区 ２件 未達成 
変更なし 
（理由）29年度目標には到達していないが、30年度目標に向けて引

き続き取り組んでいくため。 

鶴見区 ８件 達成 変更なし 
（理由）予定通りに取組が進捗しているため。 

阿倍野区 ５件 達成 変更なし 
（理由）予定通りに取組が進捗しているため。 

住之江区 ５件 達成 変更なし 
（理由）予定通りに取組が進捗しているため。 

住吉区 ６件 達成 変更なし 
（理由）予定通りに取組が進捗しているため。 

東住吉区 ９件 達成 変更なし 
（理由）予定通りに取組が進捗しているため。 

平野区 ５件 達成 変更なし 
（理由）予定通りに取組が進捗しているため。 

西成区 １件 未達成 
変更なし 
（理由）29年度目標には到達していないが、30年度目標に向けて引

き続き取り組んでいくため。 
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柱1-Ⅲ-イ 多様な主体のネットワーク拡充への支援 

取組の実施状況 

取組①「様々な活動主体の情報収集」 

 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

北区 
・地域での会合において、市
民活動総合ポータルサイト
の周知を行った。 

― 

・地域活動連絡会議や地域での会合に
おいて、市民活動総合ポータルサイ
トの周知を行い、サイトへの登録を
促す。（通年） 

都島区 

・市民活動団体の問合せで
ポータルサイト掲載情報
を案内するほか、会議で
周知を行った。 

・活用の利点が伝
わりにくいため
工夫が必要であ
る。 

・支援情報提供窓口でＮＰＯ等市民活
動団体へポータルサイトの活用を促
す。（通年） 

福島区 

・身近な地域課題に取り組
む団体などの運営に関す
る情報を一元的に発信す
る「市民活動総合ポータ
ルサイト」を各地域等に
周知するとともに、登録
及び積極的な活用を促し
た。 

― 

・引き続き「市民活動総合ポータルサイ
ト」への各団体の登録及び積極的な
活用を年１回以上促す。（通年） 

此花区 

・リーフレットを作成し地
域活動協議会運営委員会
で(９地域)紹介した。 ― 

・地域活動協議会運営委員会や窓口に
来られたテーマ型団体などに「市民
活動ポータルサイト」を周知する。(通
年) 

中央区 

・市民活動団体や社会貢献
に関心のある企業等の強
みや取り組みたいことな
どの情報を収集した「市
民活動総合ポータルサイ
ト」に関する情報提供（２
回） 

・様々な活動主体
との連携協働に
対する関心を高
める取組が必
要。 

・様々な活動主体との連携協働の意義
を啓発するとともに、引き続き「市民
活動総合ポータルサイト」の積極的
な活用を促す。（通年） 

西区 

・地縁型団体に対してサイ
トに掲載されている取組
の紹介を行った。 

 
― 

・地縁型団体の会議や、まちづくりセン
ターの支援時において、ポータルサ
イトの紹介、活用について説明する。
（通年） 

港区 

・区内の市民活動団体の情
報収集および活動に関す
るアンケートを実施しボ
ランティア登録につなげ
た。企業地域貢献ＤＢを
作成した。 

・地縁型団体に市民活動総
合ポータルサイトへの登
録についての説明を行い
登録につなげた。 

― 

・市民活動総合ポータルサイトの広報
周知と登録への働きかけを実施。（通
年） 

大正区 

・市民からの問合せに対し
て、ポータルサイトの掲
載情報を案内し、活動主
体の事業の理解が深まっ
た。 

・ポータルサイトの案内チ
ラシを相談窓口やまちづ
くりセンターに配置し、
また地域の会合でも配布
するなど、積極的に周知
を図った。 

― 

・市民からの問合せに対して、ポータル
サイトの掲載情報を案内し、活動主
体の事業の理解を深める。（通年） 

・ポータルサイトの案内チラシを相談
窓口やまちづくりセンターに配置
し、また地域の会合でも配布するな
ど、積極的に周知を図る。（通年） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

天王寺区 

・地域活動協議会意見交換
会の場や市民からの問い
合せ時に、「市民活動総
合ポータルサイト」を紹
介、登録方法の説明など
を行った。 

― 

・市民活動総合ポータルサイトの情報
も活用し地域に情報提供を行う。（通
年） 

浪速区 

・全地域活動協議会を市民
活動ポータルサイトに登
録した。 

 

・活動目的・内容の
周知の不足と、
地域コミュニテ
ィ参画の端緒づ
くりが課題。 

・催事（防災訓練等）実施の告知及び成
果・報告を、市民活動ポータルサイト
に掲載し、つながりの端緒、機会を広
げる。（通年） 

西淀川区 

・ポータルサイトを活用し
て市民活動団体の登録に
関する情報収集。 

・案内チラシの窓口配架や
区ホームページ掲載によ
る周知。 

・認知度が低い。 ・ボランティア募集に関連する区事業
をポータルサイトに登録。（通年） 

・案内チラシの窓口配架や区ホームペ
ージへの掲載に加え、地縁型団体の
会議等で周知。（通年） 

淀川区 

・中間支援組織（まちづくり
センター等）と連携して
各種団体との意見交換会
を実施した。(２回) 

・地活協会議等で市民活動
総合ポータルサイトを全
地域に周知した。（４回） 

・まちセン通信にて官民の
補助金情報や地域活動等
を情報提供した。（６回） 

 

・様々な活動主体
同士の連携の促
進 

・中間支援組織（まちづくりセンター
等）と連携して、地域やボランティア
活動に役立つ情報提供を行い、活動
支援を行う。（通年） 

東淀川区 

・市民活動総合ポータルサ
イトへの各団体の情報の
活用について、地域活動
協議会連絡会議等で働き
かけた。 

 

― 

・市民活動総合ポータルサイトへの各
団体の情報の活用について、地域活
動協議会連絡会議等で働きかける。
（通年） 

東成区 

・交流会や説明会等で、ポー
タルサイトの周知を行っ
た。 

 

・ポータルサイト
のアピールを更
に行う必要があ
る。 

・ポータルサイトの活用方法について、
交流会等で説明を行う。（下半期） 

生野区 

・会議やイベント等で、市民
活動総合ポータルサイト
の周知を行った。 

 
― 

・引き続き、会議やイベント等で、市民
活動総合ポータルサイトの周知を行
う。（通年） 

旭区 

・地域活動協議会連絡会議、
意見交換会及び取組事例
共有会等で情報発信を継
続的に行うことで利用促
進を図った。 

 

・意義等について、
より一層の理解
促進を図ること
が必要。 

・地縁団体とＮＰＯ/企業等との連携事
例を収集し、地域活動協議会連絡会
議、意見交換会及び取組事例共有会
等で情報発信を継続的に行うことで
利用促進を図る。（通年） 

城東区 

・地域活動協議会の会議等
でポータルサイトについ
ての周知を行った。 

 
― 

・引き続き、ポータルサイトの活用及び
登録について周知を行う。（通年） 

鶴見区 

・地縁型団体、ＮＰＯ等の市
民活動団体等からの問合
せに対して、ポータルサ
イト（の掲載情報）を案内
するなどの取組を行っ
た。 

― 

・地縁型団体、ＮＰＯ等の市民活動団体
等からの問合せに対して、ポータル
サイト（の掲載情報）を案内するなど
の取組を行う。（通年） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

阿倍野区 

・「市民活動総合ポータルサ
イト」の活用促進のため
地域活動協議会役員等に
情報提供を行った。（年２
回） 

 

― 

・「市民活動総合ポータルサイト」の活
用促進のため地域活動協議会をはじ
めとする各団体に情報提供を行う。
（通年） 

住之江区 

・地活協会長会や会計説明
会において、ポータルサ
イトの周知を行った。 

 

・ポータルサイト
の効果的な活用
方法を周知する
必要がある。 

・地活協会長会や運営委員会などで、ポ
ータルサイトの効果的な活用方法を
周知する。（通年）  

住吉区 

・地縁型団体、ＮＰＯ等の
市民活動団体、市民（学
生）からの問合せに対し
て、ポータルサイト（の
掲載情報）を案内するな
ど、活動主体間の連携に
つなげた。（１件） 

・会議やイベント等で、ポー
タルサイトの周知を行っ
た。（２回） 

 

・ネット環境がな
い地域への対応
が必要。 

・区に設置した市民活動相談窓口を活
用し、ＮＰＯや企業等と地域活動協
議会やその他地縁型団体とのつなぎ
を行う。（通年） 

東住吉区 

・地域連絡会議や各地域に
おける会議の場などあら
ゆる機会を捉え、理解促
進等を図った。 

 

・認知度が低い。 ・今後も機会（地域連絡会議や各地域に
おける会議の場など）を捉え、活用促
進を図る。（通年） 

平野区 

・地域連絡会議や各地域に
おける会議の場などあら
ゆる機会を捉え、理解促
進等を図った。 

 

・認知度が低い。 ・今後も機会（地域連絡会議や各地域に
おける会議の場など）を捉え、活用促
進を図る。（通年） 

西成区 

・補助金説明会において、ポ
ータルサイトの周知を行
った。 

 
― 

・補助金説明会において、ポータルサイ
トの周知を行う。（通年） 
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柱1-Ⅲ-イ 多様な主体のネットワーク拡充への支援 

取組の実施状況 

取組③「交流やコーディネートの場づくりなど」 

 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

北区 

・地域と企業や学校などが
交流するイベント「異次
元交流ライブ」を関西大
学梅田キャンパスと共催
で３回開催し、連携協働
の動きを促進した。 

・各種まちづくり団体等の
情報交換・交流の場を日
曜開庁時に開催 

・連携のための企業訪問 
・区役所と地域団体が連携
して防災対策用冊子の策
定に取り組んだ。 

 

・異次元交流ライ
ブの参加者が、
地域活動に日常
的に参加される
ボランティア層
が少ない。 

・連携につながる
情報提供、交流
の場づくりと、
その維持。 

・地域と企業や学校などが交流するイ
ベント「異次元交流ライブ」を開催
し、連携協働の動きを促進する。（下
期） 

・連携につながる情報交換、交流の場と
して、日曜開庁時のサロン開催の継
続（通年） 

・企業訪問等を重ねて、資源の把握に努
め、各種団体との連携につなげる。
（通年） 

・区役所と地域団体が連携して防災対
策用冊子を活用した区民向け防災講
座を開催する。（下期） 

都島区 

・まちづくりセンターと連
携し、各地域の活動団体
間の連携を支援した。 

 
― 

・まちづくりセンターと連携し、各地域
の活動団体間の連携を支援する。（通
年） 

福島区 

・吉本興業(株)と大阪市との
包括連携協定に基づき、
各地域活動協議会におい
て同社との連携事業を実
施。（10件実施） 

 
― 

・市民活動団体、企業等、行政といった
多様な活動主体間の連携協働の促進
に向けて、各地域の実情に応じた支
援を行う。具体的な取組としては、連
携協働に関する情報を提供するほ
か、多様な活動主体が連携協働等に
ついて年１回以上検討・交流できる
場を提供する。（通年） 

此花区 

・地域担当職員が地域活動
協議会に出席し、総意形
成機能を発揮するために
必要な要件を満たしてい
るか確認した。(出席回数
32回) 

 

― 

・地域担当職員が地域活動協議会に出
席し、総意形成機能を発揮するため
に必要な要件を満たしているか確認
する。（通年） 

中央区 

・地域活動協議会活性化セ
ミナーを開催した。 

 

 

・多様な活動主体
間のつながりづ
くりに取り組む
必要がある。 

・地域活動協議会活性化セミナーを１
回以上開催する。（下期） 

・多様な活動主体間の交流の場への参
画などにより、テーマ型団体とのつ
ながりづくりを進める。（通年） 

西区 

・企業と連携した地域活性
化やまちづくりを進める
ため、地域の中小企業団
体と意見交換会を行っ
た。 

 

 

・既に地域活動協
議会事業におい
て、企業との連
携を図っている
事例はあるもの
の、新たな連携
が創出できてい
ない。 

・引き続き連携促進に向け、情報のスト
ックや地域ニーズの把握を進め連携
に向けた支援を行う。（通年） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

港区 

・コミュニティ育成事業や
企業まちづくり交流会や
みなトクモン発掘レクチ
ャー等多様な活動主体が
意見や情報を交換する場
を提供した。 

 

― 

・担当職員間で情報共有を行い、地縁型
団体の課題やニーズを把握し、他の
活動主体との連携協働のメリットが
実感されるよう事例の情報提供を行
い、新たな連携が創出されるよう支
援を行う。（通年） 

・多様な活動主体による意見交換会の
開催。（通年で３回） 

大正区 

・リノベーションの専門知
識を持つ建築業者や宅建
業者、金融機関、行政が一
体となり設置された「大
正・港エリア空き家活用
協（WeCompass）」によっ
て空家の利活用を促進し
た。 

・出展企業がチームを組ん
で、大正区の「ものづく
り」の素晴らしい技術を
分かりやすく紹介する体
験型イベントの開催。 

 

― 

・大正区内でエリアを限定した悉皆調
査を実施して空家等の利活用の意向
がある所有者の掘り起こしを行い、
別途登録する「空家相談員」への相談
に繋げることで、空家等の利活用の
促進を図る。また、地域との連携によ
る情報収集等の実施可能性について
検討を行う。（通年） 

・出展企業がチームを組んで、大正区の
「ものづくり」の素晴らしい技術を
分かりやすく紹介する体験型イベン
トの開催。（８月） 

天王寺区 

・市民活動相談窓口等への
相談内容を検証し、地域
へのコーディネートに結
び付けた。 

 

― 

・市民活動相談窓口等への相談内容を
検証し、コーディネートに結び付け
る。（通年） 

浪速区 

・区ホームページやＳＮＳ、
市民活動総合ポータルサ
イトといったＩＣＴツー
ル等様々な広報媒体を用
いて、広く支援情報の提
供を行った。 

・新たに地域と企業等が連
携した取組を行った。（５
件） 

 

・支援窓口の存在、
目的や内容とい
った支援情報を
広く周知するこ
とが課題。 

・区ホームページやＳＮＳ、市民活動総
合ポータルサイトといったＩＣＴツ
ール等様々な広報媒体を用いて、広
く支援情報の提供を行う。（通年） 

・地域活動協議会とＮＰＯ及び企業等
とを結び付け、連携した取組を行う。
（通年） 

・区社協等と連携し、交流の場づくりを
構築する。（通年） 

西淀川区 

・ものづくり企業と地域住
民との交流イベントや商
店街や地域集会所等で地
域資源や特産品をＰＲす
るイベントを開催し、多
様な活動主体間の連携協
働に向けた交流やコーデ
ィネートの場を、各地域
において提供する。 

 

 

― 

・ものづくり企業と地域住民との交流
イベントを開催して、西淀川区がも
のづくりのまちであるという認知度
を高める。（通年） 

・西淀川区ものづくりまつり：年１回 
（８月） 

・区内の特色のある企業の情報を区の
ホームページで発信することにより
区民や区内外の企業に「ものづくり
のまち西淀川区」をアピールする。
（通年） 

・ものづくりレンジャー活動を通じて
区民や区内外の企業に「ものづくり
のまち西淀川区」をアピールする。
（通年） 

・商店街の魅力向上を図るため、商店街
や地域集会所等で地域資源や特産品
をＰＲするイベントを開催する。（通
年） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

淀川区 

・中間支援組織（まちづくり
センター等）と連携し、テ
ーマ型団体同士の交流会
を開催した。 
（年２回） 

・地活協と企業・ＮＰＯ等と
の連携を促進した。（23事
例） 

・吉本興業(株)と大阪市との
包括連携協定に基づき、
各地域活動協議会におい
て同社との連携事業を実
施した。（８件実施）。 

・こども食堂や宿題広場な
どを実施している地域の
団体やＮＰＯ等と区社会
福祉協議会と区役所とで
連携して「子どもの居場
所づくりネットワーク」
を立ち上げた。 

 （10団体が参加） 
・東淀川区と共同で、行政と
地域・企業・鉄道事業者が
連携して「新大阪周辺帰
宅困難者対策協議会」を
立ち上げ協議会４回開催
した。 
（３地域・９企業・３鉄道
事業者が参加） 

 

・テーマ型団体同
士の一層の連携
促進 

・テーマ型団体同士の交流会を継続し
て実施し、連携促進を図る。（年２回） 

・地域特性に応じて、地活協と企業・Ｎ
ＰＯ等との連携促進していく。（通
年） 

・「子どもの居場所づくりネットワー
ク」で加入団体を増やすべく活動支
援していく。（通年） 

・東淀川区と共同で、行政と地域・企業・
鉄道事業者が連携して「新大阪周辺
帰宅困難者対策協議会」を開催する。 
（通年） 

東淀川区 

・東淀川区魅力発見プロジ
ェクトの実施（定例会議
13回、イベント３回） 

・ＢＣＰ運営会議(年２回開
催とＢＣＰひな型・マニ
ュアル作成) 

・異次元交流ライブ（２回） 
・WeLove 東淀川の開催(年
６回) 

・大学との連携（ウォークイ
ベント「ＯＳＡＫＡ５Ｇ
Ｏ！ＷＡＬＫ」（大阪経済
大学）・区の社会的課題解
決策を考えてもらうＰＢ
Ｌ授業（大阪成蹊大学）） 

 

 

― 

（新たな担い手の発掘支援と地域・企
業・教育機関・行政の連携による魅
力あるまちづくり） 
区内の地域、企業、大学をはじめと

する各種の教育機関、行政が、地域の
魅力発見やにぎわいづくりの一翼を担
うような区民まつりの実施、区内企業
のＢＣＰ（ＢＣＭ）の推進など、様々
な活動を通じて連携を深めることで、
日常から協力し合える仕組みを構築す
るとともに、地域活動に関心のある方
に各取組への参加を促すことで、新し
い担い手の発掘と、地域力の向上、魅
力あるまちづくりをめざす。 
・東淀川区魅力発見プロジェクトの実
施（通年） 

・ＢＣＰ学びの場の開催（年２回） 
・区民まつりの実施（年１回） 
・異次元交流ライブの実施 
 （地域・企業(商店街・商店を含む）・
教育機関・行政間の交流の場）（通年） 

・WeLove東淀川の実施（年６回） 
・大学をはじめとする学校機関との連
携（通年） 

 
（まちの魅力発信） 
区内の歴史や名所など地域資源を活

かし、東淀川区の魅力を区内外に積極
的に情報発信することで、誇りや愛着
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

が持てるまちづくりをめざす。 
・東淀川区の魅力あるスポット等を紹
介するチラシ・地図等を作成し、転入
者パック等により情報発信する。（通
年） 

・ウォークイベントで各スポットを巡
るなど体験型の手法で区民に周知す
る。（年１回） 

・大学と連携し事業を検討する。（通年） 

東成区 

・区職員、まちづくりセンタ
ー職員が各地域に対して
交流の場の提供やコーデ
ィネートを行い、連携協
働する活動を促進した。 

 

・地域自らが情報
発信する機会が
少ない。 

・交流会・意見交換会で事例発表など、
区内外で自ら情報発信を行う機会を
更に促進する。（通年） 

生野区 

・広報教室 ８回 
・生野区の未来を想う交流
会「まちカフェ」 毎月開
催 参加者のべ 151人 

・「バトンタッチを考える」
引継ぎ勉強会 ２回 

 

 

・地域活動協議会、
地域団体等の担
い手の育成がう
まく進んでいな
い。 

・地域団体やＮＰＯ、企業など地域のま
ちづくりに関するさまざまな活動主
体の情報を発信するとともに、地域
活動協議会に参画している団体だけ
でなく、さまざまな地域活動団体に
おける担い手を育成のために、地域
の課題に取り組み担い手を育成する
講座等をファシリテーション能力、
コーディネート力を有する人材およ
び中間支援組織と連携し、引き続き、
開催する。（通年） 

・ファシリテーション能力、コーディネ
ート力を有する人材を派遣し、地域
活動協議会の自主的な活動を促進す
る。（通年） 

・中間支援組織と連携し、多様な活動主
体の地域活動への参加を促すよう地
域活動協議会に対してＳＮＳ（フェ
イスブック等）による情報発信力強
化に向けた勉強会を開催する。（通
年） 

 

旭区 

・「交流の場」情報を収集し、
地域活動協議会連絡、意
見交換会及び取組事例共
有会等で情報発信を継続
的に行うことで利用促進
を図った。 

 

・意義等について、
より一層の理解
促進を図ること
が必要。 

・連携・協働のメリットを伝えるととも
に、利用促進を図るため、「交流の場」
情報を収集し、地域活動協議会連絡
会議、意見交換会及び取組事例共有
会等で情報発信を継続的に行ってい
く。（通年） 

城東区 

・地域貢献活動に意欲的な
企業等と地域とのマッチ
ングを行うため 3月に「企
業・ＮＰＯ・学校・地域交
流会」を開催した。 

・「城東区ボランティア・市
民活動センター」との連
携により、「健康麻雀体験
講座」「ＳＮＳ入門講座」
を開催し、新たなきっか
けづくりを行った。 

 
 

・より地域課題に
近いエリアでの
交流やコーディ
ネートができて
いない。 

・引き続き、「城東区ボランティア・市
民活動センター」などを活用し、交流
やコーディネートを行う。（通年） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

鶴見区 

・交流やコーディネートの
場の提供 

・11月～２月、「鶴探～大人
の社会見学～」の開催： 
４回 

・３月「つるばた会議」の開
催：１回 

 

― 

・引き続き中間支援組織と連携し、多様
な活動主体が連携協働等について交
流できる場を提供する。（つるばた会
議など）（通年） 

阿倍野区 

・地域活動フォーラム等に
おいて地域活動協議会と
各種団体等との交流を図
った。 

・阿倍野区地域福祉ミーテ
ィングの開催 １回 

 

― 

・地域活動協議会と、各種団体、ＮＰＯ、
学校、企業等との交流会を実施する。
（下期） 

住之江区 

・地域活動に関わりたい方、
地域貢献をしたい方や団
体を支援するための「地
域活動応援サークル」を
立ち上げた。 

 

― 

・「地域活動応援サークル」の運営支援
を中間支援組織とともに行い、地活
協と他の活動主体の連携を促進す
る。（通年） 

住吉区 

・まちづくり交流ライブの
実施（３月）企業・ＮＰＯ
など 15団体が参加。 

 

・地元企業やＮＰ
Ｏを十分に把握
できていない。 

・区に設置した市民活動相談窓口を活
用し、ＮＰＯや企業等と地域活動協
議会やその他地縁型団体とのつなぎ
を行う。（通年） 

東住吉区 

・はつらつ脳活性化元気ア
ップリーダー同士が、包
括圏域で交流し、地域の
高齢者が広域に集まった
り、情報交換をしながら、
地域で実施する講座の質
の向上を図った。 

・子育て力アップキャッチ
＆フォロー事業におい
て、子育て力をつけた母
親同士の交流の場を提供
し、地域で孤立者を減ら
す取組に繋げた。 

 

― 

・はつらつ脳活性化元気アップリーダ
ー同士が、包括圏域で交流し、地域の
高齢者が広域に集まったり、情報交
換をしながら、地域で実施する講座
の質の向上を図る。 

 （通年） 
・子育て力アップキャッチ＆フォロー
事業において、子育て力をつけた母
親同士の交流の場を提供し、地域で
孤立者を減らす取組に繋げる。（通
年） 

平野区 

・地活協の連絡会議を開催
した。 

 

・各地域で状況が
異なるため、そ
のまま事例を活
用しにくい。 

・まちづくりセンターを活用し、課題別
の交流会の開催を検討する。（10 月
頃） 

西成区 

・地域での連携・協働を促進
するためフォーラムを開
催。 

 

・多様な主体のネ
ットワーク拡充
への支援の取組
を強化する必要
がある。 

・中間支援組織を活用しながら、多様な
活動主体間の交流やコーディネート
の場を提供する。（通年） 

 

  

102 

柱1-Ⅲ-イ 多様な主体のネットワーク拡充への支援 

取組の実施状況 

取組④「地縁型団体への情報提供など」 

 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

北区 

・防災をテーマに「地域活動
連絡会議」の場で勉強会
を行い、各地域で取り組
まれる活動の参考となる
よう情報提供に努めた。 

 

― 

・30年度は地域コミュニティをテーマに
「地域活動連絡会議」を開催し、地域
活動連絡会議への情報提供を行う。（通
年） 

都島区 

・「市民活動総合ポータルサ
イト」をフェイスブック
で発信し、ＮＰＯや企業
の連携事例などの情報を
提供した。 

 

― 

・「市民活動総合ポータルサイト」などを
活用し、ＮＰＯや企業の連携事例など
を情報提供する。（通年） 

福島区 

・11 月中旬から 12 月上旬
にかけて、全地域におい
て予算説明会を実施し、
その機会を活用して全地
域に市民活動総合ポータ
ルサイトの活用等を周知
した。 

 

― 

・市民活動団体、企業等、行政といった
多様な活動主体間の連携協働の促進に
向けて、各地域の実情に応じた支援を
行う。具体的な取組としては、連携協
働に関する情報を提供するほか、多様
な活動主体が連携協働等について年１
回以上検討・交流できる場を提供する。
（通年） 

此花区 

・子育て関係の取組などを
地域活動協議会に紹介し
た。 

・地域活動協議会
側のニーズを明
らかにする必要
がある。 

・連携・協働を求める団体の情報を収集
し、必要に応じて地域活動協議会等に
提供する。（通年） 

中央区 

・多様な活動主体との連携
協働のメリットが実感で
きるよう、地縁型団体の
長が集う場や地域活動協
議会活性化セミナーなど
で事例の情報提供を行っ
た。 

 

・多様な活動主体
と連携協働して
いくという意識
が希薄。 

・連携協働のメリ
ットが十分伝え
きれていない。 

・多様な活動主体との新たな連携が促進
されるよう、地縁型団体の長が集う場
などにおいて、連携協働のメリットが
実感できるよう事例の情報提供を行う
とともに、適切な支援メニューを選択・
提供する。（通年） 

西区 

・まちづくりセンターを活
用し、地域ニーズに応じ
て情報の収集・提供を行
った。 

 

 

・既に地域活動協
議会事業におい
て、企業との連
携を図っている
事例はあるもの
の、新たな連携
が創出できてい
ない。 

・引き続き連携促進に向け、情報のスト
ックや地域ニーズの把握を進め連携に
向けた支援を行う。（通年） 

港区 

・各団体との会合等の機会
を通じて新たな連携が創
出されるよう情報提供を
行い、課題解決に向けた
取組への働きかけや支援
を行った。 

 

― 

・担当職員間で情報共有を行い、地縁型
団体の課題やニーズを把握し、他の活
動主体との連携協働のメリットが実感
されるよう事例の情報提供を行い、新
たな連携が創出されるよう支援を行
う。（通年） 

大正区 

・地域団体間の連携・協働に
向けた支援 

・多様な地域活動との連携・
協働に向けたネットワー
クづくりへの助言・指導 

 

― 

・地域団体間の連携・協働に向けた支援
（通年） 

・多様な地域活動との連携・協働に向け
たネットワークづくりへの助言・指導 

 （通年） 



103 

 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

天王寺区 

・まちづくりセンターを通
じて地域活動協議会に情
報提供し、新たな連携が
創出されるよう支援を行
った。 

― 

・まちづくりセンターを通じて地域活動
協議会に情報提供し、新たな連携が創
出されるよう支援を行う。（通年） 

浪速区 

・地域活動協議会の課題や
ニーズを把握し、他団体
との連携・協働のメリッ
トを情報提供し、新たに
ＮＰＯ、企業等と連携し
た取組を行った。（５件） 

・各地域のニーズ
の把握が課題。 

・「地域カルテ」を活用した各地域のニー
ズや課題に適した、より連携協働のメ
リットが活かせるよう支援を行う。（通
年） 

西淀川区 

・企業と地域の連携協働の
事例等について地域活動
協議会に情報提供を行
い、新たな連携が創出さ
れた。 

・地域に応じた支
援が必要。 

・市民活動団体、企業等、行政といった
多様な活動主体間の連携協働の促進に
向けて、各地域の実情に応じた支援を
行う。（通年） 

淀川区 

・中間支援組織（まちづくり
センター等）と連携して
各種団体との意見交換会
を実施した。（２回） 

・地活協会議等で市民活動
総合ポータルサイトを全
地域に周知した。（４回） 

・まちセン通信にて官民の
補助金情報や地域活動等
を情報提供した。（６回） 

・防災リーダー意見交換会
で各地域の防災訓練の概
要を紹介した。 

・地域へ情報提供
を行うことで連
携を進めること
が必要である。 

・中間支援組織（まちづくりセンター等）
と連携して、地域やボランティア活動
に役立つ情報提供を行い、住民の理解
促進を図る。（通年） 

東淀川区 
・各連合振興町会に対して、
区内のイベントや他区事
例の紹介を行った。 

― 
・新たな連携が創出されるよう、先行事
例などの情報を地縁型団体に提供し、
連携の呼びかけを行う。（通年） 

東成区 

・区広報紙及び区ホームペ
ージにて情報発信を行っ
た。 

・取り組んでいる
地域が偏ってい
る。 

・新たに「地域活動協議会との区内の団
体・事業等が連携して行うコミュニテ
ィ活性化」を募集テーマに設定した事
業を実施する。（７月～３月） 

生野区 

・生野区の未来を想う交流
会「まちカフェ」 毎月開
催 参加者のべ 151人 

・新たな主体と地域活動協
議会との事業連携 ７事
業 

・各種地域団体の活動状況
等の発信を地域活動協議
会と連携して実施 

・広報教室 ８回 
・地域活動協議会を横断し
て実施した事業数 ４事
業 

 

 

― 

・交流やコーディネートの場づくりなど
（通年） 

・地域やＮＰＯ、企業など地域のまちづ
くりに関するさまざまな活動主体の情
報を発信するとともに、地域活動協議
会に参画している団体だけでなく、さ
まざまな地域活動団体における担い手
育成のために、地域の課題に取り組む
担い手を育成する講座等をファシリテ
ーション能力、コーディネート力を有
する人材および中間支援組織と連携
し、引き続き開催する。（通年） 

・ファシリテーション能力、コーディネ
ート力を有する人材を派遣し、地域活
動協議会の自主的な活動を促進する。
（通年） 

・中間支援組織と連携し、多様な活動主
体の地域活動への参加を促すよう地域
活動協議会に対してＳＮＳ（フェイス
ブック等）による情報発信力強化に向
けた勉強会を開催する。（通年） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

旭区 

・地縁団体とＮＰＯ/企業等
との連携事例を収集し、
地域活動協議会連絡会
議、意見交換会及び取組
事例共有会等で情報発信
を継続的に行うことで利
用促進を図った。 

 

・意義等について、
より一層の理解
促進を図ること
が必要。 

・地縁団体とＮＰＯ/企業等との連携事例
を収集し、地域活動協議会連絡会議、
意見交換会及び取組事例共有会等で情
報発信を継続的に行うことで利用促進
を図る。（通年） 

城東区 

・地域活動協議会連絡会や
地域活動協議会情報交換
会において具体の取組事
例の報告や情報交換等を
行った。 

 

・現時点では、報告
や情報交換に留
まっており、他
地域への広がり
や新たな取組の
きっかけになる
ところまで行っ
ていない。 

・引き続き、地域活動協議会連絡会や地
域活動協議会情報交換会において具体
の取組事例の報告や情報交換等の活発
化を図る。（通年） 

鶴見区 

企業・事業所と地域活動協
議会等との連携創出 
・11月～２月、「鶴探～大人
の社会見学～」の開催： 
４回 

 

― 

・防災・防犯活動等を通じ、地域活動協
議会とＮＰＯ・企業等が連携する取組
を推進するとともに各地域で情報の共
有を図る。（通年） 

阿倍野区 

・市民活動に関する相談窓
口を 29年 10月に設置し、
区のホームページに掲載
した。 

・地域活動協議会に対して、
連携協働の情報提供等を
行った。 

 

― 

・市民活動に関する相談窓口で情報提供
等の支援を行う。（通年） 

住之江区 

・地活協会長会及び企業・Ｎ
ＰＯ・学校・地域交流会に
おいて、交流会を契機に
生まれた活動事例及び他
の活動主体との連携協働
のメリットを紹介した。 

 

 

― 

・地活協会長会及び企業・ＮＰＯ・学校・
地域交流会において、交流会を契機に
生まれた活動事例及び他の活動主体と
の連携協働のメリットを紹介する。（通
年） 

住吉区 

・住吉郵便局と地域活動協
議会が連携した「かもめ
タウン」を活用した防犯
啓発 

・商店街や鉄道会社と地域
活動協議会が連携した放
置自転車対策啓発 

・民間施設と地域活動協議
会が連携した水害時避難
ビルとしての使用に関す
る協定締結 

・地元企業と地域活動協議
会が連携して防災訓練の
実施 

・福祉施設（２施設）と地域
活動協議会が連携し、見
守り対象者が交流する
「カレーまつり」の実施 

 

・地元企業やＮＰ
Ｏを十分に把握
できていない。 

・見守り支援や防災・防犯活動を通じ、
地域活動協議会とＮＰＯや企業等が連
携した取組を推進するとともに、各地
域で情報の共有を図る。（通年） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

東住吉区 

・地域連絡会議や各地域に
おける会議の場などあら
ゆる機会を捉え、理解促
進等を図った。 

 

― 

・地域連絡会議や各地域における会議の
場などあらゆる機会を捉え、理解促進
等を図る。（通年） 

平野区 

・運営委員会等において、他
の団体の活動等を報告し
た。 

 

・活用されている
事例が少ない。 

・運営委員会等において、複数の事例等
の情報提供を行う。（通年） 

西成区 

・地域での連携・協働を促進
するためフォーラムを開
催。 

 

 

・情報提供等の取
組を強化する必
要がある。 

・地縁型団体については、団体の課題や
ニーズに応じた活動が行えるよう、他
の活動主体との連携を図るべく、適切
な支援メニューの情報提供を行う。（通
年） 
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柱1-Ⅳ-イ 地域の実態に応じたきめ細かな支援 

目標の達成状況 

目標指標①「まちづくりセンター等の支援を受けた団体が支援に満足している割合」 

目標 

29年度 75％ 
30年度 前年度以上の比率をめざす 
31年度 前年度以上の比率をめざす 

 29年度 
実績 

29年度目標 
の評価 

30年度以降の目標 
（設定・変更等） 

北区 88.9％ 達成 
30年度 89％ 
31年度 90％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の目標

を設定する。 

都島区 81.2％ 達成 
30年度 82％ 
31年度 83％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の目標

を設定する。 

福島区 95.5％ 達成 
30年度 96％ 
31年度 97％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の目標

を設定する。 

此花区 91.9％ 達成 
30年度 93％ 
31年度 94％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の目標

を設定する。 

中央区 85.7％ 達成 
30年度 88％ 
31年度 90％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の目標

を設定する。 

西区 63.6％ 未達成 
30年度 75％ 
31年度 76％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の目標

を設定する。 

港区 89.9％ 達成 
30年度 90％ 
31年度 91％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の目標

を設定する。 

大正区 80.3％ 達成 
30年度 81％ 
31年度 82％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の目標

を設定する。 

天王寺区 89.0％ 達成 
30年度 90％ 
31年度 91％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の目標

を設定する。 

浪速区 76.6％ 達成 
30年度 77％ 
31年度 78％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の目標

を設定する。 

西淀川区 45.3％ 未達成 
30年度 75％ 
31年度 76％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の目標

を設定する。 

淀川区 74.8％ 未達成 
30年度 77％ 
31年度 79％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の目標

を設定する。 
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目標 

29年度 75％ 
30年度 前年度以上の比率をめざす 
31年度 前年度以上の比率をめざす 

 29年度 
実績 

29年度目標 
の評価 

30年度以降の目標 
（設定・変更等） 

東淀川区 55.1％ 未達成 
30年度 65％ 
31年度 75％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の目標

を設定する。 

東成区 84.5％ 達成 
30年度 85％ 
31年度 86％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の目標

を設定する。 

生野区 71.2％ 未達成 
30年度 75％ 
31年度 78％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の目標

を設定する。 

旭区 53.3％ 未達成 
30年度 75％ 
31年度 78％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の目標

を設定する。 

城東区 57.5％ 未達成 
30年度 75％ 
31年度 77％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の目標

を設定する。 

鶴見区 80.3％ 達成 
30年度 82％ 
31年度 84％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の目標

を設定する。 

阿倍野区 82.4％ 達成 
30年度 85％ 
31年度 88％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の目標

を設定する。 

住之江区 84.6％ 達成 
30年度 85％ 
31年度 86％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の目標

を設定する。 

住吉区 75.2％ 達成 
30年度 80％ 
31年度 85％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の目標

を設定する。 

東住吉区 43.1％ 未達成 
30年度 75％ 
31年度 76％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の目標

を設定する。 

平野区 81.7％ 達成 
30年度 82％ 
31年度 83％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の目標

を設定する。 

西成区 86.3％ 達成 
30年度 87％ 
31年度 88％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の目標

を設定する。 
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柱1-Ⅳ-イ 地域の実態に応じたきめ細かな支援 

目標の達成状況 

目標指標②「各区において派遣型の地域公共人材が活用された件数」 

目標 

29年度 各区１件 
30年度 各区１件 
31年度 各区１件 

 29年度 
実績 

29年度目標 
の評価 

30年度以降の目標 
（設定・変更等） 

北区 １件 達成 変更なし 
（理由）予定通りに取組が進捗しているため。 

都島区 ０件 未達成 
変更なし 
（理由）29年度目標には到達していないが、30年度目標に向けて引

き続き取り組んでいくため。 

福島区 １件 達成 変更なし 
（理由）予定通りに取組が進捗しているため。 

此花区 ０件 未達成 
変更なし 
（理由）29年度目標には到達していないが、30年度目標に向けて引

き続き取り組んでいくため。 

中央区 ０件 未達成 
変更なし 
（理由）29年度目標には到達していないが、30年度目標に向けて引

き続き取り組んでいくため。 

西区 １件 達成 変更なし 
（理由）予定通りに取組が進捗しているため。 

港区 １件 達成 変更なし 
（理由）予定通りに取組が進捗しているため。 

大正区 １件 達成 変更なし 
（理由）予定通りに取組が進捗しているため。 

天王寺区 １件 達成 変更なし 
（理由）予定通りに取組が進捗しているため。 

浪速区 １件 達成 変更なし 
（理由）予定通りに取組が進捗しているため。 

西淀川区 ０件 未達成 
変更なし 
（理由）29年度目標には到達していないが、30年度目標に向けて引

き続き取り組んでいくため。 

淀川区 ６件 達成 変更なし   
（理由）予定通りに取組が進捗しているため。 

東淀川区 ０件 未達成 
変更なし 
（理由）29年度目標には到達していないが、30年度目標に向けて引

き続き取り組んでいくため。 

東成区 １件 達成 変更なし 
（理由）予定通りに取組が進捗しているため。 

生野区 １件 達成 変更なし 
（理由）予定通りに取組が進捗しているため。 
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目標 

29年度 各区１件 
30年度 各区１件 
31年度 各区１件 

 29年度 
実績 

29年度目標 
の評価 

30年度以降の目標 
（設定・変更等） 

旭区 １件 達成 変更なし 
（理由）予定通りに取組が進捗しているため。 

城東区 ２件 達成 変更なし 
（理由）予定通りに取組が進捗しているため。 

鶴見区 ０件 未達成 
変更なし 
（理由）29年度目標には到達していないが、30年度目標に向けて引

き続き取り組んでいくため。 

阿倍野区 ０件 未達成 
変更なし 
（理由）29年度目標には到達していないが、30年度目標に向けて引

き続き取り組んでいくため。 

住之江区 １件 達成 変更なし 
（理由）予定通りに取組が進捗しているため。 

住吉区 １件 達成 変更なし 
（理由）予定通りに取組が進捗しているため。 

東住吉区 １件 達成 変更なし 
（理由）予定通りに取組が進捗しているため。 

平野区 ０件 未達成 
変更なし 
（理由）29年度目標には到達していないが、30年度目標に向けて引

き続き取り組んでいくため。 

西成区 ０件 未達成 
変更なし 
（理由）29年度目標には到達していないが、30年度目標に向けて引

き続き取り組んでいくため。 
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取組の実施状況 

取組①「まちづくりセンター等による支援についての評価基準の設定と支援内容の見直し」 

 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

北区 

・まちづくりセンターとの
連携を密にして、地域毎
に支援方針を定め、地域
活動協議会の自律運営に
向けた支援を促進させ
た。 

・地域活動協議会の自律運
営を促進するため、自主
財源確保につながる「資
源ごみのコミュニティ回
収」などのＣＢ/ＳＢ化へ
の取組支援や、地域と企
業・学校との連携協働、さ
らには、会計支援を重点
に、地域の実情に応じた
支援を行った。 

― 

・まちづくりセンターとの連携を密に
して、地域毎に支援方針を定め、地域
活動協議会の自律運営に向けた支援
を促進させる。（通年） 

・地域活動協議会の自律運営を促進す
るため、自主財源確保につながる「資
源ごみのコミュニティ回収」などの
ＣＢ/ＳＢ化への取組支援や、地域と
企業・学校との連携協働、さらには、
会計支援を重点に、地域の実情に応
じた支援を行う。（通年） 

都島区 

・区長会議やワーキング会
議等によって見直された
評価基準を踏まえ期末評
価を行い、支援内容を整
理した。 

― 

・アンケート実施などによる地域課題
等を把握し、地域実情に即した支援
を行う。（通年） 

福島区 

・多様な活動主体による取
組が自律的に推進される
よう、専門的なノウハウ
やネットワークを持つ中
間支援組織を活用して、
担い手の発掘・活用や資
源の確保・情報提供、団体
間の連携促進など様々な
支援を行った。 

― 

・まちづくりセンター等による地域活
動協議会の支援について、自立運営
に向けた内容に重点を移し、事業に
対する地域の満足度を高める。（通
年） 

此花区 

・まちづくりセンターの役
割を見直し、地域担当制
を充実させた。 

 
― 

・まちづくりセンター等の支援内容を
見直し、地域担当制を活用し、地域実
情に沿った支援を実施していく。（通
年） 

中央区 

・区長会議安全環境防災部
会での検討をふまえ、評
価基準の見直しが行われ
たのを受けて、要綱改正
や様式の変更を行った。 

・会計に関する支
援の取組が必
要。 

・会計支援を中心に、地域活動協議会の
自律的な運営に向けた支援を実施す
る。（通年） 

西区 

・地活協の自律度の指標を
基に地活協の目標到達度
合いを立体的に把握し
た。 

・活動の透明性の確保、自律  
度の向上に向け支援内容
の見直しを行った。 

 

・地活協の特性や
課題に応じ、自
律に向けた支援
が必要。 

・地域の特性や課題、ニーズに応じ、自
律に向けた支援を実施する。（通年） 

港区 

・地域の現状や課題を分析
し地域の運営レベルや実
情に応じた地域ごとの支
援計画を作成して支援を
行った。 

 

― 

・地域活動協議会の自立運営に向けた
支援を進めるため、まちづくりセン
ターと連携し、地域の現状や課題を
分析し、地域実情に即した支援計画
を作成し、きめ細かな支援を行う。
（通年） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

大正区 

・地域団体間の連携・協働に
向けた支援や、開かれた
組織運営、会計等の透明
性確保に向けた助言・指
導 
・地域における担い手確保
や人材育成等への助言・
指導 

・地域の担い手へのヒアリ
ング等を行うことによる
地域や地域活動の現状や
課題を把握及び整理 

 

― 

・地域活動協議会の自律運営にかかる
積極的支援 

・地域団体間の連携・協働に向けた支援
や、開かれた組織運営、会計等の透明
性確保に向けた助言・指導  

・地域における担い手確保や人材育成
等への助言・指導 

・幅広い世代の住民の地域活動への参
加・参画を促すため、事業の効果的な
実施を支援 

・多様な地域活動との連携・協働に向け
たネットワークづくりへの助言・指
導 

・自主財源の獲得に向けた情報提供や
申請等手続きの助言・指導  

（以上通年） 
 

天王寺区 

・各地域活動協議会の地域
カルテの作成を支援し、
中間支援組織を活用して
地域の実情に即した支援
を行った。 

 

・各地域活動協議
会ごとに強みや
弱み、その自律
度は異なり、各
地域の状況に応
じた支援が必要
である。 

・まちづくりセンターを活用して地域
カルテの更新を支援し、地域の実情
に応じたきめ細かな支援を行う。（通
年） 

浪速区 

・各地域活動協議会の更な
る自立運営に向け、まち
づくりセンター等による
支援内容の整理を行っ
た。 

 

・各地域のニーズ
や課題、成熟度
の把握が課題。 

・「地域カルテ」を活用し、各地域のニ
ーズや課題に適したきめ細やかな支
援を行う。（通年） 

西淀川区 

・地域活動協議会の自立運
営に向け、中間支援組織
を通じて、規約に基づく
運用や委員会議事録の確
認等を行った。 

 

・地域に応じた支
援が必要。 

・中間支援組織が、地域一律の支援では
なく、地域の特性に即して、区役所職
員と連携して支援を行う。（通年） 

淀川区 

・中間支援組織（まちづくり
センター）を活用して、 
全地域活動協議会におい
て「地域カルテ」を作成
し、地域の実情に応じた
きめ細やかな支援を行う
ための基礎とした。 

・まちづくりセンターを活
用して、自律的補助金の
活用を促進し地域活動を
支援した。 
（自律的補助金活用地域
４地域） 

・まちづくりセンターの支
援内容を見直し、ＮＰＯ
等多様な主体との連携・
協働の促進をさせた。（地
活協と企業・ＮＰＯ等と
の協働事例 23件） 

 
 

・地域により支援
内容に濃淡が生
じている。 

・中間支援組織（まちづくりセンター
等）による支援について、地域実情に
応じた支援活動を継続する。（通年） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

東淀川区 

・地域づくりアドバイザー
による地域へのサポート 

 

 

・地域毎のニーズ
と成熟度に応じ
た支援内容の整
理を行う必要が
ある。 

・地域づくりアドバイザーによる支援
が、地域活動協議会の自立運営に向
けた支援へと転換していくよう、支
援内容の見直しを検討し、地域の実
情に即した支援を行う。（講座や研
修、ＣＢ/ＳＢ化、社会的ビジネス化
の助言・指導、ＮＰＯ等法人化に向け
た申請手続の助言など）（通年） 

 

東成区 

・各地域活動協議会の更な
る自律運営に向け、まち
づくりセンター等による
支援内容の整理を行っ
た。 

 

・地域の運営課題
が多様になっ
た。 

・地域の特性に合わせた更なる自律に
向けた支援を行う。（通年） 

生野区 

・地域活動協議会の自律運
営に向けた活動を促進す
る取組を実施した地域 
19地域 

 

 

・地域活動協議会
には多くの国勢
団体が存在し、
すべての団体に
対して十分な支
援ができていな
い。 

・大きな公共を担う活力ある地域社会
づくりに向けた地域の様々な取組に
あたり、中間支援組織と連携し、各地
域の実情に応じた支援策を講じる。
（通年） 

・「地域の将来像の共有」「担い手の拡
大」など地域活動協議会の自律運営
に向けた活動を促進する取組を実施
する地域への支援：19地域（通年） 

 

旭区 

・評価基準の設定と支援内
容の見直しを実施。 

 

・内容等について、
より一層の理解
の浸透を図るこ
とが必要。 

 

・意見交換会等を通じて、一層の理解の
浸透を図る。（上半期） 

城東区 

・地域活動協議会役員等と
区長との意見交換を各地
域２回の実施し、まちづ
くりセンターの支援内容
等に関する意見を聞き、
まちづくりセンターにフ
ィードバックを行い支援
内容の改善を図った。 

 

・地域活動協議会
ごとの特徴や特
性に合わせた支
援内容の検討が
必要。 

・引き続き、地域活動協議会役員と区長
との意見交換を行い、まちづくりセ
ンターの支援内容等に関する意見を
聞き改善を行う。（通年） 

鶴見区 

・まちづくりセンター評価
基準を参考に支援内容を
適宜見直し、各地域の実
状に合わせた支援を行っ
た。 

 

― 

・まちづくりセンターと連携し、地域ご
との支援方策を定め、地域活動協議
会の自律運営に向けた支援を行う。
（通年） 

阿倍野区 

・地域活動協議会にアンケ
ートを実施し、支援のニ
ーズを把握し、地域実情
に即した支援を行った。 

 

― 

・支援内容を見直すため、地域活動協議
会に対してアンケートを実施し地域
ニーズを把握する。（下期） 

住之江区 

・一部の地域で、中間支援組
織の支援内容を、企画立
案や運営方法のノウハウ
伝達等にシフトした。 

 

 

・自律的な地域運
営実現のため、
地域の状況を見
極め、可能な部
分からでも支援
内容を変えてい
く必要がある。 

・これまで中間支援組織の支援を受け
ながら行ってきた様々な取組につい
て、今後は、中間支援組織の支援を受
けなくても、各地域活動協議会が自
立して取り組めるよう、中間支援組
織の支援内容を、地域の実情に応じ
て企画立案や運営方法のノウハウ伝
達等にシフトしていく。（通年） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

住吉区 

①自主財源の確保 
・ＣＢ/ＳＢ化の推進 
 30 年度公募申請 ５事業
３地域活動協議会受託 

 コミュニティ回収事業 
１地域活動協議会開始 

・助成金申請 ６件申請 
１件交付済 

②ＳＮＳ等を活用した情報
発信 

・ホームページの開設・運営 
５地域活動協議会 

③会計支援 
・地域ごとの会計説明会の
実施（全⒓地域）など 

 

・地域にとって会
計の負担がまだ
まだ大きい。会
計支援に偏るこ
となく、地域特
性に応じた地域
課題の解決に向
けた取組が自律
的に行えるよう
な支援を行う必
要がある。 

・地域の実情に応じて、地域課題を自律
的に解決できるよう、まちづくりセ
ンター等を活用しながら支援をおこ
なう。（通年） 

・地域活動協議会が安定継続的かつ、自
律的に運営できるように、以下の点
を重点的に支援する。 

 （通年） 
①自己資金の確保 
②新たな人材の確保 
③企業・ＮＰＯなど地縁型団体以外
の団体との連携 

東住吉区 

・各地域への訪問・ヒアリン
グによる「地域カルテ」の
作成を支援及び認識の共
有化を図った。 

 

 

・アンケートにお
いて「自律的な
地域運営に取り
組めるようにな
っていると思う
か。」の肯定的な
回答が「74.1％」
という結果にも
表れたように、
自律的な地域運
営への取組は進
んでいるが地域
差がある。 

 

・今後は、自律している地域はレベルア
ップ支援、自律への遅れがある地域
には、レベルの底上げ支援を行う等、
地域のレベルに応じた支援を、区と
中間支援事業者にて行っていく。（通
年） 

平野区 

・まちづくりセンターと定
期的に情報共有を図っ
た。 

 

・具体的方策の策
定まで至ってい
ない。 

・まちづくりセンターとの情報共有は
継続し、重点支援取組を策定する。
（通年） 

西成区 

・中間支援組織を活用しな
がら、組織運営や会計処
理にかかる支援、新たな
担い手の確保にかかる支
援、地域課題やニーズの
把握と解決に向けた支援
等を行った。 

 

― 

・新たな人材確保と地域力の維持・向上
をめざし、地域一丸となって、様々な
事業や行事等に取り組めるよう、地
域活動協議会を支援する。（通年） 
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柱1-Ⅳ-イ 地域の実態に応じたきめ細かな支援 

取組の実施状況 

取組②「派遣型地域公共人材の活用方策の明確化、活用促進と活用事例の共有」 

 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

北区 

・地域が必要とする地域公
共人材の利用促進を図る
ため、地域活動連絡会議
の場で情報提供を行っ
た。 

 地域公共人材利用数： 
１件 

― 

・地域が必要とする地域公共人材の利
用促進を図るため、地域活動連絡会
議の場で情報提供を行う。（上期） 

都島区 

・フェイスブック･ツィッタ
ー、チラシ配布により地
域公共人材の活用を促す
情報発信を行った。 

・活用ニーズにつ
いて、理解浸透
が必要。 

・ホームページ、ＳＮＳ、広報誌、掲示
板など様々なツールで、地域公共人
材機能の情報発信を行う。（通年） 

福島区 

・地域における市民活動の
振興に向けて、課題の抽
出、それぞれの強みを活
かせる活動主体間の連
携・ネットワークづくり、
地域や社会の資源の橋渡
しなどのための調整を図
るため、適宜地域公共人
材の活用を提案すること
などにより、地域での活
用を促進した。【実績２
件】 

― 

・幅広い市民活動団体を対象として構
築された派遣型地域公共人材の支援
について地域に情報を発信し、年１
回以上活用を周知・促進する。（通年） 

此花区 

・リーフレットを作成し、地
域活動協議会運営委員会
で地域公共人材の情報を
提供した。 

 

・活用事例を共有
する必要があ
る。 

・地域活動協議会で地域公共人材の活
用事例について紹介する。（通年） 

中央区 

・地活協会長会や補助金説
明会等の場で派遣型地域
公共人材について情報提
供を行った。 

 

・活用ニーズが低
い。 

・活用するメリッ
トなどわかりや
すい情報発信が
必要。 

・派遣型地域公共人材の機能と活用事
例を収集・整理し、活用方策とともに
わかりやすく情報発信する。（通年） 

西区 

・制度の理解や活用方策に
ついて検討し、１団体に
おいて活用に至った。 

 

 

・地縁型団体への
活用 

・地縁型団体においての活用が推進さ
れるよう、まちづくりセンターを活
用し、制度周知や他区事例の共有等、
取組を進める。（通年） 

港区 

・派遣型地域公共人材の機
能について、ＳＮＳ等で
発信し、市民活動団体等
に活用を促した。 

 

― 

・派遣型地域公共人材の機能について、
区ＨＰやＳＮＳ等で発信し、幅広い
市民活動団体等に活用を促す（活用
１件）。（通年） 

大正区 

・各団体へ各種情報提供を
行った。 

 

 ― 

・地域における担い手確保や人材育成
等への助言・指導 

・幅広い世代の住民の地域活動への参
加・参画を促すため、事業の効果的な
実施を支援 

・多様な地域活動との連携・協働に向け
たネットワークづくりへの助言・指
導 

（以上通年） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

天王寺区 

・他区の活用状況を検証す
るとともに、地域活動協
議会のニーズも検証のう
え、派遣型地域公共人材
の活用方法を検討した。 

― 

・地域活動協議会のニーズを検証し、派
遣型地域公共人材の活用方法を紹介
する。（通年） 

浪速区 

・派遣型地域公共人材機能
について、情報発信する
とともに地域会議等の場
で活用を促した。  

 

・各地域のニーズ
や課題の把握
と、適切な事業
メニューの提供
が課題。 

・「地域カルテ」を活用し、各地域のニ
ーズや課題に適した地域公共人材の
活用の促進を行う。（通年） 

西淀川区 

・派遣型地域公共人材の活
用を促進するため、情報
提供を行った。 

 

・理解の浸透が必
要。 

・区内の「地域公共人材」に関する情報
を収集し、地域活動に取り組む人を
中心に「地域公共人材」の意義・役割
について周知する。（通年） 

淀川区 

・ホームページやＳＮＳを
活用した情報発信を行
い、社明運動や地活協会
長会議等で積極的な活用
を呼びかけた。 
（活用件数６件） 

 

 

・派遣型地域公共
人材機能の認知
度の向上。 

・積極的な活用を促すため、地域活動協
議会の会議等で情報発信を行う。（通
年） 

東淀川区 

・地域公共人材の活用につ
いて、地域活動協議会連
絡会議の場で情報提供。 

 

 

・事例共有した内
容にニーズを感
じてもらえなか
った。 

・新たな取組事例が増えていくことに
伴って地域公共人材の活用につい
て、地域活動協議会連絡会議の場で
情報提供を行う。（通年） 

東成区 

・地域活動協議会の説明会
で派遣型の地域公共人材
の活用を促した。 

 

 

・地域公共人材の
活用の意図が浸
透しなかった。 

・地域活動協議会に対して、地域公共人
材の活用事例について情報提供し、
共有を図る。（年度当初） 

生野区 

・広報教室 ８回 
・生野区の未来を想う交流
会「まちカフェ」 毎月開
催 参加者のべ 151人 

・「バトンタッチを考える」
引継ぎ勉強会 ２回 

 

 

・地域活動協議会、
地域団体等の担
い手の育成がう
まく進んでいな
い。 

・地域団体やＮＰＯ、企業など地域のま
ちづくりに関するさまざまな活動主
体の情報を発信するとともに、地域
活動協議会に参画している団体だけ
でなく、さまざまな地域活動団体に
おける担い手を育成のために、地域
の課題に取組担い手を育成する講座
等をファシリテーション能力、コー
ディネート力を有する人材および中
間支援組織と連携し、引き続き、開催
する。（通年） 

・ファシリテーション能力、コーディネ
ート力を有する人材を派遣し、地域
活動協議会の自主的な活動を促進す
る。（通年） 

旭区 

・地域活動協議会連絡会議
等で説明を行い、継続的
に理解促進を図った。 

 

 

・理解の浸透が必
要。 

・地域活動協議会連絡会議等で説明を
行い、継続的に理解促進を図る。（通
年） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

城東区 

・「まちづくりセンター」を
通じて地域公共人材の情
報提供を行った結果、２
団体への派遣に繋がっ
た。 

 

・派遣型地域公共
人材に対する理
解度が低いこと
から、地域公共
人材の目的や活
用方法等を周知
する必要があ
る。 

・引き続き、情報提供を行うとともに、
派遣を受けた団体から他地域にも情
報発信を行い、活用を促す。（通年） 

鶴見区 

・地域活動協議会の運営委
員会や部会等において地
域公共人材の周知及び検
討 

 
 

・派遣型地域公共
人材の認知度が
低いため、具体
的な事例を紹介
するなど周知を
徹底する必要が
ある。 

・まちづくりセンターと連携し、派遣型
地域公共人材について区ホームペー
ジに掲載する。（通年） 

・派遣型地域公共人材の活用方法の明
確化を図るとともに地域活動協議会
に周知・活用を促進する。（通年） 

阿倍野区 

・市民活動に関する相談窓
口を 29年 10月に設置し、
区のホームページに掲載
した。 

・派遣型地域公共人材につ
いて、各地域活動協議会、
各種団体等へ制度の情報
発信を行った。 

 

 

・派遣型地域公共
人材について、
興味を持って検
討している団体
はあるが、制度
の活用には至っ
ておらず、各地
域活動協議会、
各種団体等へ制
度の情報発信を
行い、利用促進
を図る。 

・市民活動に関する相談窓口で、幅広い
市民活動団体に派遣型地域公共人材
機能の活用法などの情報発信を行う
とともに、各団体に対し、積極的な活
用ができるよう各課においても情報
発信を行う。（通年） 

住之江区 

・地域活動応援サークルに
おいて派遣型地域公共人
材を活用した。 

 

・派遣型地域公共
人材の活用方法
等の周知が不十
分。 

・地活協会長会や運営委員会などで派
遣型公共人材の活用事例を紹介し、
利用促進を図る。（通年） 

住吉区 

・地域活動協議会会長会で
情報発信（11月） 

 

 

・地域で課題解決
に向けた話し合
いやワークショ
ップがまだまだ
根づいていな
い。 

・地域の課題解決にマッチする地域公
共人材を紹介し、活用促進をはかる。
（通年） 

東住吉区 
・ホームページなどを活用
した情報発信 

 
― 

・ホームページなどを活用した情報発
信（通年） 

平野区 
・生涯学習企画検討委員会
で派遣を実施した。 

 

・地域からの活用
が少ない。 

・運営委員会等で周知する。（通年） 

西成区 

・各地域活動協議会を対象
とした補助金にかかる説
明会において地域課題に
応じて地域公共人材の活
用がなされるよう周知を
行った。 

 

 

・地域の実態に応
じたきめ細やか
な支援（派遣型
地域公共人材に
よる支援）の取
組を強化する必
要がある。 

・各地域活動協議会を対象とした補助
金にかかる説明会において地域課題
に応じて地域公共人材の活用がなさ
れるよう周知を行い、活用の促進を
図る。（年２回） 

・区ホームページ等を活用した情報発
信等の取組をより積極的に進めてい
く。（通年） 
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柱1-Ⅳ-ウ 市民活動の持続的な実施に向けたＣＢ／ＳＢ化、社会的ビジネス化の支援 

目標の達成状況 

目標指標「各区が関与したＣＢ／ＳＢ起業件数及び、社会的ビジネス化事業創出件数」 

目標 

29年度～31年度の３年間で各区６件 
 29年度

目標 
29年度 
実績 

29年度目標 
の評価 

30年度以降の目標 
（設定・変更等） 

北区 ３件 ３件 達成 
30年度 ２件 
31年度 ２件 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度

以降の目標を設定する。 

都島区 ０件 ― ― 
30年度 ２件 
31年度 ４件 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度

以降の目標を設定する。 

福島区 ２件 ３件 達成 
30年度 ２件 
31年度 １件 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度

以降の目標を設定する。 

此花区 ０件 ― ― 
30年度 ３件 
31年度 ３件 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度

以降の目標を設定する。 

中央区 １件 ０件 未達成 
30年度 ３件 
31年度 ３件 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度

以降の目標を設定する。 

西区 １件 １件 達成 
30年度 １件 
31年度 ４件 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度

以降の目標を設定する。 

港区 １件 ２件 達成 
30年度 ２件 
31年度 ３件 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度

以降の目標を設定する。 

大正区 １件 １件 達成 
30年度 １件 
31年度 ４件 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度

以降の目標を設定する。 

天王寺区 １件 ０件 未達成 
30年度 ３件 
31年度 ３件 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度

以降の目標を設定する。 

浪速区 １件 １件 達成 
30年度 ２件 
31年度 ３件 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度

以降の目標を設定する。 

西淀川区 １件 ０件 未達成 
30年度 ２件 
31年度 ４件 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度

以降の目標を設定する。 

淀川区 ２件 ３件 達成 
30年度 ２件 
31年度 １件 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度

以降の目標を設定する。 

東淀川区 １件 １件 達成 
30年度 ２件 
31年度 ３件 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度

以降の目標を設定する。 
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目標 

29年度～31年度の３年間で各区６件 
 29年度

目標 
29年度 
実績 

29年度目標 
の評価 

30年度以降の目標 
（設定・変更等） 

東成区 ２件 ４件 達成 
30年度 ４件 
31年度 ０件 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度

以降の目標を設定する。 

生野区 １件 ７件 達成 
30年度 ０件 
31年度 ０件 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度

以降の目標を設定する。 

旭区 ２件 １件 未達成 
30年度 ３件 
31年度 ２件 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度

以降の目標を設定する。 

城東区 １件 ０件 未達成 
30年度 ２件 
31年度 ４件 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度

以降の目標を設定する。 

鶴見区 １件 ０件 未達成 
30年度 ３件 
31年度 ３件 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度

以降の目標を設定する。 

阿倍野区 ２件 １件 未達成 
30年度 ２件 
31年度 ３件 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度

以降の目標を設定する。 

住之江区 １件 ０件 未達成 
30年度 ３件 
31年度 ３件 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度

以降の目標を設定する。 

住吉区 １件 １件 達成 
30年度 ３件 
31年度 ２件 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度

以降の目標を設定する。 

東住吉区 ２件 ０件 未達成 
30年度 ３件 
31年度 ３件 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度

以降の目標を設定する。 

平野区 １件 １件 達成 
30年度 ２件 
31年度 ３件 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度

以降の目標を設定する。 

西成区 １件 ０件 未達成 
30年度 ２件 
31年度 ４件 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度

以降の目標を設定する。 
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柱1-Ⅳ-ウ 市民活動の持続的な実施に向けたＣＢ／ＳＢ化、社会的ビジネス化の支援 

取組の実施状況 

取組①「ＣＢ／ＳＢ化、社会的ビジネス化支援チームの結成」 

 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

北区 

・地域活動協議会で「資源ご
みコミュニティ回収事
業」が取り組まれるよう、
環境局やまちづくりセン
ターと連携しながら支援
した。結果、３地域が実施
し、３地域が 30年度の実
施予定となり、現在、４地
域が検討中である。 

 

・収益事業開始後
の税務処理 

・地域活動協議会で「資源ごみコミュニ
ティ回収事業」が取り組まれるよう、
環境局やまちづくりセンターと連携
しながら支援する。（通年） 

都島区 

・コミュニティ回収事業に
かかる地域説明会等を３
地域で実施した。 

 

・地域における意
識づけや体制づ
くりが必要。 

・区長会議、関係局による支援チームと
連携し、他区先行事例を参考に、地域
でのＣＢ/ＳＢ化、社会的ビジネス化
を支援する。（通年） 

福島区 

・地域や社会における課題
の解決やニーズへの対応
に向け、当区が実施して
いる若しくは今後実施す
ることになる事務事業に
ついて、他区の社会的ビ
ジネス事例を紹介するこ
となどにより地域住民の
関心を高め、コミュニテ
ィ・ビジネス化、ソーシャ
ル・ビジネス化を推進し
た。【３件実施】 

 

― 

・関係部局等と連携し、事業のＣＢ/Ｓ
Ｂ化や社会的ビジネス化になじみや
すい活動の選択や起業に関する様々
なノウハウを年１回以上収集・整理
し、まちづくりセンター等で共有し、
支援に活用していく。（通年） 

此花区 

・リーフレットを作成し、地
域活動協議会運営委員会
でＣＢ/ＳＢの取組につい
ての情報を提供した。 

 

・活用事例を共有
する必要があ
る。 

・他地域での取組について地域に紹介
する。（通年） 

中央区 

・ＣＢ支援チーム及び環境
局と連携し、区内 3 地域
に出向き、コミュニティ
回収の説明会を実施し
た。 

 

・ＣＢ/ＳＢ化、社
会的ビジネスに
対する関心を高
める取組が必
要。 

・ＣＢ/ＳＢ化、社会的ビジネス化事例
に関する情報発信をより積極的に行
い、ＣＢ/ＳＢ化、社会的ビジネス化
の機運を高める。（通年） 

西区 

・27 年度「西区まちの活力
創造プロジェクト」にお
いて優秀賞を受賞した子
育て情報を総合的に提供
するウェブサイト「ゴー
ゴーマミー」の認定事業
化に向けた支援を行っ
た。 
（29年 10月認定事業化、
ホームページ等により
広報支援） 

 

・今まで認定した
事業は、まちの
魅力向上など地
域の活性化には
一定の成果があ
ったが、事業目
的である新しい
事業の展開やビ
ジネス機会の創
出に結びつく事
業が少ない状
況。 

・今後、認定した事業の支援を行いなが
ら、まちの魅力向上や地域課題の解
決の取組を進めていく。 
具体的には、まちづくりセンターと
連携して、地域活動協議会の自律的
運営のための財源確保の手法とし
て、実施に向けた支援を実施する。
（通年） 

港区 

・まちづくりセンターと連
携してＣＢ研修会（２回）
を開催。 

 
― 

・まちづくりセンター等と連携して、持
続的な活動のための財源確保の手法
としてのＣＢ/ＳＢ化の支援として研
修会を開催する。（下期） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

大正区 

・自主財源の獲得に向けた
情報提供や申請等手続き
の助言・指導 

 
― 

・自主財源の獲得に向けた情報提供や
申請等手続きの助言・指導（通年） 

天王寺区 

・地域活動協議会に対し、自
主財源確保の事例等に関
する情報提供やコミュニ
ティ回収の制度説明の場
を設けるなどで社会的ビ
ジネス化を支援した。 

 

 

・ＣＢ/ＳＢ化、社
会的ビジネス化
の地域への説明
により 30年度か
らの実施決定地
域が複数あり、
実施地域の事例
紹介も進めてい
く必要がある。 

・地域活動協議会に対し、自主財源確保
の事例等に関する情報提供やコミュ
ニティ回収の制度説明の場を設ける
など社会的ビジネス化を支援する。
（通年） 

浪速区 

・全地域にて、ＣＢ/ＳＢ化
促進に向けた説明を行っ
た。 

・実施可能な地域を選定し、
事業の創出に向け支援し
た。 

 

・各地域のニーズ
や課題、キーパ
ーソンの把握が
課題。 

・「地域カルテ」を活用し、各地域のニ
ーズや課題に適した、ＣＢ/ＳＢ化、
社会的ビジネス化をまちづくりセン
ター、関係機関と連携し的確に支援
する。（通年） 

西淀川区 

・区内の地域活動協議会等
の中で、コミュニティ回
収の実施の可能性が高い
地域を３地域まで絞り込
み、取組の着手に向け調
整を進めてきだが、税処
理等の具体的な手続きの
説明などクリアしなけれ
ばならない課題整理が完
了せず、今年度について
は実施に至らなかった。 

 

・税処理等の具体
的な手続きの説
明などの課題に
ついて、明確に
示す必要があ
る。 

・地域を対象にしたＣＢ/ＳＢの研修を
開催する。（通年） 

・中間支援組織と連携しＣＢ/ＳＢに関
する普及・啓発を行う。（通年） 

淀川区 

・区が関与したＣＢ/ＳＢ起
業件数及び、社会的ビジ
ネス 
（事業創出件数 ２件） 

・コミュニティ回収 
（１地域。累計 11地域で
実施した） 

・ＣＢ/ＳＢに関心のある団
体に「地域課題すっきり
解決活動支援事業補助
金」を設置して活動支援
した。 
（活用実績４件） 

 

・地域課題に合わ
せたＣＢ /ＳＢ
化、社会的ビジ
ネスを提案する
必要がある。 

・中間支援組織（まちづくりセンター
等）と協働し、地域資源を活用したＣ
Ｂ/ＳＢ化、社会的ビジネス化の取組
事例等を情報提供し活動支援してい
く。（通年） 

・支援窓口を通じて「地域課題すっきり
解決活動支援事業補助金」の案内を
行う。（上期） 

東淀川区 

・地域活動協議会連絡会議
による組織運営情報共有
（12回） 

・各地域ＨＰやツイッター
による情報発信・広報紙
による地域活動協議会活
動紹介（17地域＋特集号） 

・地域づくりアドバイザー
による地域へのサポート 

 

・目標数値につい
て、市平均を上
回ったものの、
達成できなかっ
た。ＣＢ/ＳＢ起
業件数について
は、ボランティ
ア活動とビジネ
スが結びつかな
い認識が強いと
思われる。 

・地域づくりアドバイザーによる支援
が、地域活動協議会の自立運営に向
けた支援へと転換していくよう、支
援内容の見直しを検討し、地域の実
情に即した支援を行う。（講座や研
修、ＣＢ/ＳＢ化、社会的ビジネス化
の助言・指導、ＮＰＯ等法人化に向け
た申請手続の助言など）（通年） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

東成区 

・区役所職員とまちづくり
センター職員が連携し、
ＣＢ/ＳＢ化、社会ビジネ
ス化の説明会、意見交換
会等を開催し、地域団体
が持続的な活動のための
財源確保に向け取り組む
支援を行った。 

 

・ＣＢ/ＳＢ化に取
り組む地域が固
定化されてい
る。 

・交流会等でＣＢ/ＳＢ化を実施してい
る地域から情報発信を行う場を提供
し、新たな地域が取り組む支援を行
う。（通年） 

生野区 

・毎月開催のブロック事務
連絡会議で、コミュニテ
ィ回収等の情報を提供。 

・「規約から組織運営を見直
そう！」まち協規約勉強
会において、コミュニテ
ィビジネス・ソーシャル
ビジネスに関しても勉
強。（２回） 

 

 

― 

・中間支援組織と連携して、当区で活用
できる他地域のコミュニティビジネ
ス・ソーシャルビジネスの事例を収
集し、具体的内容を地域へ提案する
など、ビジネス化に向けた取組を支
援する。（通年） 

・情報交換会の開催により意欲を持っ
た地域を対象として、コミュニティ
ビジネス・ソーシャルビジネスの実
施に向けた勉強会を開催する。（通
年） 

旭区 

・自主財源の確保のための
取組についての説明会を
開催。 

 

 

・継続的な取組が
必要。 

・他区や他の自治体で取り組まれてい
るＣＢ/ＳＢの具体的な取組事例を情
報提供する。（通年） 

・コミュニティ回収の説明会を各地域
で開催し、理解促進に取り組む。（通
年） 

 

城東区 

・コミュニティ回収につい
ての地域活動協議会への
説明を実施し、具体的な
情報提供をさしあたって
３地域で行うことを決定
した。 

 

・コミュニティ回
収についての理
解を、一層進め
る必要がある。 

・引き続き、コミュニティ回収について
情報提供を行う。（通年） 

・また、区広報誌の地域活動協議会等に
よる各戸配布についての検討を行
う。（通年） 

鶴見区 

・ＣＢ/ＳＢ化等に向けた取
組を検討し、地域活動協
議会に説明、実現に向け
支援した。 

 

・ＣＢ/ＳＢが地
域や社会の課題
解消につながる
こと、また身近
なものとして感
じてもらうよう
な情報提供を行
う必要がある。 

・まちづくりセンターと連携し、ＣＢ/
ＳＢに取り組んでいる地域の事例を
共有する場を提供し、ＣＢ/ＳＢ化、
社会的ビジネス化の理解を深める取
組を行う。（通年） 

・地域活動協議会がＣＢ/ＳＢ、社会的
ビジネスに取り組むようまちづくり
センターなどと連携し、実現をめざ
す。（通年） 

 

阿倍野区 

・コミュニティ回収事業に
ついて、環境局と連携し
て制度説明会を行い取組
の支援を行った。（２地
域） 

・１地域において 30年１月
に実施した。 

 
 
 

 

・まちづくりセン
ターと情報共有
を行い、ＣＢ/Ｓ
Ｂ化、社会的ビ
ジネス化に向け
た取組につなが
るよう支援を行
う。具体的な事
例を挙げて、メ
リット、デメリ
ットの情報提供
を行う。 

・他都市や他区の事例や地域課題を把
握し、まちづくりセンターと情報共
有を行い、ＣＢ/ＳＢ化、社会的ビジ
ネス化に向けた取組につながるよう
支援を行う。（通年） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

住之江区 

・市民局・環境局と連携し、
コミュニティ回収実施に
むけた説明会を３地域で
開催した。 

・30 年４月より１地域で実
施することとなった。 

 

・先行地域の状況
を見極めなが
ら、他地域へも
広めていく。 

・29 年度に説明会を開催した地域につ
いて、コミュニティ回収実施にむけ
た支援を行う。（上期） 

・市民局・環境局と連携し、説明会を開
催し、コミュニティ回収実施にむけ
た支援を行う。（通年） 

住吉区 

・安心して暮らせる地域づ
くりに貢献する「広報す
みよし」配布事業につい
て、新たに東粉浜地域及
び苅田南の２地域で実
施。 

・コミュニティ回収につい
て、山之内地域で実施。 

 

 

・地域の実情に即
した課題解決に
向け、ＣＢ/Ｓ
Ｂ、社会的ビジ
ネス化の手法の
促進方策の検
討･実施が必要。 

・住吉区独自のＣＢ/ＳＢ化、社会的ビ
ジネス化促進チームを結成し、人と
人とのつながりづくりの促進、地域
コミュニティの活性化、自主財源の
確保を目的に、地域が抱える様々な
課題を地域住民が主体となってビジ
ネスの手法で課題解決に取り組むＣ
Ｂ/ＳＢ、社会的ビジネス化を推進す
る。（通年） 

・とりわけ広報すみよしの配布事業に
ついて、対象エリアを拡大して取り
組むとともに、コミュニティ回収事
業については、各地域活動協議会へ
情報提供する。（通年） 

 

東住吉区 

・コミュニティ回収実施可
能な地域を選定し、自立
的な運営に至る支援を行
い、事業の創出を図った。 

 

・３地域を選定し
支援を行ったが
実施に至った地
域は１件であっ
た。 

・局との連携を強めるとともに、先行事
例となった回収実施地域の情報発信
に努め、他の地域への波及を図る。
（上期） 

平野区 
・課内で支援担当を決定し
た。 

 

・区発注事業が乏
しい。 

・他区事例など研究、情報提供を行う。
（通年） 

西成区 

・ＣＢ/ＳＢに関する研修会
の実施（１回） 

・外部団体等が開催する、Ｃ
Ｂ/ＳＢに関する講座等の
情報提供（５回） 

 

 

・ＣＢ/ＳＢや本市
事務事業の社会
的ビジネス化に
ついての意義や
メリットなどを
地域にさらに理
解してもらい、 
ＣＢ/ＳＢや本市
事務事業の社会
的ビジネス化に
取組やすい環境
を整えていく必
要がある。 

 

・中間支援組織や市民局が編成したＣ
Ｂ支援チームと連携しながら、具体
的な事例の紹介やその情報等を提供
するとともに、コーディネートを行
う仕組みづくり、各種研修・説明会等
の実施、相談体制の整備等を進めて
いく。（通年） 
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－ニア・イズ・ベターのさらなる徹底－（区政編） 

【改革の柱２】区長の権限・責任の拡充と区民参画のさらなる推進 
 

柱2-Ⅰ-イ 「ニア・イズ・ベター」に基づく分権型教育行政の効果的な推進 

取組の実施状況 

取組①「分権型教育行政の効果的な推進」 

 30年度の取組内容（課題に対する対応） 
※各区での取組は 30年度から実施 

北区 ・区教育行政連絡会を開催し、各学校の課題とニーズを把握し、区の教育行政施策に反映さ
せるために意見交換を行う。（7月・12月・３月） 

都島区 
・分権型教育行政の理解促進に向けて、①教育委員会事務局兼務の区職員対象の研修、  
②区教育行政連絡会で小・中学校長向けの研修、に取り組む。（通年） 

福島区 

・分権型教育行政の理解促進に向けて、区教育行政連絡会で小・中学校長向けの研修を１回

以上実施する。(下期) 
・保護者や地域住民などの学校運営への参加を促進するため各学校に設置されている学校
協議会について、開催状況をモニタリングするなど教育委員会事務局とともにその運営

を補佐する。(通年) 
・「保護者・区民等の参画のための会議（福島区教育会議）」などを通じて、保護者・区民等

の意見やニーズを把握し、学力・体力向上事業や英語事業などを実施する。(通年) 

此花区 

・教育行政連絡会（学期に１回）を開催する。 
・区担当教育次長（区長）が各学校長と緊密に意見交換等を行う。（８月中） 
・各小学校で分析機能付き単元別理解度判定テストを導入し、児童及び家庭へフィードバ
ックを行い、毎学期末には導入したツールの進捗状況等の報告を受ける。（７月・12月・
３月） 

・各中学校で３年生に英語検定を１年生に漢字検定の受験を一斉に実施する。（英語検定 10
月・漢字検定 11月） 

中央区 

保護者や地域住民の学校教育への参画を進め、その意向を学校運営に反映し、地域の特性を
活かした教育行政を推進する。また、分権型教育行政の効果的な推進に向けて、具体的な取

組を進める。 
 

・分権型教育行政の推進（通年） 
  教育会議の開催 １回以上 
  区教育行政連絡会の開催：小中学校 各３回、幼稚園 １回 
  区内 18校園(幼・小・中・高）の学校協議会への職員の出席 各３回 
・分権型教育行政の理解促進に向けた取組（下期） 
教育委員会事務局兼務の区 職員対象の研修 １回 
区教育行政連絡会で小・中学校長向けの研修 １回 

・各小学校で英語と体育の出張授業の実施（通年） 
・各中学校で１年生対象に英語検定の受験料の助成（下期） 

西区 

・区内小中学校の実情を把握し、ニーズに応じた教育施策を展開するため、教育行政連絡会

等を開催し、区長と学校長が意見交換を行う。（年 20回） 
・西区教育行政に関して、その立案段階から保護者及び地域住民等の意見を把握し、施策及

び事業に適宜反映するため西区教育会議を開催する（年２回） 
・学校運営をモニタリングするため、学校協議会を傍聴する（全 17校園・各３回・通年） 
・学校運営の支援として、学校協議会委員の新任研修を行う（全新任委員・委員交代に合わ

せて随時） 
・学校施設の狭隘化など、教育環境課題の改善に向けた取組を進めるにあたっては、保護者
及び地域住民と意見交換する場（ラウンドテーブル）を開催する。（通年） 
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 30年度の取組内容（課題に対する対応） 
※各区での取組は 30年度から実施 

港区 

・「保護者・区民等の参画のための会議」（教育会議・区政会議こども青少年部会）の開催：
３回以上 

 ６月～７月、10月～11月、３月に各１回開催 
・区教育行政連絡会の開催：小学校、中学校各３回以上 
 各学期ごとに１回開催 
・区小学校長会・教頭会への出席・連絡調整：各 11回以上 
 ８月を除き各月１回出席等 
・学校協議会委員への研修会の開催：１回以上 
 10月末までに開催 

大正区 

・教育行政連絡会を、小・中学校別に毎月（８月を除く）実施する。 
・区総合教育会議を年４回（６・９･１２･３月）開催する。 

・運営の補佐のため、各校の学校協議会に地域担当、教育担当のいずれかが参加する。（通

年） 

・各校を実施場所とする防災訓練に避難所担当職員が参画する。（通年） 

・ＳＳＷを各校に派遣し、課題を抱える児童・生徒の環境整備を行う。（通年） 

・すべての学校を訪問し、校長面談を行う。（通年） 

天王寺区 
・区教育会議や教育行政連絡会で保護者や校長と意見交換しながら、校長経営戦略支援予
算（区担当教育次長執行枠）を活用し、児童生徒の学力向上や教育環境向上のため必要と

考える施策を実施する。（通年） 

浪速区 

・学校長及び学校協議会委員を対象とした分権型教育行政に関する研修を実施。（年 1回以
上、上期） 

・すべての学校協議会に区長が出席し、区長メッセージを文書で配布して説明と意見交換

を実施。（通年） 
・「保護者・区民等の参画のための会議」を開催。（学期に１回以上、通年） 
・区ＰＴＡ協議会と区長の意見交換を、区独自に実施（年３回程度、通年） 

西淀川区 

・教育環境の充実に向けて、学校や保護者・区民等と意見交換を実施し、プログラミング教
育の推進及び理科教育の向上、国際理解教育の推進や民間事業者を活用した基礎学力支

援事業等、教育環境の充実に向けた取組を実施（通年） 
・教育委員会事務局兼務の区職員対象の勉強会を実施（通年） 
・区教育行政連絡会等で小・中学校長と情報共有を行う。(通年) 

淀川区 

・分権型教育行政の枠組みを活用した各種施策（ヨドネル、ヨドジュク、体力づくり支援事
業等、区担当教育次長執行枠予算活用事業）を、担当職員各自が教育委員会事務局兼務職

員であることを自覚し、制度・趣旨理解の下に、小中学校との連携により展開する。（通

年） 
・区教育行政連絡会（小学校の部・中学校の部の各３回／年）において、小中学校長ととも
に分権型教育行政の枠組みに沿った施策立案に向けた検討を行う。（通年） 

・学校協議会（各学校３回／年）の活性化に向けた補佐を行う。（通年） 
・「淀川区子ども教育会議（保護者・区民等の参画のための会議）」（年３回）において、
分権型教育行政の枠組みにそった施策にかかる学校との検討状況を伝え、引き続き意見

聴取する。（通年） 

東淀川区 

分権型教育行政の効果的な推進に向けて、保護者や地域住民等の多様な意見やニーズを把

握し、学校と調整を行い、教育関連施策を進めるとともに、学校を核とした住民主体の学校
支援・教育コミュニティの形成を進めていく。 
①区教育会議、区教育行政連絡会区長が、区教育会議、区教育行政連絡会を開催し、区内の

教育やそれに関する子どものための施策・事業について、立案段階から意見を把握し、適
宜これを反映させるとともに、実績・成果の評価にかかる意見を聞くことで、地域や学校
協議会からの意見・ニーズに応じた教育施策・事業の実現をめざす。（通年） 

②学校協議会への補佐区内各小・中学校で設置されている学校協議会の開催に際し、区役所

職員が出席し、運営状況について把握するとともに、運営補助や、区内施策に関する情報
提供などの支援を行う。（通年） 

東成区 
・区長と学校長との意見交換会を定期的に開催し、小中学校の実情等について共有する。
（通年） 

・「体力向上」及び「国際理解教育」の分野を中心に各校の教育活動を支援する。（通年） 
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 30年度の取組内容（課題に対する対応） 
※各区での取組は 30年度から実施 

生野区 

・教育行政連絡会（年３回）や教育保育連絡会（年２回）の開催を通じて分権型教育行政の
理解促進を図る。 

・学校、地域の実情に応じて各小中学校が実施する取組について、広報紙やＨＰ等を活用し

て情報発信を行う。（通年） 

旭区 

・学校や地域における教育の活性化につなげるために、教育行政連絡会で学校と連携を図

る。（通年） 
・「保護者・区民等の参画のための会議（教育会議）」を開催する。（上期） 

城東区 
・今年度に引き続き、①兼務の区職員への日常的なＯＪＴの実施②校長会、教育行政連絡会

を通じて分権型教育行政の趣旨を共有する。（通年） 

鶴見区 

・教育行政連絡会の開催 
小・中学校各学期１回 

・学校協議会への参加 
 市立幼稚園・小・中・高校にて各学期１回 

阿倍野区 

・阿倍野区教育会議及び阿倍野区教育行政連絡会の開催を開催することにより、学校園・教

育コミュニティの状況と進捗をモニタリングし、その状況に応じて学校園の教育活動を
サポートする。（通年） 

・分権型教育行政の効果的な推進に向けて、分権型教育行政の理解促進に向けた取組等、具

体的な取組を進める。（通年） 

住之江区 
・引き続き、区教育行政連絡会や学校協議会など各種会議に参加し、地域や学校の状況を把
握するとともに、その実情に応じた支援を行う。（通年） 

住吉区 

・保護者・区民等の参画のための会議(区総合教育会議)を定期的に開催し、区長が所管する
教育振興に係る施策・事業等についての意見を聴取する。（通年） 

・各学校に設置する学校協議会について、モニタリング及びサポートを行うとともに、協議

会が適切に運営されるよう支援する。（通年） 

東住吉区 
・教育行政連絡会の開催を通じて校長との情報共有を図るとともに、各校の課題やニーズ
に応じた教育活動支援に取り組む。（通年） 

平野区 

・区教育会議、区教育行政連絡会(小･中)の開催とともに幼稚園･高等学校との意見交換をは
かりながら、学校園と連携し、学力向上や学習意欲向上施策など分権型教育行政の推進を
図る。 
①教育会議（年３回）、教育行政連絡会(小･中：各年３回)、幼稚園意見交換会（年１回）、
区内府立高等学校意見交換会（年２回） 

②区長・副区長・課長による区内全小中学校長訪問（通年） 
③学校協議会(新任)委員研修会及び区長との意見交換会（９～11月頃） 
④こども学力サポート事業（学習支援：区内全小学校及びこどもの居場所等）（通年） 
⑤こどもの「生きる力」育成支援事業（不登校相談・対策支援）（通年） 
⑥ひらちゃん読書ノート（読書習慣の定着に向けた支援）作成･配付（通年） 
⑦小学生のための英語セミナー・英語スピーチコンテスト（10～12月頃） 
⑧中学生のための高等学校合同進学説明会（９月） 
⑨平野区課外学習支援事業（通年） 
⑩がんばる小学生・がんばる中学生区長表彰（２月～３月） 

西成区 

・区政会議教育部会において、施策の立案段階から、保護者・地域住民・その他関係者（学
校長代表も含む）の意見を把握し、適宜これを反映する。（通年） 

・教育行政連絡会で、上記部会の趣旨や議事を説明するなどして、校長に対しても分権型教

育行政の理解促進を図る。（通年） 
・教育委員会事務局兼務の区職員に対しては、上記会議の開催に関する事務は兼務職員全
員で関わるなど、ＯＪＴの形式で分権型教育行政の理解促進を図る。（通年） 
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柱2-Ⅲ-ア 区における住民主体の自治の実現 

目標の達成状況 

目標指標①－１「区政会議において、各委員からの意見や要望、評価について、十分に区役所や委員

との間で意見交換が行われていると感じている区政会議の委員の割合」 

目標 
29年度 60％ 
※30・31年度の目標は、29年度の結果を踏まえて設定 

 
29年度 
実績 

29年度目標
の評価 

30年度以降の目標 
（設定・変更等） 

北区 91.7％ 達成 

30年度 92％ 
31年度 93％ 
※31年度の目標は、30年度の結果を踏まえて再検討 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

都島区 77.8％ 達成 

30年度 78％ 
31年度 79％ 
※31年度の目標は、30年度の結果を踏まえて再検討 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

福島区 61.5％ 達成 
30年度 73％ 
31年度 74％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

此花区 83.3％ 達成 
30年度 85％ 
31年度 87％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

中央区 63.6％ 達成 
30年度 68％ 
31年度 73％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

西区 66.7％ 達成 
30年度 70％ 
31年度 73％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

港区 48.0％ 未達成 

30年度 73％ 
31年度 73％ 
※31年度の目標は、30年度の結果を踏まえて再検討 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

大正区 41.2％ 未達成 

30年度 50％ 
31年度 55％ 
（理由）現在の将来ビジョンの実行期間中である 34年度をめどに、

市平均 73％を中期目標として、年度目標を段階的に設定す
る。 

天王寺区 86.7％ 達成 

30年度 73％ 
31年度 75％ 
（理由）29年度実績は旧委員による評価であり、アンケート回収率

が 24 区平均より低いことを課題と認識しており、大幅改
選後の委員の評価をいただく 30 年度の目標は、アンケー
ト回収率を向上させた上で 29年度の 24区実績の平均を上
回る水準とし、31年度の目標は 30年度をさらに上回る水
準とする。 

浪速区 75.9％ 達成 

30年度 80％ 
31年度 85％ 
※31年度の目標は 30年度の結果を踏まえて再検討 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 
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目標 
29年度 60％ 
※30・31年度の目標は、29年度の結果を踏まえて設定 

 
29年度 
実績 

29年度目標
の評価 

30年度以降の目標 
（設定・変更等） 

西淀川区 86.4％ 達成 

30年度 82％ 
31年度 85％ 
（理由）アンケート回収率 100％を目指して取り組むこととし、定

員数を母数とした 29 年度実績値（79.2%）から、30 年度
以降の目標を設定する。 

淀川区 61.1％ 達成 

30年度 62％ 
31年度 64％ 
※31年度の目標は、30年度の結果を踏まえて再検討 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

東淀川区 100％ 達成 
30年度 100％ 
31年度 100％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

東成区 38.5％ 未達成 

30年度 39％ 
31年度 40％ 
※31年度の目標は、30年度の結果を踏まえて再検討 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

生野区 75.0％ 達成 

30年度 80％ 
31年度 85％ 
※31年度の目標は、30年度の結果を踏まえて再検討 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

旭区 66.7％ 達成 
30年度 70％ 
31年度 75％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため。30年度以降の目標

を設定する。 

城東区 76.7％ 達成 

30年度 77％ 
31年度 78％ 
※31年度の目標は、30年度の結果を踏まえて再検討 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

鶴見区 100％ 達成 
30年度 100％ 
31年度 100％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

阿倍野区 90.0％ 達成 

30年度 73% 
31年度 76% 
※31年度の目標は、30年度の結果を踏まえて再検討 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。ただし、29年度実績は旧委員におけるアンケ
ート結果であり、改選により大幅に委員が交代したことか
ら、30 年度については 29 年度の 24 区実績の平均を目標
値とする。 

住之江区 84.2％ 達成 
30年度 70％ 
31年度 80％ 
（理由）委員が大幅に改選されたため、住之江区の 29 年度実績並

みの水準を 31年度の目標として設定する。 

住吉区 66.7％ 達成 
30年度 73％ 
31年度 73％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 
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目標 
29年度 60％ 
※30・31年度の目標は、29年度の結果を踏まえて設定 

 
29年度 
実績 

29年度目標
の評価 

30年度以降の目標 
（設定・変更等） 

東住吉区 94.4％ 達成 

30年度 73％ 
31年度 75％ 
（理由）29年度のアンケート実施以降、８割の委員が交代したこと

から、30年度の目標値を、29年度の全区平均値とする。 
※31年度の目標は、30年度の結果を踏まえて再検討 

平野区 44.4％ 未達成 

30年度 46％ 
31年度 48％ 
※31年度の目標は、30年度の結果を踏まえて再検討 
（理由）29年度目標が未達成であるため、2年をかけて 1割増をめ

ざす。 

西成区 64.7％ 達成 

30年度 69％ 
31年度 73％ 
※31年度の目標は、30年度の結果を踏まえて再検討 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 
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柱2-Ⅲ-ア 区における住民主体の自治の実現 

目標の達成状況 

目標指標①－２「区政会議において、各委員からの意見や要望、評価について、適切なフィードバッ

クが行われたと感じる区政会議の委員の割合」 

目標 
29年度 60％ 
※30・31年度の目標は、29年度の結果を踏まえて設定 

 29年度
実績 

29年度目標 
の評価 

30年度以降の目標 
（設定・変更等） 

北区 72.7％ 達成 

30年度 73％ 
31年度 74％ 
※31年度の目標は、30年度の結果を踏まえて再検討 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の目標

を設定する。 

都島区 75.0％ 達成 

30年度 76％ 
31年度 77％ 
※31年度の目標は、30年度の結果を踏まえて再検討 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の目標

を設定する。 

福島区 59.1％ 未達成 
30年度 70％ 
31年度 71％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の目標

を設定する。 

此花区 82.4％ 達成 
30年度 85％ 
31年度 87％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の目標

を設定する。 

中央区 81.8％ 達成 
30年度 83％ 
31年度 85％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の目標

を設定する。 

西区 93.3％ 達成 

30年度 70％ 
31年度 73％ 
（理由）29年度実績は旧委員による評価であるとともに、アンケー

ト回収率も低いことを課題として認識している。 
区政会議委員も半数以上が改選となっていることから、30
年度の目標についてはアンケートの回収率の向上ととも
に、29年度の 24区の実績の平均を上回る水準とし、31年
度の目標は 30年度をさらに上回る水準とする。 

港区 75.0％ 達成 

30年度 77％ 
31年度 80％ 
※31年度の目標は、30年度の結果を踏まえて再検討 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の目標

を設定する。 

大正区 41.2％ 未達成 

30年度 50％ 
31年度 55％ 
（理由）現在の将来ビジョンの実行期間中である 34年度をめどに、

市平均 70％を中期目標として、年度目標を段階的に設定す
る。 

天王寺区 92.3％ 達成 

30年度 70％ 
31年度 72％ 
（理由）29年度実績は旧委員による評価であり、アンケート回収率

が 24区平均より低いことを課題と認識しており、大幅改選
後の委員の評価をいただく 30年度の目標は、アンケート回
収率を向上させた上で 29年度の 24区実績の平均を上回る
水準とし、31 年度の目標は 30 年度をさらに上回る水準と
する。 
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目標 
29年度 60％ 
※30・31年度の目標は、29年度の結果を踏まえて設定 

 29年度
実績 

29年度目標 
の評価 

30年度以降の目標 
（設定・変更等） 

浪速区 69.0％ 達成 

30年度 75％ 
31年度 80％ 
※31年度の目標は 30年度の結果を踏まえて再検討 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため 30年度以降の目標を

設定する。 

西淀川区 59.1％ 未達成 
30年度 60％ 
31年度 70％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の目標

を設定する。 

淀川区 64.7％ 達成 

30年度 65％ 
31年度 67％ 
※31年度の目標は、30年度の結果を踏まえて再検討 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の目標

を設定する。 

東淀川区 78.1％ 達成 
30年度 80％ 
31年度 82％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の目標

を設定する。 

東成区 40.9％ 未達成 
30年度 41％ 
31年度 42％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の目標

を設定する。 

生野区 75.0％ 達成 

30年度 80％ 
31年度 85％ 
※31年度の目標は、30年度の結果を踏まえて再検討 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の目標

を設定する。 

旭区 64.7％ 達成 
30年度 70％ 
31年度 75％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の目標

を設定する。 

城東区 72.0％ 達成 

30年度 73％ 
31年度 74％ 
※31年度の目標は、30年度の結果を踏まえて再検討 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の目標

を設定する。 

鶴見区 88.9％ 達成 

30年度 70％ 
31年度 77％ 
（理由）29年度実績は、未回答者が多かったため肯定的意見の回答

者割合が高くなる傾向があった。30年度以降は委員全員の
回答を前提に目標を設定する。 

阿倍野区 55.6％ 未達成 

30年度 70% 
31年度 73% 
※31年度の目標は、30年度の結果を踏まえて再検討 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の目標

を設定する。 

住之江区 60.0％ 達成 
30年度 65％ 
31年度 70％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の目標

を設定する。 

住吉区 66.7％ 達成 
30年度 70％ 
31年度 70％ 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の目標

を設定する。 
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目標 
29年度 60％ 
※30・31年度の目標は、29年度の結果を踏まえて設定 

 29年度
実績 

29年度目標 
の評価 

30年度以降の目標 
（設定・変更等） 

東住吉区 100％ 達成 

30年度 70％ 
31年度 75％ 
（理由）29年度のアンケート実施以降、８割の委員が交代したこと

から、30年度の目標値を、29年度の全区平均値とする。 
※31年度の目標は、30年度の結果を踏まえて再検討。 

平野区 35.7％ 未達成 

30年度 37％ 
31年度 39％ 
※31年度の目標は、30年度の結果を踏まえて再検討 
（理由）29年度目標が未達成であるため、２年をかけて１割増をめ

ざす。 

西成区 61.5％ 達成 

30年度 66％ 
31年度 70％ 
※31年度の目標は、30年度の結果を踏まえて再検討 
（理由）基とする 29 年度実績が確定したため、30 年度以降の目標

を設定する。 
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柱2-Ⅲ-ア 区における住民主体の自治の実現 

取組の実施状況 

取組①「区政会議の運営についての効果的なＰＤＣＡの実施」 

 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

北区 

【区政会議委員とのより活
発な意見交換】 

・より活発な意見交換に向
け区政会議運営上の課題
把握のためのアンケート
を区政会議委員に対して
実施した。 

・いただいた意見について
の対応状況を区政会議に
おいて示した。 

【区政会議での委員の意見
の反映状況のフィードバ
ック】 

・区政会議における意見へ
の対応状況（予算への反
映状況を含む）について、
区政会議において説明し
た。 

 
 

― 

【区政運営についての委員からの直接
の評価】 

・区の取組について、委員から４段階で
評価を受けて点数化し、各委員の評
価を平均して公表する。（上期） 

都島区 

・【区政会議委員とのより活
発な意見交換】 

 より活発な意見交換に向
け区政会議運営上の課題
把握のためのアンケート
を区政会議委員に対して
実施した。 

 アンケート結果に基づき
会議運営の改善を図ると
ともに、いただいた意見
についての対応状況を区
政会議において示した。 

・【区政会議での委員の意見
の反映状況のフィードバ
ック】 

 区政会議における意見へ
の対応状況（予算への反
映状況を含む）について、
区政会議において説明し
た。 

 

― 

・【区政会議委員とのより活発な意見交
換】 
区政会議運営上の課題について 29年
度に頂いたご意見を踏まえ、引き続
き改善に取り組む。（通年） 

・【区政会議での委員の意見の反映状況
のフィードバック】 

 引き続き、区政会議における意見へ
の対応状況（予算への反映状況を含
む）について、区政会議において説明
する。（通年） 

・【区政運営についての委員からの直接
の評価】 

 区の取組について、委員から４段階
で評価を受けて点数化し、各委員の
評価を平均して公表する。（上期） 

福島区 

・区政会議運営上の課題把
握のためのアンケートを
９月に実施。 

・第２回全体会（10月 31日
開催）にて、運営方針様式
４及び別途作成した説明
用資料にてフィードバッ
クを実施した。 

 

・区政会議の委員
にわかりやすい
丁寧なフィード
バックが必要。 

・区政会議を活用し、区における施策や
事業について、区民にその企画・計画
段階から参画していただくととも
に、協働してこれに取り組み、その成
果について評価を得て改善につなげ
ていく。（通年） 

・区政会議において委員から出された
意見などへの対応状況について、区
政会議の場でフィードバックする。
（通年） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

此花区 

・より活発な意見交換に向
け区政会議運営上の課題
把握のためにアンケート
を区政会議委員に対して
実施した。 

・前年度の区政会議におけ
る意見への対応状況（予
算への反映状況含む）に
ついて、説明した。 

 
 

― 

・区の取組について、委員から４段階で
評価を受けて点数化し、各委員の評
価を平均して公表する。 

【実施方法】 
・30年４月に各経営課題について 29年
度の取組実績を記載した資料を作成
し、委員に説明したうえで、評価シー
トをその場で回収する。 

・前年度の区政会議における意見への
対応状況（予算への反映状況含む）に
ついて、説明を行う。（下期） 

中央区 

【区政会議委員とのより活
発な意見交換】 

・より活発な意見交換に向
け区政会議運営上の課題
把握のためのアンケート
を区政会議委員に対して
実施。 

・アンケート結果に基づき
会議運営の改善を図ると
ともに、いただいた意見
についての対応状況を区
政会議において示した。 

【区政会議での委員の意見
の反映状況のフィードバ
ック】 

・区政会議における意見へ
の対応状況（予算への反
映状況を含む）について、
区政会議において示し
た。 

― 

【区政会議委員とのより活発な意見交
換】 

・より活発な意見交換に向け区政会議
運営上の課題把握のためのアンケー
トを新任の区政会議委員に対して実
施する。（下期） 

・アンケート結果に基づき会議運営の
改善を図る。（下期） 

 
【区政会議での委員の意見の反映状況
のフィードバック】 

・区政会議における意見への対応状況
（予算への反映状況を含む）につい
て、区政会議において説明する。（下
期） 

 
 
 
 
 

西区 

・区政会議開催（３回） 
・事業説明会開催（１回） 
・特定課題にかかる説明会
開催（２回） 

 
 

 

― 

・地域活動協議会からの推薦委員等に
より構成される西区区政会議を年２
回以上開催する。（通年） 

・会議でいただいた意見を次年度の運
営方針や予算、当年度の施策等に活
かすとともに、意見に対する区の考
えや運営方針への反映状況を広く区
民に知ってもらうため、ホームペー
ジ等へ掲出する。（通年） 

・会議での活発な議論を促して建設的
な意見をいただくため、区の施策や
事業について事業説明会を開催する
ほか、特に委員の関心の高いテーマ
については、有識者等をお招きしフ
ォーラムを開催する等意見をいただ
きやすい環境づくりに努める。（通
年） 

・会議において頂いた質問や意見に対
する区の基本的な方針を示し、委員
からの意見に対して丁寧にフィード
バックする。（通年） 

港区 

・区政会議委員が自由に参
加し意見の言える場の開
催 

・会議資料の簡素化、説明時
間の短縮 

 

・意見交換が十分
に行われている
と感じている委
員が少ない。 

・意見交換を活性化させるため、委員に
対するアンケート結果や自由に意見
の言える場での意見をもとに、６月
の区政会議から「わかりやすい資料
作成」、「わかりやすい説明」、「区政運
営に反映した意見の報告」に更に取
り組む。 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

大正区 

・より活発な意見交換に向
け区政会議運営上の課題
把握のためのアンケート
を区政会議委員に対して
実施した。 

・アンケート結果に基づき
会議運営の改善を図ると
ともに、いただいた意見
についての対応状況を区
政会議において示した。 

・区政会議における意見へ
の対応状況（予算への反
映状況を含む）について、
区政会議において説明し
た。 

 

・会議での議論が
不十分で、行政
からの報告会の
性質が強くなっ
ている。 

・施策・事業の企画段階や事後だけでは
なく執行段階においても区政会議委
員の意見を聴取して必要に応じて反
映するなど、区政会議委員とより活
発な意見交換を行う。（通年） 

・区政運営について、区役所の自己評価
に対する意見に加え、委員の評価を
直接受ける。（２月） 

・委員から出された意見などについて、
区政への反映状況や反映できなかっ
た場合の理由を区政会議の場で明ら
かにする。（通年） 

・地域活動協議会（地域まちづくり実行
委員会）から推薦された委員の参加
により、区政会議と地域活動協議会
との連携を図る。（通年） 

天王寺区 

・より活発な意見交換に向
け区政会議運営上の課題
把握のためのアンケート
を区政会議委員に対して
実施し、アンケート結果
に基づき会議運営の改善
を図るとともに、いただ
いた意見についての対応
状況を区政会議において
示した。 

・区政会議における意見へ
の対応状況（予算への反
映状況を含む）について、
区政会議において説明し
た。 

 区政会議の開催 ２回 

― 

・より活発な意見交換に向け区政会議
運営上の課題把握のためのアンケー
トを区政会議委員に対して実施。同
アンケート結果に基づき会議運営の
改善を図るとともに、アンケート結
果への対応状況を区政会議等におい
て示す。（通年） 

・区政会議における意見への対応状況
（予算への反映状況を含む）につい
て、区政会議において説明する。（通
年） 

・区の取組について、委員から４段階で
評価を受けて点数化し、各委員の評
価を平均して公表する。（上期） 

浪速区 

【区政会議委員とのより活
発な意見交換】 

・より活発な意見交換に向
け区政会議運営上の課題
把握のためのアンケート
を区政会議委員に対して
実施した。 

・アンケートの結果に基づ
き会議運営の改善を図る
とともに、いただいた意
見についての対応状況を
区政会議において示し
た。 

【区政会議での委員の意見
の反映状況のフィードバ
ック】 

・区政会議における意見へ
の対応状況（予算への反
映状況を含む）について、
区政会議において説明し
た。 

 

― 

【区政会議委員とのより活発な意見交
換】 

・より活発な意見交換に向け区政会議
運営上の課題把握のためのアンケー
トを区政会議委員に対して実施す
る。（下期） 

・29 年度に頂いた区政会議運営上の課
題についてのご意見を踏まえ、会議
運営の改善を図るとともに、いただ
いた意見についての対応状況を区政
会議において示す。（通年） 

【区政会議での委員の意見の反映状況
のフィードバック】 

・区政会議における意見への対応状況
（予算への反映状況を含む）につい
て、区政会議において説明する。（下
期） 

・区政会議の委員が区政運営に参画し
ているという実感がより得られるよ
う、どのように意見が反映されたか
など、よりわかりやすい資料による
説明を行う。（通年） 

【区政運営についての委員からの直接
の評価】 

・区の取組について、委員から４段階で
評価を受けて点数化し、各委員の評
価を平均して公表する。（上期） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

西淀川区 

・より活発な意見交換に向
け区政会議運営上の課題
把握のためのアンケート
を区政会議委員に対して
実施した。 

・アンケート結果に基づき
会議運営を工夫し、いた
だいた意見についての対
応状況を区政会議におい
て資料として示した。 

・区政会議における意見へ
の対応状況（予算への反
映状況を含む）について、
区政会議において説明を
行った。 

 

・より活発な意見
交換に向け区政
会議運営上更な
る工夫が必要。 

・運営上の課題把握のためのアンケー
トを委員に対して実施（下期）  

・アンケート結果に基づいた会議運営
の改善及びいただいた意見に 

 ついての対応状況を区政会議におい
て示す。（下期） 

・区政会議における意見への対応状況
を区政会議にて説明（下期） 

・区の取組について、委員から４段階で
評価を受けて点数化し、各委員の評
価を平均して公表（下期） 

淀川区 

･区政会議全体会議４回、部
会６回（各部会２回）を開
催するとともに必要に応
じ説明会を開催し、資料
の事前送付を実施 

･会議内容等の周知（広報誌
「よどマガ！」に 12回掲
載、「YODO-REPO」に４
回掲載、ＳＮＳを活用し
た情報発信を毎月実施） 

・区政会議の活性化に向け
た提案を区政委員を対象
としたアンケートにより
募集 

・より活発な意見
交換に向け会議
資料の工夫や会
議運営の更なる
工夫が必要。 

・会議資料や会議運営の更なる工夫を
行いながら区政会議委員とのより活
発な意見交換（通年） 

・区政会議での委員の意見への反映状
況のフィードバック（通年） 

・区政運営についての委員からの直接
評価（通年） 

東淀川区 

本会４回  
部会 24回  
学習会 18回  
議長・副議長会２回 
新委員説明会１回 
（※同日開催含む） 
 
改選後、新委員説明会や

学習会を多数開催、写真等
多用したパワーポイント資
料で説明するなど、施策へ
の新委員の理解を深める取
組を集中実施し、効率的に
新体制を構築した。また前
期委員を含めこれまでいた
だいた意見とその対応方針
をまとめ共有するなど、意
見への的確なフィードバッ
クに関する取組も強化し
た。 
 

― 

・区の施策事業について立案段階から
多様な区民等（地域活動協議会推薦
及び公募からなる区政会議委員）の
意見を把握し適宜これを反映させる
とともに、執行段階及び事業終了段
階での実績及び成果の評価にかかる
意見を聞くことで、地域の特性やニ
ーズに応じた区民協働型の区政運営
の実現をめざす。（通年） 

・各専門部会を設け、それぞれの分野に
関する学習会を多数開催し理解を深
めながら部会運営するとともに、区
政会議委員を通じた地域との連携を
深めることで、より専門的で実質的
な意見をいただくとともに、地域に
根ざした会議運営を推進する。また、
必要な意見をまとめ確実に区政に反
映する仕組みづくりや反映プロセス
の見える化を行い、区政への反映状
況や反映できなかった理由などを区
政会議の場などで明らかにしてい
く。（通年） 

東成区 

・課題把握のためのアンケ
ーと結果を踏まえ、座席
配置や運営方法を見直す
とともに、わかり易い資
料説明に心掛けた。 

 
 

・多人数での車座
では意見交換し
にくいこと、配
付資料が多く、
説明がわかりに
くいという課題
が判明した。 

・意見交換がし易い座席配置や、議論経
過の共有のため各グループで板書用
ホワイトボードを用いるなど運営方
法を見直すとともに、より一層見や
すいわかり易い資料や説明となるよ
う取り組んでいく。（６月） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

生野区 

・区政会議（全体会議） 
３回 

・区政会議（４部会） 
各１回、計４回 

・区政会議（３部会） 
各２回、計６回 

・各部会に学識を有する者
をファシリテーター役と
して配置し、委員同士の
意見交換をより活性化で
きるようにした。また、委
員の区政に対する理解を
深めていただけるよう会
議資料をより的確で分か
りやすく説明するため
に、適宜投影用パワーポ
イントを用いて説明を行
った。 

 

― 

・各部会に学識を有する者をファシリ
テーターとして配置し、経験や事例
を提示しながら会議進行を行うこと
で、区政会議委員の発言しやすい環
境を作り、活発な意見交換を行う。
（通年） 

・区政会議での委員の意見の反映状況
のフィードバック（通年） 

・区政運営について委員からの直接の
評価（下期） 

旭区 

・区政会議委員に運営上の
課題把握のためのアンケ
ートを実施し、会議運営
の改善を図るとともに、
対応状況を区政会議にお
いて示した。 

・区政会議における意見へ
の対応状況について、区
政会議で説明した。 

 
 

・委員改選により、
半数近くが交代
したこともあ
り、区政会議委
員に意見を求め
る事項等を説明
しながら運営を
進めているが、
区政運営に参画
しているという
実感を得ていた
だくには至って
いないと思われ
る。 

・区の取組について、委員から４段階で
評価を受けて点数化し、各委員の評
価を平均して公表する。（上期） 

・より活発な意見交換に向け運営上の
課題把握のためのアンケートを実施
し、会議運営の改善を図るとともに、
対応状況を区政会議において示す。
（下期） 

・区政会議における意見への対応状況
について、区政会議で説明する。（随
時） 

城東区 

・区政会議運営上の課題把
握のためのアンケート実
施（９月） 

・アンケート結果に基づき
会議運営を改善（配席の
変更、情報提供の充実（用
語解説、予算概要一覧、予
算増減理由）、質問シート
の活用等） 

・意見についての対応状況
を説明（対応状況の明記） 

 
 

― 

・活発な意見交換に資するよう運営に
ついて委員アンケートを実施し改善
を図る。（７月） 

・区政会議における意見への対応状況
（予算への反映状況を含む）につい
て、区政会議において説明する。（通
年） 

・委員による区政の直接評価を実施し、
点数化して公表する。（７月） 

鶴見区 

【区政会議委員とのより活
発な意見交換】 

・区政会議委員へのアンケ
ートの実施 
・アンケート結果に基づい
た改善及び結果のフィー
ドバック 
【区政会議での委員の意見
の反映状況】 

・反映状況の説明の実施（第
４回全体会） 

 

― 

【区政会議委員とのより活発な意見交
換】 

・区政会議委員へのアンケート実施（６
月） 

・アンケート結果のフィードバック及
び結果に基づく改善（随時） 

【区政会議での委員の意見の反映状
況】 

・反映状況の説明の実施（第１回部会） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

阿倍野区 

・より活発な意見交換に向
け区政会議運営上の課題
把握のためのアンケート
を区政会議委員に対して
実施した。（９月実施） 

 アンケートで事業等の情
報がほしいと言う意見を
いただき、各委員へ事業
のチラシ等を毎月送付し
情報提供を行った。（11月
より毎月送付）また、新委
員を対象に区政会議勉強
会を開催した。（11月） 

 第３回区政会議において
意見への対応状況（予算
への反映状況を含む）に
ついて、区政会議におい
て説明を行った。（12月開
催） 

・いただいた意見
を反映した事業
等を実施してい
るが、適切に各
委員に伝わって
いない状況があ
り、反映状況を
さらに明確に
し、区政会議に
おいて説明を行
い、区政運営に
参画している実
感が得られるよ
う取組を進め
る。 

・区政会議の運営についての効果的な
ＰＤＣＡの実施 

【区政会議委員とのより活発な意見交
換】 

・29 年９月のアンケート結果に基づき
会議運営の改善を図るとともに、い
ただいた意見についての対応状況を
区政会議において示す。（上期） 

・より活発な意見交換に向け区政会議
運営上の課題把握のためのアンケー
トを区政会議委員に対して実施す
る。（下期） 

【区政会議での委員の意見の反映状況
のフィードバック】 

・区政会議における意見への対応状況
（予算への反映状況を含む）につい
て、区政会議において説明する。（上
期） 

住之江区 

・「部会」と「全体会」を別
日に開催することで会議
時間に余裕が生まれ、よ
り専門的な議論を進める
ことができた。 

・委員へは資料を事前に配
付することを徹底した。 

・会議では、各事業・施策に
おける課題や効果などに
ついて具体的に意見して
もらい、積極的に取組に
反映した。 

・より活発な意見
交換に向けて、
区政会議運営上
の課題について
把握する必要が
ある。 

・委員アンケートを実施することで課
題を把握し、会議運営の改善に努め
る。（通年） 

住吉区 

・区政会議を年４回開催し
た。（６、８、11、２月） 

・会議開催の２週間前まで
に事前資料を各委員へ送
付し、意見を聴取した。 

・各委員から出された意見
について、区政への反映
状況や反映できない理由
を、次回会議までにフィ
ードバックした。 

・９～10 月に委員アンケー
トを実施し、出された意
見に対する改善策や今後
の会議の進め方につい
て、２月の会議で具体案
を示した。 

 

・ 各委員から出さ
れた意見全てに
ついてフィード
バックする必要
がある。 

・各委員から出された全ての意見につ
いて、区政への反映状況や反映でき
ない理由を、次回会議までにフィー
ドバックを行う。（通年） 

東住吉区 

・より活発な意見交換に向
け区政会議運営上の課題
把握のためのアンケート
を区政会議委員に対して
実施した。 アンケート
結果に基づき会議運営の
改善を図るとともに、い
ただいた意見についての
対応状況を区政会議にお
いて示した。  

― 

【区政会議委員とのより活発な意見交
換】 

・引き続き、活発な意見交換に向け区
政会議運営上の課題把握のためのア
ンケートを区政会議委員に対して実
施する。（下期）  

・アンケート結果に基づき会議運営の
改善を図るとともに、いただいた意
見についての対応状況を区政会議に
おいて示す。（通年） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

平野区 

【区政会議委員とのより活
発な意見交換】 
より活発な意見交換に向
け区政会議運営上の課題
把握のためのアンケート
を区政会議委員に対して
実施した。（29年９月、30
年１月）また、アンケート
結果に基づき、開催時間
の変更など会議運営の改
善を図るとともに、いた
だいた意見についての対
応状況を区政会議におい
て示した。（通年） 

【区政会議での委員の意見
の反映状況のフィードバ
ック】  
区政会議における意見へ
の対応状況（予算への反
映状況を含む）について、
区政会議委員のご意見へ
の回答集を作成し、区政
会議において報告した。
（通年） 

 

・委員のニーズに
即した会議運営
を行うため、小
グループの意見
交換会を改善す
る必要がある。 

・委員の満足度が
より高まるフィ
ードバック方法
を検討する必要
がある。 

【区政会議委員とのより活発な意見交
換】 
引き続き、より活発な意見交換に向
け区政会議運営上の課題把握のため
のアンケートを区政会議委員に対し
て実施する。また、アンケート結果に
基づき会議運営の改善を図るととも
に、いただいた意見についての対応
状況を区政会議等において示す。（通
年） 

【区政会議での委員の意見の反映状況
のフィードバック】 
区政会議における意見への対応状況
（予算への反映状況を含む）につい
て、区政会議で説明するだけでなく、
広報紙（４月）においても広く周知す
る。 

西成区 

・区政会議運営上の課題を
把握するため、区政会議
委員に対してアンケート
を実施した。（９月） 

・アンケートでいただいた
意見を、区政会議におい
てフィードバックし、ま
た、それらの意見をもと
に会議の運営や進行の工
夫・改善を行った。 

・意見交換しやすいよう配 
席を変更した。 

・資料を簡潔にし、論点を絞
って説明し、意見交換の
時間を増やした。 

・委員からの意見・質問等に
対する区の考え方を、区
政会議において説明し
た。 

 

― 

・より活発な意見交換に向け区政会議
運営上の課題把握のためのアンケー
トを区政会議委員に対して実施す
る。（９月） 

・アンケート結果に基づき会議運営の
改善を図るとともに、いただいた意
見についての対応状況を区政会議に
おいて示す。（下期） 

・区政会議における意見への対応状況
（予算への反映状況を含む）につい
て、区政会議において説明する。（通
年） 

・区の取組について、委員から４段階で
評価を受けて点数化し、各委員の評
価を平均して公表する。（上期） 
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柱2-Ⅲ-ア 区における住民主体の自治の実現 

取組の実施状況 

取組②「区政会議と地域活動協議会との連携」 

 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

北区 
・地域活動協議会から推薦
を受けた区政会議の委員
を選定した。 

― 
・引き続き、30 年度も地域活動協議会
から推薦を受けた区政会議の委員と
して就任していただく。 

都島区 
・地域活動協議会から推薦
を受けた区政会議の委員
を選定した。 

― 
・特になし。（現委員の任期は 31 年９
月まで） 

福島区 

・10月１日付で、定数 33名
中、地域活動協議会から
推薦を受けた 25名に委員
を委託した。（29年度末現
在、定数 32名、うち地域
活動協議会から推薦を受
けた委員 24名） 

― 

・30 年度も引き続き、委員として活動
していただく。 

此花区 
・地域活動協議会からの推
薦を受けた区政会議の委
員を選定済。  

― 
・現委員の任期は 29年 10月～31年９
月の２年間である。 

中央区 

・地域活動協議会から推薦
を受けた２名の区政会議
の委員を選定。 

 

・区政会議と地域
活動協議会との
連携を深める必
要がある。 

・地域活動協議会から推薦を受けた区
政会議の委員を引き続き選定すると
ともに、区広報紙を活用し情報発信
を強化することで、区政会議と地域
活動協議会の連携を深める。（通年） 

西区 
・地域活動協議会からの推
薦を受けた区政会議の委
員を選定した。 

― 
・地域活動協議会からの推薦委員等に
より構成される西区区政会議を年２
回以上開催する。（通年） 

港区 
・全地域活動協議会に委員
の推薦を依頼し、委員に
選定。 

― 
・30年度は委員の選定なし。 

大正区 
・地域活動協議会から推薦
を受けた区政会議の委員
を選定した。 

― 
・30 年度は委員の選定はないため、引
き続き、委員として活動していただ
く。 

天王寺区 
・地域活動協議会から推薦
を受けた区政会議の委員
を選定した。 

― 
・地域活動協議会をはじめ、各種地域団
体から推薦を受けた区政会議の委員
を置く。（通年） 

浪速区 

・各地域活動協議会から区
政会議の委員の推薦をい
ただき、区政会議委員を
選定した。 

― 

・30年度は委員の選定なし。（現委員の
任期は 31年９月まで） 

西淀川区 

・地域活動協議会から推薦
を受けた区政会議の委員
２名を選定した。 

 

・会議における議
論内容を地域活
動協議会全体へ
共有していくこ
とが求められ
る。 

・区政会議での議論内容を地域活動協
議会会長会で報告。（通年） 

淀川区 

・地域団体から選定される
委員は全て地域活動協議
会からの推薦を受けた。 

 
― 

・委員改選の年ではないが、任期途中で
地域団体推薦委員がやめる場合は、
後任の委員を地域活動協議会から推
薦頂くように依頼する。（通年） 

東淀川区 

・地域活動協議会からの推
薦を受けた区政会議の委
員を、定数 44 人中 31 人
選定した。 

― 

・区政会議での議論内容を地域活動協
議会へフィードバックを要請。（通
年） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

東成区 

・地域活動協議会からの推
薦を受けた区政会議の委
員を、定数 43 人中 22 人
選定した。 ― 

・区政会議委員の構成（地域からの推
薦や公募など、区民を代表する委員
による）について、広報紙で周知す
ることで、地域の総意形成機能を担
う地域活動協議会との連携のもと区
政会議を開催していることを周知。
（上期） 

生野区 

・地域活動協議会から推薦
を受けた区政会議の委員
を選定した。 

― 

・引き続き、地域活動協議会から推薦を
受けた区政会議の委員を選定する。
（通年） 

・30年度は委員の選定なし。 

旭区 
・10 地域活動協議会から推
薦を受けた区政会議委員
10名を選定した。 

― 
・選定された委員と活発に意見交換し、
区政会議と地域活動協議会との連携
を図る。（随時） 

城東区 
・地域活動協議会から推薦
を受けた区政会議の委員
を選定。 

― 
・地域活動協議会から推薦を受けた区
政会議の委員を選定。（通年） 

鶴見区 
・地域活動協議会から推薦
を受けた区政会議委員を
選定した。 

― 
・地域活動協議会から推薦を受けた区
政会議委員の選定（通年） 

阿倍野区 
・地域活動協議会から推薦
を受けた区政会議の委員
を選定した。（10月） 

― 
・30年度は委員の改選なし。（現委員の
任期は 31年９月まで） 

住之江区 

・区政会議の委員について、
委員の改選においては各
地域活動協議会から推薦
を受け選定した。 

 

・地域の意見を区
政に反映できる
よう、より連携
を深める必要が
ある。 

・引き続き各地域活動協議会から推薦
を受け委員の選定を行い、会議の運
営を工夫することで、より連携を深
める。（通年） 

・30年度は委員の選定なし。 

住吉区 

・10 月の委員改選時に、地
域活動協議会からの推薦
を受けた区政会議委員を
引き続き２名選定した。 

― 

・地域活動協議会から推薦を受けた区
政会議の委員を選定する。（通年） 

＊30年度は委員の選定なし。 

東住吉区 
・地域活動協議会から推薦
を受けた区政会議の委員
を選定した。 

― 
・30年度も引き続き、委員として活動
していただく。 

平野区 
・地域活動協議会から推薦
を受けた区政会議の委員
を選定した。 

― 
・引き続き、地域活動協議会から推薦を
受けた区政会議の委員を選定する。
（30年度の委員選定あり）（通年） 

西成区 

・地域活動協議会から推薦
を受けた区政会議の委員
を選定した。 

― 
・現委員の任期は 31 年９月までのた
め、引き続き 30年度も活動していた
だく。 
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柱2-Ⅲ-イ 多様な区民の意見やニーズの的確な把握 

目標の達成状況 

目標指標①「区役所が、様々な機会を通じて区民の意見やニーズを把握していると感じる区民の割合」 

目標 
29 年度 35％ 
（28 年度 32.4％） 
※30・31年度の目標は、29年度の結果を踏まえて設定 

 29年度 
実績 

29年度目標 
の評価 

30年度以降の目標 
（設定・変更等） 

北区 38.8％ 達成 

30年度 40％ 
31年度 40％ 
※31年度の目標は、30年度の結果を踏まえて再検討 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

都島区 39.3％ 達成 

30年度 40％ 
31年度 41％ 
※31年度の目標は、30年度の結果を踏まえて再検討 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

福島区 46.6％ 達成 
30年度 47％ 
31年度 48％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

此花区 35.6％ 達成 
30年度 39％ 
31年度 42％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

中央区 36.4％ 達成 
30年度 38％ 
31年度 40％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

西区 40.8％ 達成 
30年度 41％ 
31年度 42％  
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

港区 43.6％ 達成 

30年度 50％ 
31年度 60％ 
※31年度の目標は、30年度の結果を踏まえて再検討 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

大正区 39.2％ 達成 
30年度 41％ 
31年度 43％ 
（理由）現在の将来ビジョンの実行期間中である 34年度をめどに、

50％を中期目標として、年度目標を段階的に設定する。 

天王寺区 41.5％ 達成 
30年度 42％ 
31年度 43％ 
（理由）30年度の目標は、29年度実績を上回る水準とし、31年度

の目標は 30年度をさらに上回る水準とする。 

浪速区 31.7％ 未達成 

30年度 40％ 
31年度 40％ 
※31年度の目標は、30年度の結果を踏まえて再検討 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため 30年度以降の目標を

設定する。 

西淀川区 41.3％ 達成 
30年度 43％ 
31年度 45％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 
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目標 
29 年度 35％ 
（28 年度 32.4％） 
※30・31年度の目標は、29年度の結果を踏まえて設定 

 29年度 
実績 

29年度目標 
の評価 

30年度以降の目標 
（設定・変更等） 

淀川区 36.8％ 達成 

30年度 38％ 
31年度 40％ 
※31年度の目標は、30年度の結果を踏まえて再検討 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

東淀川区 36.3％ 達成 
30年度 38％ 
31年度 40％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

東成区 42.0％ 達成 

30年度 43％ 
31年度 44％ 
※31年度の目標は、30年度の結果を踏まえて再検討 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

生野区 39.7％ 達成 

30年度 40％ 
31年度 40％ 
※31年度の目標は、30年度の結果を踏まえて再検討 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

旭区 40.1％ 達成 
30年度 42.5％ 
31年度 45％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

城東区 39.7％ 達成 

30年度 40％ 
31年度 41％ 
※31年度の目標は、30年度の結果を踏まえて再検討 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

鶴見区 44.8％ 達成 
30年度 45％ 
31年度 47％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

阿倍野区 40.4％ 達成 

30年度 45% 
31年度 50% 
※31年度の目標は、30年度の結果を踏まえて再検討 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

住之江区 37.5％ 達成 
30年度 38％ 
31年度 40％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

住吉区 42.4％ 達成 
30年度 45％ 
31年度 50％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

東住吉区 36.2％ 達成 
30年度 40％ 
31年度 41％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

平野区 35.6％ 達成 

30年度 38％ 
31年度 40％ 
※31年度の目標は、30年度の結果を踏まえて再検討 
（理由）29年度目標を達成したため、１年毎に目標設定を上げてい

く。 
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目標 
29 年度 35％ 
（28 年度 32.4％） 
※30・31年度の目標は、29年度の結果を踏まえて設定 

 29年度 
実績 

29年度目標 
の評価 

30年度以降の目標 
（設定・変更等） 

西成区 38.3％ 達成 

30年度 40％ 
31年度 42％ 
※31年度の目標は、30年度の結果を踏まえて再検討 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 
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柱2-Ⅲ-イ 多様な区民の意見やニーズの的確な把握 

取組の実施状況 

取組①「意見やニーズの把握手法の多角化」 

 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

北区 

・区政会議の開催 ４回 
・市民の声 
・区民アンケート（区実施
分） 

・ご意見箱の設置数の増 
 

・区民アンケート
（区実施分）の
回答率は（市民
局実施分を上回
っているが）、昨
年と比べても横
ばいであるた
め、より多くの
意見やニーズを
把握するために
は、回答率の向
上に取り組む必
要がある。 

・送付用の封筒が目立つように色封筒
や透明の封筒への変更や、設問に関す
るチラシやパンフレットを同封する
など、回答率の向上のための工夫を行
う。（下期） 

都島区 

・区民アンケートを実施。
（12月、２月） 

・区長がグループ・サークル
等を訪問する「区長と話そ
う！」の実施２回 

・地域担当制の実施 通年 
 

・多様化するニー
ズの把握が必要
である。 

・区民アンケート 年２回 
・区長出前講座「区長と話そう！」の実
施（通年） 

・地域担当制の実施（通年） 

福島区 

・区政会議開催回数：全体会
議２回・部会１回×２部会 

・「区長に届け…」受付件数：
106件 

・区民懇談会の実施(２月) 
 

― 

・多様な区民の意見やニーズの把握の
ため、能動的には区政会議や区民モニ
ターアンケート調査(年３回)、区民懇
談会(年３回)によって、受動的には
「区長に届けみんなの声、そして小さ
な声」（意見箱の設置場所を含む鉄道
駅ほか区内 12 箇所に意見用紙を常
設）により、意見収集や区政評価を行
う。(通年) 

此花区 

・無作為抽出による 1,500名
の区民を対象とした此花
区民アンケートを実施。 

・広報紙での区民意見やニ
ーズの把握に努めた。 

・区役所内に組織横断的な
地域担当チームを設置。 

・区役所内に意見箱を設置。 
 26件 

     
― 

 これまで実施してきた次の取組を継
続して実施する。 

（＊継続して取り組むこと） 
・無作為抽出による 1,500名の区民を対
象とした此花区民アンケートの実施
（下期） 

・各事業の参加者を対象としたアンケ
ートの実施（通年） 

・広報紙での区民意見やニーズの把握
（通年） 

・区役所内に組織横断的な地域担当チ
ームを編成。（通年） 

・区庁舎内に意見箱を設置（通年） 
 
 効果的な取組であると区長会議にお
いて判断された内容を検討し、可能な
ものを実施する。（通年） 

中央区 

・市民の声の受付（随時） 
・「ゆめまるくんのアイデア

BOX（ボックス）」による
アイデアの受付（随時） 

 アイデアの対応状況をホ
ームページで公開 

・区民モニターアンケート
の実施 ２回 

・これまでの取組
を進めるととも
に、より一層、区
民の意見やニー
ズの把握手法に
ついて、工夫を
凝らしていく必
要がある。 

これまで実施してきた次の取組を継続
して実施する。 
・市民の声の受付（随時） 
・広く区民から意見を聴く改善箱を設
置し、対応状況等をホームページで公
開（随時） 

・区民モニターアンケートの実施 ２
回（下期） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

 アンケートの結果をホー
ムページで公開 

・行政連絡調整会議の開催 
10回                                

 

 アンケートの結果をホームページで
公開（下期）                           

 効果的な取組であると区長会議にお
いて判断され、ベストプラクティスと
して 24 区で共有された内容を検討
し、当区の実情に即したものを実施す
る。（随時） 

西区 

・区民モニターアンケート
２回実施 

・「区長ぶらっと訪問」３回
実施 

 

・意見やニーズの
把握手法の多角
化に取り組むと
ともに、意見の
反映状況や反映
できなかった場
合においても、
可能な限り説明
責任を果たす必
要がある。 

・引き続き、区長が区内で活動を行って
いる団体等から意見を聞く取組を行
うなど、区民ニーズを把握する仕組み
を充実させる。（通年） 

・区民の方からいただいた意見等に対
しても区政運営に反映できた意見だ
けではなく、反映できなかったものに
ついても、庁内掲示やホームページへ
の掲載手法を工夫するなど、区民ニー
ズの施策反映について「見える化」を
意識した情報発信を行う。（通年） 

港区 

・これまでの手法である
「み・な・と改善箱」や「市
民の声」等により意見・ニ
ーズの把握に努めるとと
もに、他区の効果的な取組
の把握を行った。 

 
 

・他区の効果的な
手法が当区でも
効果的かの検証
が必要（転入者
数や層、ＳＮＳ
利用状況の差等
を踏まえての検
証が必要） 

・これまでの手法の改善を図りながら、
他区での効果的な取組を参考にしな
がら、意見・ニーズの把握手法の工夫・
充実を図る。（通年） 

大正区 

・区民モニターアンケート
を２回実施した。 

・区政会議を３回実施。 
・市民の声の受付。 
・地域担当制の実施。 
 

 

・実施している取
組が、どれだけ
の区民のニーズ
に沿ったもので
あるか検証でき
ていない。 

・無作為抽出した区民に対する区民意
識調査を実施する。(７月、２月) 

・これを補完するために、区内福祉関連
施設や子育て関連施設などの協力を
得て、高齢者・障がい者・子育て層な
どの声を把握に努める。（通年） 

・ＰＤＣＡサイクル徹底のため、各事業
の効果測定を行うとともに、調査結果
の分析・課題抽出により、今後の区政
運営に活用する。(通年) 

天王寺区 

・区民モニターを区政評価
員と位置づけ、区の施策・
事業に対する、多くの多様
な区民の意見やニーズ、施
策・事業の成果・評価など
に関する情報を収集・分析
し、施策・事業の企画・立
案から実施など全般に渡
る意思決定に役立てるた
めに、調査を実施した。 
調査回数 ２回(別途、格  
付け１回) 
調査対象者数 

 区実施（２回） 
 １回目 2,000名 
２回目 2,000名 

・区政運営にかかる意見や
評価をいただくために、区
役所職員から構成される
区民の声集約チーム～あ
なたの声をつなげ隊～の
メンバーが中心となって、
意見聴取を行った。区民と

― 

・区民モニターを区政評価員と位置づ
け、区の施策・事業に対する、多くの
多様な区民の意見やニーズ、施策・事
業の成果・評価などに関する情報を収
集・分析し、施策・事業の企画・立案
から実施など全般に渡る意思決定に
役立てるために、調査を実施する。（通
年） 

 調査回数 ２回(別途、格付け１回) 
調査対象者数 

 区実施（２回） 
 １回目 2,000名 
２回目 2,000名 

・区政運営にかかる意見や評価をいた
だくために、区役所職員から構成され
る区民の声集約チーム～あなたの声
をつなげ隊～のメンバーが中心とな
って、意見聴取を行う。区民と直接対
話を行うことで、区民モニター（区政
評価員）でも捕捉できない区政への関
心の薄い、サイレント・マジョリティ
の意見やニーズを的確かつ着実に把
握する。 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

直接対話を行うことで、区
民モニター（区政評価員）
でも捕捉できない区政へ
の関心の薄い、サイレン
ト・マジョリティの意見や
ニーズを的確かつ着実に
把握した。 

 予算反映できる時期まで
に 1,687件 

 

 1,200件以上（通年） 
 

浪速区 

・区民アンケートの実施（年
１回） 

・区民からの声 BOX庁内設
置（通年） 

・行政連絡調整会議での「市
民の声」情報共有（年６回） 

・地域担当職員による地域
情報の収集（11地域） 

 

・区民の意見やニ
ーズのより的確
な把握を行うた
めの手法の検討
が必要である。 

・区民アンケートの実施（下期） 
・区民からの声 BOX庁内設置（通年） 
・行政連絡調整会議での「市民の声」情
報共有（年６回） 

・地域担当職員による地域情報の収集
（通年） 

・区民の相談・意見・要望を区長が直接
聴く「区長と語ろう」（仮）を実施（通
年） 

西淀川区 

・地域の集会所等に区役所
への要望や意見を郵送で
きる専用フォーム「西淀川
区長に届くあなたの声」を
設置（通年） 

・インターネットや携帯端
末で気軽に市政、区政に対
する意見、要望を伝える手
段があることを広報板等
を活用し広く区民に周知 

・無作為による区民アンケ
ート調査：年２回 

 
 

・より広く区民の
意見やニーズを
把握できる手法
を検討・実施す
る必要がある。 

・地域の集会所等に区役所への要望や
意見を郵送できる専用フォーム「西淀
川区長に届くあなたの声」を設置す
る。（通年） 

・インターネットや携帯端末で気軽に
市政、区政に対する意見、要望を伝え
る手段があることを広報紙やホーム
ページで分かりやすく発信するとと
もに、広報板やツイッター、フェイス
ブック等も活用し広く区民に周知す
る。（通年） 

・無作為による区民アンケート調査：年
３回 

淀川区 

・区民アンケート 
（実施状況：２回） 
・アンケート結果は「YODO-

REPO」に掲載。 
・電子アンケートシステム
による回答を実施。 

 

・40 歳未満の回答
率が低い。 

・区民アンケート（２回）を開催し、実
施の際には、電子アンケートシステム
を活用し、40 歳未満の回答数の増加
をめざし、全体の回答数を増やす。
（10・２月） 

・市民の声の対応（通年） 
・ご意見箱への回答（ロビーでの掲示）
（通年） 

東淀川区 

（区政会議の強化） 
本会４回 
部会 24回 
学習会 18回 
議長・副議長会２回 
新委員説明会１回 
（※同日開催含む） 

・改選後、新委員説明会や学
習会を多数開催、写真等多
用したパワーポイント資
料で説明するなど、施策へ
の新委員の理解を深める
取組を集中実施し、効率的
に新体制を構築した。また
前期委員を含めこれまで
いただいた意見とその対
応方針をまとめ共有する
など、意見への的確なフィ

― 

（区民等の参画による区の特性に応じ
た区政運営の推進） 

・区の施策事業について立案段階から
多様な区民等（地域活動協議会推薦及
び公募からなる区政会議委員）の意見
を把握し適宜これを反映させるとと
もに、執行段階及び事業終了段階での
実績及び成果の評価にかかる意見を
聞くことで、地域の特性やニーズに応
じた区民協働型の区政運営の実現を
めざす。（通年） 

（広聴相談・総合窓口機能の充実） 
・区広聴・広報戦略に基づく広聴の強
化・分析の取組を充実させることで、
区民の声を区政に活かす取組を進め
る。（通年） 

・区民からいただいた「市民の声」につ
いて、迅速確実に回答のうえ、適切に
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

ードバックに関する取組
も強化した。 

（広聴相談・総合窓口機能の
充実） 

・東淀川区役所広聴・広報戦
略 1.0 の取組を進める中
で、各業務において問合せ
が多い項目についての分
析・対策を進めてきた。 

・「市民の声」について迅速
な回答を行うと共に、改善
ができる点については確
実な事務改善に繋げた。 

事務改善につなげていく。（通年） 
・身近な総合窓口として市政・区政全般
に対する区民のご意見を受け止め、関
係部署と連携してその解決に取り組
む。（通年） 

・それらの取組結果について、積極的に
広報を行っていく。（通年） 

東成区 

・区民アンケートを３回実
施したほか、11の各地域に
ついて地域担当職員によ
る地域情報の収集に取り
組んだ。 

 

 

・意見やニーズの
把握手法につい
ては目標達成で
きたものの、現
状を維持してい
くには継続して
取組が必要であ
る。 

・引き続き区民アンケートを実施（３
回：６月・９月・11月（予定））する
とともに、地域担当職員による地域情
報の収集（11地域）を実施する。（通
年） 

生野区 

・区政に関する区民アンケ
ートの実施 

・区の広報紙の発行 12回 
・区政会議（全体会議）    
３回 

・区政会議（４部会）各１回、
計４回 

・区政会議（３部会）各２回、
計６回 

 

― 

・29 年度に実施した次の取組を継続し
て実施する。 
 多文化共生の取組を区間連携で行  
い、情報共有する。 
外国人向けの多言語による案内「や
さしい日本語」での情報発信 

 （通年） 
・効果的な取組であると区長会議にお
いて判断された内容を検討し、可能な
ものを実施する。（通年） 

旭区 

・区民モニターアンケート
実施（３回） 

・区役所情報コーナーにご
意見箱設置 

・市民の声等の回答を区ホ
ームページに掲載すると
ともにファイリングして
区役所情報コーナーで閲
覧できるよう設置 

・これまでの取組
を継続するとと
もに、効果的な
取組と区長会議
で判断された内
容を実施検討
し、ニーズ把握
の手法の多角化
につなげる必要
がある。 

・区民アンケート実施（７月・１月） 
・区役所情報コーナーにご意見箱設置
（通年） 

・市民の声等の回答を区ホームページ
に掲載するとともにファイリングし
て区役所情報コーナーで閲覧できる
よう設置（通年） 

城東区 

・区政会議（本会３回、部会
各２回） 

・区民アンケート（年２回） 
・コスモスメール（ご意見
箱）（随時） 

・市民の声（随時） 

― 

・区政会議や教育会議、区民アンケート
（年２回）、コスモスメール（ご意見
箱）、市民の声によるニーズ把握を実
施。（通年） 

鶴見区 

・区民アンケートの実施： 
４回 

・転入者リサーチアンケー
トの実施：２回 

・各課への意見箱設置 
・区長と区民との意見交換
会 

・区政会議（部会 10回、全
体会４回） 

― 

・区民アンケートの実施：年３回 
・転入者リサーチアンケートの実施：年
３回 

・各課への意見箱の設置（通年） 
・区長と区民との意見交換会（年１回） 
・区政会議（部会９回、全体会３回） 
（通年） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

阿倍野区 

・これまで実施してきた次
の取組を継続して実施し
た。 

・区政会議の開催（全体会年
３回（６月・９月・12月、
各部会年２回７月・８月） 

・阿倍野区教育会議の開催：
８回（２月末現在） 

・地域福祉の活動主体への
意見聴取 １回 

・区民モニターアンケート
の実施（年２回） 

・来庁者アンケートの実施
（年２回 ８月・２月） 

・今月の目標の実施（毎月） 
・意見箱の設置（区役所内３
か所） 

・地域担当職員が、地域の情
報を把握し情報発信を行
った。 

 

― 

・これまで実施してきた次の取組を継
続して実施する。 

・区政会議の開催（全体会年 3回、各部
会年２回以上）（通年） 

・教育会議の開催(年６回以上）（通年） 
・地域福祉計画推進会議（通年） 
・区民モニターアンケートの実施（年２
回）（12月ごろ・２月ごろ） 

・来庁者アンケートの実施（年２ 
回）（８月・２月） 

・今月の目標の実施（毎月） 
・意見箱の設置（区役所内３か所）（通
年） 

・地域担当職員が地域の情報やニーズ
の把握（通年） 

住之江区 

・街頭やイベントなど様々
な場所でアンケートを実
施し、ニーズ把握に努め
た。 

・区民モニターアンケート
を実施した。（３回） 

・広報紙の懸賞応募を活用
したアンケートを実施し
た。（10回） 

 

・施策・事業の効果
の向上へ、区民
モニターアンケ
ート結果の活用
を図る必要があ
る。 

・必要に応じて地域別の区民モニター
アンケートの集計結果を活用するな
どし、区民モニターを今後の施策・事
業の効果のさらなる向上につなげる。
（通年） 

住吉区 

・多様な区民ニーズなどを
把握し、施策や事業に反映
していくことを目的とし
て、区民意識調査を年３回
（８月、11月、１月）実施
した。 

 

・区民の意見やニ
ーズを把握する
様々な手法を検
討・実施する必
要がある。 

・「声なき声」など把握しにくいものも
含めた多様な区民ニーズや意見･評価
を的確に把握し、施策や事業に反映す
るため、区民意識調査を年２回（８月、
１月）実施する。 

・調査にあたっては、ＰＤＣＡサイクル
徹底に向け、各事業の効果測定や課題
抽出等に生かし、今後の区政運営に反
映する。（通年） 

東住吉区 

・区政会議の開催（本会議３
回、２部会各２回実施） 

・区政会議の意義や議事内
容の区民への周知（広報紙
等） 

【区政会議委員とのより活
発な意見交換】 
○区政会議運営上の課題
把握のためのアンケー
トを区政会議委員に対
して実施 

  アンケート結果に基づ
き会議運営の改善を図
り、意見についての対応
状況を示した。 

○区政会議における意見
の予算への反映状況に
ついて、区政会議におい
て説明した。 

― 

・区政会議の開催（本会議３回、２部会
各２回実施）（通年） 

・区政会議の意義や議事内容の区民へ
の周知（広報紙等）（上期） 

・年３回の区民アンケートの実施 
 （通年） 
・新・東住吉区将来ビジョンの実現に向
けた、区民が主役となるまちづくりプ
ロジェクト（e-sumi なでしこ）のサ
ポート（月１回） 

・大阪城南女子短期大学との包括連携
会議（１回 上期） 

・大学や企業等と連携した取組の促進
（通年） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

○区の取組について、委員
から４段階で評価を受
けて点数化し、各委員の
評価を平均して公表し
た。 

 

平野区 

・無作為抽出した区民へ、区
民の意見やニーズを把握
するためアンケートを実
施（年２回）。また、高齢者
層、子育て層へも別途アン
ケートを実施し、世代別の
意見も伺った。 

 

・区民ニーズを踏
まえ、効果的な
取組を強化して
いくため、今後
もより多くの区
民からの意見や
ニーズを把握す
る必要がある。 

・年２回の区民モニターアンケート時
に、回答率、回答年代等を分析し、よ
り効果的に区民の意見やニーズを把
握できるよう工夫を凝らしていく。
（７月・12月） 

・子育て層アンケートの回答率が低い
ため、アンケート方法を見直す。（12
月～１月） 

西成区 

・区民の意見やニーズ、施
策・事業の評価等を広く収
集し、把握・検証等を行っ
た。 

・無作為抽出した 1,500 名 
の区民を対象にアンケー
トを実施（１月） 

・イベントの参加者にアン
ケートを実施 

・区役所１階の総合案内に、
「ご意見箱」を設置 

 

― 

・幅広く区民からの意見などを収集す
るとともに、満足度などを把握し検証
するために区民アンケート等を実施
する。（下期） 
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柱2-Ⅳ-ア さらなる区民サービスの向上 

目標の達成状況 

目標指標①「区役所が、相談や問い合わせ内容について適切に対応したと思う区民の割合」 

目標 
29年度 75％ 
※30・31年度の目標は、29年度の結果を踏まえて設定 

 29年度
実績 

29年度目標 
の評価 

30年度以降の目標 
（設定・変更等） 

北区 67.8％ 未達成 

30年度 70％ 
31年度 70％ 
※31年度の目標は、30年度の結果を踏まえて再検討 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

都島区 77.8％ 達成 

30年度 78％ 
31年度 79％ 
※31年度の目標は、30年度の結果を踏まえて再検討 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

福島区 72.3％ 未達成 
30年度 75％ 
31年度 76％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

此花区 70.7％ 未達成 
30年度 75％ 
31年度 78％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

中央区 72.4％ 未達成 
30年度 75％ 
31年度 76％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

西区 82.3％ 達成 
30年度 83％ 
31年度 84％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

港区 77.8％ 達成 

30年度 80％ 
31年度 80％ 
※31年度の目標は、30年度の結果を踏まえて再検討 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

大正区 81.2％ 達成 

30年度 82％ 
31年度 83％ 
※31年度の目標は、30年度の結果を踏まえて再検討 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

天王寺区 80.2％ 達成 
30年度 81％ 
31年度 82％ 
（理由）30年度の目標は、29年度実績を上回る水準とし、31年度

の目標は 30年度をさらに上回る水準とする。 

浪速区 70.6％ 未達成 

30年度 75％ 
31年度 75％ 
※31年度の目標は、30年度の結果を踏まえて再検討 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

西淀川区 75.7％ 達成 
30年度 78％ 
31年度 81％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

淀川区 77.2％ 達成 

30年度 80％ 
31年度 81％ 
※31年度の目標は、30年度の結果を踏まえて再検討 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 
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目標 
29年度 75％ 
※30・31年度の目標は、29年度の結果を踏まえて設定 

 29年度
実績 

29年度目標 
の評価 

30年度以降の目標 
（設定・変更等） 

東淀川区 79.0％ 達成 
30年度 80％ 
31年度 82％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

東成区 65.2％ 未達成 

30年度 66％ 
31年度 67％ 
※31年度の目標は、30年度の結果を踏まえて再検討 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

生野区 82.4％ 達成 

30年度 85％ 
31年度 88％ 
※31年度の目標は、30年度の結果を踏まえて再検討 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

旭区 78.9％ 達成 

30年度 80％ 
31年度 80％ 
※31年度の目標は、30年度の結果を踏まえて再検討 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

城東区 75.6％ 達成 

30年度 76％ 
31年度 77％ 
※31年度の目標は、30年度の結果を踏まえて再検討 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

鶴見区 75.3％ 達成 
30年度 80％ 
31年度 82％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

阿倍野区 81.8％ 達成 

30年度 82% 
31年度 85% 
※31年度の目標は、30年度の結果を踏まえて再検討 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

住之江区 66.7％ 未達成 
30年度 70％ 
31年度 75％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

住吉区 71.6％ 未達成 
30年度 75％ 
31年度 80％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

東住吉区 73.5％ 未達成 

30年度 75％ 
31年度 76％ 
※31年度の目標は、30年度の結果を踏まえて再検討 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

平野区 72.8％ 未達成 

30年度 73％ 
31年度 75％ 
※31年度の目標は、30年度の結果を踏まえて再検討 
（理由）29年度目標が未達成のため、2年かけて当初目標を達成し

ていく。 

西成区 69.2％ 未達成 

30年度 72％ 
31年度 75％ 
※31年度の目標は、30年度の結果を踏まえて再検討 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 
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柱2-Ⅳ-ア さらなる区民サービスの向上 

目標の達成状況 

目標指標③「区の様々な取組（施策・事業・イベントなど）に関する情報が、区役所から届いている

と感じる区民の割合」 

目標 
29 年度 30％ 
（28年度 28.6％） 
※30・31年度の目標は、29年度の結果を踏まえて設定 

 29年度
実績 

29年度目標 
の評価 

30年度以降の目標 
（設定・変更等） 

北区 40.7％ 達成 
30年度 42％ 
31年度 43％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

都島区 42.9％ 達成 
30年度 43％ 
31年度 50％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

福島区 45.8％ 達成 
30年度 46％ 
31年度 47％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

此花区 44.9％ 達成 
30年度 45％ 
31年度 50％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

中央区 42.1％ 達成 
30年度 45％ 
31年度 48％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

西区 37.2％ 達成 
30年度 40％ 
31年度 43％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

港区 43.9％ 達成 
30年度 50％ 
31年度 60％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

大正区 48.5％ 達成 
30年度 51％ 
31年度 53％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

天王寺区 40.7％ 達成 
30年度 41％ 
31年度 50％ 
（理由）30年度の目標は、29年度実績を上回る水準とし、31年度

の目標は 30年度をさらに上回る水準とする。 

浪速区 31.4％ 達成 

30年度 35％ 
31年度 40％ 
※31年度の目標は、30年度の結果を踏まえて再検討 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

西淀川区 45.8％ 達成 
30年度 48％ 
31年度 50％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

淀川区 35.9％ 達成 
30年度 40％ 
31年度 43％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

東淀川区 38.7％ 達成 
30年度 40％ 
31年度 50％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 
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目標 
29 年度 30％ 
（28年度 28.6％） 
※30・31年度の目標は、29年度の結果を踏まえて設定 

 29年度
実績 

29年度目標 
の評価 

30年度以降の目標 
（設定・変更等） 

東成区 44.6％ 達成 
30年度 45％ 
31年度 46％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

生野区 41.6％ 達成 
30年度 45％ 
31年度 50％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

旭区 44.6％ 達成 
30年度 45％ 
31年度 50％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

城東区 38.5％ 達成 
30年度 40％ 
31年度 50％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

鶴見区 50.4％ 達成 
30年度 52％ 
31年度 54％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

阿倍野区 38.8％ 達成 
30年度 40% 
31年度 50% 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

住之江区 41.8％ 達成 
30年度 45％ 
31年度 50％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

住吉区 47.5％ 達成 
30年度 50％ 
31年度 55％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

東住吉区 38.6％ 達成 
30年度 40％ 
31年度 50％ 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 

平野区 38.1％ 達成 
30年度 40％ 
31年度 42％ 
（理由）29年度目標を達成したため、１年毎に目標設定を上げてい 

く。 

西成区 35.9％ 達成 

30年度 40％ 
31年度 44％ 
※31年度の目標は、30年度の結果を踏まえて再検討 
（理由）基とする 29年度実績が確定したため、30年度以降の目標

を設定する。 
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柱2-Ⅳ-ア さらなる区民サービスの向上 

取組の実施状況 

取組①「区民に身近な総合行政の窓口としての機能の充実」 

 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

北区 

・区政会議 ４回 
・市民の声 
・区民アンケート（区実施分） 
・ご意見箱の設置数の増 
・北区業務関連索引簿「北区
取次名人」の活用 

 

・区民からのお問
い合わせは多岐
にわたるが、ス
ムーズに対応す
るためには、最
新の情報を把握
する必要があ
る。 

・北区業務関連索引簿「北区取次名人」
の内容を充実させる。（通年） 

都島区 

・区民から寄せられる相談や
要望を受け付け、関係局等
への連絡や指示を速やかに
行った。区内の関係行政機
関等との連携を強化した。 

 ・広聴・各種相談事業の実
施 通年 

 ・行政連絡調整会議等の開
催 12回 

 
 

・引き続き、区内の
関係行政機関等
との連携を強化
し、迅速に対応
する必要があ
る。 

・広聴・各種相談事業の実施（通年） 
・行政連絡調整会議等の開催（年 12
回） 

 

福島区 

・従来から作成している区役
所の庁内電話番号表と合わ
せて、各担当の業務内容を
詳しく掲載し、全職員に周
知：随時 

・転入、転出、出生、死亡、婚
姻、離婚時等の主な手続き
窓口のご案内を作成し、１
階総合案内に設置：随時 

 
 

・窓口で区民ニー
ズに適切かつ迅
速に対応するた
めの職員用ツー
ルが不足してい
る。 

・職員に尋ねるま
でもなく、主要
な手続に関する
情報を区民が分
かりやすく確認
できる媒体の充
実が必要。 

・区役所が区民に身近な総合行政の拠
点として、窓口で区民ニーズに適切
に対応するための各ツールの充実に
取り組む。（通年） 

・総合的な市政の内容やその担当等が
手軽に検索できるウェブサイト等を
駆使し、窓口のその場でタブレット
端末を利用し即座に対応する仕組み
を構築する。（通年） 

・職員間での区役所業務から担当の内
線番号が一目で確認できるツールの
作成・共有（通年） 

・ライフイベントでの主な手続き窓口
の案内を作成し、１Ｆロビーに設置
（通年） 

此花区 

・28年度（29年１月）に改訂
し た 区 役 所 業 務 一 覧
「konohanavi」の活用。 

・行政連絡調整会議、小会議
メンバー間での情報の共
有。 

・区役所内の広報・広聴担当
者会議の場で、市民の声対
応状況を報告。 

 

・区役所業務以外
の問い合わせに
適切に対応する
ためには、連絡
先の取りまとめ
や対応をマニュ
アル化して職員
に周知する必要
がある。 

・「関係局と連携して責任を持って対
応」するための連携先情報の取りま
とめ、連絡体制の構築と連絡方法の
確認を行い、マニュアル化して職員
に徹底する。（通年） 

・関係局と連携して住民の抱える課題
を解決するための体制を構築する。 
（区政会議、行政連絡調整会議など  
をベースに具体に対応できる連絡
調整の仕組みを構築）（通年） 

中央区 

・来庁・郵便、電話やインタ
ーネット等による受付、フ
ィードバック 随時 

・研修等への参加による職員
の課題解決力の向上 

 

 

・区民から信頼さ
れ身近な窓口と
なるよう取組を
強化する必要が
ある。 

・市民の声など区民が抱える様々な課
題に対して、その内容に応じて関係
局と連携して、責任を持って対応す
る。（随時） 

・来庁・郵便、電話やインターネット
等により受け付け、的確にフィード
バックする。（随時） 

・研修等への参加により職員の課題解
決力を向上させる。（随時） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

西区 

・関係局との連絡体制を確保
することにより、区内の
様々な課題に対応できる体
制づくりを進めるための行
政連絡調整会議を開催し
た。 

・区内における課を超えた情
報共有のため定期的に課長
会や係長会を開催した。 

 

 

― 

・関係局との連絡体制を確保すること
により、区内の様々な課題に対応で
きる体制づくりを進めるための行政
連絡調整会議を開催する。（上期） 

・区内における課を超えた情報共有の
ため定期的に課長会や係長会を開催
する。（通年） 

港区 

・様々な手法で受け付けた相
談や要望を、関係部署と連
携して迅速に・適切に対応
した。 

 

・調整先の関係部
署が複数になる
場合など、迅速
な対応が困難な
時がある。 

・行政機関の場合それぞれ異なる法令
等で対応することになるので、やむ
を得ない場合がある。行政連絡会議
等を通じ日ごろから連携して、迅速
対応を心掛ける。（通年） 

大正区 

・職員の接遇能力の向上及び
職員の意識改革を図ること
を目的として、全職員に対
し、接遇研修を実施した。 

・窓口案内人は市民からの信
頼を損なわないよう、常に
適切かつ迅速丁寧に対応す
るとともに、市職員と円滑
な連携を図り、市民満足度
の向上に努めた。 

 

― 

・区役所に寄せられた「市民の声」な

どに対して、市民に回答するなど、

市民への説明責任を果たす。（通年） 
・行政連絡調整会議等の開催（年 12
回） 

・区内における課を超えた情報共有の

ため定期的に課長会や係長会を開催
する。（通年） 

 

天王寺区 

・多様な区民の意見やニーズ
を把握するために職員から
構成される「つなげ隊」、市
民の声、ＩＣＴ等を通じて
区に寄せられた区民の意
見・要望に対して、総合窓
口としてワンストップで対
応しながら、所管局におい
て対応すべき事項について
は、速やかに所管局等関係
機関に伝達し、連携して課
題解決に取り組んだ。また、
市民の声を基本としてその
対応状況を１ヶ月毎に取り
まとめ、専用コーナーを設
けたうえでホームページで
公開した。 

 聴取意見のホームページ公
開 ７回 

 
 

― 
 

・「つなげ隊」、市民の声、ＩＣＴ等を
通じて区に寄せられた区民の意見・
要望に対して、総合窓口としてワン
ストップで対応しながら、所管局に
おいて対応すべき事項については、
速やかに所管局等関係機関に伝達
し、連携して課題解決に取り組む。
また、市民の声を基本としてその対
応状況を１ヶ月毎に取りまとめ、専
用コーナーを設けたうえでホームペ
ージで公開する。（通年） 

 市民の声に関するもの 各月１回
（公表案件がない時を除く） 

 区政会議や「つなげ隊」等により聴
取したもの（適時） 

 

浪速区 

・来庁、電話、インターネッ
と等で寄せられる日常生活
の中でさまざまな相談に対
し、各関係局等と連携して
迅速に対応した。（随時） 

・行政連絡調整会議の開催 
（年 12回） 

 
 

― 

・来庁、電話、インターネット等で寄
せられる日常生活の中でさまざまな
相談に対し、各関係局等と連携して
迅速に対応する。（随時） 

・行政連絡調整会議の開催（年６回） 
・区役所を身近に感じてもらうととも
に、迅速な対応を図るため、区民の
相談、意見、要望を直接聴く「区長
と語ろう」（仮）を実施する。（通年） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

西淀川区 

・「関係官公署等一覧」を作成
して各窓口に常備し、区民
の目的に応じた関係官公署
を的確かつ速やかに案内で
きるようにした。 

・日常生活に関する様々な相
談・要望等をインターネッ
ト、電話、ファックス、投
書、来訪等で受け付け、関
係局と連携し、迅速かつ適
正に対応した。 

・市民の声、ご意見箱の受付：
随時 

 

・引き続き、区民か
らの問合せに迅
速かつ適正に対
応する取組が必
要。 

・日常生活に関する様々な相談・要望
等をインターネット、電話、ファッ
クス、投書、来訪等で受け付け、関
係局と連携し、迅速かつ適正に対応
する。（通年） 

・市民の声、ご意見箱の受付（随時） 
・「関係官公署や各種問合せ窓口等一
覧」を作成して各窓口に常備し、区
民の目的に応じて情報を的確かつ速
やかに案内できるようにする。（通
年） 

・区内関係機関との連絡体制の構築 
（６月） 

淀川区 

・市民の声の区独自の回答期
限の設定。また意見に対す
る市の考え方を作成しホー
ムページに公表。 

・市民の声の対応を「YODO-
REPO」に掲載。（５回） 

 
 
 
 

・総合的な相談事
案などの応対に
おいては、未だ
に時間等を要し
ている。 

・市民の声の対応については短縮目標
をかかげた所属内のルールで実施す
る。（通年） 

・適切な所管部署への伝達を受付日か
ら２開庁日以内に行うことを引き続
き実施する。（通年） 

・政策企画室作成の市民の声Ｎｅｗｓ
が庁内ポータルにアップ時に区役所
内職員あて記事の紹介を行い、各課
の広聴に対する意識付けを図る。 
（通年） 

東淀川区 

・東淀川区役所広聴・広報戦
略 1.0 の取組を進める中
で、各業務において問合せ
が多い項目についての分
析・対策を進めてきた。 

・「市民の声」について迅速な
回答を行うと共に、改善が
できる点については確実な
事務改善に繋げた。 

 

― 

・区広聴・広報戦略に基づく広聴の強
化・分析の取組を充実させることで、
区民の声を区政に活かす取組を進め
る。（通年） 

・区民からいただいた「市民の声」に
ついて、迅速確実に回答のうえ、適
切に事務改善につなげていく。（通
年） 

・身近な総合窓口として市政・区政全
般に対する区民のご意見を受け止
め、関係部署と連携してその解決に
取り組む。（通年） 

・それらの取組結果について、積極的
に広報を行っていく。（通年） 

東成区 

・広聴相談の問合せについて
は区役所内のほか、警察署
や道路管理者や生活衛生監
視事務所等関係機関等と連
携して実施した。また、行
政連絡調整会議の開催によ
り連携を強めた。（10回） 

 
 

 

・関係機関の連携
等に取り組んだ
ものの目標を下
回る結果とな
り、区民サービ
ス向上の取組等
が適切に情報発
信できていない
と考えられる。 

・ホームページ等適切な媒体を通じて
情報発信する。（通年） 

生野区 

・市民からの問合せに対し、
全職員が迅速かつ正確に対
応できるよう、問合せの多
い内容を 50 音順にまとめ
た電話番号簿「お仕事がん
ばっＴＥＬ」が役に立って
いると感じる職員の割合 
97.4％ 

 

― 

・引き続き、来庁者への適切な案内の
ため、区役所１階に総合案内を設置
するとともに、庁内にフロアマネー
ジャーを配置する。（通年） 

・「お仕事がんばっＴＥＬ」を最新年度
版へ更新し、職員に配布・活用する。
（上期） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

旭区 

・職員向け案内ガイドブック
（区役所業務以外も含む）
「あさひあったかガイド」
をこれまでの問合せ事例を
踏まえて修正、充実。 

・市民向け事象ごとの手続き
を一覧にした「窓口案内カ
ード」を継続実施。 

 
 

・区役所業務外の
部分について、
定期的な情報収
集とガイドの更
新作業が必要。 

・「案内カード」に
記載の事務が複
数の担当にまた
がるため、配架
切れにならない
よう、残数点検
など日常の点検
が必要。 

・区役所内の「改革支援チーム会議」
において、日常の点検や必要な作業
を主体的に取り組む。（毎月） 

・30年度も引き続き 29年度と同様の
取組を行う。（ガイド更新：上期、案
内カード点検：随時） 

城東区 

・行例連絡調整会議（年６
回）、ミニ行連（年５回） 
・法律相談各種相談事業の実
施（新たに社会保険労務士
および宅地建物取引士によ
る相談を実施） 

・「くらしの手続き案内」の配
付及びＨＰへの掲載 

 
 

― 

・区内行政官公署が参加する会議（行
連、ミニ行連）等の機会を通じ、連
携を深めることにより、総合拠点機
能を充実させる。（通年） 

・法律相談等各種専門相談事業の実
施。（通年） 

・「くらしの手続き案内」の配付及びＨ
Ｐへの掲載（通年） 

鶴見区 

・各種専門相談の実施 
・区役所版ＦＡＱの更新 
・各事業所（署）が受け付け
た意見・要望・提案等を相
互に情報共有するとともに
区役所版ＦＡＱに関係事業
所（署）の内容も掲載する
など鶴見区担当事業所（署）
と連携 

 

― 

・各種専門相談の実施（通年） 
・区役所版ＦＡＱの更新（随時） 
・各事業所（署）が受け付けた意見・
要望・提案等を相互に情報共有する
とともに区役所版ＦＡＱに関係事業
所所（署）の内容も掲載及び更新す
るなど鶴見区担当事業所（署）と連
携（通年） 

 

阿倍野区 

・行政連絡調整会議（年５回）
及び行政連絡調整会議小会
議（年４回）を開催した。 

 
 

― 

・区民の課題を的確に把握し、関係局
と連携し、適切に対応できるよう、
行政連絡調整会議（年５回）及び行
政連絡調整会議小会議（年４回）を
開催する。（通年） 

住之江区 

・区民から寄せられた意見内
容に応じ、適切に関係局等
と連携を行うことで、区民
に身近な総合行政の窓口と
して、区民が抱える様々な
課題に迅速かつ的確に対応
した。 

 

・インターフェイ
ス機能をさらに
向上させる必要
がある。 

・関係局等と連携を深め、区民が抱え
る様々な課題にさらに迅速かつ的確
に対応する。また、若手職員を中心
とした職場改善プロジェクトチーム
による窓口サービスにおける課題の
洗い出し、改善実行、検証を行う。
（通年） 

住吉区 

・区民から寄せられた意見や 
 要望に対し、関係部署と連 
携し、適切かつ迅速に対応 
を行った。 

・当区役所所管の事項につい 
ては、毎週の課長共有会に 
おいて区役所全体で共有し 
た。 

・窓口サービス改善ＰＴを中 
心に 50音別業務担当一覧 
表の手入れを行った。 

 

・区民にとって身
近な相談窓口と
しての機能の充
実を図る必要が
ある。 

・来庁者に対し、誰もが的確に案内で
きるよう、50音別業務担当一覧表や
よくある問い合わせＱＡを全職員で
共有する。（通年） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

東住吉区 

・市民の声（29年度 184件） 
・法律相談（弁護士）：年間 48
回実施 

・法律相談（司法書士）：年間
22回実施 

・税務・行政・不動産・就労
相談：年間 31回実施 

・相続遺言帰化相談（行政書
士）：年間 11回実施 

 
 職員の対応力の向上に向け
たスキルアップ研修の実施 

  「東住吉おもてなしプロジ
ェクト」を継続実施し、各
課を横断した全職員の意識
向上の取組を推進 

 

・適切に対応した
と感じる割合
は、全体の半数
以上であるもの
の、昨年度結果
と比較すると低
くなっているこ
とから、職員一
人ひとりが分か
りやすく丁寧な
対応を引き続き
行う必要があ
る。 

・区民ニーズに沿ったおもてなし向上
に向けた研修などを定期的に実施す
る。（通年） 

・また各種相談業務の担当団体に対し
ても問題意識の共有を図る。（通年） 

平野区 

・区民からの日々のご意見に
対しては市民の声制度など
を活用し、文書やメールに
て責任を持って対応した。
区民が抱える様々な課題に
ついては専門員による相談
窓口を設け、的確に対応し
た。 

 

・年々増加する市
民の声に対す
る、よりきめ細
かな対応の強化
が必要。 

・市民の声制度の活用（通年） 
・各種専門相談の実施（通年） 

西成区 

・電話、窓口、Ｅメール等で
寄せられる相談・要望・苦
情等を総合的に受け付け、
個々の事案に応じて、相談
者等に丁寧な説明を行うと
もに、必要な措置を関係部
署に連絡、指示した。 

 
 

・区における市政
の総合窓口とし
ての機能を、よ
りいっそう充実
させていく必要
がある。 

・区役所が来庁・電話・郵便・インタ
ーネット等により区民から寄せられ
る、日常生活に関する様々な相談・
要望等を総合的に受け付け、個々の
事業に応じて、関係局に連絡、指示
等を適切に行い、状況を相談者にフ
ィードバックするなど、区における
市政の総合窓口としての役割を果た
すため、適切かつ迅速な対応を行う。
（随時） 
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柱2-Ⅳ-ア さらなる区民サービスの向上 

取組の実施状況 

取組②「庁舎案内や窓口サービスにおけるサービス向上」 

 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

北区 

・所属内接遇研修（机上・実
地）の実施 

・エレベーター前などにフロ
ア図等を設置 

・総合案内（広聴担当）、戸籍
登録課、保険年金課及び住
民情報業務委託事業者で情
報交換会を毎月開催し、各
担当の状況や課題の共有を
行った。 

・住民情報業務の委託事業者
の更新にあわせ、案内サー
ビスの充実を図るため、フ
ロアマネージャーを常時１
名増員するとともに、来庁
者から民間事業者の従事者
であることが認識できるよ
うに、スタッフ全員が統一
したジャンパーを着用し
た。（29年 12月～） 

 
 
 

・「区役所来庁者等
に対するサービ
スの格付け結
果」における、☆
☆（民間の窓口
サービスの平均
的なレベルを上
回るレベル）の
維持 

・所属内接遇研修（机上・実地）の実施
（下期） 

 
・課題発見力・企画力の向上を図るため
の研修で取り上げたテーマに基づい
た窓口サービスの向上（下期） 

 
・庁舎内のサインを庁内統一して見直  
す。（上期） 

 
・総合案内（広聴担当）、戸籍登録課、
保険年金課及び住民情報業務委託事
業者で情報交換会の毎月開催（通年） 

 
・フロアマネージャー１名増員による
案内サービスの充実（通年） 

 

都島区 

・「来庁者等に対する窓口サ
ービス」の民間事業者の調
査結果を取り入れ、窓口サ
ービス改善につなげるとと
もに、結果を活用して、外
部講師による接遇研修を実
施し、職員のスキル向上を
図るとともに、快適な環境
づくりを行った。 

・接遇研修（全職員対象）１
回（９、10月） 

  高齢者や障がいのある方
など、配慮が必要な方への
ユニバーサルサービスを含
む。 

・庁舎の環境整備等 通年 
 待合スペースのリフレッシ
ュ整備（７、８月） 

 防災の観点からの庁舎整備 
など 

 
 

・職員によって業
務知識や接遇レ
ベルに差があ
り、ホスピタリ
ティの意識が全
職員に浸透して
いない。 

・評価が低かった項目について、改善策
の周知や実効性のある研修を実施す
る。（通年） 

・接遇チェックシートを作成し、チェッ
クシートを実施する。（下期） 

・接遇研修（全職員対象）１回（９月） 
高齢者や障がいのある方など、配慮が
必要な方へのユニバーサルサービス
を含む。 

・庁舎の環境整備等（通年） 
 待合スペースのリフレッシュ整備（随
時） 

 

福島区 

庁舎案内の改善及び窓口での
応対の向上。 
・手話通訳用タブレットの設
置 

・職場活性化ＰＴを中心に庁
舎案内改善検討会を実施
（１～２Ｆフロアにおける
分かりやすい窓口サインの
デザインやアイデアの検

― 

・庁舎案内や窓口応対などの品質向上
に取り組む。（通年） 

・有志職員による職場活性化プロジェ
クトチームを中心にお客様サービス
向上策の検討・実施（通年） 

・外部講師による全職員対象の接遇研
修の実施（年１回以上） 

・外部業者による窓口応対等モニタリ
ングの実施（年１回以上） 
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討、お客様の便利向上アイ
デアの検討など）：４～６月 

・外部講師による全職員対象
の接遇研修を実施：１回 

・当区サービスの強みと弱み
を直接、またお客様の負担
なく把握できる、カード投
票式来庁者アンケートを実
施：８月から常設 

 

・常設のお客様アンケートを実施（通
年） 

此花区 

・庁舎内の改善について、他
区の事例検討や事業者との
意見交換を行った。 

・窓口サービスの向上をめざ
したリーダー養成接遇研修
を実施した。（４回） 

 

 

・庁舎案内や窓口
でのサービス向
上のためには、
職員や窓口案内
人、フロアマネ
ージャーなどか
ら意見を聴取す
るだけでなく、
外部の方の意見
についても取り
入れる必要があ
る。 

・「窓口での応対の向上」について、ホ
スピタリティ向上の観点から課題の
洗い出しと具体の取組案を作成し、出
来るものから実施する。（下期） 

中央区 

庁舎案内や窓口サービスにお
けるサービス向上 
・フロアマネージャー連絡票
の活用 

・フロアマネージャー打合せ
会の開催 12回 

・市民アンケートの実施  
１回 

・市民サービス向上委員会の
開催 21回 

・住民情報業務等窓口にかか
る情報交換会の開催 12
回 

・来庁者等サービス向上研修
の実施   

・区民が快適で利
用しやすい区役
所となるよう、
庁舎案内や窓口
での応対の向上
を図る必要があ
る。 

 

庁舎案内や窓口サービスにおけるサー
ビス向上 
・フロアマネージャー連絡票の活用（通
年） 

・フロアマネージャー打合せ会の開催
（随時：12回） 

・市民アンケートの実施 １回（下期） 
・接遇マニュアル等の作成（下期） 
・市民サービス向上委員会の開催  
（月２回） 

・住民情報業務等窓口にかかる情報交
換会の開催 （月１回） 

・来庁者等サービス向上研修の実施（随
時） 

西区 

・区民の皆さんが快適で利用
しやすい区役所となるよ
う、庁舎案内の改善や窓口
での応対の向上を図るため
の職員研修を実施した。 

― 

・区民の皆さんが快適で利用しやすい
区役所となるよう、庁舎案内の改善や
窓口での応対の向上を図るための職
員研修を実施する。（下期・１回） 

港区 

・窓口サービス向上委員会を
開催し、各課の課題の抽出
や対応策を検討し実施し
た。 

・接遇研修を実施した。 

・名札の着用や、挨
拶、態度、所作が
適切に出来てい
ない事例が見受
けられた。 

・引き続き窓口サービス向上委員会で、
課題の検証、対応策の検討を行い、有
効な取組を検討する。（通年） 

大正区 

・５Ｓ（整理・整頓・清掃・清
潔・習慣）や標準化等の取
組により職場環境の改善、
事務の効率化を図るため、
窓口５Ｓ推進会議を定期的
に開催した。 

・来庁者アンケートを実施し
市民満足度を検証した。 

 
 

― 

・５Ｓ（整理・整頓・清掃・清潔・習慣）
や標準化等の取組により職場環境の
改善、事務の効率化を図るため、窓口
５Ｓ推進会議を開催する。窓口サービ
スの充実に向けた対策を講じ、市民満
足度をさらに高めていく。また来庁者
アンケートを実施し市民満足度を検
証する。（通年） 

・接遇に係る研修について、課題に対応
した適切な研修テーマを設定するな
どして効果的に実施する。（10月） 
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天王寺区 

・ソフト面に関しては、５月
を新たに接遇向上推進月間
と定め、新規採用者や局間
異動者を対象に接遇研修を
実施するなど、年度当初の
接遇向上に取り組んだ。ま
た、年２回窓口へ来られた
方への来庁者アンケートを
実施するとともに、事前モ
ニタリングを踏まえた接遇
研修を職員全員に実施し、
11～12月には、特に重点的
に取り組むべき５項目を
「接遇向上重点取組」とし
て設定してさらなる接遇向
上に取り組んだ。この間、
職員間の意識を高め情報共
有を図るため、「☆☆☆獲得
大作戦通信」を精力的に発
行した。 

・ハード面に関しても、施設・
設備にかかる来庁者アンケ
ートを実施しつつ、庁舎内
表示の改善をはじめ、杖ホ
ルダーのトイレへの設置、
天王寺区に縁のある本を集
めた「天王寺区ミニ文庫」
の開設、さらに夏場の暑さ
緩和のため毎年設置してい
る「涼ん処(すずんどこ)」に
加え初めて玄関にミスト噴
霧装置を設置するなど、企
画総務課が中心となって庁
舎の快適性向上に努めた。 

 

・29年度の取組と
しては、計画以
上に精力的に取
り組むことがで
き、「区役所来庁
者等に対するサ
ービスの格付け
結果」において
も、目標として
いた「☆☆」を２
年連続で獲得す
ることができ
た。しかしなが
ら、当区よりも
上位の評価を受
けている区も複
数あることか
ら、こうした区
の取組も参考に
しつつ、さらな
る評価アップに
努めていく必要
がある。 

・さらなる評価アップをめざすため、ソ
フト面・ハード面両面において、他区
の優れた点に学ぶなどさらに取組の
深化を図るとともに、どの職員がどの
場面で評価されても評価に影響が出
ることのないよう、高いレベルでの接
遇対応の均一化をめざし、来庁者サー
ビスの向上に努めていく。（通年） 

浪速区 

・区民から信頼される職員、
風土づくりに向けて、職員
一人ひとりの「プロ意識」
「市民志向」定着に向けた
意識改革を促すとともに、
コンプライアンスや接遇力
の向上等に向けた職場研修
を実施した。 

 

― 

・庁舎案内の点検・見直しも含め、接遇
力やコンプライアンスの向上等に向
けた職場研修を引き続き実施(年４
回） 

・窓口サービス（住民情報）に関する来
庁者アンケートを実施（四半期ごと） 

西淀川区 

・来庁者の満足度向上のため
接遇マニュアルに基づく区
民応対の実践とセルフチェ
ックシートによる自己点検
を実施した。 

・区役所を訪れる方々に満足
いただけるよう、各課職員
で構成する市民満足度向上
に向けた「にーよんおもて
なしプロジェクトチーム」
において月１回会議を行い
ＥＳ向上に向けた職員研修
を行った。 

・来庁者が目的に応じた窓口
の場所をわかりやすくする

・窓口の格付のた
めの調査の結果
において、窓口
ごとに差があ
り、それぞれの
状況に応じた改
善や工夫が必
要。 

・来庁者の待ち時
間短縮について
は、民間委託事
業者の業務との
連携も含めて改
善していく必要
がある。 

・住民情報窓口にて来庁者アンケート
を実施。（年１回） 

・窓口業務の改善等を図り、待ち時間の
短縮などサービスの向上のため民間
委託事業者と住民情報窓口業務に関
する打合せ・意見交換会等（月１回）
を行う。 

・待ち時間を気持ちよく過ごしていた
だくため、１階フロアにキッズコーナ
ーや図書コーナーなどを設けるとと
もに季節感のある飾りつけなどを行
う。（通年） 

・来庁者の満足度向上のため接遇マニ
ュアルに基づく区民対応の実践及び
セルフチェックシートの活用。（通年） 
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ため「窓口案内表示」の改
善を実施した。 

・住民情報窓口にて来庁者ア
ンケートを実施した。 

・窓口業務の改善等を図り、
待ち時間の短縮などサー 
ビスの向上のため民間委託
事業者と１Ｆ窓口業務に関
する打合せ・意見交換会を
月１回実施した。 

・待ち時間を気持ちよく過ご
していただくため、１階フ
ロアにキッズコーナーや図
書コーナーなどを設けると
ともに季節感のある飾りつ
けなどを行った。 

 

・各課職員で構成する市民満足度向上
に向けた「に～よんおもてなしプロジ
ェクトチーム」にて月１回会議を定例
開催し、区役所利用者へ満足してもら
える環境づくり。 

・目的に応じた窓口を、職員が的確かつ
速やかに案内できるように、「庁舎内
窓口案内表」を作成し各窓口に常備す
る。（通年） 

淀川区 

・外部講師による接遇研修
（８～10月全職員対象）実
施。 

・各職員セルフチェックを各
課管理者が再チェックした
結果を業務カイゼンチーム
で共有。（５・11月） 
・表示などわかり易さへの来 
庁者アンケート実施。（１
月） 

・各職員に接遇技
術の差もあり、
全体的な向上と
取得技術の継続
が必要である。 

・来庁者ニーズに
合った庁内表示
に改善する必要
がある。 

・「区役所業務の格付け」に則した接遇
研修など必要な取組を実施する。（年
１回 下期） 

・淀川区接遇マニュアルに沿った各自
セルフチェックによる具体把握及び
改善指導を行う。（年２回 通年） 

・案内表示について、来庁者アンケート
での意見とともに判りやすい表示を
日々検討する具体改善を行う。（通年） 

東淀川区 

（信頼を得られるきめ細かい
サービスの提供とわかりや
すい窓口） 

来庁者の視点に立ったサービ
ス改善策を実施し、利用者満
足度の向上に取り組んだ。 
【来庁者の待ち時間の短縮】 
・各処理内容の処理時間を分
析し、短縮できる部分の検
証を行った。 

・窓口混雑予想カレンダーの
ＨＰ掲載（保険年金） 

【心地よいサービスの提供】 
・婚姻・出生届出者への記念
品贈呈 

・東淀川区オリジナルデザイ
ン婚姻届 

・１階待合フロアのヒーリン
グＣＤ・雑誌の設置 

・絵本コーナー(１階・出張
所)・キッズスペース(2 階)
の充実 

・窓口呼び出し状況のスマホ
での確認 

【区民の利便性の向上】 
・マイナンバーカードの普及
等による区役所以外の窓口
等の案内 

（コンビニや出張所での手続
きの周知） 

・井高野郵便局での証明書取
次サービスの周知 

― 

（心地よい窓口サービスの提供や利便
性の向上） 

・マイナンバーカード利用促進による
「コンビニ交付」への啓発や、区役
所以外の窓口（出張所・井高野郵便
局・サービスカウンター・市税事務
所等）でのサービス内容の周知によ
り来庁者の集中を防ぎ混雑緩和をめ
ざす。（通年） 

・窓口サインの統一などにより窓口を
わかりやすくする。（通年） 

・窓口呼び出し状況のＷＥＢ確認や混
雑予想表の掲示の検討、混雑予想カレ
ンダーのＨＰ掲載（保険年金）で待ち
時間の適正化をめざす。（通年） 

・１階待合フロアを活用したサービス
向上により待ち時間の快適性向上を
はかる。（通年） 

・戸籍届出時の記念品贈呈（通年） 
・東淀川区オリジナル婚姻届のＨＰ掲
載継続及び窓口無料配付の継続（通
年） 

 
（効果的な施策を企画・立案・実行する
主体性・チャレンジ意識を持った職員
づくり） 

・区役所職員が、区役所に訪れたすべて
の方が区役所での時間を気持ちよく
すごしてもらえるよう、相手に好印象
を与える話し方や聞き方を習得し、職
場ぐるみで継続して接遇マナーの弱
点に気付き改善する組織風土の醸成
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・区役所庁舎以外での証明書
発行場所及び手数料改定に
関する周知場所の拡大 

・総合窓口のタブレット設置
による、各種案内の効率化
（ネット検索など） 

【わかりやすい窓口】 
・色分けやサインの統一、看
板の改善等による窓口のわ
かりやすさの向上 

・待合フロアを有効活用した 
 
（職員力の向上） 
職員が、区民を気持ちよくお
迎えするために、相手に好印
象を与える話し方や聞き方を
習得し、職場ぐるみで継続し
て接遇マナーの弱点に気付き
改善する組織風土の醸成が必
要であるため、接遇力の向上
の取組を実施した。 
・コンピテンシーモデル（高
い業績に結びつく共通する
行動や思考をまとめたも
の）による人材育成を継続
して実施し、上司からのＯ
ＪＴの充実により職員のモ
チベーションの向上を図る
とともに、職員人材開発セ
ンターや外部講師の研修に
参加することで、職員力の
向上と区民から信頼される
自律的な職員の育成や風通
しのよい職場風土改善を進
めた。 

・区役所職員が、区民に身近
な窓口として、担当業務を
責任を持って、適切に対応
していくため、説明・折衝・
クレーム対応などの対人能
力を強化した。 

・各担当の事務事業について
組織的・機能的な改革運動
に取組、業務間の連携と効
率化を進めるため、有効な
手法である変革実行手法の
ノウハウを職員が専門家か
ら学習した。 

 

が必要であるため、接遇力の向上の為
の取組を継続して実施する。（通年） 

・職員がＯＪＴを実感できるための取
組として、係長級のマネジメント力の
向上に取組、各々の立場にあった役割
や具体的な目標を与え、部下職員の役
割や目標について、進捗状況の管理や
成果の確認を行うことができるよう
になるための研修を実施する。（年３
回） 

・コンピテンシーモデルによる人材育
成を継続実施して職員のモチベーシ
ョンの向上を図るとともに、職員人材
開発センターや外部講師の研修に参
加することで職員力の向上と、区民か
ら信頼される自律的な職員育成と風
通しのよい職場風土改善を進める。
（通年） 

東成区 

・「来庁者満足調査」を実施す
るとともに、職員プロジェ
クトチームによる改善（わ
かり易い名札デザイン・ホ
ームページの見易さ向上
等）に取り組んだ。 

 
 

・評価結果におい
て、平均値と比
べて低い項目に
ついては重点的
に改善を行う必
要がある。 

・接遇マニュアルや「来庁者満足度調
査」結果を活用し、職員の個々のスキ
ルによらない窓口応対を共有化する。
（通年） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

生野区 

・全職員を対象に、ユニバー
サルサービス・ホスピタリ
ティの観点を取り入れた接
遇研修を実施した。 

・転入者・新規対象者を対象
に、イクボス勉強会を実施
するとともに、各課でイク
ボスワーキングチームを作
り、職員提案、業務改善等
に取り組んだ。 

・全職員を対象にＬＧＢＴを
テーマとした人権研修を実
施するとともに、転入者・
新規対象者を対象に認知症
サポーター養成講座を実施
した。 

・新たな課題に取り組むため
の人材育成研修として、「虐
待への対応策」、「やさしい
日本語」にかかる職員研修
を実施した。 

・防災研修、ＡＥＤ講習会、
さすまた研修、局の職員対
象の直近参集者防災訓練を
実施した。 

・研修内容が毎年
度同じとならな
いよう重点的な
内容を工夫する
とともに、新し
いテーマを導入
することが必要
である。 

・窓口職場におい
て、大人数の職
員の業務時間中
での研修参加が
困難であるた
め、研修回次を
増やす等対応す
る必要がある。 

 

・相手の立場になって考えるやさしさ
と思いやりを形にした「スマイル（笑
顔）」を職員全員が心がけ、来庁者を
“ホスピタリティ（おもてなし）の心”
でお迎えする意識と風土を醸成する
接遇研修を実施（上期） 

・ユニバーサルサービスやワーク・ライ
フ・バランスの意識、企画力等の向上、
新たな課題に取り組むための人材育
成を目的とした人権研修、認知症サポ
ーター養成講座、イクボス研修等の実
施（通年） 

・万一の事態への即応を目的とした防
災訓練、防犯訓練、ＡＥＤ講習会、局
の職員対象の直近参集者防災訓練等
の実施（通年） 

・職員の主体性・チャレンジ性を引き出
すために設置した「改革提案プロジェ
クトチーム（改革提案ＰＴ）」の活動
支援、組織全体で共有し職員提案の実
現を図る。（通年） 

旭区 

・区役所内の「改革支援チー
ム」による５Ｓの点検作業
を定期的に実施。 

・経年劣化した表示物等の貼
り替え。 

 
 

・区役所窓口業務
格付けにおいて
目標（☆２つ）達
成ができていな
いので、職員の
改めての意識改
革と区役所全体
の雰囲気づくり
に取り組む必要
がある。 

・区役所内の「改革支援チーム」を中心
に、日常不断に点検活動を行うなど、
目標達成に向けて取組を強化する。
（会議の開催：随時、職員向けセミナ
ーの実施：上期） 

・５Ｓ点検を定期的に実施。（随時） 
・来庁者目線での表示物の整理等庁舎
内環境の整備に取り組む。（考え方の
整理：上期、具体整備：下期） 

城東区 

・窓口呼び出し状況を区ホー
ムページで見える化。 

・外部講師による接遇研修の
実施。 

・「手続き案内書」「お祝いカ
ード」等の作成。 

・タブレット端末による遠隔
手話等通訳サービスの提
供。 等 

 

― 

・「手続き案内書」作成・配布、婚姻・
出生届時「お祝いカード」（コスモち
ゃん挿入）作成、うちわ型「証明交付
用番号札」の使用等（通年） 

・最繁忙期にフロアマネージャーや窓
口以外の職員により事前の申請用紙
交付と記入補助を行い、窓口での所要
時間を短縮する。（通年） 

・タブレット型端末機のテレビ電話機
能を使用した、遠隔手話、遠隔外国語
（英語、韓国・朝鮮語、中国語）通訳
サービスの提供（通年） 

・窓口呼び出し状況を区ホームページ
で見える化するなど、待ち時間を有効
に活用していただける取組を行う。 
（通年） 等 

鶴見区 

・「鶴見区区民サービス向上・
業務改善プロジェクト」に
よる窓口サービスの向上に
向けた各種改善策（電話対
応・あいさつ・身だしなみ
等）を実施した。 

・外部講師を招いての状況調
査・実地調査を行い、問題
点に対する対応策を検証・
検討した。 

・実地調査等で顕
在化した問題点
に対する取組を
行ったが、評価
結果では、他区
に比べ低い項目
があったため重
点的に改善を行
う必要がある。 

・課長代理級を中心とした業務改善Ｐ
Ｔの取組や、状況調査・実地調査から
浮かび上がってくる問題点に対する
対応方法を検証・検討し、他都市・他
区の取組好事例を導入することによ
り、窓口サービス等の向上を図る。（通
年） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

阿倍野区 

・区民サービス向上検討委員
会で窓口案内板の改善を行
った。 

・職員力向上研修の実施：年
１回（９月・10月） 

・庁内情報誌「あべのいちば
ん」の発行（月１回） 

・来庁者アンケートの実施：
年２回（８月・２月） 

・毎月「今月の目標」を設定
し、正面玄関前にアンケー
トボードを設置して、職員
が達成できているかどうか
の来庁者アンケートを実施
（月１回） 

 

― 

・来庁者アンケートの結果をもとに区
民サービス向上検討委員会で課題解
決に向け検討し、改善を行う。（通年） 

・職員の実務能力を向上させる取組及
び職員間の情報共有の取組を進める。
（職員力向上研修の実施：年１回（９
月）、庁内情報誌「あべのいちばん」
の発行：月１回） 

・区民からの意見や評価を把握し評価
改善につなげる取組を進める。（来庁
者アンケートの実施：年２回（８月・
２月）、「今月の目標」の実施：月１回） 

住之江区 

・若手職員を中心とした職場
改善プロジェクト会議の開
催 

・ＤＩＹ（Do it yourself）に
よるユニバーサルデザイン
を意識した庁舎案内の改善 

・職員向け庁内放送の実施 
・庁内掲示板の整備 
・窓口待ち時間短縮のための
受付シートの作成 

・英語表記の庁内案内の作成 
 

・プロジェクトチ
ームメンバー以
外の職員の改善
意識をより高め
る必要がある。 

・若手職員を中心とした職場改善プロ
ジェクトチームによる窓口サービス
における課題の洗い出し、改善実行、
検証を行う。（通年） 

・プロジェクトチーム以外の職員の改
善意識を高めるため、庁内情報誌等を
通じて、その活動内容を「見える化」
する。（通年） 

住吉区 

・全職員を対象とした接遇研
修を実施。（11月） 

・身だしなみチェックシート
による自己点検を実施。（７
月、12月） 

・パソコンやスマートフォン
により、待ち人数や呼出番
号を確認できる取組につい
て、ツィッターでの広報を
実施。（15回） 

・待ち時間の縮減対策とし
て、作業工程の見直しによ
るレイアウト変更を実施。
（６月、10月） 

・アンケートによる待ち時間
の測定及び分析の実施。（年
４回） 

・さらなる区民サ
ービスの向上を
めざし、窓口で
の接遇を改善
し、少しでも待
ち時間が縮減で
きるよう、継続
した取組が必要
である。 

・全職員を対象とした接遇研修を実施
（10～11 月）するとともに、身だし
なみを含む接遇チェックシートによ
る自己点検を年２回（上期、下期）以
上行う。 

・パソコンやスマートフォンにより、待
ち人数や呼出番号を確認できる取組
についての認知度を高めるため、ホー
ムページやツイッターを活用した広
報を年 10回以上行う。（通年） 

・待ち時間の縮減対策として、作業工程
の見直しを引き続き取り組むととも
に、アンケートや時間測定などによる
分析・検証を年１回以上行う。（四半
期） 

東住吉区 

・職員の対応力の向上に向け
たスキルアップ研修の実施 

  「東住吉おもてなしプロジ
ェクト」を継続実施し、各
課を横断した全職員の意識
向上の取組を推進。 

 
 

・電話調査の評価
点が、24区全体
の平均点を下回
っていた事を踏
まえて、電話応
対の意識向上を
図る必要があ
る。 

・職員の対応力の向上に向けたスキル
アップ研修の実施（下期） 

・「東住吉おもてなしプロジェクト」を
継続実施し、各課を横断した全職員の
意識向上の取組を推進する。（通年） 

平野区 

・庁舎内の掲示物の場所や期
間の管理を徹底するため、
管理簿を作成。 

 
 

・管理簿に記載の
ない掲示物が見
受けられるの
で、管理簿の記
載を徹底する必
要がある。 

・掲示する際の管理簿への記載を、より
徹底するために、定期的に管理職会等
で周知する。（通年） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

西成区 

・表示物の点検や更新等を行
うなど、適切な庁舎表示に
なるように維持管理を行っ
た。（通年） 

・職員の一人一人の接遇・応
対力向上に向けて、接遇に
関する庁内情報誌を発行す
るなど、窓口サービス向上
に向けた情報共有の取組を
進めた。 

 
 

・結果的に昨年度
と同等の評点と
なっていたが、
昨年度に比べて
評価が上がった
窓口があった一
方、下がった窓
口があるなど、
対象窓口の評価
にばらつきがあ
り、対応する職
員の接遇レベル
の差が影響して
いると考えられ
る。 

・庁舎表示の維持管理を継続して行う
（通年）とともに、窓口サービスの向
上を実現させるため、継続して接遇研
修などを実施する。（下期） 
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柱2-Ⅳ-ア さらなる区民サービスの向上 

取組の実施状況 

取組③「区政情報の発信」 

 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

北区 

･ 広報紙の１面上部にプロ
カメラマンが撮影した写
真などをキャッチコピー
とともに掲載し、手に取り
たくなる紙面づくりを実
施。 

･ 広報紙最終面にコラム記
事「北区の名所・旧跡をめ
ぐる」を 12回連載。場所
にちなんだ掲載時期など
も考慮し、行ってみたくな
るよう工夫した。 

・28 年７月号から連載して
いる「区長がキタ」が好評
で、新たな「場」の紹介を
毎号楽しみにしていると
の区民の声が届いている。 

・区民の顔が見える万博Ｐ
Ｒとして 29年８月号から
「わたしと万博」を連載。 

･ 区民自らが発信したい北
区の魅力を、公募した区民
がクループワークによっ
て動画に制作。YouTube
にて情報発信した。 

･ 効果的な情報発信の計画
策定のツールとして区の
保有する広報媒体の特性
等を整理したマニュアル
「広報計画」を策定。区内
全課に共有した。また、各
課が情報発信した件数を
記録し情報発信の成果を
「見える化」している。 

･ 区役所公式ＳＮＳを 10
月に新規運用開始
（Instagram）３月現在
フォロワー数は 160を超
えている。 

・YouTube北区役所公式チ
ャンネルを 11月運用開
始。３月現在 14コンテ
ンツを投稿。 

・新規運用開始の 
ＳＮＳ等に掲載
するコンテンツ
の充実 

・記録写真を撮影するぐらいの気軽さで
誰もが動画コンテンツを作成できるよ
う、職員を対象とした研修を実施する。
（上期） 

・北区の魅力などを情報発信する動画コ
ンテンツを充実させる。（通年） 

都島区 

・広報誌について全戸配付
を実施した。 

・フェイスブック、ツイッタ
ー、ユーチューブによる情
報発信を実施した。 

 
 

・より効率的な紙
面作りが求めら
れる。 

・区政情報等をタ
イムリーかつ分
かりやすいコン
テンツが求めら
れる。 

 

・広報誌ページ数の見直し。（24→20 ペ
ージ） 

・ＳＮＳを活用したコンテンツの作成及
び区政情報の発信。（通年） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

福島区 

・把握したニーズを踏まえ、
広報紙やホームページを
中心に、フェイスブックや
ツイッター等の新しい媒
体も利用しながら区政情
報を発信した。 

 

― 

・把握したニーズを踏まえ、広報紙（年
12回）やホームページを中心に、フェ
イスブックやツイッター等の新しい媒
体もタイムリーに利用しながら区政情
報を発信する。（通年） 

此花区 

・広報紙の全戸配布を継続
するとともに、掲載情報の
詳細化・ＱＲコードでのＨ
Ｐへの誘導等を行った。 

・タイムリーな情報発信を
推進した結果、 Tweet件
数が前年度の２倍以上と
なった。 

・地域団体の会合等におい
て将来ビジョンをわかり
やすくまとめた冊子を配
布するなど、区政情報の発
信を行った。 

 

― 

・広報紙の全戸配布を継続する。（毎月） 
・区ＨＰやＳＮＳのタイムリーな発信を
継続する。（通年） 

・区主催イベントや地域主催イベント、
防災訓練や区民が集まる会合等にあわ
せて区政情報を発信する。（通年） 

中央区 

・区の特色ある取組や地域
活動の紹介等の記事を掲
載 

・細やかな情報発信となる
よう区長メッセージを掲
載 

 （広報紙 12 回・ホーム
ページ 12回） 

・広報紙の全戸配布 12回      
 

・これまでの取組
を進めるととも
に、より見やす
く親しみやすい
広報紙づくりに
取り組む必要が
ある。 

・区の特色ある取組や地域活動の紹介等
の記事を掲載（年 12回） 

・広報紙をより見やすく親しんでいただ
けるようデザインをリニューアルす
る。（上期） 

・広報紙の全戸配布（年 12回）  

西区 

・区広報紙発行（毎月） 
区ホームページ（随時） 
区フェイスブック（月平均
36件） 
LINE（月平均９件） 
による情報発信を行った。 

・区の魅力や多彩な人材を
発信する情報誌「にっし
ー」第９号を民間事業者と
共同発行した。 

 
 

・広報紙を必要と
されている方に
確実に届けられ
る対策が必要。 

・戦略的かつ計画
的に情報を発信
していくことに
より、区政情報
が届いていると
いう区民の実感
につなげる必要
がある。 

・広報紙については引き続き、マンショ
ンへの配架協力依頼を行うなど、区民
が手に取りやすい設置場所を増やすと
ともに、設置場所をわかりやすく周知
する取組を積極的に進める。（通年） 

・区政情報を得るために利用している媒
体の各年代別の傾向をふまえ、区政に
関する情報が区民に届けられるよう各
媒体間（広報紙・ホームページ・LINE
など）の連携や誘導、周知拡大に取り
組む。（通年） 

港区 

・区の施策やイベントに応
じて、広報紙を中心にする
場合やＳＮＳを中心にす
る場合など、情報が必要な
人が接しやすい媒体での
情報発信に努めた。 

 

・情報発信する量
が多ければ、必
要な情報が埋没
する時もあるた
め、効果的な発
信が必要。 

・区民の意見も聞きながら広報紙の編集
をするなど、区民にとって見やすく、
必要な情報を発信する。（通年） 

大正区 

・広報紙（全戸配布）、ホー
ムページ、フェイスブッ
ク、ツイッター、区内広報
板（60 ヵ所）など、各種
広報媒体を活用した情報
発信。 

 

― 

・広報紙（全戸配布）、ホームページ、フ
ェイスブック、ツイッター、区内広報
板（60ヵ所）など、各種広報媒体を活
用した情報発信。（通年） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

天王寺区 

・区広報紙や広報板、ホーム
ページ等を活用し、ニア・
イズ・ベターの視点から、
区民の関心の高い情報発
信の強化に取り組むとと
もに、聴取した区民意見の
区政への反映状況につい
て、“見える化”を意識し
ながら、分かりやすい情報
発信を行った。 

・ 区における年間事業予定
の公表 １回 

・広報紙において“区民の声
の反映状況を特集” ２回 

・ 区民の声の反映状況につ
いて、広報板に掲出  １回 

― 

・区広報紙や広報板、ホームページ等を
活用し、ニア・イズ・ベターの視点か
ら、区民の関心の高い情報発信の強化
に取り組むとともに、聴取した区民意
見の区政への反映状況など、“伝わる広
報”を意識しながら、分かりやすい情
報発信を行う。（通年） 
区における年間事業予定の公表 （年
１回） 
広報紙において“区民の声の反映状況
を特集”（年２回） 
広報紙の購読促進に向け１ヶ月分を全
戸配付（年１回・８月号） 

浪速区 

・多種多様な区民ニーズに
応じ、区広報紙での特集記
事の企画（毎月）や区ホー
ムページの充実を図った。 

  ・区ＳＮＳ（ツイッター・
フェイスブック）などを活
用した効果的な情報発信
を行った。 

 
 

・浪速区において
は、区民の転出
入が激しく、ま
た、新聞購読や
新聞を購読して
いない方につい
ては、ポスティ
ングを行ってい
るが、市政・区政
の情報が区民に
十分行き届いて
いない状況にあ
る。 

・新聞未購読者が増えるなか、若い子育
て世帯に情報を届けるため、保育所、
幼稚園、小・中学校を通じて、保護者
に区広報紙を配布する。（通年） 

・多種多様な区民ニーズに応じ、区広報
紙での特集記事の企画（毎月）や区ホ
ームページの充実を図る。（通年） 

・区ＳＮＳ（ツイッター、フェイスブッ
ク）などを活用した効果的な情報発信
を行う。（通年） 

西淀川区 

・広報紙の紙面構成やデザ
イン、配付方法などを工夫
し、区政情報を適切にわか
りやすく発信 

・毎月 57,000部発行（全戸
配付） 

・区民ボランティアとの協
働により、身近な地域情報
や区民ニーズに応じた紙
面づくり 

・ホームページやツイッタ
ー、フェイスブックによる
リアルタイムでわかりや
すい情報発信 

・引き続き、区の魅
力の積極的な発
信とわかりやす
い紙面づくりが
必要。 

・広報紙の紙面構成やデザインなどを工
夫し、区政情報を適切にわかりやすく
発信する。（通年） 

・毎月 57,000部発行（全戸配付） 
・区民ボランティアとの協働により、身
近な地域情報や区民ニーズに応じた紙
面づくりを行う。（通年） 

・ホームページやツイッター、フェイス
ブックによるリアルタイムでわかりや
すい情報発信を行うと共に、アプリを
活用した情報発信に取り組む。（通年） 

淀川区 

・広報誌「よどマガ」を 12
回発行、情報誌「YODO-
REPO」を６回発行 

・広報誌に関するアンケー
ト調査を４回実施 

・ＳＮＳ発信件数（ツイッ
ター2,757件、フェイス
ブック 89件（30年３月
末現在）） 

・各課広報担当者に対し、
ＳＮＳの活用に関する研
修を実施 

・ＩＣＴを活用した区民と
の対話を促進する取組と
して、ヨドネルキャラク
ター夢さんの LINEスタ
ンプを作成し、販売を開
始した。（３月 27日～） 

・目標は達成した
が、区民に必要
な情報をお届け
できるよう、引
き続き広報誌、
ＨＰ、ＳＮＳ等
を効率的に利用
した情報発信の
強化が必要であ
る。 

・広報誌「よどマガ！」を毎月定期的に
発行し、市政・区政・身近な地域情報
を区民に届ける。（12回毎月） 

・情報誌「YODO-REPO」を隔月定期的
に発行し、区が実施した事業等を区民
に報告する。（６回以上 隔月） 

・情報発信に関する区民ニーズを把握す
る。（３回以上 通年） 

・広報担当者向けの講座や研修の受講及
び区職員向けの広報研修を実施し、広
報人材を育成する。（１回 ７月） 

・ＳＮＳなどのＩＣＴを活用した、地域
住民への情報発信や対話を進める様々
な取組を進め、区民同士または区民と
行政がつながり、地域課題を市民協働
で解決するきっかけづくりを行うとと
もに、地域活動への新たな担い手の参
画につなぐ。（通年） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

東淀川区 

・東淀川区広聴・広報戦略
1.0に基づき、事業ごとの
広報戦略の管理運営を進
めるとともに、各種アンケ
ートやホームページアク
セス解析、事業参加者の推
移等の効果検証に取り組
んだ。また、新たなプッシ
ュ型広報ツールとして、
LINE＠公式アカウント
での情報発信を開始した。 

― 

・区民から問合せの多い情報やホームペ
ージのアクセスランキング等、広聴及
び過去の広報の分析を行い、その結果
を広報紙や同封ビラに内容を反映させ
る取組を進める。（通年） 

・広報紙、ホームページ、ＳＮＳ(フェイ
スブック・ツイッター・LINE）、広報
板等で情報発信を行う。（通年） 

・広報紙については取材による紙面の増
等によるリニューアルを行う。（通年） 

・ホームページ、ＳＮＳでは即時性に富
む情報発信を行う。（通年） 

東成区 

・広報紙を区内全世帯・全事
業所へ配布するとともに、
広報板を活用した。また、
ＨＰや広報紙において、区
長からのメッセージや地
域情報を掲載するととも
に、東成区の魅力を発信す
るため Facebook を活用
した。 

・関係機関の連携
等に取り組んだ
ものの目標を下
回る結果とな
り、区民サービ
ス向上の取組等
が適切に情報発
信できていない
と考えられる。 

・ホームページ等適切な媒体を通じて情
報発信する。（通年） 

生野区 

・区の広報紙の発行年 12回 
・ツイッターによる情報提
供 年 1,911回 ― 

・区広報誌による区政情報の効果的な発
信：年 12回発行（毎月） 

・ツイッター、ブログ等を活用した区政
の情報発信を行う。（通年） 

旭区 

・区広報紙を毎月発行した。 
・ホームページやＳＮＳを
活用した情報発信を行っ
た。 

 
 

・区の様々な取組
に関する情報
が、区役所から
届いていると感
じる区民の割合
を増加させてい
く必要がある。 

・区広報紙の増刊月を増やす。（28年度：
５回⇒30年度：６回） 

・ホームページ・ＳＮＳを活用し、迅速
かつ効果的な情報発信を行う。（随時） 

 

城東区 

・区広報誌の発行。 
・区ＨＰ、Twitterでの情報
発信。 

・無料のスマホアプリ「マチ
イロ」で、広報誌を配信。 

― 

・区の様々な取組や区政情報が広く区民
に届くよう、区広報誌（ふれあい城東）
を全戸配布に変更。（５月） 

鶴見区 

区政情報の発信  
・広報紙の作成及び全戸配布 
・ＳＮＳを活用した情報発信 
・動画による区政情報発信 
・区マスコットキャラクター
の LINE スタンプ制作及
び販売 
・小学生向け広報紙によるイ
ベント、区政情報の発信 
・職員向けＨＰ・ＳＮＳ研修
の実施 

― 

・区民ニーズの把握に努め、あらゆる世
代に手に取って読んでもらえる魅力的
な広報紙を作成する。（通年）  

・全世帯・全事業所への配布（毎月）  
・広報紙の新設置箇所 ５ヵ所増 （18ヵ
所⇒23ヵ所）（通年） 

阿倍野区 

・区広報紙：毎月 45,500部
発行 

・区ホームページアクセス
数：54,031【29 年３月実
績】 

・ツイッターフォロワー数：
3,062【29年３月現在】 

・AR,YouTube動画：毎月配
信 

・広報掲示板ポスター掲示
件数：月平均 20件 

・ケーブルテレビでの情報
発信：月平均８回 

― 
 

・区民が必要とする情報を必要なツール
で届くよう情報発信する。（通年） 

・区広報紙：毎月 46,000部発行 
・ホームページ：月平均 30件 
・ツイッター：月平均 250件 
・AR,YouTube動画：毎月配信 
・広報掲示板：月平均 20件 
・ケーブルテレビでの情報発信：月平均
８回 



171 

 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

住之江区 

・広報紙「さざんか」につい
て、手にとって読んでもら
いやすいよう紙面を刷新
するとともに、ページ数を
増やし、市民により分かり
やすく区政情報を発信し
た。 

・地域情報の発信
をより強化する
必要がある。 

・まちづくりセンターとの連携も深めな
がら、地域イベントをはじめ地域情報
の発信を強化する。（通年） 

住吉区 

・広報紙のデザインを変更
し、色の多用を控えるなど
読みやすくした。 

・区の取組紹介記事および
区民ニーズの高い区民活
動情報を広報紙に掲載す
るとともに、スマホアプリ
でも手軽に見てもらえる
ようにした。（毎月） 

・区のイベントや啓発事業
のポスターを広報板に掲
出し、周知した。（毎月） 

・ＳＮＳ活用方針を策定し、
ホームページで掲載する
区政情報を Twitter にも
投稿するよう位置づけ、情
報発信を強化した。 

・広報紙面が減少
することによ
り、これまでの
紙面構成を見直
し、少ない紙面
でより効果的に
区の施策や事業
をＰＲする必要
がある。 

 
・スマホアプリの
ユーザー登録数
が少ない。 

 

・紙面の減少を前提とした区の広報紙計
画に基づいた、視覚に訴え、区民に読
みたいと思ってもらえる「広報すみよ
し」の企画・編集・印刷業務の実施、全
戸配布および広報板による情報発信。
（毎月）  

 
・スマホアプリ周知記事を広報紙に掲載
する。（６月号、10月号、12月号） 

 
・点字版「広報すみよし」の作成・希望者
への送付。（毎月）  

・住吉区ＳＮＳ活用方針に基づくＳＮＳ
による情報発信。（通年） 

・ＳＮＳの周知。（広報すみよしに掲載 
５月号、９月号、１月号） 

東住吉区 

・区政情報の発信・広報紙を
より魅力的なものにした。 

・「東住吉区子育て応援ナ
ビ」のホームページを充実
し、LINEや Facebookな
どＳＮＳをフル活用して、
子育て層に必要な情報を
届けた。 

・区内に居住する区民だけ
ではなく、区内在勤等の区
民に対しても広報紙の認
知度を上げた。 

・機能的かつ効果的な広報
活動に関する区職員の意
識を向上させ、各課の情報
受発信力を強化した。 

― 

引き続き 
・広報紙をより見やすく魅力的なものに
する。（通年） 

・「東住吉区子育て応援ナビ」のホームペ
ージを充実し、LINE や Facebook な
どＳＮＳをフル活用して、子育て層に
必要な情報を届ける。（通年） 

・区内に居住する区民だけではなく、区
内在勤等の区民に対しても広報紙の認
知度を上げる。（通年） 

・機能的かつ効果的な広報活動に関する
区職員の意識を向上させ、各課の情報
受発信力を強化する。（通年） 

平野区 

・広報紙を配布（毎月 82,000
部）し、区政情報を発信。
さらにＳＮＳ（ホームペー
ジ・フェイスブック・ツイ
ッター）を活用し、各種講
座やイベントの状況など
も随時発信した。また、区
内広報板へポスターやチ
ラシを掲出した。 

・広報紙の紙面ス
ペースに限りが
あるため、ＳＮ
Ｓを駆使して区
政情報を届けて
いけるよう工夫
が必要。 

・文字の大きさや紙面構成など、より見
やすく分かりやすい広報紙の作成・配
布（通年） 

・ＳＮＳや広報板を活用し、より目につ
きやすいキャッチコピーやチラシ等の
作成・掲出（随時） 

西成区 

・広報紙の発行（毎月発行） 
・ホームページトップペー
ジのアクセス数（約 6,400
件/月） 

・フェイスブック投稿数
（130回/年） 

・転入者に向けて広報紙の
宣伝の実施（約 6,000件/
年） 

― 

・広報紙において、より分かりやすい紙
面づくりを行うとともに、より多くの
方に届けるため、広報紙の宣伝活動を
行う。（通年） 

・ホームページにおいて、閲覧者が興味
をひくようバナー等を活用した発信を
強化する。（通年） 

・ＳＮＳは若い世代を中心にコミュニケ
ーションツールとなるよう一層の活用
を図る。（通年） 
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柱2-Ⅳ-イ 効率的な区行政の運営の推進 

取組の実施状況 

取組①「区役所事務についての標準化・ＢＰＲの計画的推進」 

 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

北区 

・５Ｓ活動においては、事務
机の整理・整頓ルールの策
定、標準化活動においては、
ユーザー作業用フォルダ内
データ管理ルールを策定。
いずれの取組も、チェック
リストを活用した自律的な
点検、進捗管理を行い、習
慣化を図った。 

・コンプライアンス研修（全
職員）１回 

・個人情報保護研修（全職員）
１回 

・服務研修（全職員）１回 
    

・不適切な事務処
理の防止や、５
Ｓ・標準化の取
組の継続、浸透 

・５Ｓ活動、業務の標準化の実施（随
時） 

・コンプライアンス研修等を実施し、適
切な事務処理ができる組織づくり、
不適正事案を未然に防ぐ風通しの良
い職場づくりの推進（通年） 

都島区 

・５Ｓ活動推進体制を確立
し、各課において５Ｓ活動
を実施。 

  ５Ｓ活動研修会（３回） 
  ５Ｓ活動報告会（１月） 
・５Ｓ活動、標準化の実施  
随時 

・ペーパーレス化の推進  
随時 

・スケジューラー・グループ
ウェアなどの活用 随時 

・５Ｓ活動会議（１回） 
 

・５Ｓ活動・標準化
の意識の定着 

・活動の継続 

・５Ｓ活動推進体制（改善チーム）の確
立（４月） 

・５Ｓ活動研修会（年３回） 
 ５Ｓ活動報告会（１月） 
 

福島区 

・各担当において独自の「事
務標準化・ＢＰＲ」取組（業
務マニュアルのアップデー
トや各種チェックシートの
作成・共有等）を実施。 

 
 

・今年度の取組の
効果について検
証し、内容を改
善しながら引き
続き粘り強く取
り組む必要があ
る。 

・各担当において独自の「事務標準化・
ＢＰＲ」の取組（業務マニュアル等の
アップデートや各種チェックシート
等の作成・共有等）を実施。（年１回
以上） 

此花区 

・区役所の職員全員が「事務
の標準化・ＢＰＲ」につい
て理解を進めるため、モデ
ルとなる取組として、「選挙
事務」「防災担当事務」の標
準化に取り組んだ。 

・「選挙事務」については、24
区で 

（１）啓発・出前講義ＰＴ 
（２）新任係長用マニュアル
作成プロジェクト会議  

（３）投票事務の標準化ＰＴ 
（４）開票事務の標準化ＰＴ
を立ち上げ、市選管が 28年
度に策定したマニュアルに
ついての検証に参画した。
また、此花区独自に選挙時
の事務マニュアルの策定に
着手した。 

― 

・区役所事務のうち「区民への影響が大
きいもの」を仕分けし、対象業務を選
定する。（下期） 

・選定した業務の業務プロセスの分析
や５Ｓ・標準化に取り組む。（下期） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

・「防災担当事務」について
は、災害発生時に直近参集
者がスムーズに事務を行う
ことができるよう災害対策
本部の設置場所の見直し、
事務室レイアウトの改善を
行ったほか、事務マニュア
ルの改定を実施した。 

 

中央区 

区役所事務についての標準
化・ＢＰＲの計画的推進 
・５Ｓ活動、業務の標準化の
実施  随時 

・改善に向けた取組内容を広
報紙やホームページ等で紹
介 ２回 

 

・業務プロセスを
見直し電子化を
進める必要があ
る。 

区役所事務についての標準化・ＢＰＲ
の計画的推進 

・５Ｓ活動、業務の標準化の実施  
（随時） 

・改善に向けた取組内容を広報紙やホ
ームページ等で紹介（随時）２回 

・窓口の受付事務について電子化を進
める（上期） 

 

西区 

・内部統制連絡会議の開催
（２回） 

・全職員対象のコンプライア
ンス研修の実施（１回） 

・公金管理における点検とヒ
アリングの実施（４回） 

・リスク対応策の自己点検
（１回） 

・行政対象暴力対策連絡協議
会の開催（１回） 

 

・窓口処理におい
て、来庁者を必
要以上に待たせ
ることができな
いプレッシャー
によるヒューマ
ンエラー。 

・これまでにあった個人情報漏えい事
故や不適切な事務処理事案等を共有
化し、課題を検討して再発防止対策
に取り組む。（通年） 
また、適切な事務処理ができる組織
づくりのため、コンプライアンス研
修を実施し、職員のコンプライアン
ス意識の向上と不適正事案を未然に
防ぐ「風通しの良い職場づくり」を推
進する。（通年） 

港区 

・区役所の公金等にかかる全
業務について、「見える化」
するとともに、リスクのあ
る箇所を洗い出し、手順の
見直しを実施。 

・各課業務の疑義照会等デー
タベースを作成した。 

 

・リスク検証を深
化させる必要が
ある。 

・各区で生じている不適切な事務処理
の報告書の全件について、当区も同
様のリスクがないか検証し対応策を
検討する。（通年） 

 
 

大正区 

・「大正区不祥事根絶プログ
ラム」の配布など、服務規
律の確保に向けた周知・徹
底（随時）した。 

・情報共有化委員会等の職場
横断的な活動を積極支援
し、情報共有・意見交換を
行った。 

・戸籍情報システム等におけ
る不正閲覧防止対策とし
て、年１回、アクセスログ
調査を実施した。 

 
 

― 

・コンプライアンス、個人情報保護、接
遇、契約・会計等に係る研修につい
て、課題に対応した適切な研修テー
マを設定するなどして効果的に実
施。(８月、10月、12月) 

・コンプライアンス推進強化月間の取
組の実施(９月) 

・他所属の不祥事案の共有（通年） 
・不適正事務を防止するため、ダブルチ
ェック体制を徹底する。なお、不正閲
覧防止対策として、年１回以上、アク
セスログ調査を実施する。また、毎月
のセルフチェックの実施及び四半期
ごとの検証を行い、重要管理ポイン
トの徹底に関する職員の意識を高め
る。（通年） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

天王寺区 

・29年度は標準化のアクショ
ンプランについて、10の会
議ルールを策定するなど
「庁内会議の標準化」に取
り組んだ。また、スケジュ
ーラーの活用についても、
大阪市ルール及び所属ルー
ルの周知徹底をあらためて
図るなど、28年度に引き続
き適正な運用に取り組ん
だ。 

・不適切な事務処理の減少に
向けての取組としては、引
き続き、個人情報漏えい等
事故の未然防止を図るた
め、区独自の点検シートに
よるチェックや、企画総務
課による運用状況チェック
の実施、「個人情報保護通
信」の発行による啓発など、
漏えい等事故「ゼロ」をめ
ざして取り組んだ。 

・29 年度も個人情
報漏えい等事故
「誤送付」が１
件発生した。 

・この間の取組により、個人情報漏えい
等事故の発生頻度は大きく低減した
ものの、目標とする事故「ゼロ」には
至っていない。引き続き、職員全員が
意識を高め、継続的かつ着実な取組
を推進することで、事故「ゼロ」を達
成する。（通年） 

・また、業務の標準化・ＢＰＲを推進す
るため、共通の区役所事務の標準化
への対応を進めるとともに、区独自
で取り組める事項についても検討を
行っていく。(通年) 

浪速区 

・５Ｓ・標準化の取組の実施
（通年）として、各課にお
いて年間目標としてチェッ
ク表を作成し、毎月総務課
へ報告。進捗管理を行った。 

 
 

・不適切な事務処
理の防止や、５
Ｓ・標準化の取
組の実施につい
て検討していく
必要がある。 

・重要管理ポイントを毎月個人ごとに
チェックする等、さらなる徹底を図
るとともに、５Ｓ・標準化の取組によ
り、不適切事務を防止する。（通年） 

・研修等により５Ｓ・標準化の取組への
意識づけを強化し、引き続き、取組状
況の定期的なチェック（年４回）を行
う。 

西淀川区 

・区役所事務のうち、会計事
務について、各課職員で構
成する会計事務適正化検討
会を定期的に開催し、会計
事務の業務改善に取り組む
とともに、業務プロセスを
抜本的に見直すＢＰＲの視
点で標準化に取り組んだ。 

・会計事務以外の
業務についても
標準化を検討し
ていく必要があ
る。 

・各課職員で構成する会計事務適正化
検討会を定期的に開催し、会計事務
の業務改善に取り組むとともに、よ
り一層の適正化を図る。（通年）          

・不適切な事務処理の発生を防ぐため、
ＢＰＲに取り組む。（通年） 

淀川区 

・「業務カイゼンチーム」によ
り事務プロセスの改善・削
減のため、業務の効果的・
効率的な業務改善を検討す
るとともに即座に実行に移
す組織運営を行った。 

・改善や効率化につながる提
案を「淀川区ダイエット作
戦」と称し、職員からの提
案を得ることにより、職場
全体が改善を意識する風土
を醸成した。 

・５Ｓ活動として各課管理者
によるセルフチェックを実
施（７回）し、他課相互チェ
ックを実施した。（１回） 

・不適切事務事案に応じた共
通版（送付・交付）標準作業
書を改訂し全課 43 件を点
検し、29件を改訂し、新規
標準作業書 36件作成した。 

 

・様々な改善など
の取組を実践し
ているが、その
取組趣旨を全職
員へ浸透させて
いくために啓発
を行っていく必
要がある。 

・「業務カイゼンチーム」を組織し、区
全体で業務の効果的・効率的な業務
改善を検討するとともに即座に実行
に移す組織運営を行う。（年４回以
上） 

・改善や効率化につながる提案を「淀川
区ダイエット作戦」と称し、職員から
の提案を得ることにより、職場全体
が改善を意識する風土を醸成する。
（年１回） 

・５Ｓ活動として事務環境（標準机等）
の改善及びその状態の定着化に向け
各自セルフチェックによる具体把握
及び改善指導を行う。（年１回） 

・不適切な事務処理が発生した事務は
標準作業書を作成する。（発生件数
分）（通年） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

東淀川区 

区民から信頼され、区民の
信託に応える組織風土をつく
るため、職場の内部統制機能
を向上させ、職員のコンプラ
イアンスの自覚と覚悟の徹
底、不正を未然に防ぐ「風通
しのよい職場づくり」を推進
する。また、５Ｓ活動や標準
化、ＢＰＲの視点で検討）を
実践し、適正な業務執行を行
うための基盤整備の充実を図
った。 
・コンプライアンス研修（全
職員）１回 

・個人情報保護研修（全職
員）１回 

・服務研修（全職員）１回 
・コンプライアンス推進強化
月間の取組１回 

・事故防止強化月間の取組 
１回 

・職員情報誌に服務通信を掲
載 

・職員アンケートの実施・朝
礼の実施 

・他区及び過去に発生した事
務処理誤り等を分析し、対
策を講じることで再発防止
を図った。 

・各課において５Ｓ活動及び
標準化の取組 

― 

区民から信頼され、区民の信託に応
える組織風土をつくるため、コンプラ
イアンス研修や個人情報保護研修等を
開催し、職場の内部統制機能を向上さ
せ、職員のコンプライアンスの自覚と
覚悟の徹底、不正を未然に防ぐ職場風
土の醸成に取り組む。 
また、５Ｓ活動や標準化（ＢＰＲの視

点での検討）を実践し、適正な業務執行
を行うための基盤整備の充実を図る。 
・コンプライアンス研修（全職員） （年
１回） 

・個人情報保護研修（全職員）（年１回） 
・服務研修（全職員）（年１回） 
・コンプライアンス推進強化月間の取
組（年１回） 

・事故防止強化月間の取組（年１回） 
・職員情報誌に服務通信を掲載（年５
回） 

・職員アンケートの実施（年１回） 
・朝礼の実施（通年） 
・他区及び過去に発生した事務処理誤
り等を分析し、対策を講じることで
再発防止を図る（通年） 

・各課において５Ｓ活動及び標準化の
取組（通年） 

 

東成区 

・不適切な事務処理事案の削
減に向けて、研修や定期的
な発生事案の情報共有を通
じて、職員の意識醸成に取
り組んだ。 

 

 

・29 年度に発生し
た 14件全てが今
年度を起因とす
るものではない
が、重要管理ポ
イントの未設定
や未遵守などが
見受けられた。 

・改めて、重要管理ポイントが適切に設
定されているかの点検を行うととも
に、引き続き発生事案の情報共有を
進め、少なくともこれまで発生して
きた事案と同様の事案の発生を抑止
する取組を強化する。（通年） 

生野区 

・各課で実施されているイク
ボスワーキングにおいて、
確認された整理整頓につい
て、検討・実施した。 

 

― 

・職員の誰もがゆとりを持ち、効率的・
効果的に執務を行うことができるよ
うな環境づくりに取り組む。（通年） 

旭区 

・課サーバー内の共有フォル
ダ構成を文書分類表に基づ
く体系に再編する考え方や
手法について整理を行っ
た。 

 

・各課のサーバー
への実装には至
らなかった。 

・運用には各課へ
の理解の浸透が
不可欠。 

・各課の現在のフォルダ構成からの再
編の検証が可能なように、現行フォ
ルダ構成の把握。（上期） 

・実装のためのデータ作成。（下期） 
・実装や運用のための各課文書主任に
対する研修の実施。（上期） 

城東区 

・５Ｓ活動の整理・整頓の習
慣化 

・公用自動車の管理 
・所属共有ドライブ及びメー
ルボックスの管理ルールの
標準化とその徹底 

・コンプライアンス研修の実
施 

・他区で発生した不適切事案
の検証と共有 

 

・職員一人ひとり
への取組内容の
意識の定着と活
動の継続 

・事務処理手順の再点検・見直しに取り
組むとともに、推進途上の事項につ
いては、課題解決に向け、引き続き取
り組む。（通年） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

鶴見区 

【重要ポイントの共有化】 
・契約事務を進める中で重要
となってくるポイントにつ
いてまとめた「Ｑ＆Ａ」の
作成 

【仕様書の統一及び共有化】 
・仕様書のひな型の作成 

 

 

― 

・コンプライアンス、個人情報保護、接
遇等に係る研修を効果的に実施（通
年） 

・重要管理ポイントの徹底に関する職
員の意識を高める。（通年） 

・受付事務に関する不適正な事務処理
の発生を防ぐため、事務処理要領を
作成（通年） 

・29 年度より進めている契約事務の標
準化について、「Ｑ＆Ａ」の更新及び
仕様書のひな型の作成について、引
き続き取り組む。（通年） 

阿倍野区 

・各課長からコンプライアン
ス研修や個人情報の適正な
取扱いに関する職場研修等
を行い、職員の意識の向上
を図った。 

・全業務で事務引き継ぎ書を
作成した。 

 

 

・不祥事根絶や職
員意識の向上の
ため、服務規律
確保にかかる注
意喚起や綱紀粛
正、コンプライ
アンス研修の取
組を今後も実施
する必要があ
る。 

 不適切な事務処
理案件数が、今
年度は増加して
しまったため、
それぞれの事故
に対し、詳細に
発生原因を追究
し、具体的に策
定した再発防止
対策を徹底する
必要がある。 

・全業務で事務引
き継ぎ書は作成
しているが、事
務・事業等の改
善には至ってお
らず、事務引き
継ぎ書の更新作
業ともに事務・
事業等の改善に
つながるよう取
組を進める必要
がある。 

・内部統制システムによる自律的な服
務規律確保のための改善サイクルを
推進し、職員一人ひとりの意欲・意識
の向上を図るため、効果的なコンプ
ライアンス研修等を実施し、職員の
さらなる意識向上を図る。（通年） 

・全業務で事務引き継ぎ書の作成を機
に事務・事業等の見直しを行う。（通
年） 

住之江区 

・５Ｓ（物品倉庫・棚等の整
理・整頓）や標準化（所属グ
ループウェアの活用）の取
組を実践した。 

・管理職を対象とした「不適
正事務を発生させない職場
づくり」をテーマとした研
修を実施した。 

・不適切事務撲滅をテーマと
した川柳を募集した。 

・文書事務や会計事務につい
ての勉強会を開催した。 

 

・不適切事務につ
いては、前年度
と比べ大きく減
少したが、根絶
には至っていな
いので、より一
層、重要管理ポ
イントを遵守す
るという意識改
革及び職員の事
務レベル向上が
必要である。 

・５Ｓ・標準化の取組目標を掲げ、実践
する。（通年） 

・不適切事務根絶に向けた研修を実施
する。（下期） 

・課長会等での事例共有を行う。（通年） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

住吉区 

・業務マニュアルを 50件作 
成した。 

・マニュアルを所属グループ 
ウェアに掲載し共有を図っ 
た。 

 

・不適切な事務処
理の発生のリス
クがある。 

・各課のグループごとに１業務以上マ
ニュアルを作成する。（通年） 

・業務を執行していく中で、マニュアル
の不備等を修正。（通年） 

・作成したマニュアルは所属グループ
ウェアに掲載し共有を図る。（通年） 

東住吉区 

・他区での不適切事務処理を
課長会等を通じて所属内で
共有し、同様事例の発生を
未然に防止。 

 

・事案の中には、事
務手順や点検・
確認が不十分な
ため発生したも
のが多く、単純
なミスをなくす
職場づくりが必
要である。 

・報告・連絡・相談を徹底し、職場の風
通しを良くすることにより事務手
順・約束ごとを守る職場づくりを推
進する。（通年） 

平野区 

・窓口メモの作成および引継
ルールの統一化。 

 
 

・メモの内容、引継
ルールに関して
は、課を超えて
使うものであ
り、さらに分か
りやすく使用し
やすいものとす
る必要がある。 

・内容やルールに関して、引き続き各課
の職員からの意見を集約し、区民の
方にも職員にも分かりやすい案内の
ツールとする。（通年） 

西成区 

・11 月～12 月に所属内講師
によるコンプライアンス研
修を実施した。 

・課長会（毎週開催）、庶務担
当係長会（毎月開催）や朝
礼等を通じて、不適切事務、
不祥事根絶に向けた再確認
を行い、職員全体に意識付
けを図った。 

・コンプライアンスニュース
を年度内全３回発行し、注
意喚起を徹底した。 

 

― 

・課長会（毎週開催）、庶務担当係長会
（毎月開催）及び係会議や朝礼等を
通じて、不適切事務、不祥事根絶に向
けた再確認を行うとともに、職員全
体に意識付けを図る。（通年） 

・重要管理ポイントの遵守についてセ
ルフチェックを行い、遵守できなか
った項目について改定する。（下期） 
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柱2-Ⅳ-イ 効率的な区行政の運営の推進 

取組の実施状況 

取組②「各区による自主的・自律的なＰＤＣＡサイクル徹底の促進（※「市政改革プラン2.0－新た

な価値を生み出す改革－」Ｐ68 の再掲）」 

 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

北区 
・各区の自主性・自律性の向
上に向けたノウハウや成功
事例を共有 

― 
・効果的な取組であると区長会議におい
て判断された内容の共有（通年） 

都島区 

・運営方針を活用したＰＤＣ
Ａサイクルの徹底（策定時・
評価時など随時） 

・内部統制連絡会議 ２回
（５、６月） 

― 

・運営方針の中間振り返り（９月～11
月）、自己評価（３月） 

・内部統制連絡会議（上期１回、下期１
回） 

福島区 

・接遇研修時に全職員を対象
にＰＤＣＡの理解を深める
職員研修４回実施(29 年９
月実施)。 

― 

・現行の区役所事務についてＰＤＣＡサ
イクルを徹底することを目的に、全職
員が参加する接遇研修の機会にあわ
せて、ＰＤＣＡの理解を深める職員研
修を１回以上実施する。（通年） 

此花区 

・各課が実施する事業につい
て、四半期ごとに事業計画
シートを活用した進捗管理
を実施した。 

― 

・ＰＤＣＡにかかる他区の取組につい
て、ベストプラクティスとなるものを
検討し、可能なものを実施する。（通
年） 

・引き続き事業計画シートを活用した進
捗管理を実施する。（通年） 

中央区 

各区による自主的・自律的な
ＰＤＣＡサイクル徹底の促進 

・区運営方針等の作成過程
（ダイアログ等）を通じＰ
ＤＣＡサイクルを徹底し
た。 

・自主性・自律性の
向上に向けたノ
ウハウや成功事
例などの情報を
共有する必要が
ある。 

自主的・自律的なＰＤＣＡサイクル徹底 

・区運営方針等の作成過程（ダイアログ
等）を通じＰＤＣＡサイクルを徹底す
る。（随時） 

・所属研修を実施。（下期） 

西区 

・特に重点的に実施すべき事
業について、ＰＤＣＡ会議
を年４回実施した。 

・職員のＰＤＣＡにかかる意
識向上をめざし、職員アン
ケートや研修を実施した。 

 

 

― 

・施策の目的を明確にした上で事業を実
施し、定期的に目的に対する成果や取
組の有効性をチェックすることで、事
業内容の改善や新たな事業展開につ
なげるよう、マネジメントサイクルを
徹底することにより責任ある区政運
営を進める。（通年） 

・職員のＰＤＣＡにかかる意識向上をめ
ざし、職員アンケートや研修等を実施
する。（９月頃、12月頃） 

港区 

・職員研修時などに、ＰＤＣ
Ａの効果を含め、徹底され
るように働きかけた。 

 

・職場によりＰＤ
ＣＡの活用しや
すさに差があ
る。 

・窓口職場でもＰＤＣＡは効果的である
ことを、「パンダカフェ」等を用いて周
知する。（通年） 

大正区 

・地域課題に対して、どのよ
うな状態にしたいかを具体
的に示すとともに、成果が
測定可能な目標（アウトカ
ム）を設定して達成状況を
チェックし、ＰＤＣＡサイ
クルを回した。 

・効果的な取組であると区長
会議において判断された内
容を検討し、可能なものを
実施した。 

― 

・地域課題に対して、どのような状態に
したいかを具体的に示すとともに、成
果が測定可能な目標（アウトカム）を
設定して達成状況をチェックし、ＰＤ
ＣＡサイクルを回す。（通年） 

・効果的な取組であると区長会議におい
て判断された内容を検討し、可能なも
のを実施する。（通年） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

天王寺区 

・自律した区政運営の展開に
向け、ＰＤＣＡの徹底を図
ることを目的に、独自の事
業評価の取組「ＰＤ“Ｌ”
ＣＡサイクル 」（L:Listen）
を活用し、事業の再構築に
向け全事務事業の再点検を
実施した。 

― 

・自律した区政運営の展開に向け、ＰＤ
ＣＡの徹底を図ることを目的に、独自
の事業評価の取組「ＰＤ“Ｌ”ＣＡサ
イクル 」を活用し、事業の再構築に向
け全事務事業の再点検を実施する。
（通年） 

 

浪速区 

・自主的・自律的な区政運営
をめざしたＰＤＣＡサイク
ルの徹底を促進するため、
年間行動計画を課毎に作成
し進捗を都度管理した。 

― 

・区長会議や他区において、効果的な取
組であると判断された内容を検討し、
可能なものを実施する。（通年） 

西淀川区 

・業務の運営にあたって、Ｐ
ＤＣＡサイクルを徹底する
ため各事業毎に進捗状況管
理表を作成し、４カ月毎に
進捗状況の確認と改善に向
けた情報の共有を行った。 

・各課職員で構成する会計事
務適正化検討会を定期的に
開催し、会計事務の業務改
善や一層の適正化に取り組
んだ。 

・効果的な業務運営のための
組織改正や業務プロセス改
善のための各種取組につい
て、区広報紙やホームペー
ジなどを活用し積極的に区
民への情報提供を行った。 

・市政改革室によ
るアンケートに
おいて、「ＰＤＣ
Ａサイクルを意
識して仕事をし
ている職員の割
合」が低く、職員
への一層の意識
徹底が必要。 

・業務の運営にあたっては、ＰＤＣＡサ
イクルを徹底する。各業務毎に進捗状
況管理表を作成し、定期的な進捗状況
の確認と情報の共有を図る。（通年） 

・各課職員で構成する会計事務適正化検
討会を定期的に開催し、会計事務の業
務改善に取り組むとともに、より一層
の適正化を図る。（通年） 

淀川区 

・ＰＤＣＡ啓発情報の全職員
へのメールでの周知や運営
方針の策定時に開催される
研修会への担当職員の参加
等マネジメントサイクルを
徹底した。 

 

 

・目標は達成して
いるが、全体と
して 2.7％の職
員が「ＰＤＣＡ
を意識して事業
に取り組んでい
ない」状況であ
る為、今後も意
識の浸透に努め
る。 

・運営方針の策定並びに進捗管理の機会
をとらえて、ＰＤＣＡサイクルを意識
した作業を徹底するほか、あらゆる媒
体をとらえて情報を発信することに
よりマネジメントサイクルを徹底す
る。（通年） 

東淀川区 

・30年度予算編成に向けたサ
マーレビューを実施。（８
月） 

・即時性の高いＰＤＣＡ実現
のため、29年度運営方針の
年度内振り返りを実施（１
月）、２月区政会議資料とし
検討。 

・上記年度内振り返り及び 30
年度運営方針に関する職員
間のダイアログを実施。（２
月） 

― 

・区政会議をはじめとする各種会議、市
民の声や各種アンケート調査などに
より、区民のニーズを把握し、適切に
対応するとともに、いただいた意見や
課題から改善策を区政に反映するＰ
ＤＣＡサイクルを徹底して行うこと
で、地域実情や特性に応じた住民参画
型の区政運営を行っていく。（通年） 

東成区 

・運営方針に記載の事務事業
等について、スケジュール
管理方法を統一化すること
によって年間の業務スケジ
ュールを見える化し、組織
での情報共有を図った。 

・複数年度にわた
ることが想定さ
れる事業等の進
捗状況を統合的
に管理すること
が難しい。 

・複数年度に亘っての実施が想定される
大規模事業など、統合的に管理する必
要がある事業について、「プログラム
管理シート（東成区版）」を作成し、Ｐ
ＤＣＡサイクル徹底を促進する。（通
年） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

生野区 

・区長による区長だよりの配
信 12回 

 
 ― 

・区長による区長だよりを全職員に月に
１度程度配信し、日ごろからＰＤＣＡ
サイクルを意識するように徹底する。
（通年） 

・効果的な取組であると区長会議におい
て判断された内容を検討し、可能なも
のを実施する。（通年） 

旭区 

・サマーレビューを７月及び
９月に実施。前年度実績を
踏まえた効果検証等を行
い、既存事業について廃止、
縮小も含めたゼロベースで
の見直しを実施した。 

・既存事業の見直
しはもとより、
区民ニーズの把
握や他区の成功
事例の情報共有
による新規事業
の検討が必要。 

・次年度の政策協議を行うサマーレビュ
ーにおいて、ベンチマーキングの実施
や区民ニーズの把握により既存事業
の見直しを実施するとともに、他区の
成功事例等の情報共有により新規事
業の立ち上げについても検討を行い
（上期）、ＰＤＣＡサイクルの徹底に
向けた取組を行う。（下期） 

城東区 

・区運営方針の各担当版を作
成し、担当内において周知
を実施。 

・区運営方針について、年度
初め、年度末にダイアログ
実施。 

・市政改革室作成ＰＤＣＡ啓
発コンテンツを周知。 

― 

・区運営方針の各担当版を作成し、担当
内において周知を実施。（４月） 

・接遇研修等の場を活用し、ＰＤＣＡサ
イクル等について理解促進を図る。
（下期） 

鶴見区 

・事業、イベントが終了する
ごとに時期を失することな
く振り返りを実施 

・事業ごとに進捗管理表を作
成し、予算執行を含めた計
画的な事業執行 

・所属長からの指示事項の進
捗管理表を作成し、随時意
見交換を行い、進捗状況を
把握 

 

― 

・事業・イベントごとにＰＤＣＡシート
を作成し、終了ごとに時機を失するこ
となく振り返りを実施する。（随時） 

・事業ごとに進捗管理表を作成し、予算
執行を含めた計画的な事業執行（通
年） 

・所属長からの指示事項の進捗管理表を
作成し、随時意見交換を行い、進捗状
況を把握（通年） 

阿倍野区 
・事業報告「あべのレポート」
の発行（月１回） ― 

・業務におけるＰＤＣＡサイクルの徹底
のため事業報告「あべのレポート」を
毎月発行する。 

住之江区 

・所属内の会議を通じ、職員
に対して市政改革室が実施
している「ＰＤＣＡサイク
ル」に関するｅラーニング
等の活用を促進し、職員一
人一人が「ＰＤＣＡサイク
ル」を意識して業務にあた
るよう動機付けを行った。 

 

・「ＰＤＣＡサイク
ル」の意識醸成
に取り組んでい
るものの、職員
全員が意識でき
ているとは言え
ない。 

・職員全員が「ＰＤＣＡサイクル」を意
識しできるよう、引き続き啓発を行
う。（通年） 

住吉区 

・運営方針に加え、事業･業務
計画書による四半期ごとで
の進捗管理を実施した。（６
月、10月、12月、３月） 

・ＰＤＣＡサイクルの徹底に
向けて職員啓発用チラシを
作成し各課を通じて全職員
へ周知した。（８月、１月） 

・各業務に応じた
ＰＤＣＡサイク
ルの徹底に向け
た意識の向上が
必要。 

・運営方針（８月、３月）及び事業･業務
計画書（６月、９月、12月、３月）に
おける工程管理を実施する。（通年） 

・全職員に対して、ＰＤＣＡサイクルの
徹底に向けた啓発を行う（５月、11月）
とともに、各課それぞれの業務内容に
おけるＰＤＣＡサイクル徹底の取組
について話合う。（７月） 
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 29年度の主な取組実績 課題 30年度の取組内容 
（課題に対する対応） 

東住吉区 

・課長会等を通じてＰＤＣＡ
の意識徹底を図り、所属内
へ周知  

・所属グループウェアを活用
し、行事予定や各種照会な
ど情報共有 

 ・サマーレビュー及び予算
編成作業時に、ＰＤＣＡサ
イクルを意識した業務改善
の取組  

・５Ｓ、標準化アクションプ
ランに基づく取組 

・５Ｓ、報連相の取
組に対する職員
の更なる意識向
上を図る必要が
ある。 

・ＰＤＣＡサイクルを意識した業務改善
の取組 ・５Ｓ、標準化アクションプラ
ンに基づく取組を推進する。（通年） 

平野区 

・ＰＤＣＡサイクルを意識づ
けるために、課長会等での
情報の共有や、職員情報紙
に掲載する等、広く周知し
た。 

― 

・より一層ＰＤＣＡサイクルを意識づけ
るために、29年度と同様に課長会等で
の情報の共有や、職員情報紙に掲載す
る等、広く周知する。（通年） 

西成区 

・ＰＤＣＡの意義・役割等の
情報を職員に周知し、ＰＤ
ＣＡサイクルの意識付けを
行った。 

・課長会（毎週開催）、庶務担 

当係長会（毎月開催）にお
いて、事業等について各担
当から報告を行い、情報共
有した。 

― 

・研修等の機会を通じて、ＰＤＣＡの意
義・役割や事例を紹介し、職員全体に
ＰＤＣＡサイクルの意識付けを図る。
（通年） 

・週１回開催の課長会において、各担当
から事業等の情報を提供し、情報共有
を図る。（通年） 
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